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小型ボックスを活用した電線共同溝設計 
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近年，無電柱化の必要性が高まるなか，電線共同溝の整備コストが高いことが，無電柱化が

進まないひとつの要因となっており，コストを抑えることが課題となっている．本業務では，

三重県四日市市内の国道において，国土交通省が推奨する小型ボックス活用方式を採用して，

整備コストや維持管理に配慮した電線共同溝の設計を行った．コストを抑え，セキュリティ性

能や景観に配慮した設計を行ったが，さばき部の蓋が重く，維持管理時の作業性に課題を残し

た．小型ボックスについては，本体や蓋などの仕様が定まっていないため，今後も様々な課題

を解決する形で，構造を決めていく必要がある． 

 

Key Words : 無電柱化，電線共同溝，小型ボックス 
 

 

 

１．はじめに 

 

 近年，道路空間の防災性の向上や安全性，快適性

の確保，良好な景観を確保する観点等から，無電柱

化の取組みが推進されている．また，自然災害の激

甚化や頻発化，訪日外国人の観光需要の増加により，

無電柱化の必要性はさらに高まっている． 

無電柱化方式の１つである電線共同溝は，管路部

と特殊部で構成された構造であり、道路管理者が電

線共同溝の本体を管理し，電線管理者が電線共同溝

内のケーブルを管理するものである．無電柱化のほ

とんどが電線共同溝によるものであるが，今後より

一層の無電柱化の推進に向けて電線共同溝の整備コ

ストを抑えることが大きな課題となっている．そこ

で，国土交通省では、電線共同溝の低コスト手法と

して，小型ボックス活用方式の普及を全国的に促進

している． 

 本稿では，三重県四日市市内の国道において実施

した小型ボックス活用方式を活用した電線共同溝の

設計について報告する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．小型ボックスの概要 
 

 小型ボックス活用方式は，従来の電線共同溝で地

中に埋設していた管路部に代わり，蓋が路面に露出

した小型ボックスを設ける構造であり，小型ボック

スの中に通信ケーブル，電力低圧ケーブル，電力及

び通信の引き込みケーブルを同時収容することで，

浅くかつコンパクトに埋設するものである1)． 

（図-1） 

引き込みの方法は，従来方式では，通信は共用Ｆ

Ａ管からの管分岐，電力は本体管路とは別に特殊部

から引き込み管路を設ける特殊部分岐であったが，

小型ボックス活用方式では，通信，電力(低圧)とも

に小型ボックスから直接引き込むことが可能となる．

このように小型ボックスは，引込管路の削減及び分

岐桝の廃止によるコスト縮減，新規引込時の掘削量

の削減による作業性の向上が期待できるものである． 

小型ボックスに関しては，具体的な基準や専用の

製品がなかったため，電線管理者との協議を重ね，

躯体や蓋などの構造について決定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-1  小型ボックス活用方式の整備イメージ図
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３．小型ボックスの特徴 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

４．小型ボックスの設計 

 
(1) 設計条件 

 小型ボックスの設計では，以下の構造条件を満足

することに留意して検討を行った． 

・路面からケーブルを設置できる構造 

・引き込みが容易な躯体構造 

・土砂の流入がない蓋構造 

・容易に開閉できない蓋構造 

・景観に配慮した蓋構造 

 

(2) 小型ボックスの本体構造 

 小型ボックス本体構造について，特注で製作した

製品を採用すると，従来の管路方式と比べてコスト

アップとなることが懸念された．そこで，当時中部

地方整備局がＰＵ側溝を活用した小型ボックス構造

について検討を進めていたこともあり，本業務では，

製品コストを抑えるため，ＰＵ側溝をベースとした

本体構造を採用することで，約４割のコスト縮減を

図ることが出来た（表-2）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 小型ボックスの断面形状 

 当該区間は，電力及び通信需要が高い地域であり，

ケーブル条数が多かったため，幹線ケーブルと引き

込みケーブルの条数を考慮して小型ボックスの躯体

寸法を決定した． 

小型ボックス内でケーブルを平積みした場合，

ケーブルの維持管理は容易となるが，小型ボックス

本体の幅が80cm必要になり，既存埋設物等への影響

が大きくなることが課題となる．そこで，ケーブル

を積み上げることを前提に配置計画を行った． 

 また，ノックアウトの位置とケーブルが干渉する

表-2  小型ボックスの構造比較 

特注タイプ ＰＵ側溝タイプ 

  

表-1  従来方式と小型ボックスとの比較 

方式 小型ボックス方式 共用ＦＡ活用方式 浅層埋設方式 

概要 
ＰＵ側溝を 

ベースとした小型ボックス
従来の管路方式 

従来の管路方式で 

浅く埋設する方式 

断面図    

引込方法 
電力(低圧)，通信ともに 

小型ボックス内から引込 

電力は特殊部から， 

通信は共用ＦＡ管から引込

電力は特殊部から， 

通信は共用ＦＡ管から引込

景観性 
路面への露出があり， 

景観への配慮が必要 

路面への露出がなく， 

景観性に優れる 

路面への露出がなく， 

景観性に優れる 

施工性 
管路方式に比べて良い 

(日進量約16.4m/日） 

小型ボックスに比べて悪い

(日進量約8.2m/日) 

小型ボックスに比べて悪い

(日進量約8.2m/日) 

耐久性 
コンクリート製品であり，

最も耐久性に優れる 

コンクリート製品の 

半分程度の耐用年数 

コンクリート製品の 

半分程度の耐用年数 

土砂流入 管路方式に比べリスクあり 土砂流入の可能性はない 土砂流入の可能性はない 

特殊部の削減 特殊部の削減が可能 従来通り 従来通り 

コスト 
(100ｍあたり) 

17,500,000円 37,500,000円 39,000,000円 

※ コストには一般部，特殊部，舗装工，引込工，交通誘導員，管路更新の費用を含んでいる． 

※ 小型ボックスは，従来方式に比べ特殊部の数が少なく，管路の更新もないため安価である． 

小型ボックスの特徴は，従来方式と比較して，施工性，耐久性，経済性に優れることである．一方で，小

型ボックスの蓋が路面に露出しているため，景観や土砂流入に対して対策を施す必要がある（表-1）． 

約79,000円/ｍ 約43,000円/ｍ 
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と引き込みの際に支障が生じるため，ノックアウト

の下に全てのケーブルが収容できる躯体寸法とし，

本業務では「W500×H500」を採用した． 

 

(4) 引き込み部の構造 

中部地方整備局では，引き込みのためのノックア

ウトについては，10ｍに１箇所，民地側にのみ設置

する構造を想定していたが，今回の実施区間では，

車道側の路上施設等への引き込みが必要になること

を考慮して，全ての小型ボックスの両側にノックア

ウトを設ける構造とした（図-2）． 

なお，ノックアウトの有無や設置面の違いにより，

製品の種類が増すと施工が煩雑となるほか，コスト

縮減に逆行するため，製品ラインナップを減らして

コストを抑える工夫を取り入れた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，通信ケーブルの引き込みにはクロージャが

必要となるため，通信接続部内にクロージャを設置

し，幹線ケーブルから引き込みケーブルに分岐した

上で，小型ボックス内のノックアウトから，沿道需

要家に引き込みを行う構造とした（図-3）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、電力ケーブルの引き込みには，クラスタが

必要になるため，小型ボックス内にクラスタを設置

し，幹線ケーブルから引き込みケーブルに分岐した

上で，小型ボックス内のノックアウトから，沿道需

要家に引き込みを行う構造とした（図-4）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 小型ボックスの蓋構造 

 小型ボックスの蓋構造について，ＰＵ側溝と同様

に手掛かりを設けると，土砂が流入してケーブルが

損傷することが懸念される．そのため，手掛かりを

設けない構造としたほか，セキュリティを考慮し，

蓋の重量は１枚あたり100kg程度とした． 

 蓋の構造については，コンクリート製に限らず，

景観上への対応について行うことが出来るように，

鋼製で舗装材が充填できる構造を採用し，景観性や

歩行性に配慮した（図-5）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5  舗装材の充填が可能な小型ボックスの蓋 

 

５．さばき部の設計 

 
(1) さばき部の構造 

 小型ボックスは，通信ケーブルと電力ケーブルを

同時収容しているため，通信接続部などの特殊部で

は，通信ケーブルと電力ケーブルを分離する必要が

あった．そこで，通信接続部には通信ケーブルのみ，

電力接続部や地上機器部には電力ケーブルのみを収

容するために，接続部の手前で通信ケーブルと電力

図-2  小型ボックスの躯体イメージ図 

図-3  通信の分岐と引き込み方法（例） 

図-4  電力の分岐と引き込み方法（例）

引込線 

引込線 
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ケーブルを分離する空間として，さばき部を設ける

こととし，その構造について検討を行った． 

ケーブルのさばき方は，縦方向にさばくスペース

を確保する「縦さばき」，横方向に確保した「横さ

ばき」の二通りが考えられたが，コスト比較を行っ

た結果，「横さばき」が優位であった． 

また、さばき部を設置する際，特殊部に入らない

ケーブルを収容するための迂回ボックスについても

構造を立案した．特殊部にさばき部を設ける場合の

ケーブル収容例について、図-6から図-8に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．おわりに 

 
 今回，小型ボックス活用方式を採用した電線共同

溝設計を行い，低コスト，セキュリティ性，景観性

などに配慮した構造を提案することができた． 

一方で，さばき部の構造に横さばき方式を採用し

たことで，蓋の重量が400kgを超えるなど，開閉時

に重機が必要になるといった維持管理時の作業性に

課題を残した． 

 本設計後に，国土交通省から小型ボックスの寸法

や維持管理時の作業性に配慮したセキュリティ対策

などについて方向性を示した手引き(Ver.2) 2)が出

された．今後，様々な課題を解決する形で，小型

ボックスの本体構造やさばき部の詳細構造を決定す

ることで，将来の更なる電線共同溝の低コスト化が

期待できる． 

 

参考文献 
1) 国土交通省: 道路の無電柱化 低コスト手法導入の手引

き（案）-Ver.1-, 2017 

2) 国土交通省: 道路の無電柱化 低コスト手法導入の手引

き（案）-Ver.2-, 2019

 

図-6 地上機器部でのさばき部 

図-7 通信接続部でのさばき部 

図-8 接続部Ⅰ型でのさばき部 
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業務範囲 

（切土のり面 5箇所） 

 

 

旧タイプグラウンドアンカーのり面の修繕設計

の課題と対応 
 

 

 

○松田康弘1 
 

1大日コンサルタント（株）本社（〒500-8384 岐阜県岐阜市薮田南3-1-21） 

 

 

本稿は，今後増加が予想される旧タイプアンカーが施工された切土のり面の修繕設計につい

て，本業務の事例をもって設計上の課題と対応ならびに検討の手順について述べるものである．  

旧基準で施工されたグラウンドアンカー（以下，旧タイプアンカー）は防食機能が不完全で

あるため，斜面の不安定化などが危惧されている．しかし，旧タイプアンカーのり面の修繕設

計は，既設構造物の設計図書が少なく，技術的に未確立の面も多い．また，旧タイプアンカー

の不具合は，腐食とそれ以外の原因が認識されている場合が少ないことから，既往資料や追加

調査により不具合の原因を的確に把握しなければ，対策設計が実施できないことに留意する必

要がある． 

 

Key Words : 旧タイプアンカー，切土のり面，維持管理，修繕，更新，補強 
 

 

 

１．はじめに 

 

平成初期までに施工されたグラウンドアンカーは，

当時の設計基準において防食が義務付けされておら

ず，それらは旧タイプアンカーと総称されている．  

近年，アンカー等の維持管理のため，アンカー点

検・調査により，その健全性の評価が実施されてい

る事例が多くなっている．しかし，その結果を活用

した対策検討・設計においては設計検討の手順が提

示されている事例は少ない．  

本稿は， NEXCOの大規模更新・修繕事業の事例を

用い，旧タイプアンカー切土のり面の修繕設計にお

ける設計検討の手順と課題・対応について述べる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-1 業務範囲 

２．機能低下原因と対応 

 
修繕対象は，旧タイプアンカーの点検・調査が実

施され，対策が必要と判断された切土のり面である． 

対象箇所の旧タイプアンカーは，頭部詳細調査で

腐食が確認され，リフトオフ試験では荷重が低下し，

変位が増加する等，アンカーの機能低下が確認され

ていた． 

対策設計の上で，旧タイプアンカーの機能低下の

原因の把握は必要不可欠である． 

そこで，以下の観点でアンカー点検調査結果から，

旧タイプアンカーの機能低下の原因を考察し，原因

の特定に必要な追加調査を提案した． 

 

・腐食による部材の劣化 

・不良地盤への定着 

・設計外力の変化 

 
(1) 腐食による部材の劣化 

旧タイプアンカーは，防食構造が不完全であるた

め，地下水の影響により腐食している可能性が考え

られた（写真-1）． 

図-2は，試験荷重に到達する前にテンドンが破断

した旧タイプアンカーである．この原因は，地下水

位等により，腐食した結果であり，破断したものと

考えられる． 

また，腐食の程度は旧タイプアンカーの施工場所
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※試験荷重 417kN 

試験荷重まで到達することなく破断 

アンカー体定着不足のおそれ

勾配変化点

により，腐食環境が異なることが考えられた． 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-1 テンドンの破断状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図-2 荷重-変位曲線（テンドンの破断） 

 

(2) 不良地盤への定着 

対策工の設計においては一般的に，すべり土塊が

最も大きくなる断面を対策工の検討断面として設定

し，その断面により決定されたグラウンドアンカー

の規格や，配置を展開していることが多い． 

そのため，特に切土のり面端部においては，地盤

内の不動層の形状によっては，アンカー体の必要定

着長が確保されていない状況も考えられる（図-3）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 切土のり面端部におけるアンカー設置位置 

 

また，アンカー体のグラウトと周辺の地盤の付着

力が確保できない劣悪な地質となっている可能性も

考えられた． 

そこで，表-1が示す「タイプＢ」の荷重-変位特

性となっている旧タイプアンカーに着目した． 

「タイプＢ」とは，定着地盤のクリープ，PC鋼材

の付着切れの進行が考えられるものである． 

標準検討断面の適用が不適であり，アンカー体の

定着長不足，付着力不足（図-4）や，設計外力によ

る変化が考えられた． 

 

表-1 タイプ別荷重-変位特性の評価1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4 アンカー体の定着不足の可能性がある旧タイプアン

カーの荷重-変位曲線（リフトオフ試験Ｂ） 

 

(3) 設計外力の変化 

切土による経年的なゆるみ範囲の拡大や，昨今の

異常降雨により地下水位の上昇等により設計外力が

変化したため，旧タイプアンカーが過緊張状態と

なっていることが考えられた． 

そこで，リフトオフ試験Ｂにおいて，荷重除荷後

のテンドンの伸び量に着目した．図-5が示すとおり，

テンドンの伸び量が，理論伸び量の110％上限値を

上回る場合，鋼線腐食等による断面欠損，アンカー

体の付着切れ等が考えられるが，当該箇所において

は，110％上限値を上回るアンカーは確認されな

かった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-5 荷重-変位曲線 
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旧タイプアンカーが不動層と定着が不足

そこで，機能低下の原因の考察を踏まえて，次の

とおり対応した． 

 

(1) ボーリング調査位置の最適化と追加 

(2) 地山のゆるみや想定外のすべりの有無の把握 

a) 地表・地質踏査による自然斜面の把握 

b) ボアホールスキャナー等による亀裂等の把

握 

(3) 地山の腐食環境把握のための調査 

 

３．対応結果 
(1) 追加ボーリング調査位置の最適化 

旧タイプアンカーが崖錐堆積層に設置されている

可能性があり，アンカー体の定着力不足が考えられ

た．そのため，アンカー上部でボーリング調査を実

施し，崖錐堆積層の厚さを把握するとともに，定着

地盤の地質を把握した（図-6）． 

図-7は，アンカー定着体が崖錐堆積層に設置され

ていることが想定された切土のり面である．アン

カー上部でボーリング調査を実施し，崖錐堆積層の

厚さを把握するとともに，定着地盤の地質を把握し

た．建設当時のアンカー長を踏襲した場合，定着体

が崖錐堆積層に設置されることが想定されたため，

新設アンカーはこの崖錐堆積層の背面にある不動層

への定着を確保するものとした．なお，対策工とし

ては，アンカー以外の工法，例えば，排土工や抑止

杭について検討を行ったが，アンカーを増し打ち

（新設）することが基本となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6 ボーリング調査の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-7 アンカー体定着位置の見直し 

(2) 地山のゆるみや想定外のすべりの有無の把握 

a) 地表・地質踏査による自然斜面の調査 

切土のり面背後地の自然斜面を踏査した結果，崖

錐性堆積物が広く分布し，想定外のすべりブロック

を確認した（図-8）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-8 切土のり面背後地の地表状況 

 

そのため，旧タイプアンカーの打設範囲だけでは

切土のり面の安定性を確保困難と判断し，現状にお

いて，変状は確認されていないが，用地外からのす

べりに対する予防措置を行った（図-9）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-9 自然斜面のすべりを踏まえた対策工の実施 

 

b) ボアホールスキャナー等による三次元的なゆる

み範囲の把握 

 

ボアホールスキャナーにより，すべり面等の不連

続面の走向傾斜や割れ目等の開口幅の情報を取得し，

PS速度検層による弾性波速度の測定と合わせ,三次

元的なゆるみ範囲を把握した（写真-2・左）．また，

建設当時のボーリングコア(写真-2・右)と，本業務

で採取したコア（写真-3）を比較した結果，建設当

時のコア状況は，今回の調査結果に対し著しく乖離

している．この理由としては，当時に比べコアリン

グ技術が向上したため，つまり調査技術の差である

と考えた．したがって，本調査結果からすべり線の

見直しを行い，対策工設計を行った． 

当初施工範囲

見直し施工範囲

見直し施工範囲新たなすべり層の把握

ボーリング調査の追加

主断面 
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写真-2 スキャナー画像（左）建設当時のコア（右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真-3 ボーリングコアの状況（本業務） 

 

(3) 地山の腐食環境把握 

腐食環境把握のため，土壌の腐食環境調査および

地下水のイオン分析を実施した． 

土壌の腐食環境調査では，地山の腐食ポテンシャ

ルを定量化するため，ダクタイル鋳鉄管についての

土壌腐食性評価法（米国規格ANSI/AWWAC105/A21．5）

に準拠し実施した．調査の結果，腐食が著しい土壌

とされている評価点を下回っているため，土壌によ

る腐食環境下となる可能性は低いと判断した． 

地下水のイオン分析では，一部切土のり面につい

て硫酸イオン，硝酸イオンの数値が高い値を示した

たが標準値以下であり，通常の二重防食機能のアン

カー材を採用することで対応可能と判断した． 

 

表-2 イオン分析結果一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．成果 

 
(1)アンカー点検調査の結果の活用 

アンカー点検調査の結果の精査により,アンカー

不良の原因を想定し,不良原因が不明な場合は，リ

フトオフ試験結果を考慮した追加ボーリングを実施

することにより，抑止効果を高め効果的なアンカー

設計が実施できた．  

 

(2) 想定外のすべりの捕捉と対応 

追加地質調査の副産物として，想定外のすべり地

形を把握し，既設アンカーとの関係を三次元的に評

価することにより，新たなすべりに対して予防措置

的な対策検討が実施できた．  

 

(3) 腐食ポテンシャルの評価 

更新されるアンカーは二重防食であるが腐食の可

能性は否定できないため，イオン分析等を併用して

腐食ポテンシャルを評価のうえ防食レベルを検討し

た． 

 

５．結論・今後の対応 
(1) アンカー点検調査結果と設計検討 

既設アンカーの修繕設計等は，アンカー点検の結

果のみでは，設計検討は困難である． 

アンカー点検調査結果からは，腐食の有無，リフ

トオフ試験における破断や引き抜けなどを把握でき

るが，破断や引き抜けについては，地山の外力変化

の影響があるため，追加地質調査の実施が不可欠で

ある． 

 

(2) グラウンドアンカーはメンテナンスが必要 

永久アンカーの呼び名とは裏腹にグラウンドアン

カーはメンテナンスが必要な構造物であり，アン

カー点検・調査による維持管理について今後も知見

と高める必要性がある． 

 

(3) 旧タイプアンカーの残存余命 

当初から更新が想定されていた本業務は延命補修

等の検討を実施しなかった．しかしながら小規模自

治体等においては，財政問題等より旧タイプアン

カーの継続的な利用が必要な場合も想定される．そ

のため，以下の研究が必要である． 

 

・腐食による断面欠損等と余命等の関係の定量化 

・安価かつ確実な飛び出し防止装置の開発 

 

 

謝辞：本論文の執筆に対してご指導・ご助言いただ

きました関係者各位に深く感謝の意を表します． 

 

参考文献 
1) 中日本高速道路株式会社：調査要領,参2-16,2017 
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地形を考慮した騒音予測手法業務への 

応用及び検証 
 

 

劉正凱 1，〇濱崎泰知 1 

 
1（株）建設技術研究所 中部支社（〒460-0003 名古屋市中区錦 1-5-13） 

 

ダム事業の環境影響評価において，建設機械の稼働に係る騒音は参考項目として一般的に

行われているが，ほとんどの騒音予測では，距離減衰が考慮されるものの，騒音の伝搬に

大きな影響を与える地形条件が考慮されない．そのため，予測結果は過大になり，住民の

不安，過剰な対策につながる恐れがある．また，コンクリート打設等夜間工事も行うダム

事業に対する騒音の評価基準は明確ではない．本報告では，地形条件を考慮した場合と未

考慮の場合の騒音予測結果を実測結果と比較し，地形を考慮することの重要性を報告する．

また，ダム事業の工事騒音の評価基準を検討し，「特定工場等において発生する騒音の規制

に関する基準」の適用を提案する． 
 

Key Words : 環境影響評価、ダム事業、騒音予測、地形条件、評価基準 
 

1. はじめに 
 

建設機械の稼働に係る騒音「以下，工事騒音

と称する」は，ほぼすべての法・条例アセスメ

ント事業の環境影響評価項目として選定され，

調査，予測評価が行われている．これらの予測

は，ほとんどの場合，騒音の距離減衰式を用い

て騒音レベルを計算し，計算値と「特定建設作

業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」

との比較により評価を行っている． 

騒音は，距離減衰のみならず，遮音壁 1)，地

形 2)等による遮蔽があると，大きく低減する性

質を有する．道路事業等では，比較的小型の建

設機械を用いているため，建設機械の騒音影響

範囲は，比較的狭く，地形の影響は少ない．一

方で，ダム事業等においては，パワーレベルの

大きい機械を使うため，影響範囲が広く上，急

峻な地形でダム工事を実施する場合が多く，地

形による騒音伝搬への影響が非常に大きい 2), 3)．

そのため，地形の影響を考慮しない予測では，

過大評価になる可能性が極めて高い．また，騒

音評価に用いられる特定建設作業に係る規制は，

騒音レベル（85dB）の規制のみならず，工種の

規制，作業時間の規制もある 4)．工期制約の厳

しいダム工事では，これらの規制条件を満足す

ることは困難であり，同基準の適用は実質不可

能な場合が多いため，特定建設作業の規制基準

以外の評価基準を検討する必要がある． 

以上のことから，ダム事業等夜間工事を行う

可能性のある建設事業の騒音予測・評価の方法

を検討する必要がある．以下はこれらの問題に

ついて検討し，提案したものである． 
 

2. 騒音予測手法の検討及び提案 
 
2.1 現行の騒音予測手法の問題点 

ダム事業においては，50t 以上のブルドーザ

等大型建設機械を使うため，同じ工種でもユニ

ットのパワーレベルが道路等他の建設作業より

高い． 

道路事業とダム事業の掘削作業のパワーレベ

ルの比較例を表-1に示す． 

ⅰ）はパワーレベルである．ⅱ）の△L は 90％

レンジ上端値（L5）と等価騒音レベル（Ｌeq）と

の差を示したものである．ⅲ）は地形を考慮し

ない場合のⅰ）に示すパワーレベルの点音源か

ら発生する騒音を工事騒音の評価基準値である

85dBまでに減衰するために必要な距離を示して

いる． 

 
表-1 掘削作業のパワーレベルの比較 

事業区分 工種区分

�） 
パワー 
レベル 

�） 
△L 

�）85dB
までの 
減衰距

離 
ダム事業 5) 掘削・積込 126 dB 6 dB 89 m 

 
道路事業等 6)

土砂掘削 103 dB 5 dB 6 m 
軟岩掘削 113 dB 6 dB 20 m 
硬岩掘削 116 dB 5 dB 25 m 

道路事業における掘削工種のパワーレベルは

- 9 -



 
 

103～116 ㏈であるのに対して，ダム事業におけ

る掘削工種のパワーレベルは 126 ㏈であり，道

路事業等より 10～23 ㏈も高い．また，地形の影

響を考慮せず，距離減衰のみを考慮する場合，

規制基準の 85dB まで減衰するには，道路事業の

掘削では，20ｍ程度の距離が必要であるのに対

して，ダム事業では 90ｍ弱の距離が必要である．

またダム事業では，複数のユニットが同時稼働

する場合が多いため，音源のパワーレベルはさ

らに大きくなり，規制基準まで減衰するために

必要な距離はより大きくなる．例えば，パワー

レベル 126 ㏈の工種 4 ユニットの場合，必要な

減衰距離は約 180ｍとなる．そのため，180ｍ以

内に保全対象があれば，騒音レベルは規制基準

を超過することになる．また仮に，保全対象が

ダムサイトから数百メートル離れていて，保全

対象付近の騒音レベルは規制基準を下回るとし

ても，80dB 前後の騒音レベルになると予測され

る．これは，ゲームセンター店内の騒音に相当

するレベルであり 7)，住民から理解を得られに

くいと考えられる． 

その一方，ダムはほとんど山間部の谷地形の

中で建設され，高さ数十メートル～数百メート

ルの山に囲まれる場合が多い．この地形による

囲い・遮蔽は，通常の遮音壁よりも高い遮音効

果があり，それにより騒音レベルは大きく低減

される．そのため，この地形による遮音効果は，

ダム等山間部で行われる建設事業の騒音予測の

重要な要素である． 

したがって，ダム等山間部の建設事業におい

て，地形を考慮した騒音予測は必須であり，そ

れを考慮しなければ，過大評価，過剰対策，住

民合意のネックとなる可能性が極めて高い． 
 
2.2 地形を考慮した騒音予測 

建設騒音予測モデル ASJ2007（（社）日本音響

学会）において，地形を考慮した騒音予測手法

が提案されている 3)．また国土技術政策総合研

究所は地形を考慮した騒音シミュ―レターを開

発し一般公開している．さらに国土地理院は 10

ｍメッシュ，5ｍメッシュのデジタル地形図を一

般公開しており，近年以来，地理情報システム

GIS (Geographic Information System) が急速

に普及してきている．GIS を用いて，各種の空

間データ，例えば，数値地図・基盤地図情報（標

高），予測地区の住宅，学校などの分布，地形デ

ータなどを入手することにより，GIS を活用し

た地形の影響を考慮した騒音評価・伝搬予測は

可能である． 

 

当社では，複数のダム事業，堰事業において，

地形を考慮した騒音予測を行っており，実測結

果と計算結果の比較による検証を実施している．

検証結果から，地形を考慮しない場合の騒音予

測結果は，実測値より 10dB 以上高いのに対して，

地形を考慮した場合の騒音予測結果は実測値に

極めて近く，その差は 0～3dB 程度であった． 

一つの事例としては，高低差の大きい（約 150

ｍ）あるダム事業において，杭削孔時の騒音実

測結果と予測結果との比較を行った．その実測

結果では，河床付近で杭削孔を実施したとき，

工事個所付近の騒音レベルは大きく上昇するが，

工事個所より約 150ｍ高い山頂付近の集落地点

においては，地形による遮音効果は働き，騒音

レベルの集計値から見ても騒音の波形から見て

も騒音レベルの上昇は見られず，工事による騒

音影響がないことが確認できた．しかしながら，

地形を考慮しない騒音予測では，山頂付近の集

落地点での騒音レベルは 60dB 程度と算出され，

実測した現況騒音レベルより 10dB 以上高くな

る予測結果となった．この予測結果は，ただ騒

音レベルを高く計算しただけではなく，本来騒

音影響のない地点でも騒音影響があると判定さ

れ，影響の有無の判断が間違っている結果とな

る． 

それに対して，地形を考慮した騒音予測の結

果は，暗騒音よりも低く，工事による騒音影響

が全くないことが確認でき，工事による騒音影

響の有無を正しく判定できた．また，工事騒音

は，現況騒音よりも低いため，工事による騒音

の寄与値と現況騒音との合成値はほぼ現況騒音

になり，実測結果との差は±1dB 程度以内にと

なった． 

したがって，地形を考慮した騒音予測は，予

測精度が高いのみならず，工事による騒音影響

の有無を正しく判断できるといえる． 

また，地形の状況にもよるが，著者らが実施

した複数のダム・堰事業の騒音予測結果の検証

では，地形を考慮しない騒音予測の結果は，騒

音の実測値，もしくは地形を考慮した騒音の予

測結果より概ね十数 dB 高いことがわかってい

る．70～80dB 程度の騒音レベルに対して，10dB

の差は大きいものではないと捉えられやすいが，

騒音レベルは対数計算の結果であるため，10㏈

の差は通常の数値の桁違いに相当する． 

したがって，山間部の建設工事の騒音予測に

おける地形の考慮は「望ましい」ではなく，「必

須」と認識すべきである． 
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3. 工事騒音の評価基準について 
 
3.1 ダムアセスメントに使われている評価基準

について 
法・条例アセスメントの対象となるダム事業

等の環境影響評価書は，一般公開されており，

インターネットでも評価方法・評価結果を確認

できるが，ほぼすべてのダムアセスメントでは，

工事騒音の評価基準を「特定建設作業に伴って

発生する騒音の規制に関する基準」としている． 

特定建設作業に係る騒音規制基準を表-2に示

す． 
 

表-2 特定建設作業に係る騒音規制基準 4) 
規制の対象 規制の内容 
騒音値 敷地の境界線において，85 ㏈以下 

対象工種 バックホウ，ブルドーザ等を使用する作業 
作業時間 19 時～7 時まで工事を実施しない． 
作業時間 一日の作業時間 10 時間以下． 
作業期間 連続して 6 日間を超えないこと． 

 
しかし，この規制基準は，騒音値に対する規

制のみならず，適用する工種，作業時間等の規

定があり，どんな建設工事でも適用できるもの

ではない． 

これらの規制条件から，以下のことに留意す

る必要がある． 
 

1） 85dB の規制値は敷地境界での規制値であり，

工事エリアから数百メートル離れた保全対象の

騒音評価に，この規制値を適用するのは適切で

はないと考えられる． 

 
2） バックホウ等を使う掘削作業の騒音評価では

同基準を適用できるが，骨材製造，コンクリート

打設等の工種は，同基準の適用対象にされていな

いため，同基準の適用は適切ではないと考えられ

る． 
 
3） 同基準では 19 時以降工事を実施しない条件

にしているため，夜間も施工するダムのコンクリ

ート打設の騒音評価に同基準の適用はできないと

考えられる． 
 

そのため，夜間工事，骨材製造，コンクリー

ト打設の騒音評価の基準を検討する必要がある． 

 
3.2 ダム事業の工事騒音の評価基準の検討 

夜間工事，骨材製造，コンクリート打設の騒

音評価基準として，「特定工場等において発生す

る騒音の規制に関する基準」が考えられる．ダ

ムの環境影響評価では，特定建設作業に係る騒

音規制基準を用いるのは一般的であるが，工事

段階の騒音対策検討では，この基準を用いて必

要な対策を検討した事例がある．ただし，業務

報告書として取りまとめられており，公表事例

は少ない． 

適用理由としては，特定工場の施設として，

土石用または鉱物用の破砕機・摩砕機・ふるい

及び分級機，コンクリートプラント等の工種が

含まれており，ダム工事でも骨材製造・コンク

リート打設等の工種があり，作業時間の規制が

特になく，夜間工事にも適用できること等が挙

げられる． 

もう一つの理由は，特定工場の騒音規制値は

一般地域の騒音に係る基準値と実質ほぼ同じで

あり，特定工場の騒音規制値を満足すれば，騒

音に係る環境基準を満足することになるためと

考えられる．なぜなら，数値上では，2 つの基

準値には約 5dB の差がある 5），6）（表-3 を参照）

が，特定工場の騒音評価は，90％レンジ上端値

L5 を用いているのに対して，環境基準の評価は

等価騒音レベル Leqを用いており，掘削工事等多

くの工種において，L5と Leqの差が約 5dB 程度だ

からである．したがって，同じ指標でみる場合，

2 つの基準値はほぼ同程度になる．例えば，住

居地域を想定した第二種区域，B 地域の基準値

の比較は以下のとおりである． 
 

表-3 騒音に係る評価基準の比較 

区分 

90％レンジ

上端値 L5 
等価騒音 
レベル Leq 備考 

昼間 夜間 昼間 夜間

特定工場

の騒音規

制 
基準 

60dB 50dB 約 
55dB

約 
45dB

規制値は L5であ

り，Leqは掘削工事

等の Leqと L5の差

を考慮した参考値

騒音に係

る環境基

準 

約
60dB

約
50dB

55dB 45dB

基準値は Leqであ

り，L5は掘削工事

等の Leqと L5の差

を考慮した参考値

 
環境基準は，「人の健康の保護及び生活環境の

保全のうえで維持されることが望ましい基準」

とされているため，環境基準を満たせば，騒音

環境はよく維持されていると評価できる．特定

工場の基準値はほぼ環境基準値と同じであるた

め，特定工場の規制基準を達成できれば，騒音

環境はよく保全されていると評価できる． 

以上の理由から，特定工場の騒音規制基準の

ダム工事への適用は適切であると言える． 
 

3.3 評価基準から見る騒音予測の地形考慮の重

要性 
特定工場の騒音規制値は，特定建設作業の規

制値より，昼間 25dB（85dB-60dB），夜間 35dB
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（85dB-50dB）低くなる．地形の影響を考慮しな

い場合，ほとんどのダム事業において，約 1km

程度の範囲内の騒音レベルは昼夜とも特定工場

の規制基準を大きく超えると考えられる．基準

を達成するために，騒音対策が必要となるが，

ダム工事の範囲は広く，時期によって変動する

ため，対策は困難な場合が多く，必要な対策は

大規模になると考えられる．しかし，実際のダ

ム工事の多くは，高い山に囲まれる中で工事が

行われるため，騒音影響範囲が大きいとの結論

は実態と大きくかけ離れていると考えられる． 

それに対して，地形の影響を考慮した騒音予

測では，騒音影響が谷地形の中に限定され，影

響範囲は実態に近い「狭い」範囲になる．著者

らが実施した複数のダム・堰の工事騒音予測か

らはその結論が検証されている． 

したがって，適切な評価基準を適用するには，

地形を考慮した騒音予測が不可欠であると言え

る． 
 

4. 最後に 
 

以上，騒音予測の精度，騒音影響の有無に対

する適切な評価，適切な評価基準及び必要な対

策等の視点から地形を考慮した騒音予測の必要

性を考察した．この問題はダム工事に係らず，

山間部の道路トンネル工事等においても同じで

ある．地形の影響を考慮しない予測結果を用い

たことで，猛禽等の影響評価の結果，過剰な猛

禽調査，過大な対策につながることは否めない．

猛禽類に対する騒音影響の閥値は明らかでない

中で，工事騒音は営巣地に伝搬するか，あるい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

は工事による騒音値は暗騒音以下になるかどう

かは重要なポイントであり，それを客観的に解

明するには，地形考慮の必要性は高い． 

過去には，地形条件のデータが不足し，地形

を考慮した予測は困難であったが，現在ではデ

ジタル地形図，GIS 技術が広く普及し，地形を

考慮した騒音予測は可能である．したがって今

後は，ダム等山間部での地形を考慮した工事騒

音予測の普及を強く期待したい． 
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老朽化したのり面の崩壊対策と 

未崩壊のり面の補修・補強設計 
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本業務は，一般県道の老朽化した吹付のり面の補修・補強工事中に発生した岩盤崩落現場の

崩壊対策と未崩壊のり面（コンクリート吹付）の補修・補強設計を併せて実施したものである．  

残存する岩盤の節理等の分離面が多くあり，全体に緩んだ状態であったことから，今後拡大

進行する可能性を考慮した岩盤崩壊の不安定領域を設定し，経済性，安全施工，環境面に配慮

した対策工を選定したほか，一般車両の通行を確保した施工計画を立案した. 

 

Key Words : 岩盤崩壊，崩壊対策，グラウンドアンカー，繊維補強モルタル 

 

 

１．はじめに 
 

道路における法面崩壊，落石等の災害を防止する

ため，道路防災点検をもとに，緊急度・危険度の高

い箇所から順次災害防除工事が実施されている. 

当該道路のり面も道路防災カルテ点検箇所に該当

しており，点検履歴においてコンクリート吹付の

亀裂・剥離の進行が指摘され，監視強化の対応の

もと，対策工事が必要とされた. 

これを受け，平成25年にコンクリート吹付工の

補修工事に着工したが，既設コンクリート吹付の

はつり作業直後に，今回の岩盤崩落が発生した. 

本稿では，崩壊したのり面の対策検討と同時に，

未崩壊箇所におけるコンクリート吹付面の補修・

補強工事を行うにあたり，安全施工に配慮した設

計の実施内容と成果について報告する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-1 設計箇所 

２．崩壊箇所の整理 

  
 ここでは地質調査（別途発注）の所見をもとに，

崩壊状況及び崩壊発生機構を整理する． 

 

（1）崩壊状況 

a）形状 

・崩壊高：H=約10m程度（鉛直方向） 

・崩壊幅：W=25m程度 

・最大深さ：2.5m（のり面に直交方向） 

・すべり面傾斜：θ=50～80° 

・崩壊地質：緑色片岩の風化岩（CL～DH級）※1 
※1全般に節理等の分離面が多くあり

岩盤は非常にクラッキーとなって

おり，全体として緩んだ状態 

 b）崩壊形態 

分離面を介しての「すべり崩壊」のほか「トッ

プリングよるブロック崩壊」が発生した箇所も確

認できた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 崩壊地全景 
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（2）崩壊機構 

a）素因 

・片理は受け盤であっても，流れ盤となる節理

面の存在（面は不連続，かつ波状） 

・不連続面が急傾斜 

・経年的なクリープ変形の進行による緩み 

・コンクリート吹付の老朽化 

 b）誘因 

コンクリート吹付の剥離により，経年的な分離

面のせん断抵抗力が低下したと考えられる.  

なお，今回岩盤崩壊には至らなかった区間にお

いても，今後コンクリート吹付の亀裂・剥離が進

行すれば同様の崩壊が発生する可能性が高いと推

察する. 

 

  
図-3  節理等の分離面の状況 

 

 

３．不安定領域の設定（技術的特徴①） 

  
崩壊土塊（不安定領域）の設定には，“すべり安

定解析（表1.モデル①）”や“のり面崩壊からの逆

算法（表1.モデル②）”を用いるのが一般的である. 

しかしながら，崩壊のり面の地質構造は “断層

破砕帯”を有する複雑な岩盤で，残存する岩盤の節

理等の分離面が多くあり，全体に緩んだ状態である．    

特に今後雨水や地震の影響を受け，崩壊面が拡大進

行する可能性が非常に高いが，のり面の安定性評価 

 

 
図-4 未崩壊箇所の不安定領域 

を岩盤の緩みの数値化から求めることは非常に困難

である．そのため，現在の地形に対しのり面を構成

する地質が安定的であるか否かを他のアプローチか

ら評価するのが妥当であると考えた． 

そこで，指針等により示されている地層・地質に

対応した標準安定勾配（表-2）は，雨水等の作用を

受けても安全な勾配であり，工学的に判断された安

定勾配であることに着目した．結果，「標準安定勾

配」ラインを基準とし，これより前面に存在する部

位を不安定な領域と設定する方法（モデル③）が，

崩壊の進行に備えた安全設計であると判断した． 

 
      表-1 不安定領域の設定方法 

 
 
      表-2 適正のり面勾配の設定 

 
      

 
図-5 崩壊箇所の不安定領域 

考　　察 採　用

モデル① すべり安定解析

対象地質が岩盤からなるため，地質

データから推定した地盤定数を使用

した場合，すべり面となるであろう

特定部位を評価できない．

大半が過大評価となりやすい．

モデル②
のり面崩壊からの

逆算法

崩壊面が一様ではないため不確定要

素が多く信憑性に欠ける．また，他

の岩質部への応用が困難．

モデル③

「標準(安定)勾配」

ラインを基準と

し，これより前面

に存在する部位を

不安定な領域とし

て設定

指針等により示されている地層・地

質に対応した標準安定勾配は，雨水

等の作用を受けても安全である勾配

であり，工学的に判断された勾配で

ある．

〇

不安定領域の設定方法
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４．対策工法の検討（技術的特徴②） 
 

（1）適応工種の選出 

一般にのり面および斜面の崩壊対策は，｢抑制

工｣と｢抑止工｣に大別される． 
前者は，地形，地質，地表水，地下水などの自

然条件を変化させることによって，斜面の安定を

図ることを目的とした補助工法であり，後者は，

構造物を設けることによって崩壊または滑動を抑

止することを目的とする工法とされている． 

各種工法の中から，当現場の地形・地質状況，

ならびに崩壊規模などから適応する代表的な工種

を下表（表-3）より選出した． 

 
表-3 適応工種の選定 

 
 

（2）崩壊箇所の対策工比較 

  ここでは，表-3の適応工種に基づき選出した崩

壊箇所の対策工について比較検討結果を紹介する. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a）第１案：切土工+鉄筋挿入工+吹付法枠工 

岩盤部を切土勾配1:0.5で切土し，土砂部は安

定勾配（1:1.2）で切土する．切取り後の岩盤部

については，岩塊の抜け出しが懸念されるため，

鉄筋挿入工＋吹付法枠工で岩塊崩落を抑止し，の

り面の風化・浸食防止策として法枠内のモルタル

吹付工，切土のり面にはコンクリート吹付工を施

工する． 

重機を斜面上方に運搬する仮設道路を建設する

ことで切土は可能であるが，崩壊部上部に残存す

る不安定な岩盤掘削はやや危険をともなう． 

b）第２案：グラウンドアンカー工+吹付法枠工 

  崩壊のり面にグラウンドアンカー工を打設して，

岩盤の平面すべりを抑止する．グラウンドアン

カー工の受圧板には吹付法枠工を用いる． 

グラウンドアンカーのメンテナスを要するが，

第１案よりも施工時の危険性は少なく，工期も短

く済む． 

c）第３案：ルートパイル工+吹付法枠工 

崩壊のり面にルートパイル工を打設して，地山

を一体化させ崩壊を抑止する工法．ルートパイル

工の頭部連結は吹付法枠工を用いる． 

他の案に比べ工期が長く，工費も高い． 

 

検討の結果，残存するのり面が緩んだ状態であ

ることから，安全施工を重視し，且つ一般交通へ

の影響も少なく済む「第２案：グラウンドアン

カー工+吹付法枠工」を最適案として選定した． 

なお，恒久対策として信頼性を高めるため，ア

ンカー定着は破砕帯から1.0ｍ以深の堅固な岩盤

層（CM級以上）に定着させるものとした． 

 

 

  

分類 工　　種 概　　要 適　否

切土工（A )

オーバーハングの切取り， 表層の不安定土層

の切取り， 浮石等の除去等，崩壊の危険のあ

る土層，岩塊を取り除く．

〇

モルタル・コンク

リート吹付工等

のり面の浸食，風化を防止し，斜面を形成す

る地盤の強度低下をふせぐ．

※未崩壊箇所を対象とする

〇

のり枠工
のり面の風化浸食防止，抑止工的役割，アン

カー補助工法．
〇

切土工（B）

斜面を雨水等の作用を受けても安全であるよ

うな勾配あるいは高さまで切取る.

ロックボルトとの併用で急勾配も可能．

〇

擁壁工
崩壊を直接抑止するほか，押さえ盛土の安定

にもなる．→用地不足により採用見送り
×

アンカー工・

ロックボルト

法枠工等と併用し，斜面の安定を高めるほ

か，亀裂，節理等の発達した岩盤を内部の安

定な岩盤に緊結して崩壊・剥離を防止する

〇

抑

制

工

抑

止

工

表-4 対策工比較表（崩壊箇所） 
工法 第1案 第2案 第3案

概略図

工法概要

△ ○ ○

○ ○ △

○ △ ○

合　　計 (1.08) 合　　計 (1.00) 合　　計 (1.81)

円

総合評価 △ 〇 △

(1.00) （不稼働率1.5） （不稼働率1.5）(1.31)

単位（千円）

工期
(延長50m当り)

約190 日 (1.19) （不稼働率1.5） 約160 日 約210 日

単位（千円）

施工時の安全性に劣る
グラウンドアンカーはメンテナンスを要するが、施工時の安全性を
含め、総合的に優れるため、これを採用案とする

3案中最も不経済である

概算金額
(延長50m当り)

39,000 36,000 65,000

※1ｍ当り 780 ※1ｍ当り 720 ※1ｍ当り 1,300

維持管理

・法面表面をコンクリート吹付工と吹付法枠工で覆うため、基本的に維持管理の
必要はない。
・鉄筋挿入工は基本的にメンテナンスフリーの工法である。
・定期的な法面点検は必要。

・法面表面をモルタル吹付工と吹付法枠工で覆うため、基本的に維持管理の必要
はない。
・グラウンドアンカー工はメンテナンスを行う必要あり。
・定期的な法面点検は必要。

・法面表面をモルタル吹付工と吹付法枠工で覆うため、基本的に維持管理の
必要はない。
・ルートパイル工は基本的にメンテナンスフリーの工法である。
・定期的な法面点検は必要。

単位（千円）

　岩盤部分（CL～DL級）を切土勾配1:0.5で掘削し、土砂部分は安定勾配
（1:1.2）で掘削する。岩盤部については、やや大きな岩塊の抜け出しが懸念され
るため、鉄筋挿入工で岩塊崩落を抑止する。法面工は岩盤部分は吹付法枠工
（枠内モルタル吹付）、法面表層部の風化・浸食防止を目的にコンクリート吹付
工を法面保護工として施工する。

　現況法面にグラウンドアンカー工を打設して、岩盤の大きなクサビ崩壊を抑止す
る工法。グラウンドアンカー工の受圧板は吹付法枠工を用いる。一部崩落している
箇所については、モルタル吹付工で埋め戻しを行う。

　現況法面にルートパイル工を打設して、地山を一体化させ崩壊を抑止する工
法。ルートパイル工の頭部連結は吹付法枠工を用いる。一部崩落している箇
所については、間詰めｺﾝｸﾘｰﾄで埋め戻しを行う。

施工性

・重機を斜面上方に運搬する仮設道路を建設することで切土は可能が、崩壊部
上部の掘削はやや危険をともなう。
・法面工は吹付機械による施工で施工性は良い。
・鉄筋挿入工は法面下部に重機を設置できるため、クレーンを使用した施工方
法となり施工性は高い。

・切土等の土工事がないため、仮設道路は必要がない。
・グラウンドアンカー工はロータリーパーカッションドリルでの施工となり、仮設足場
が必要である。

・切土等の土工事がないため、仮設道路は必要がない。
・ルートパイル工はロータリーパーカッションドリルでの施工となり、仮設足場が
必要である。

切土工＋鉄筋挿入工＋吹付法枠工 グラウンドアンカー工＋吹付法枠工 ルートパイル工＋吹付法枠工
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（3）未崩壊区間の対策工 

未崩壊区間についても，補修・補強の工事中に

崩壊発生の可能性もあることから，恒久的な安定

を確保するとともに，危険（リスク）を回避した

工法選定が必要と考えた． 

 そこで，既設吹付のり面補修区間には、吹付の

り面を取り壊さずに，繊維補強モルタル吹付工を

新規増厚吹付によって補強し，再生・長寿命化を

図る設計とした．なお，岩盤の風化抑制対策とし

て，のり肩上方に雨水の侵入を防ぐコンクリート

吹付を行い，岩盤のブロック崩壊防止対策として，

鉄筋挿入工による補強を行い恒久的な安定も確保

した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6 未崩壊箇所の対策工断面図 

 
（4）崩壊部の施工計画 

  夜間の通行規制は行わない条件より，アンカー

施工足場や資材置場ステージ等の施工ヤード（図

-8参照）は斜面上に構築して，一般車両の通行を

確保する計画とした． 

また，残存する不安定な岩塊の一部除去作業や

資機材搬入に必要な進入坂路は，耐候性大型土の

うを崩壊斜面に沿わせて構築することで，押さえ

盛土効果が発揮され，工事中の安全性を高める計

画とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-7  進入坂路断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-8 施工状況写真（全景） 

 

５．まとめ 
 

本設計の成果は以下のとおりである. 

割れ目の発達した緩んだ状態の岩盤に対する不安

定領域の設定は，工学的に判断された勾配を用いて

評価することで，崩壊の進行に備えた安全な設計と

することができた． 

崩壊箇所のグラウンドアンカー工による対策は，

現状のり面上から可能な対策を講じることで，経済

的且つ工期の短縮が図れ，施工時の危険（リスク）

も最小化することができた． 

未崩壊区間の吹付コンクリートの補修・補強対策

に採用した繊維補強モルタル吹付工は，既設コンク

リート吹付法面を機能回復させることで，産業廃棄

物の発生を抑制できることから環境にも配慮した対

策とすることができた．また，吹付コンクリートの

はつり工事をなくすことで，作業の安全性が大幅に

向上し，工程短縮されることにより，第三者（通行

者，通行車両）への影響や危険を抑制することがで

きた． 

 

 
図-9 崩壊箇所工事完成 
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図-1 乙姫大橋に位置図及び外観 

 

 

乙姫大橋における耐候性鋼材の 

調査と評価について 
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乙姫大橋は，耐候性鋼材を用いた2径間連続鋼トラス橋（径間長111.2m）と両側を鋼単純箱桁

で構成された橋長316mの橋梁である．国の直轄診断の補助として，橋を構成する耐候性鋼材の

外観調査，さび厚調査，セロハンテープ試験，イオン透過抵抗試験等を行いさびの状態を評価

するとともに，凍結防止剤がさびに与える影響を確認するため，付着塩分量を測定した．これ

らの調査の結果を基に，本橋における耐候性鋼材の状態とさびの状態の違いに関わる要因を推

定し，今後の維持管理についての提案を行った．  

 

Key Words : 耐候性鋼材，イオン透過抵抗試験，さび厚調査，セロハンテープ試験，凍
結防止剤，維持管理 

 

 

１．業務の経緯及び目的 

 

乙姫大橋は，岐阜県中津川市に平成8年10月に建

設され，現在まで23年経過している橋梁で，市道坂

下98号線上の橋長316.9mの橋梁である（図-1）．市

道98号線は中津川市の重要な観光資源である「馬籠

宿」と「椛の湖周辺エリア」を結ぶ主要導線として

利用されており，下呂市方面との広域観光連携も含

めた主要観光ルートの確保に重要な路線である．本

橋は，鋼材表面に緻密なさびを生成させ，腐食の原

因となる酸素や水から鋼材を保護することで以降の

さびの進展を抑制させる耐候性鋼材を用いた2径間

連続鋼トラス橋と両側を鋼単純箱桁で構成しており，

トラス橋部分は径間長111.2mの2連の大規模な橋梁

である．平成22年度に，中津川市において点検が実

施され，耐候性鋼材に層状剥離を伴う異常な腐食が

確認された．凍結防止剤を散布する地域であり，耐

候性鋼材の補修に関する知見等が無いことから，平

成29年9月に中津川市より同橋の長寿命化のため，

直轄診断の要請がなされたものである． 

 国土交通省は，本橋が維持管理に高度な技術力が

必要であること，主要生活道路，観光ルート道路，

緊急時の迂回道路として重要な路線であること等を

勘案の上，直轄診断により，今後検討される修繕・

措置等について，所要の調査・作業を行い技術的な

助言が必要と判断した．本業務は，直轄診断の補助

として，橋を構成する耐候性鋼材の調査及び評価を

行うとともに，劣化部材に対してその劣化要因を推

定し，今後の維持管理について提案することを目的

とした． 

 

２．現地調査 

 
(1) 調査項目 

耐候性鋼材のさびの状態については，外観目視の

ほか，さびの状態を定量的に判断できるように，さ

び厚調査やさび粒子の大きさを計るセロハンテープ

試験，さびの環境遮断性の指標となるイオン透過抵

抗値の測定を実施した．また，冬期に凍結防止剤を

図-1 乙姫大橋の概要 
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散布することから，橋梁への影響を確認するため付

着塩分量の調査についても実施した． 

 

(2)耐候性鋼材の防食機能についての調査結果 

外観目視によるさびの状態把握は，橋梁点検車を

用い全部材の各面について実施した．また，代表断

面で実施したさび厚調査，セロハンテープ試験，板

厚調査，付着塩分量調査，イオン透過抵抗の測定値

については，結果対象の外観目視の写真と合わせて

整理した（図-2）．イオン透過抵抗値はさび厚との

相関を示し，この相関からさびの状態の評価を提案

した紀平ら1)及び西川ら2)の評価区分に基づき整理し

た（図-3）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 さびの調査結果の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 イオン透過抵抗法による評価区分 

 

更に，これらの調査結果を基に，耐候性鋼材のさ

びの状態を「耐候性鋼材の外観性状によるさび状態

の評価法に関する研究 国総研資料第828号 平成27

年2月」に準じて①層状剥離さび②うろこ状さび③

うろこ状さびに進展する可能性のある未成長さび④

未成長さび⑤保護さびの5段階に分類し，その結果

は橋梁全体で把握できるように，部材毎に色分けで

示した「さびMAP」として整理した（図-4）． 

調査の結果，P3橋脚上のトラス部や箱桁下面とA1

橋台前面の中間横桁部に限定してさびの進展の抑制

が期待できない「層状剥離さび」や，「うろこ状さ

び」（以下総じて「異常さび」と称す）が確認され

たが，それ以外の大半の部材はさびの進展の抑制が

期待できる「保護性さび」あるいは，今後，さびの

進展の抑制が期待できる・できない両方の可能性は

あるが，現時点ではさびの進行抑制効果がある「未

成長さび」が生成されている．なお，異常さびが生

じていた部分は，雨天時の調査の結果，いずれも漏

水・滞水が確認された． 

 

(3)付着塩分量の調査結果 

冬期に散布する凍結防止剤の塩分が路面から飛来

し鋼材表面に付着することが懸念されたため，各橋

脚上の垂直材について付着塩分量を測定した（図-

5）．異常さびが生じていないP1及びP2橋脚上では，

いずれも0～20mg/㎡程度と小さい値であるものの，

漏水が確認されたP3橋脚では，他の橋脚位置に比べ

高い値を示すことが確認された．またP3橋脚上では，

漏水側の面の値が高くなっている．  

垂直材以外の代表箇所における付着塩分量を図-6

に示す．異常さびが確認されたP3橋脚上の部材は最

大で1300mg/㎡程度と全体的に高い値を示す．しか

し，同様に異常さびが確認されたA1前面中間横桁や

その他の部材では最大で60mg/㎡程度値である．山

口らの報告3)では，統計的に付着塩分量が500mg/m2

を越えると異常さびが見られるとある。 

 

 

図-5 各橋脚の垂直材の付着塩分量（P2,P3） 

図-4 さびマップの一例 

図-6 代表箇所で計測した付着塩分量 

I-5:未成長さび(A) I-4:環境遮断性さび I-3:未成長さび(B)
I-2:要観察状態を示すさび(A) I-2’:要観察状態を示すさび
(B) 
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３．耐候性鋼材の評価と要因 
 

(1)保護さびの分布と要因の推定 

保護性さびは，トラス橋の斜材，下弦材（下面を

除く），下横構，対傾構（下面を除く），下支材，

支承（P3上を除く）等，トラス構造の下側近くに位

置する部材に見られる傾向がある．本橋トラス部は

河川上に位置するものの，水面からの桁下までの高

さが高く風通しも良いことから，河川や地面からの

水蒸気による影響は受けにくい．また，山間部に位

置し時間帯によって山陰になる部位もあるが，総じ

て日当たりはよい．保護性さびが見られる部位は，

構造の下位に位置し，降雨の際は水が掛かり湿潤状

態となり，雨が上がれば風や日当たりにより乾燥さ

れる．この様に，適度に乾湿状態が繰返される環境

が耐候性鋼材にとっては良好な条件であり，保護性

さびを生成させた要因と考えられる． 

 

(2)未成長さびの分布と要因の推定 

未成長さびは，箱桁橋及びトラス橋の上弦材や横

桁，縦桁，上横構や対傾構の下面位置など，構造上

床版近くに位置する部材や部材の下面に見られる傾

向である．これらの部位は，床版の陰になり降雨や

日差しの影響を受けにくいため，環境の変化がなく

乾湿の繰返しが少ない環境であったことが，さびの

成長が遅い未成長さびとなった要因と考えられる． 

 この中で，下弦材下面は，図-7に示すとおり1つ

の面で縁端部に保護性さびと中央部に未成長さびが

確認された．下弦材の上面や側面は風雨による乾湿

が適度に行われ，良好な保護性さびを生成している．

しかし，下弦材下面は，側面からの水が伝わる端部

（流水部）は側面と同様に乾湿が繰返されているが，

下面の中央部まで水が伝わることは少なく，直接日

も当らないことから端部と中央部で異なるさびの状

態になったと考えられる． 

 

(3)異常さびの分布と原因の推定 

a)A1橋台前面の中間横桁の異常さび 

A1橋台前面の中間横桁には，下フランジ及び下フ

ランジから浸食するようにウェブの下端に異常さび

が見られる．異常さびはいずれも起点側面及び下面

に見られ，終点側には見られない．雨天時の点検に

より異常さび発現箇所の直上を通過する添架管継手

からの漏水及び漏水に伴う下フランジ上面の滞水が

確認された（図-8）．A1橋台前面の中間横桁に生じ

た異常さび範囲は，この滞水範囲と一致するため，

漏水及び滞水が主たる原因と考えられる．また，A1

前面の桁下空間が狭く風通しや日当たりの悪い環境

が湿潤環境を長期化させ異常さびの発生を助長した

と考えられる．一方で凍結防止剤の影響については，

付着塩分量は僅かでありその影響は極めて小さいと

推定される． 

b) P3橋脚上（トラス端部）の異常さび 

P3橋脚上のトラス端部に生じた異常さびは，その

範囲が横桁，下支材など広範囲にわたる．また，板

厚の減少量も他の部位に比べ大きいなど腐食状況は

特に悪いと言える．P3橋脚上は雨天時の点検におい

て，排水パイプが脱落したスラブドレーンから漏水

している事が確認された．また，この漏水は直下の

横桁で滞水していたほか，横桁から対傾構を経由し

下支材に滞水していたことも確認された（図-9）．

この滞水範囲と異常さびの範囲が一致することから

P3橋脚上のトラス端部に生じた異常さびは，スラブ

図-8 A1前面中間横桁における異常さび 

 

図-7 下弦材下面のさびの状況 

図-9 P3橋脚上（トラス部）における異常さび 
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ドレーンからの漏水が主たる原因と考えられる．更

に，A1前面の中間横桁のさびの状態と比較して腐食

の進行が速く大きな板厚の減少が生じた要因は，付

着塩分量の違いから，スラブドレーンからの漏水が

凍結防止剤の塩分が溶け込んだ路面排水であったこ

とに加え，P3が縦断勾配の低い位置にあり漏水量も

多かったことで塩分の供給量が多く，腐食を促進さ

せたと考えられる．ただし，塩分を多く含む漏水の

影響を受ける部材であっても，対傾構のように傾斜

が急で水が滞水せず，比較的日当たりが良く乾湿を

繰返す部位では異常さびが生じていないことから，

部材の形状や配置，日差しや風通し等の環境条件等

で水が滞水しやすく湿潤状態が継続する条件が異常

さびの発生した原因と考えられる． 

c) P3橋脚上（箱桁部）の異常さび 

P3橋脚上の箱桁端部では，主桁下面に異常さびが

生じている（図-10）．雨天時の点検によりP3橋脚

上の下流側の排水管から排水が飛散し，箱桁下フラ

ンジに滞水している事が確認されたことから，異常

さびは，伸縮装置の排水管から飛散した水が付着あ

るいは滞水したことが主な原因と考えられる．更に，

P3橋脚のトラス部と同様，水に含まれた凍結防止剤

の塩分や，桁間で日当たりの悪い環境が異常さびの

発生を助長させ，腐食を促進していたと考えられる．  

 

４．乙姫大橋の現状と今後の維持管理の提案 

 

耐候性鋼材のさびの状態は，供用後23年が経過し

ているが，殆どの箇所で「保護性さび」あるいは

「未成長さび」が占めており，全般的に良好なさび

の発達過程にあると判断される．しかし，局部的で

はあるが，層状剥離を伴う異常さびが確認されてい

る．局部的に生じた異常さびは，いずれの箇所も漏

水・滞水が主たる原因であると考えられ，特に著し

い腐食がみられた．P3橋脚上の部材では，付着塩分

量調査の結果から一部で高い塩分量を示したため，

凍結防止剤の塩分が路面排水に溶け込み，腐食を促

進させていた可能性がある．よって，早期に原因を

排除し，排水設備や損傷部材の補修を行うことで，

橋全体の健全性が高まり長寿命化が期待できる．ま

た，伸縮装置は止水材等が劣化し漏水が生じやすい

部位であることから，凍結防止剤を散布する本橋で

は特に漏水に留意して管理を行うのがよい． 

異常さびが見られなかった部位については，経過

年数とさびの状態から耐候性鋼材に要求される100

年後の片面あたりの平均板厚減少量0.5mm以下の性

能を満足すると考えられる．しかし，外観調査で，

部位毎または同一の部材面でもさびの状態に違いが

生じていることが確認されていることから，現段階

では良好な過程にあってもさび環境が変化した場合，

異常さびに成長する可能性もある．このため，今回

得られた調査結果に基づき今後の経過観察を行うの

がよい．その方法の１つとして，イオン透過抵抗値

とさび厚の相関から，さびの状態の経年的な変化の

傾向を予測することが考えられる．耐候性鋼材の経

年劣化の経路は，今井らの報告によれば図-11に示

す通りと考えられる．経路(1)は異常さびに至らな

いが，経路(2)では異常さびに至る可能性を示すも

のである．今回の調査で取得したデータを初期値と

し，次回調査時の値とのその変化の傾向を確認する

ことで，今後保護性さびに成長する可能性が高いか，

うろこ状さびから層状剥離さびに成長する可能性が

高いかを定量的に判断できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最後に，この報告が今後の耐候性鋼材の調査及び

評価と維持管理の一例として参考になれば幸いです． 
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図-10 P3橋脚（箱桁部）における異常さび 

図-11 乙姫大橋の保護さび及び未成長さびの分布と無塗装

耐候性鋼材の想定される経年的変化の経路 
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本業務は，順次撤去事業が進められている旧桃花台線のうち，始発駅となる小牧駅部の橋梁

撤去検討及び，これに基づいた撤去詳細設計を実施した．小牧駅部の設計区間は，駅前広場を

施工ヤードとして利用する計画であり，広場に設置された記念樹等の支障物の残置を条件とし

て，既設橋の撤去方法，手順及び重機仕様を検討した．また，選定したクローラ―クレーンに

よる一括撤去を元に工事発注に必要となる一連の成果を取りまとめた．なお，撤去による周辺

構造物の影響検討として，近接する名古屋鉄道の駅舎BOXと県道名古屋犬山線の道路BOXを三次

元モデル化し，撤去前と撤去後の構造物の変位を３次元ＦＥＭ解析により算出した． 

 

Key Words : 既設橋撤去，撤去事業計画，周辺影響検討，三次元FEM解析 
 

 

 

１．業務概要 

 

 近年，道路施設等のインフラにおける老朽化が進

むなか，インフラメンテナンスを適切に実施するこ

とが求められている．道路施設では，2013年の道路

法改正を受け，メンテナンスサイクル(点検・診

断・措置・記録)を確実に実施することが義務付け

られた．橋梁においては，老朽化，河川拡幅等によ

る架替工事の中で，既設橋の撤去も合わせて実施さ

れているが，設計業務としては架替え設計が主であ

り，撤去設計は十分になされておらず，施工時に安

全性や経済性に配慮した適切な施工が検討されてお

らず施工時の問題となることがあり，大規模な構造

物撤去には，撤去を主とした設計により適切な工事

発注を行うことが求められている． 

 本業務の対象である旧桃花台線は，小牧市中央の

市街地から，小牧市東部に位置する桃花台ニュータ

ウンを結ぶAGT路線(自動案内軌条式旅客輸送システ

ム)であったが，累積赤字の問題により廃止された．

廃止後，橋梁等のインフラ構造物の再利用が検討さ

れていたが，維持管理費の増大等の問題により，愛

知県の方針として，全線撤去が決定され，順次撤去

が進められている． 

 本業務は，始発駅となる小牧駅部の橋梁撤去方針

検討及び，これに基づいた撤去詳細設計を実施した．

また，旧桃花台線の直下には県道名古屋犬山線の道

路BOX(以下，名犬線BOX)があり，そのBOXに隣接し

て名鉄小牧線の駅舎BOX(以下，名鉄BOX)があるため，

三次元ＦＥＭにより撤去に伴う影響検討を実施した． 

 

２．設計対象 

  

本業務の設計対象は，撤去詳細設計区間である小

牧駅部と，小牧駅部撤去後に撤去を予定している隣

接区間（それぞれ，南側ループ部，北側分岐部）に

分類される． 

<南側ループ部> SL-1～2(単純活荷重合成鋼鈑桁) 

  SL5C(3径間連続非合成鋼箱桁) 

  SL6～7(単純非合成鋼箱桁) 

<小牧駅部>  S1～S6(単純非合成H桁) 

<北側分岐部>  S7～10(単純活荷重合成鋼鈑桁)  

小牧駅部は，名犬線BOX上に直接下部工が設置さ

れており，そのBOXに名鉄小牧線BOXが隣接している． 

  

図-1  設計対象概要図 
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３．小牧駅部撤去方法検討 
 

(1) 撤去方法検討の基本的な流れ 

小牧駅部の撤去方法は，クレーン規模，施工ヤー

ド（支障物移設有無），撤去順序等の諸条件により

工法が決定する．各条件の組み合わせにより経済性

及び施工性が変化することから，撤去方法は，図-2

に示す順序にて検討を行い，最適となる撤去方法を

決定した． 

クレーンの選定は，上部工および下部工の撤去に

あたり想定されるクレーン（ラフタークレーン，

オールテレーンクレーン，クローラクレーン）の抽

出を行い，経済性及び施工性の面から，主として使

用するクレーンを選定した． 

クレーンの組み合わせ及び据付位置の検討は，選

定したクレーン規格をもとに，上部工・下部工撤去

時の使用クレーンの組合せ，及びクレーンの据付位

置の検討を行った． 

最後に，施工順序として北側から撤去する場合と

南側から撤去する場合とで比較検討を行った． 

 
図-2 撤去検討フロー 

 
(2) クレーンの選定 
 撤去検討を行うにあたり，上部工撤去･下部工撤

去に適するクレーンの選定を行った．クレーンは，

クレーンの組み立て解体が不要かつ小型で小回りが

効くラフタークレーン(60t)，分解組立が必要とな

るが，大型で吊り上げ能力の高いオールテレーンク

レーン(360t)およびクローラクレーン(200t)より選

定した． 

 それぞれを使用した場合にて，上部工と下部工そ

れぞれの経済性及び施工性(施工日数)を整理した結

果，ラフタークレーンの場合は部材を分割する回数

が増加するため，コスト及び施工日数が増加する．

一方オールテレーンクレーン(360t)およびクローラ

クレーン(200t)は，部材の分割数を必要最小限(ト

レーラーに積載可能な20t以下)とすることが可能で

あり，コスト及び施工日数の低減が可能である．以

上より，使用するクレーンは，オールテレーンク

レーンまたはクローラクレーンを基本とした．なお

オールテレーンクレーンとクローラクレーンとでは，

据付の手間や吊上げ状態での移動が可能なことから，

機動性の面でクローラクレーンが優れる傾向にある． 
 
(3) クレーンの組み合わせ及び据付位置の検討 
 前述のクレーンの選定よりオールテレーンクレー

ンとクローラクレーンの組み合わせ及び据え付け位

置の検討を行った．なお，小牧駅部の撤去にあたり，

支障となる物件は，「記念樹」であり，予備設計案

は，「駅前トイレ」を駅前広場から撤去する計画で

整理されていたが，その後の協議により駅前トイレ

の移設費が5千万円以上と高額となることがわかっ

た．本検討では，駅前トイレの移設を踏まえた予備

設計案と，移設を行わない場合とを比較するため，

下記の組み合わせにて比較を行った． 

 第1案 駅前ヤードより一括撤去(予備設計) 

上部工200t吊オールテレーンクレーン 

下部工 60t吊オールテレーンクレーン 

     駅前トイレ移設有り 

 第2案 片側から順次撤去(その1) 

上部工360t吊オールテレーンクレーン 

下部工200t吊クローラクレーン 

     駅前トイレ移設無し 

 第3案 片側から順次撤去(その2) 

上部工200t吊クローラクレーン 

下部工200t吊クローラクレーン 

     駅前トイレ移設無し 

 比較の結果，大型のクローラクレーンを上部工と

下部工の撤去一括で使用し，片側から順次撤去して

いく第3案が経済性及び施工性の面で優位となるた

め，本案を採用案とした． 

 

(4) 撤去順序の検討 
 小牧駅部の撤去順序は，南側ヤードから撤去する

場合と北側ヤードから撤去するケースが想定される．

この内，南側からの施工とすることで，公園樹木が

支障とならないため，撤去順序は南側からとした． 

 
図-3 撤去順序(南側先行) 

スタート

①クレーンの選定

上部工 下部工

第1案 ：60t吊りラフタークレーン

第2案 ：360t吊りオールテレーンクレーン

第3案 ：200t吊りクローラクレーン

第1案 ：60t吊りラフタークレーン

第2案 ：360t吊りオールテレーンクレーン

第3案 ：200t吊りクローラクレーン

②クレーンの組合せ及び据付位置

③撤去順序（駅前広場 南側･北側ヤード）

第1案 ：駅前南側ヤード

より順次撤去案

駅前トイレの撤去・移設有り 無し

第2案：駅前北側ヤード

より順次撤去案

支障物(樹木)の移植
有り無し

全て200t吊りクローラクレーン使用 【上部工／下部工】

＜駅前広場 南側ヤード利用＞

第1案 ：駅前撤去ヤードより

一括撤去(予備設計成果案)
上部工：200t吊りATクレーン

下部工：60t吊りATクレーン

第2案 ：片側から順次撤去
（撤去スペースの活用）

上部工：360t吊りATクレーン

下部工：200t吊りCクレーン

第3案 ：片側から順次撤去

（撤去スペースの活用）
上部工：200t吊りCクレーン

下部工：200t吊りCクレーン

南 北

北側ヤード南側ヤード

- 22 -



４．撤去詳細設計 
 

(1) 上部工撤去 

上部工は，クレーンによる一括撤去を基本とし．

クレーン設置位置から決まる吊り荷重に応じて，現

位置での切断，取卸し後の切断とした．なお，小牧

駅部では部材切断のみで，鋼材・コンクリート殻と

分別は，二次破砕ヤードにて実施することとした． 

 
図-4 上部工撤去図(抜粋) 

 
図-5 上部工切断概要図(抜粋) 

 

(2) 下部工撤去 

下部工は，現位置で１次切断し，取卸し後に，運

搬可能な寸法に分割する計画とした．分割寸法は，

撤去工事で使用するトレーラーの寸法，積載重量に

合わせて，適宜変更するものとして，設計段階では

セミトレーラーによる搬出を想定した． 

 
図-6 下部工撤去割付図(抜粋) 

(3) 撤去計画 

小牧駅部の撤去計画は，撤去方針検討を踏まえ，

南側からの撤去を基本として，クローラクレーンの

組立てから土間コンクリートの撤去まで，ステップ

1～ステップ13に分割して計画を立案した． 

 
図-7 撤去ステップ図(S4 桁撤去) 

 

５．三次元FEM解析による周辺構造物影響検討 
 
(1) 解析概要 
撤去工事を進めるに当り，名鉄小牧線に対する近

接工事となることから，名鉄小牧線(BOX部)の軌条

変位の予測及び、予測結果に対する対策(計測管理

等)が必要となる．そのため，名犬線BOX上の橋梁

(底版は残置)を除去した時の変位を，地盤及び名犬

線BOX・名鉄BOXを3次元FEMでモデル化し三次元

FEM解析により除去後の変位を算出した． 
 
(2) 解析条件 
 (a) 3 次元モデル作成方針 
本検討におけるモデル化は，小牧駅部の横断面を

メッシュモデルにて再現した 2 次元モデルを作成

し，それを縦断方向に押し出して 3 次元メッシュを

作成する方針とした．また，小牧駅 BOX 間の目地

遊間を考慮し，目地位置の各接点(図-8 の A-A’断
面，B-B’断面，C-C’断面)は二重節点とした． 

 
図-8 解析領域及び目地位置 

 
図-9 解析モデル 
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 (b) 解析条件および解析手順 
旧桃花台線の荷重は，旧桃花台線の高架(上部工

含む)およびフーチングを上載荷重として，既往竣

工図書より設定した． 
地盤の物性値は，対象断面近傍の柱状図より物性

境界と N 値を判定し，N 値より「鉄道構造物等設計

標準・同解説 基礎構造物」の諸数値の特性および

設計用値の単位体積重量，変形係数，ポアソン比を

用いた．カルバートの物性値は，コンクリートの諸

元は竣工図書及び「コンクリート標準示方書」か

ら，設計基準強度 24N/mm2とした． 
解析モデルの境界条件は，側方を鉛直ローラー，

底面を固定とした． 

 
図-10 荷重設定位置 

 

(c) 解析ケース及び変位出力位置 
解析ケースは，①旧桃花台線除荷前(現況)，②旧

桃花台線除荷後(撤去後)の2ケースとし，除荷前の

ケースに対する除荷後の変位を撤去時の変位とした．

変位の出力位置は，各目地部断面の軌道A~C位置(図
-11)とした． 

 
図-11 変位出力位置(名鉄小牧線軌条位置) 

 
(3) 解析結果 
旧桃花台線除荷後の全体変形図を図-12に，最も

桃花台線に近接している軌道Cの変位を表-1に示す．

解析の結果，旧桃花台線除去により，名犬線BOXに

上向きの変位が見られ，その変位に引っ張られる形

で，名鉄小牧線BOXにも上向きの変位が見られた．

また，目地部において生じた相対変位は，最大

0.088mmであった． 

 
図-12 全体変形図 

表-1 軌道Cの相対変位一覧表 

 
 

(4) 考察 
解析により算出した相対変位は，0.088mmと非常

に小さな値であり，撤去により名鉄小牧線の軌条へ

の影響はほぼ無いことが確認出来た．また，この結

果を元に管理者である名古屋鉄道(株)との協議を

行った結果，名鉄BOX内の軌道計測管理は行わず，

桃花台線橋脚の変位を常時計測することとなった． 
 
６．まとめ 

 
本業務では，小牧駅部の橋梁撤去詳細設計を行い，

工事発注に必要となる一連の成果を取りまとめた． 

撤去方法検討では，考え得る複数の撤去方法に対

して，経済性及び施工性より200ｔクローラクレー

ンを使用した一括撤去を採用した． 

撤去詳細設計では，工事発注上必要となる成果及

び施工順序を取りまとめた． 

周辺影響検討では，撤去工事による既設地下ボッ

クスの変位を推測し，工事前に必要となる名古屋鉄

道(株)への協議を円滑に締結することが出来た． 

撤去設計は，施工計画が主となる業務ではあるが，

最適となる工法選定，撤去による影響把握，環境対

策は，建設コンサルタントの技術が求められる分野

であり，経済性，施工性及び安全性に配慮した提案

をしていくことが重要である． 
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上部工形式 　A1-P3：鋼3径間連続曲線箱桁、P3-A2：鋼2径間連続鈑桁

下部工形式 　橋台：逆Ｔ式（枕梁式）橋台、橋脚：張出式橋脚（円柱）

基礎工形式 　橋台：単列深礎杭、橋脚：柱状体基礎

橋長（支間長） 　137.0m（A1-P3：3x30.0m、P3-A2：2x22.6m）

幅員 　有効幅員：7.8m、全幅員：10.1m

支持層（地盤種別） 　岩盤（Ⅰ種地盤）

架設年次 　平成3年

適用示方書 　昭和55年道路橋示方書・同解説

 

 

R=30mの平面曲線を有する曲線橋の 

耐震補強設計 
 

 

 

○酒井友紀1・濵中実1・伴乙希1 
 

1セントラルコンサルタント（株）中部支社（〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦1-18-22） 

 

 

 

対象橋梁である木梶大橋は，急峻な山岳地に位置し，平面曲線半径がR=30mと非常に小さく地

震時の挙動が複雑な橋梁である．既設橋梁は復旧仕様に基づき落橋防止構造が設置されている

のみであり，現行基準に基づく耐震性能照査の結果，橋脚柱部及び支承部，基礎の曲げ耐力が

不足する結果となり，耐震補強が必要となった．耐震補強を行う上で，曲線橋という構造的特

徴への対応に加え，橋脚基礎が柱状体深礎であり補強が困難であるため，基礎補強が不要とな

る補強工法選定も求められた．本稿では，このような特徴や制約条件を踏まえ，3次元非線形動

的解析に基づいて実施した耐震補強設計について報告する． 

 

Key Words : 曲線橋，３次元動的解析，橋脚補強，橋脚基礎照査，水平力分担構造 
 

 

 

１．はじめに 

 

 三重県では，「防災・減災，国土強靭化のための

３か年緊急対策（H30.12.14,国土交通省）」に基づ

き，平成33年1月までの整備完了を目標とし，管内

橋梁の耐震対策を進めている． 

本業務の対象橋梁は，三重県松阪建設事務所が管

理する第二次緊急輸送道路である一般国道166号の

木梶大橋である．本橋の橋梁諸元を表-1に，位置図

を図-1に示す．本橋は平成3年に供用された鋼3径間

連続非合成曲線箱桁橋と鋼2径間連続非合成鈑桁橋

の2連からなる橋長137.0mの橋梁である． 

本橋は昭和55年の道路橋示方書（以下、道示と称

す）にて設計されており，平成8年に復旧仕様にて

落橋防止構造が設置されているものの、橋脚や支承

部は未補強であった．本業務にて実施した平成24年

道路橋示方書1)に基づく耐震性能照査の結果，橋脚

柱部及び支承部の耐力が不足する結果となったため，

耐震補強が必要となった． 

本橋の構造的な特徴としては，1連目の箱桁部の

平面曲線半径がR=30mと非常に小さい曲線橋である

こと、急峻地形のため下部工の高低差があることか

ら地震時の挙動が複雑な橋梁となっている．また，

橋脚の基礎構造が斜面上の柱状体深礎であり、補強

が困難な状況であったため，基礎への影響を踏まえ

た補強工法選定が求められるとともに整備済みの落

橋防止システムを極力活用した対策が求められた． 

本稿では，上記のような特徴や制約条件を踏まえ

て，3次元非線形動的解析に基づいて実施した耐震

補強設計について報告する． 
表-1 橋梁諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 位置図 
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２．既設橋梁の耐震補強整備状況 

 

 本橋は，平成8年に復旧仕様にて図-2，図-3及び

表-2に示す耐震補強が実施されている．対策は落橋

防止構造及び曲線橋部の変位制限構造（落橋防止構

造荷重にて設計）のみで，その後，橋脚柱や支承部

を含め耐震補強は行われていない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．既設橋梁の耐震性能照査 

 
(1) 照査方法 

1)解析手法 

 照査は，平成24年道示に基づき実施した．本橋は

曲線橋で複雑な振動挙動をする橋であるため，3次

元モデルによる動的照査法（非線形時刻歴応答解析

法）を適用した．また，曲線半径がR=30mと小さく，

各橋脚にて最も不利となる加振方向が明確でないた

め，加振方向は15°ずつ変化させた． 

 

2)解析モデル 

 各部材のモデル化は以下とおり行った．解析モデ

ル図を図-4に示す． 

・上部工：線形はり要素（全断面有効） 

・下部工：橋脚M-φモデル(剛性低下型トリリニア) 

     橋台線形はり要素 

・支承 ：固定・可動（可動は死荷重×摩擦係数を

降伏耐力とした弾塑性バネモデル） 

・基礎工：基礎地盤バネ要素（動的バネ） 

 なお，減衰定数は平成24年道示に基づき設定した．

 

落橋防止構造
①鋼製突起（主桁下フランジ付）
②鋼製横梁（主桁間）＋RC突起（橋座）

変位制限構造 鋼製突起（横桁付）＋RC突起（橋座）

落橋防止構造
①鋼製突起（主桁下フランジ付）
②鋼製横梁＋RC突起

変位制限構造 無し

A1-P3
鋼3径間連続箱桁橋

P3-A2
鋼2径間連続鈑桁橋

表-2 既設橋の落橋防止システム整備状況 

写真-1 端支点の落橋防止構造 写真-2 中間支点の変位制限構造 

図-2 既設橋梁側面図 

図-3 既設橋梁平面図 図-4 解析モデル 

［加振方向図］ 

［全体側面図］ 

(写真-1) 

(写真-2) 

(写真-1) 
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(2) 照査結果 

1)橋脚柱 

 橋脚柱は，表-3に示す通り，P1及びP2橋脚にて曲

げ耐力、P1橋脚にてせん断耐力が不足するため，両

橋脚の補強が必要となった． 

 

2)橋脚基礎 

 橋脚基礎は，表-3に示す通り、全ての基礎で曲げ

耐力が不足（降伏）するため，補強が必要となった． 

 

3)支承 

 支承部については、既設支承はBP-A支承であり耐

力及び移動量にて許容値を超過するため，取替もし

くは補強が必要となった． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．耐震補強設計 
 

(1) 設計上の課題 

1)基礎への影響を踏まえた耐震補強工法の選定 

 本橋の基礎は斜面上に位置する柱状体深礎であり，

一般的な杭基礎で行うような増し杭対策では，既設

基礎との剛性差が大きすぎて，補強効果が期待でき

ない．また，地形及び岩盤支持層傾斜が大きいため，

剛性の高い鋼管矢板基礎なども採用できず，現実的

な補強が困難な状況である． 

 したがって，基礎の補強が不要となるような耐震

性能評価手法の適用及び耐震補強工法の選定が必要

があった． 

 

2)既設落橋防止システムを踏まえた耐震補強工法の

選定  

 本橋は，復旧仕様での整備により，2種類の落橋

防止構造が設置されている．このうち，鋼桁下フラ

ンジ付の鋼製突起については、両端橋台の場合では

問題ないが，本橋のような片側が橋脚の場合では機

能しない．もう1種類の落橋防止構造は主桁間の鋼

製横梁と下部工のRC突起により構成されており問題

なく機能する上に，規模が非常に大きく，撤去も容

易でないことから極力活用することが望ましいと判

断した．しかし，免震化など上部工の変位が大きく

なるような対策を行った場合，移動量が大きくなり

既設落橋防止構造の遊間が不足し，下部工に想定外

の外力が作用することが懸念される．したがって，

既設落橋防止構造を極力活用可能な耐震補強工法の

選定を行う必要があった． 

 

(2) 基礎の耐震性能評価手法の見直し 

平成24年道示では，柱状体深礎の場合，基礎の塑

性化は許容されていない．しかし，先に示したよう

に、本橋は基礎の補強が現実的でないことから，地

震時の供用性や修復性に配慮した上で，基礎の塑性

化を考慮した評価手法を適用することとした． 

1)基礎の降伏を許容した評価方法の適用 

基礎の降伏を許容した耐震性能評価手法としては，

土木研究所での研究成果2)や国土交通省道路局の事

務連絡3)に示される基礎の限界状態（損傷度）に応

じた許容塑性率に基づく手法とした．これらの資料

には，柱状体深礎の許容塑性率は示されていないが，

地震時の挙動が同様な式(1)に示すケーソン基礎の

許容塑性率を準用して評価を行った．  

 

	ߤ									 	 ൌ 1 
	 	 	 	 	 	 	
	 ・	 	 	

 ・・・式(1) 

 ここに， 
	ߤ 	 ：基礎の許容塑性率 

	ߜ 	 ：基礎終局時の上部工慣性力作用位置での水平変位 

	ߜ 	 ：基礎興福寺の上部工慣性力作用位置での水平変位 

α ：安全係数（損傷度Ⅲの場合1.8） 

  

 本橋における限界状態（損傷度）としては，本橋

が緊急輸送路上に位置すること，迂回路がないこと

から，橋の耐震性能2を確保することとし，基礎の

最大強度点を超えず，十分な安全性を有するととも

に，残存復元力及び残存変形性能も十分に有する状

態（損傷度Ⅲ）とした． 

 

2)照査結果 

 上記の照査手法による既設橋脚基礎の耐震性能照

査の結果，表-4に示すように、全ての基礎で損傷度

Ⅲの許容塑性率を満足する結果となった． 

 

 

 

 

 

 

(3) 補強工法検討 

 耐震補強工法の検討では，まず，部材補強と免震

化といった橋梁全体での補強方針を決定した上で，

決定した方針の具体的な補強工法を検討した．本稿

では，紙面の都合上，耐震補強設計のうち，橋脚補

強についてのみ示す． 

1)補強方針案の抽出 

 橋梁全体での補強方法としては，下記の案が挙げ

られる．本橋の場合，一般的な部材補強案だけでな

表-3 既設橋脚耐震性能照査結果（レベル2-タイプⅡ） 

表-4 塑性率照査結果 

P1橋脚 P2橋脚 P3橋脚 P4橋脚

応答塑性率 μFR (-) 1.40 1.14 1.06 1.21
許容塑性率 μFＬ (-) 2.62 2.64 2.67 1.82

0.53 0.43 0.40 0.66
Ⅲ Ⅲ Ⅲ Ⅲ
OK OK OK OK

照査項目

比率
損傷度
判定

- 27 -



 

 

く，支承部の補強が必要であることや基礎への影響

を最小化することが求められるため，免震支承への

取替による免震化案についても検討を行った．ここ

で，ダンパーは方向依存性があるため，曲線橋であ

る本橋における対策効果が期待できないと判断し検

討しないこととした．  

第1案 全免震化 

第2案 部分免震化（A1橋台－P3橋脚間のみ） 

第3案 部材補強 

 

各案の概要を以下に示す． 

a)第1案 全免震化 

全支点の支承を免震支承に取替え，免震支承での

エネルギー吸収により下部・基礎工への影響を抑え

ることを期待した案である．レベル2地震に対応し

た支承に取替えるため，別途支承補強が不要であり，

維持管理にも配慮した案である． 

 

b)第2案 部分免震化（A1橋台－P3橋脚間のみ） 

 第1案の場合，現況照査で満足している可動橋脚

を免震化することにより，現況よりも大きな地震時

水平力を負担し耐力不足となることが懸念されたた

め，現況照査にて耐力不足となる曲線箱桁部（A1-

P3）のみ免震化した案である．P3-A2間は支承の取

替えを行わないため，支承部の補強が必要となる． 

 

c)第3案 部材補強 

 現況照査における耐力が不足するP1・P2橋脚及び

支承部を補強（水平力分担構造の追加設置）した案

である． 

 

2)補強方針案の決定 

 各案の検討結果一覧を表-4に示す．結果として，

以下の理由から，第3案 部材補強案を採用すること

とした． 

・第1案、第2案の免震化案は，地震時の移動量が大

きく桁遊間量及び既設落橋防止構造の遊間量が不

足する結果となったため，現道通行止めを伴う桁

切欠きや落橋防止構造の全取替えが必要となり，

現実的な補強とならなかった． 

・免震化案に対しては，遊間確保を前提としない桁

衝突モデル及び緩衝材を桁端部に設置したケース

での耐震性能照査を実施したが，いずれも免震支

承の変位が拘束され、期待する免震効果が発揮さ

れず，橋脚補強が不要とはならなかった．  

・部材補強案については，耐力が不足するP1橋脚，

P2橋脚を補強した場合にも，基礎の応答塑性率は，

要求性能である損傷度Ⅲの範囲に収まること，既

設の落橋防止システムも桁端部の落橋防止構造の

遊間を広げる程度の比較的容易な改良で対応可能

であった． 

 

3)補強工法検討 

a)P1橋脚 

 本橋脚は基部の曲げ耐力が大きく不足するため，

アンカー定着を伴う基部補強が必要となる．補強工

法としては，RC巻立て工法や鋼板巻立て工法が考え

られるが，経済性で優位となるRC巻立て工法を採用

した場合でも，基礎の応答塑性率の増加が小さく，

損傷度Ⅲに十分収まっているため，同工法を採用す

ることとした． 

 

b)P2橋脚 

 本橋脚は段落し部の補強が主であるため，考えら

れる下記案にて比較検討を実施した結果、基礎への

影響や経済性から第2案 連続繊維巻立て工法（炭

素繊維シート）を選定した．比較表を表-5に示す． 

第1案 RC巻立て工法 

第2案 連続繊維巻立て工法（炭素繊維シート） 

第3案 連続繊維巻立て工法（アラミド繊維シート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．おわりに 
 

 本業務では、既設橋梁の構造特性を踏まえて解析

手法を選定した上で、基礎の降伏を許容した基礎照

査手法を適用したことにより，基礎補強が必要とな

ることなく、既設落橋防止構造も最大限活かした耐

震補強設計を行うことができた． 
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1) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説（Ⅴ.耐震設計

編）,2012. 
2) 土木研究所資料：既設道路橋基礎の耐震性能簡易評価

手法に関する研究, 2010. 
3) 国土交通省道路局：既設道路橋の耐震性能照査及び耐

震補強設計,2015. 

 

表-5 耐震補強方針検討結果一覧 
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木材は，鋼・コンクリートに比べ，架橋環境に影響を受けやすく，橋梁毎に適切な長寿命化

対策を行うことが重要である．特に「水仕舞いの構造的工夫」「樹種に応じた防腐処理」「維

持管理しやすい部材構成」が重要と考え，長寿命化対策の計画を実施した．具体的には「敷並

べ床版板は隙間を空けて設置し，桁上面には鋼板で覆いを設けた」「高耐久の国内産ヒバを使

用し，環境に配慮した防腐剤を選定した」「雨水で劣化が避けられない部材は，将来の取り替

えを容易にする部材割付け・取合いに留意した」．また，木橋の長寿命化には適切な運用が不

可欠であり，架設後の適切な運用を実施するため，本橋の特徴を考慮した独自の「木橋維持管

理マニュアル（案）」を策定した．本設計で計画した長寿命化対策の有効性について，架設後

の本橋の状態を追跡し評価することが今後の課題となる． 

 

Key Words : 木橋，詳細設計，長寿命化，木材利用 
 

 

１．はじめに 

 

(1) 本稿の目的 

我が国では「木の文化」が存在し，古くから数多

くの木橋が存在していた．しかし近年，木橋の数は

減少し，現在では新たに木橋を架設することは少な

く，現役として残っている木橋の割合は全体の0.5%

程度1)である．持続可能な社会構築に向けては，今

一度木橋の利用を考えることが我々の重要な使命と

考える． 

 本事業は，公園内の遊歩道沿線下の老朽化した

ボックスカルバート改修計画として，木橋の詳細設

計を実施したものである．木材は，鋼・コンクリー

トに比べ，架橋環境に影響を受けやすい．木橋の設

計に際しては，橋梁毎に適切な長寿命化対策（使用

材料・構造形式・細部構造等）の検討・実施が課題

である．本橋では，既設木橋の損傷事例を収集・分

析し，本橋に適した細部構造の工夫や今後の運用方

法といった長寿命化に重点を置いた木橋設計を実施

し，鋼橋やコンクリート橋と同等以上のライフサイ

クルコストを有する木橋の架設を目指した．  

本稿では，木橋設計にあたり計画した各種長寿命

化対策を報告する． 

 

(2) 橋梁諸元と橋梁一般図 

架橋計画地：富山市 

橋 梁 形 式：単純木桁橋（人道橋） 

橋 長：8.100m 

橋梁一般図：図-1 参照  図-1  橋梁一般図 
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２．長寿命化対策 

 

 本橋の設計方針として，構造各部は維持管理（点

検・補修）の容易さを念頭に，なるべくシンプルな

構造となるよう計画した． 

本橋の長寿命化に配慮した構造各部の計画は以下

のとおりである．  

 

(1) 使用材料と防腐処理 

 本橋で使用する木材は，耐久性に優れ，防腐剤の

加圧注入が良好に行える樹種である地元産のヒバ構

造用集成材とした．防腐処理は，まず，新設時に

『水溶性木材防腐剤AZNAによる加圧注入』を行うこ

ととした．耐用年数に着目すると，水溶性の防腐剤

に比べ油性防腐剤の方が耐用性に優れるが，臭気，

滲み出る防腐剤の滴下，有害コールタールの含有等

の問題により，現在ではほとんど使用されておらず，

本橋でも水溶性の防腐剤を選定した．加圧処理の性

能については，環境省が制定している「自然公園等

施設技術指針」2)において，「木造施設に保存処理

を適用する場合には，標準として，風雨に直接さら

される部材においてはJAS K4(AQ1種)を，雨水がか

からない箇所で使用される部材はJAS K3(AQ2種)を

標準とする」とされており，使用環境により加圧注

入の性能区分（吸収量）が規定されている．しかし，

水溶性防腐剤を使用すると，加圧処理後に表面の含

水率が高くなり，寸法が大きくなる傾向があり，ラ

ミナ（集成材を構成するピース）単位で変位が異な

るため凹凸が生じやすい．そのため，加圧注入の性

能区分はAQ1種より1段階下げたAQ2種とすることで，

寸法変化を最小限に抑える．加えて，本橋では加圧

注入後，さらに『油溶性表面処理用防腐剤の塗布』

および『表面保護塗装』を行うことで，防腐処理の

耐用性向上を試みた． 

 

(2) 維持管理方法を見据えた橋梁形式 

 各種文献において，木橋に屋根を設けることで降

雨や紫外線を遮り，主要構造部の健全性が保たれる

ことが報告されている．しかし，本橋では，維持管

理の容易さを重視し，『屋根は設置しない』ことと

した．本橋は上路式であり，床版が降雨や紫外線を

遮り，主要構造部を保護する屋根の役割を担うこと

が可能であると判断した．ただし，屋根代わりとす

る床版については直接降雨や紫外線にさらされるた

め，別途に屋根を設置した場合と比べ，高頻度の取

替えが想定される．  
 

(3) 断面構成と耐腐朽性 

 主部材は，2本の主桁とこれらを連結する横桁で

構成した．同規模の木橋では2主桁（+1縦桁）また

は，3主桁の例が多い．本橋では，支承等の維持管

理部材を少なくするため『2主桁』とし，縦桁を横

桁上に設置した．縦桁を横桁上に設置することで，

部材接触面を減らすことができ，風通しもよくなる

ため腐朽に有利であると考えた．本橋の断面構成を

図-2 に示す． 

 

図-2  断面構成 

 

(4) 主桁の長寿命化対策 

 主桁の長寿命化対策は以下のとおりである． 

a) 床版を張り出す 

床版を張り出すことで，『主桁にかかる降雨や紫

外線を遮る構造』とした．ただし，張出しが大きく

なりすぎると，通行者が高欄から乗り出すことが危

惧される．本橋では，橋梁前後の遊歩道と通りの良

い400mmと設定した． 

b) 主桁上面に鋼板の小屋根を設置する 

主桁上面は水が滞留しやすいため，主桁と床版の間

に小屋根を設置する．小屋根の材料は，腐食に強く，

耐久性に優れる『ガルバリウム銅板』とし，縦桁に

も同様に設置することとした．既設木橋にて小屋根

を設置している例を図-3 に示す．また，本橋の小

屋根の取付構造を図-4 に示す． 
 

図-3  小屋根の設置例 

（既設木橋例1/愛知県） 
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図-4  小屋根・床版支持材の取付構造 

 
c) 床版支持材を設ける 

床版を，床版上面から下向きに木ねじ等で主桁に

直接固定すると，ボルト孔からの漏水により主桁が

腐朽する事例が報告されている．本橋では，別途，

床版支持材を主桁側面に設置し，『床版は支持材に

固定』するものとした．床版支持材の設置について

は図-4 に示す． 

d) 主桁は台座コンクリート上のゴム支承で受ける 

既設木橋では，橋座上に枕木を設け，主桁を直接

受けている事例が見られるが，橋座と主桁が近接し

ていると土砂の堆積等から湿潤環境となり易く，接

触部の著しい腐朽が確認される．本橋では『台座コ

ンクリートを設置』し，さらに『橋座面には排水勾

配（2%）』を設けることで，橋座部の湿潤環境の緩

和を試みた．既設木橋の橋座部における土砂堆積の

様子を図-5 に示す．また，本橋の橋座構造を図-6 

に示す． 

 

図-5  土砂堆積の様子と台座コンクリートの設置例 

（既設木橋例2/愛知県） 

図-6  橋座構造 

(5) 床版の長寿命化対策 

 床版は雨水が直接かかる部材であり，紫外線によ

る劣化，通行による摩耗等，傷みやすい部材である．

本橋において床版は，ある程度の消耗部材であると

考え，他の部材に比べ高頻度の取替えを考慮してい

る．床版の長寿命化対策は以下のとおりである． 

a) 床版は隙間を開けて設置する 

床版は，幅の狭い床版板を敷き並べて構成される．

既往の報告では，各床版板は密着させて設置させた

方が良いのか，隙間を空けて設置した方が良いのか

が議論されている．本橋では，既往木橋の状況を参

考に，『床版板は隙間（5mm）を開けて設置』し，

橋面排水を効率的に行うことを試みる．この場合，

主桁や縦桁に対して床版の隙間から雨水が滴下する

ことになるが，本橋では主桁・縦桁に小屋根の設置

を計画しているため，問題はないと判断する．また，

床版に隙間を設けることで，床版の取り替え作業が

容易となる． 

b) 床版と桟木受けの離隔を余分に設定する 

桟木受けは，床版と離隔を確保し設置することで，

床版の取替え作業が容易となる．床版の取替え手順

を図-7 に示す． 

 

図-7  床版の取外し手順 

 

また，本橋のような小規模な木橋では床版厚を

30mm～40mmとしている例が多い．本橋では応力が十

分余裕であること，腐朽に対しては厚い方が有利で

あること，厚すぎると割れること，歩行者に対する

配慮等からたわみは抑えることが望ましいことから

床版厚を一般的な40mmと設定した．将来，床版取替

えを要する際は，改めて損傷要因に応じた床版厚の

検討を行うことが望ましいと考え，桟木受けと床版

の離隔を確保し，『床版取替え時に床版厚の変更が

可能な構造』とした． 

 

(6) 高欄の長寿命化対策 

高欄は床版と共に雨水が直接かかる部材であり，

水平に設置する部材上面は水が滞留しやすい．水は

けをよくするために，『水平部材上面に排水勾配

（2%）』を設けることとした．  

また，高欄についても，ある程度の消耗部材と考

える．取替えを容易とするために，笠木には2箇所

接合部を設け，『人力での取外しが可能な部材重量

（約38kg/本）に分割』した．また，前述の通り，

桟木受けと床版は十分に離隔を取っており，高欄お

よび床版の腐朽に対しても効果的であると考える．

本橋の高欄構造を図-8,9 に示す． 

- 31 -



 

 

図-8  高欄全体構造 

 

図-9  高欄詳細構造 

 

３．木橋維持管理マニュアルの策定 
 

 木橋の長寿命化には，架設後の適切な運用が不可

欠である．本橋では，長寿命化に対し適切な維持管

理が行える体制を整えることを目指し，「木橋定期

点検要領（案）」3)「木歩道橋設計・施工に関する

技術資料」4）等の関連要領を参考に，本橋の特徴

（架橋環境・構造的工夫・防腐処理等）を考慮した

独自の『木橋維持管理マニュアル（案）』を策定し

た．本橋に適用する維持管理のフローを図-10 に示

す．本マニュアルでは日常点検を1年に1回，定期点

検を5年に1回と設定したが，点検頻度は橋の状況に

応じて適宜見直しを行い，柔軟で効果的な維持管理

を目指す．また，定期点検は専門家によるものを想

定しており，日常点検は施設管理者によるものを想

定している．施設管理者による詳細の点検は困難で

あると考え，マニュアル内に本橋の特徴を考慮した

点検時に着目すべき点を示し，専門家でなくても容

易に点検が行えるよう配慮している． 

 

４．成果と今後の課題 
 

既設木橋の損傷・対策事例を参考にすることで，

本橋に適した細部構造の工夫や今後の運用方法と 

 

図-10  維持管理フロー 

 

本橋に適した細部構造の工夫や今後の運用方法と

いった長寿命化対策を提案できた．特に，本橋独自

の木橋維持管理マニュアル（案）を作成することで，

適切な運用を施すことができ，本設計で計画した長

寿命化対策の有効性について，架設後の本橋の状態

を追跡し，評価することが今後の課題である． 

 

５．おわりに 
 

本稿の終わりに，「木橋診断士」制度を紹介する．

木橋は木材を主構造に持つ橋であり，その点検・診

断は橋梁点検と木材の双方の知識を持った専門家が

行うことが望ましい．木橋技術協会では，平成 17

年より木橋診断士（点検士）制度を定めており，木

橋の点検に携わる人材育成の試みを実施している． 

近年，「持続可能な開発目標（SDGs）」への取り

組みが我々の使命であり，積極的な木材利用は広義

の環境負荷軽減に貢献するものと確信する．本稿が

今後の土木分野における木材利用，木橋設計のため

の基礎資料となることを期待する． 
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河川堤防の液状化対策設計 
- 地中支障物が分布する地層における深層混合処理工法の適用範囲拡大の一考察 - 

 

 

○下田聡1・中村幸生1・見並善巳1・浜昌志2・小阪陽克3・川畑智3 
 

1日本工営（株）名古屋支店（〒460-0006 愛知県名古屋市中区葵1-20-22） 

2日本工営（株）地盤環境事業部（〒102-8539 東京都千代田区麹町5-4） 

3日本工営（株）大阪支店（〒530-0047 大阪市北区西天満1-2-5） 

 

 

本業務は,液状化被害が想定される木曽川下流部河川堤防において,耐震対策工詳細設計を

行ったものであり,円滑な事業進捗,耐震対策効果の早期発現のため,地中支障物への対応が求め

られた. 

課題への対応策として地中支障物調査及び実機調査を実施し,深層混合処理工法の適用性につ

いて評価し,設計区間おける地中支障物に対する適用範囲を拡大させた. 

 

Key Words : 耐震対策設計，地中支障物，深層混合処理工法，表面波探査，実機調査 
 

 

 

１．はじめに 

 

本業務は,切迫性の高い南海トラフ巨大地震による

液状化被害が想定される木曽川下流部の河川堤防に

おいて,耐震対策工詳細設計を行ったものである. 

木曽川下流部は濃尾平野に位置し,南海トラフ巨大

地震の津波による浸水リスクが高い海抜ゼロメート

ル地帯が広がっている（図-1）.背後地には民家が

連坦し,資産が集中する地域であり,大規模地震によ

る堤防の決壊や液状化沈下した場合の被害は大きい.

そのため,河川堤防の耐震化により大規模地震に対

する耐震対策効果の早期発現が求められている. 

しかし,木曽三川下流部の河川堤防における要耐震

対策区間は河口から8kp付近までと長大であり（図-

2）,限られた事業費の中で,耐震効果を早期に,最大

限発揮する必要がある. 

本報文は木曽川下流部区間において,耐震対策工法

として選定した深層混合処理工法における対策仕様

の設定方法,工法適用にあたっての留意事項につい

て記述するものである.設計区間における深層混合

処理工法は,大型機械による施工ヤードが確保でき

る川表側の耐震対策として選定している. 

 

２．木曽川下流部の地質状況 

 

木曽川下流部の地質状況は,堤体土の下位に,液状

化危険度の高い沖積砂質土層（As1～As3）が層厚

15m程度堆積し,その下位には,沖積粘性土層（Ac2）

が堆積する.耐震対策は,T.P.-10～-15m程度までに

堆積する堤体土,沖積砂質土を対象としている. 

 

 
図-1 濃尾平野の地盤標高1） 

 

 
図-2 木曽三川下流部における耐震対策範囲 

 

 
図-3 木曽川右岸の地質状況 

液状化対象層 
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静的変形解析に基づくレベル2地震動に対する現況

の河川堤防の沈下量は3～5m程度であり,沈下後の堤

防天端高が照査外水位を下回る（図-4）. 

上部砂質土層（As1）が,他層に比べ大きく変形し,

堤防沈下量に大きな影響を与えていることが確認で

きる. 

一方,川表・川裏の両側を耐震対策することにより,

堤防天端沈下量が抑制され,耐震性能を満足する

（図-5）. 

 
図-4 静的変形解析結果（無対策） 

 
図-5 静的変形解析結果（両側対策） 

 

３．設計上の問題点と課題 

 

過年度に実施された木曽川河口部の耐震工事では,

施工時に地中支障物（玉石・転石）が確認され,設

計見直しや補助工法（支障物撤去工法）の追加によ

る事業進捗の遅れ,事業費の増大が生じていた. 

一方,今回報告する設計区間は,木曽川河口部から

6kmほど上流に位置し,河口部と異なり破堤・変遷履

歴がないため,大径の玉石・転石は存在しないと想

定して,経済性の高い大口径の深層混合処理工法

（標準型φ2300mm）を対策工法として選定した. 

しかし,設計区間付近においても施工時に地中支障

物（φ400㎜程度の玉石・転石）の存在が確認され

（図-6）,河口付近と同様に,補助工法（支障物撤去

工法）の併用や硬質地盤に対応できる施工性の高い

工法（超硬質型φ1600mm）への見直しが必要となっ

た. 

施工性,経済性を確保し,効率よく,事業を進めるた

めには,地中支障物の分布範囲の特定,最適な工法・

対策仕様の選定が課題であった. 

 
表-1 地中支障物（玉石・転石）への適用範囲2） 

 

設計区間においても深層混合処理工法（標準型φ

2300mm）に補助工法（支障物撤去工法）を追加した

場合,3倍程度に事業費が増加し（表-2）,事業進捗

が遅れ,耐震対策効果の早期発現が困難になる.円滑

な事業進捗,耐震対策効果の早期発現のため,上記課

題への対応が求められた. 

 

  
    支障物撤去状況       支障物(φ400mm程度) 

図-6 地中支障物撤去状況と確認された支障物 

 
表-2 耐震対策工法と概算費用 

 
 

４.設計方針 
 

耐震対策設計では,施工性,経済性を考慮した工

法・対策仕様の選定が重要である.本設計において

は,上記課題への対応策として以下の2点に着目し,

地中支障物条件に適した工法・対策仕様を設定した. 

 

① 地中支障物（玉石・転石）の分布状況の把握 

② 対策工法の適用範囲（転石サイズ,密集度）

の明瞭化 

 

 
図-7 対策工法の検討フロー 

～φ100mm △ （要検討）
～φ300mm × （ 不可 ）
～φ500mm × （ 不可 ）
～φ100mm ◎ （ 可能 ）
～φ300mm 〇 （ 可能 ）
～φ500mm × （ 不可 ）
～φ100mm ◎ （ 可能 ）
～φ300mm 〇 （ 可能 ）
～φ500mm △ （要検討）

*）設計・施工マニュアル
2)
より

超硬質型 （φ1600mm）

工法 支障物への適用範囲

標準型 （φ2300mm）

硬質型 （φ1600mm）

①表面波探査
支障物の有無、分布範囲の推定

②サンプリング
支障物状況（径、密集度）の把握

③実機調査
施工機の適用可否の確認

④適用範囲の評価
当該地における対策工法の適用範囲を評価

START

標準型の適用

（経済性の高い大口径）

支障物なし

支障物なし

地中支障物条件に合わせた対策工法の選定
（硬質型，超硬質型，補助工法併用）

　支障物あり

　支障物あり
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５地中支障物の分布状況の把握 
 

地中支障物（玉石・転石）の分布状況（分布範囲,

密集度・転石サイズ）は,表面波探査,サンプリング

（ボーリング調査）により確認することを提案し,

別途業務にて実施した. 

 

(1) 地中支障物の分布範囲の推定 

地中支障物の分布範囲は表面波探査結果を用いて

推定した.S波速度が,周辺に比べて,相対的に高い速

度帯を示す箇所に支障物が分布する可能性が高く,

特に,深部まで顕著に高い速度帯を示す箇所は,支障

物の密集度,サイズが大きいと想定した. 

なお,高い速度帯を示した箇所は,堤防側より河川

側に多く,GL-5～10m程度の深度に集中していること

が確認された. 

 

 

 

 

 
図-8 表面波探査による支障物分布範囲の推定 

 

(2) 地中支障物状況（密集度,転石サイズ）の把握 

地中支障物状況（密集度,転石サイズ）の把握は,

サンプリング（ボーリング調査）を用いて実施した.

サンプリング位置は,地中支障物（玉石・転石）が

分布している可能性が高い,深部まで高い速度帯を

示す箇所を抽出した. 

サンプリングを実施した箇所では,最大コア長

150mm程度の地中支障物（玉石・転石）が確認され

た.一般的に玉石径（長径）は,コア長の3倍程度と

示されているため,サンプリングにて確認されたコ

ア長の3倍を転石径と評価した. 

 

 
図-9 サンプリングより確認された地中支障物 

(3) 地中支障物の分布状況の評価方法 

地中支障物の分布状況の把握は,以下の①,②の手

順で実施することが有効であることを確認した. 

 

① 広域な設計区間から地中支障物が分布する可

能性が高い範囲を表面波探査により抽出する. 

② 抽出した範囲について,サンプリング（ボー

リング調査）を実施し,地中支障物の状況

（密集度,転石サイズ）を特定する. 

 

６.対策工法の適用範囲の設定 
 

深層混合処理工法は,地中支障物（玉石・転石）の

サイズによって適用範囲が異なる.標準型φ2300mm

の施工機においては,φ100mm以上の玉石・転石が存

在する地盤に対しては適用が困難であることが示さ

れている.一方,硬質型φ1600mmの施工機は,φ300mm

の玉石・転石まで適用可能である（表-1）2）. 

しかし,先行して実施した地中支障物の分布状況調

査結果により,設計区間においてφ450mm程度の玉

石・転石が存在し,硬質地盤に対応した硬質型φ

1600mmの施工機でも適用範囲外である. 

なお,対策工法（施工機）の適用範囲は,「設計施

工マニュアル2）」に示されており,設計区間におけ

る地盤状況（密集度,転石サイズ）に対応したもの

でないため,実機調査結果に基づき,適用範囲を評

価・設定した. 

 

(1) 実機調査方針 

設計区間における地盤状況に対応した適用範囲を

設定するため,2種類の施工機（標準型φ2300mm,硬

質型φ1600mm）を用いた実機調査を提案した.2種類

の施工機の支障物への適用範囲は以下のとおりであ

る2）. 

① 標準型φ2300mm：～φ100mm 要検討 

② 硬質型φ1600mm：～φ300mm 可能 

 

実機調査は,地中支障物の分布状況が異なる7箇所

で実施した（表-3,図-10）.実機調査では, 「設計

施工マニュアル2）」に示されている転石・玉石に対

する施工性（適用範囲）を確認するため,2種類の施

工機とも最大コア長150mm（玉石径φ450mm）の地中

支障物が分布する箇所での調査を実施した. 

 
表-3 実機調査位置と地中支障物分布状況 

 

層厚 コア長 岩種
① 0.62 ｍ GL-7.78 m ～ - 8.40 ｍ 60～150mm 砂岩
② 0.69 ｍ GL-8.91 m ～ - 9.60 ｍ

GL-9.80 m ～ - 10.60 ｍ

0.15 ｍ GL-4.30 m ～ - 4.45 ｍ
1.00 ｍ GL-8.50 m ～ - 9.50 ｍ
0.30 ｍ GL-9.10 m ～ - 9.40 ｍ

GL-6.00 m ～ - 7.30 ｍ

0.29 ｍ GL-4.22 m ～ - 4.51 ｍ 150mm 流紋岩
0.20 ｍ GL-5.09 m ～ - 5.29 ｍ 50～60mm 砂岩
0.40 ｍ GL-9.85 m ～ - 10.25 ｍ

GL-6.40 m ～ - 7.26 ｍ 50～80mm 砂岩
60～150mm 頁岩

③

④

⑤

①

②

標準型
φ2300mm

硬質型
φ1600mm

（断続的に分布）
0.86 ｍ

（断続的に分布）

0.80 ｍ

1.30 ｍ

（断続的に分布）

-

実機調査

施工機No.

表面波探査結果
地中支障物

確認深度

サンプリング結果
地中支障物

-

-

-
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図-10 実機調査位置における地中支障物 

 

(2) 施工適用範囲の設定結果 

実機調査より,硬質型φ1600mmでコア長150mm（φ

450mm）の地中支障物がある箇所でも攪拌･混合が可

能であることが確認できた.今回報告する設計区間

の地中支障物（玉石・転石）分布範囲における適用

の可能性が確認できた（表-4）. 

 
表-4 実機調査結果 

 
 

標準型φ2300mmの施工機は,計画5箇所すべてで攪

拌･混合できたが,攪拌後に攪拌翼の破損を確認した

（図-11）.そのため,設計区間におけるコア長60～

150mmの地中支障物（玉石・転石）が分布する箇所

への適用は困難と評価した. 

 

  
図-11 攪拌翼の破損状況（標準型φ2300mm） 

硬質型φ1600mmの施工機は,計画2箇所すべてで攪

拌・混合することが可能であった.「設計施工マ

ニュアル2）」に示されている地中支障物が含まれる

地盤への適用範囲（玉石・転石サイズ）は,φ300mm

までと示されているが,実機調査結果より今回報告

する設計区間における地中支障物φ450mm（最大コ

ア長150mmの3倍）が含まれる地盤へも適用可能であ

ると評価し,硬質型φ1600mm施工機の適用範囲を拡

大することができた. 

 

６．結論 
 

本業務においては,地中支障物調査結果及び実機調

査結果より対策工法の適用性について評価し,以下

の結論を得ることができた. 

 

① 地中支障物の特定は,表面波探査による分布

範囲の抽出,サンプリングによる分布状況の

確認により実施した. 

② 実機調査を実施することにより,「設計施工

マニュアル2）」に示されている適用困難であ

る転石径を超過する範囲まで,施工機の適用

範囲を拡大することができた. 

③ 過年度まで,補助工法（支障物撤去工法）と

の併用が不可欠であった深層混合処理工法に

おいて,深層混合処理工法単独での耐震対策

が可能となり,経済性に寄与した. 

 

７．まとめ 
 

今回報告する木曽川下流部設計区間における川表

の耐震対策工設計においては,地中支障物分布調査,

実機調査を実施して,施工性,経済性に留意した工

法・対策仕様の選定を行った.具体的には硬質型φ

1600mmの適用範囲を確認し,施工性は高いが,経済性

に劣る超硬質型φ1600mmの適用や,支障物撤去工法

を追加適用することなく,耐震対策ができることが

確認できた.上記結果より,地中支障物（玉石・転石）

が分布する範囲に適用条件が不明瞭であった硬質型

φ1600mmの適用範囲を拡大することができた.地中

支障物の分布範囲の特定及び施工機の適用範囲の拡

大により,耐震対策工事費を50%程度削減することに

寄与した. 

 

謝辞：業務実施において,中部地方整備局木曽川下

流河川事務所をはじめ,別途調査業務,施工者にご協

力いただき,遂行することができました.ここに感謝

の意を表します. 
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近年,線状降水帯に代表される特異な豪雨が頻発しており,全国各地の河川では堤防決壊を伴

う浸水被害が多く発生している.堤防決壊時には,被害を最小限に抑えるために迅速な対応が求

められる.このような状況から,天竜川上流河川事務所では,洪水に起因した堤防決壊が発生した

際に必要となる災害対応技術の向上のため,堤防決壊時の緊急対応のための演習,応急復旧計画

の立案,地域の防災力の把握等,様々な取組みが行われている. 

 

Key Words : 堤防決壊，急流河川,緊急対策シミュレーション，応急復旧計画,地域連携 
 

 

 

１．はじめに 

 

天竜川では,平成18年7月豪雨により,箕輪町松島

で右岸堤防が160ｍにわたって決壊し,緊急対策を実

施している.また,令和元年東日本台風による140箇

所もの堤防決壊1)の他,矢部川,鬼怒川,空知川,小田

川,球磨川など,全国的に堤防決壊が発生し,社会問

題となっている.最近では,線状降水帯に代表される

豪雨が頻発しており,河道の能力を越えた洪水によ

り,堤防決壊の危険性が高まっている.このような状

況の中,大規模災害に対する職員の経験の浅さや災

害対応技術の伝承不足が課題となっており,全国の

河川事務所では,平成19年から堤防決壊時の緊急対

策シミュレーションとする机上演習により,災害対

応技術の習得・継承を行っている.本稿は,近年の豪

雨災害の特徴や天竜川上流の地域特性を踏まえた発

災時の応急復旧計画の立案に加え,水防団との連携

の充実・強化に向けた取組みを報告する. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．天竜川上流河川事務所の災害対応の取組み 

 

天竜川上流河川事務所では,例年の堤防決壊シ

ミュレーションに加え,平成28年度の「堤防決壊に

備えたタイムラインの作成」,平成29年度の「急流

河川の特性を踏まえた決壊断面の想定」,平成30年

度の「水防活動の実情を把握するためのアンケート

調査」,「天竜川の堤防特性を踏まえたブロック投

入実験」など,河川特性,地域特性を踏まえた災害対

応に対する取組みが行われている. 

 

３．近年の豪雨災害と水防災に関する課題 
 

(1) 近年の豪雨災害の課題 

平成27年9月関東・東北豪雨災害では,鬼怒川の堤

防決壊以外に同河川において漏水,堤防等の洗掘,法

崩れ等の被災が計97箇所で発生した.2)過去,天竜川

の三六災害でも同時多発災害が発生している.した

がって,水災害への対応は,同時に各地で発生するこ

とも視野にいれた取組みを想定しておくことが重要

である. 

 

(2) 災害経験と技術伝承の課題 

中部地方では,平成12年9月の東海豪雨（新川）と

平成18年7月豪雨（天竜川）時に堤防決壊を経験し

ている.しかし,その後10年以上が経過しており,行

政職員だけでなく,災害支援を期待される建設会社

においても災害経験者が少なくなってきている.こ

のような状況の中,貴重なノウハウを継承していく

ことが重要となる. 平成18年7月豪雨災害の堤防決壊箇所（復旧後）の様子 

天竜川 
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(3) 地域連携の課題 

洪水時や洪水の恐れがある時,地域が中心となり

水害による人命や財産への被害を軽減するため水防

活動が行われる.しかし,地域の水防力には限界があ

るため,河川管理者は地域防災力の実情や河川管理

者の協力内容に関し,相互の意思疎通を図っておく

ことが重要である. 

 

４．課題解決に向けた取組 
 

(1) 応急復旧計画の作成 

大規模災害時には様々な緊急対応に忙殺されると

ともに人員不足も想定されるため,応急復旧計画を

短時間で検討する必要がある.そのような状況を踏

まえ,事前の備えとして,あらかじめ堤防決壊の可能

性が高い箇所を想定し,応急復旧計画を作成してお

くことが重要である. 

a) 堤防決壊の危険箇所の抽出 

天竜川が急流河川であるという特性から,浸透よ

りも越流や侵食が先行して発生することが想定され

るため,堤防決壊の要因を越流と侵食とした.河川特

性（流下能力,水衝部,旧河道）と堤防特性（護岸,

根入れ,根固め工,護岸防護ライン）から堤防決壊に

繋がる特性を踏まえて堤防決壊の危険箇所を選定し

た.その結果,危険箇所が23箇所となり,堤防の連続

性（霞堤）や氾濫原の資産集積状況などの社会的影

響に着目し,応急復旧計画を作成する優先順位を設

定した. 

b) 決壊形状 

一般的な堤防の決壊形状として,氾濫流の影響に

より「落堀」と呼ばれ,周辺地盤よりも深く掘られ

る特徴がある.落堀が形成される位置や深さに関す

る考え方について,「堤防決壊時の緊急対策技術資

料(水管理・国土保全局)」3)に記載されている.しか

し,天竜川のような急流河川にも適用できるかが不

明であった. 

そこで,天竜川上流管内を含め,全国の急流河川の

堤防決壊事例を収集し,整理したところ,急流河川で

は流速が早く河床材料も礫材であることが多いこと

から,落堀が形成されないことが確認された.そのた

め、応急復旧計画を作成するにあたり,落堀は形成

されない決壊形状を想定した. 

また,堤防の決壊幅については,急流河川の堤防決

壊事例に共通する特徴が確認されなかったため「堤

防決壊時の緊急対策技術資料(水管理・国土保全局)」
3)を参考として,決壊幅と川幅の相関式を使用して設

定した. 

 

 

 
d) 応急復旧計画 

天竜川上流管内は,伊那谷という地域特性から,他

地域からの緊急的な応援が困難な地域である.堤防

決壊時においては,天竜川上流管内のみの資機材で

対応にあたる必要があることに留意し,浸水被害を

最小限にとどめることを目的とした応急復旧計画

（荒締切,応急復旧堤防等）を検討した. 

①使用機械 

緊急対策工事（欠口止め工,荒締切）に使用する

機械は,天竜川上流管内が他地域からの応援が困難

な地域であり,堤防特性として天端幅が狭いことを

踏まえ,汎用性が高く,狭い堤防天端でも作業できる

バックホウとした.なお,平成30年度にバックホウを

使用したコンクリートブロックの投入実験を実施し

ており,施工の有効性を確認している. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②欠口止め工 

欠口止め工は,決壊口の拡大を抑止することを目

的に施工する.洪水の流速に対して安定する5tのコ

ンクリートブロックを基本としたうえで,可能な限

り早期に準備できる材料を使用する.また,欠口止め

工に替わる対策として,天竜川の場合,水はねによる

決壊口への流速低減効果の高い水制工の設置も有効

であり,採用する場合の条件や留意点についても整

理した. 

 

天竜川 H18.7.19 梅雨前線 侵食 右岸204.8k 160m なし

黒部川 S44.8 前線 侵食 右岸8.1k 400m 不明

常願寺川 S44.8 前線性豪雨 侵食 右岸17.8k 280m 不明

姫川 H7.7.11 梅雨前線 侵食 右岸2.6k 112m なし

円山川支川
出石川

H16.10.20 台風
越流による
裏法面侵食

右岸5.4k 100m なし

空知川 H28.8.31 台風 越水
左岸

116.2k、
117.0k

116.2k:150m
117.0k:300m

ほとんど
なし

札内川 H28.8.31 台風 越水 左岸25.0k 200m なし

河川名
決壊事例

年月日 災害発生要因 決壊要因 決壊箇所 決壊幅 落堀深

図-3 欠口止め工の標準断面図 図-1 決壊形状（S56小貝川決壊事例） 

表-1 急流河川における堤防決壊事例一覧 

① 荷下し ②連結 ③転がす ④投入 
決
壊
口 

2tブロック連結の様子 5tブロック投入の資料

図-2 実験方法概要 
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③荒締切,応急復旧堤防の施工位置 

被害軽減の観点から,迅速な締切が重要となるた

め,施工時間が最も短くなる（資材数量が最小とな

る）位置として,荒締切及び応急復旧堤防を現堤防

位置に計画した. 

④荒締切 

荒締切は,氾濫流量の低減,決壊口の閉塞を目的に

施工するものであり,コンクリートブロックと間詰

土砂により築造する.荒締切の施工は,天竜川上流管

内の堤防特性として,クレーンを配置できる幅が無

い事から,バックホウによりコンクリートブロック

を投入しながら,巻き出していくものとした. 

 
 

⑤応急復旧堤防 

応急復旧堤防は,次の出水において氾濫を防ぐた

めに応急的に復旧する堤防であり,既設堤防と同程

度の安全度を有する構造とする.また,一般的には,

鋼矢板二重締切により築造することが多い.しかし,

天竜川上流管内では,基礎地盤が礫材であり,鋼矢板

の打設に時間を要するため、土堤による構造とした. 

なお,土堤による応急復旧堤防は脆弱であるため,

連節ブロック（150kg/個）などによる三面張り構造

とし,護岸のめくれ防止のため,法尻部にコンクリー

トブロックを設置し補強する構造とした. 

ここで,天竜川上流管内には,連節ブロックが備蓄

されていないため,広域支援により他事務所から入

手する想定とした.今後,迅速な緊急対策工事に向け,

管内の備蓄資材の見直しも検討していく必要がある. 

 
 

 

⑥工事工程 

近年の堤防決壊時の対応事例の工期を参考とし,

荒締切完了まで7日間,応急復旧堤防完了まで14日間

を緊急対策工事の目標とする施工期間とした3). 

⑦排水計画 

堤防決壊時には,河川氾濫や雨水による浸水が発

生するため,浸水の早期解消を目的とした排水計画

の検討が必要となる. 

浸水区域内の地盤高,地形の変化,排水施設の諸元,

霞堤からの自然排水の可能性などの情報を整理した

うえで,排水作業に必要となる排水ポンプ車の必要

台数を設定し,緊急対策工事における施工重機の通

行の妨げにならない排水ポンプ車の配置を検討した. 

e) クイックマニュアルの作成 

天竜川上流河川事務所では,堤防決壊の危険箇所

を抽出し,応急復旧計画の作成を進めている.近年の

激甚化する豪雨災害を踏まえると,危険箇所以外で

も大規模災害に至る可能性がある. 

「堤防決壊対応クイックマニュアル」は,災害時

に持ち出し,誰でも直ぐに応急復旧計画を作成でき

るツールとして作成したものである.なお,天竜川上

流河川事務所管内の河川特性,堤防特性を踏まえた,

荒締切・応急復旧堤防の位置・構造,資材の運搬計

画など,堤防決壊直後から応急復旧堤防が完了する

までの緊急対策工事に関するポイントをクイックマ

ニュアル内に整理した. 

 

(2) 堤防決壊シミュレーション 

堤防決壊シミュレーションは,堤防決壊時の緊急

対策技術の向上を図るために行う机上演習である.

天竜川上流河川事務所では,この机上演習に加え,災

害対応の技術継承を図るための「事前勉強会」や

「工務班勉強会」,大規模災害時の被害軽減に向け

た人員配置や地域連携のあり方など,事務所の方針

を議論するための「支部会議」を行うとともに,演

習で抽出した課題解決に向け順次検討を進めている. 

また,堤防決壊シミュレーションでは,近年の豪雨

災害の課題を踏まえ,同時多発災害が発生するシナ

リオを想定し,関係機関との連携について訓練でき

る内容とした. 

a) 事前勉強会 

緊急対策工事に関する基礎知識を養い、災害対応

技術を継承することを目的に,事務所の全職員を対

象に下記の内容で事前勉強会を実施した. 

・平成18年7月豪雨災害の対応 

・中部地方整備局管内における災害事例 

・管内の洪水による決壊危険箇所 

・河川管理者と水防管理者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

b) 工務班勉強会 

工務班の役割には,堤防決壊時の対応で重要とな

る応急復旧計画（荒締切、応急復旧堤防）の立案が

ある.机上演習は,各班との連携や情報共有に重点を

おいた訓練となるよう,応急復旧計画の立案は別途,

工務班のみで実施した. 

 

 

 

 

 

 

 

事前勉強会の様子 事前勉強会の資料 

工務班勉強会の様子（1） 工務班勉強会の様子（2） 

図-5 荒締切,応急復旧堤防の施工位置 

図-4 荒締切の標準断面図 
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c) 支部会議 

支部室の役割は,堤防決壊時における支部のマネ

ジメントや対応方針の決定が主となる.支部会議は,

災害対応時の判断の中で一概には決められない内容

について議論し,事前に方向性を見出すため,下記の

内容を議題とした. 

・議題1：出張所等への必要派遣人数 

・議題2：水防団の役割と河川管理者の協力内容 

・議題3：情報共有のあり方 

・議題4：広報のあり方 

 

 

 

 

 

 

 

d) 机上演習 

机上演習は,同時多発災害時の情報共有や人員確

保についての課題を抽出できるような演習シナリオ

とした.また,同時多発災害時には,事務所職員だけ

での対応が困難となることが想定されるため,支部

外部の関係機関（局、長野県など）との連携につい

ても演習できる内容とした. 

 

 

 

 

 

 

 

机上演習の結果,各班が対応に忙殺され,情報共有

が不十分であったこと,同時多発災害への対応によ

り人手が不足したこと,事務所所有の資材が不足し

たこと等が課題として挙げられた.これらの課題を

基とした,机上演習を継続的に実施し,災害対応技術

の伝承を図っていくことが望まれる. 

 

(3) 地域連携による防災活動 

近年における同時多発災害に対応するには地域と

の連携が必須となるため,水防管理者へのヒアリン

グ調査により,地域の防災力を把握した. 

a) ヒアリングの目的 

ヒアリングは,天竜川沿川で代表される自治体

（飯田市,駒ヶ根市,伊那市）と平成18年7月豪雨災

害において堤防決壊の被害が発生した箕輪町を対象

として,水防活動における現状把握を目的として実

施した. 

b) ヒアリング結果 

自治体へのヒアリングにより得られた課題を,次

年度演習時における議題になるように設定し,事務

所の対応方針を決定していくものとした. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年の豪雨災害の課題を踏まえると,水防活動の

重要性が高まっており,被害の拡大防止のためには,

河川管理者による水防協力など,地域との連携がま

すます必要になると考える. 

 

５．おわりに 
 

2020年7月1日からの降雨により,天竜川の支川

（三峰川）の堤防が欠損し,緊急対応が必要となっ

た.本業務で作成した応急復旧計画や堤防決壊シ

ミュレーションによる備えが,迅速な対応に繋がり,

被害の最小化に寄与するものとなった. 

また,自然環境や社会環境の変化によって過去に

経験した以上の災害が起こる可能性があり,何故あ

の災害は起きたのか,何故被害は拡大したのか,今同

じような災害が起きたらどのような対応をするかを

意識しながら,日々の業務に邁進していくことが重

要であると考える. 

 
謝辞：本検討の実施にあたり，ご指導，ご協力を頂

きました天竜川上流河川事務所の職員の皆様方，机

上演習や応急復旧計画の作成において多大なご指導，

ご助言を頂きました「河川工法伝承研究会」のメン

バーの皆様方に感謝の意を表します． 
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課題①：河川管理者と地域（水防管理団体）の

災害協定を締結している建設会社が重

複している中,対応可能範囲の明確化 

課題②：河川管理者と地域（水防管理団体）と

の作業・役割分担の明確化 

課題③：水防団の高齢化・サラリーマン化に伴

う人手不足に対する支援方策 

支部会議の様子（1） 支部会議の様子（2）

机上演習の様子（工務班） 演習結果発表の様子 
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環境DNA分析の魚類・底生動物調査 

への適用について 

 

 

○小川遼1・志俵和宏1・大木俊亮1・尾関哲史2 

・鄭呂尚2・前原裕1 
 

1 日本工営株式会社 名古屋支店（〒460-0006 愛知県名古屋市中区葵1-20-22） 

2 日本工営株式会社 地球環境事業部環境部（〒102-8359 東京都千代田区麹町5-4） 

 

 

三重県内の東海環状自動車道の整備において、施工に伴い発生する砂防堰堤等の改修工事に

よる環境影響を把握し、必要な保全対策を行うため、環境調査を行った。本道路事業では、砂

防堰堤等設置箇所周辺の山間部河川において魚類及び底生動物調査を行い、生物相を把握した。

現地調査では、捕獲調査と合わせて試行的に環境DNA分析を行い、環境調査における魚類・底生

動物調査への適用性を検討した。 

 

Key Words : 環境DNA分析,環境調査,魚類,底生動物 
 

 

１．はじめに 
 

 公共事業等で行われる環境調査の手法は、道路環

境影響評価の技術手法1)や、河川水辺の国勢調査マ

ニュアル2)等に基づき行われるのが一般的である。

魚類調査では、投網やタモ網等を用いる採取や、は

えなわやどう等、トラップ等による採取が行われる

ことが多く、底生動物調査では、Dフレームネット

やサデ網による定性採集や、エクマン・バージ型採

泥器やコドラート調査による定量採集が行われる。

一方、上記によらない新たな調査手法も提案・実施

されてきている。 

本稿では、新たな調査手法として注目されている

環境DNA分析を道路事業における環境調査（魚類・

底生動物調査）で試行的に用い、その適用性につい

て考察を行った。 

  

２．対象業務の概要 
 

 東海環状自動車道は、名古屋市の周辺30～40km圏

に位置する四日市市、東員町、いなべ市、大垣市、

岐阜市、豊田市等の諸都市を有機的に結ぶ延長約

160kmの高規格幹線道路である。整備により名古屋

圏の諸都市の移動時間の短縮、医療機関へのアクセ

ス向上、災害への耐性向上、地域経済活性化等が期

待されている。3) 

三重県内の整備区間では、環境影響評価書が四日

市～北勢間で平成3年、いなべ市北勢町で平成19年

に公表されており4),5)、影響が生じる可能性のある

種に対して保全対策を行いながら事業が進められて

いる。 

 本業務は、東海環状自動車道のうち三重県区間の

一部区間を対象として、「東海環状自動車道（いな

べ市北勢町）環境影響評価書」(平成19年4月 三重

県）等に基づき、環境調査及び保全対策検討を行っ

ており、その一環として砂防堰堤等の改修に伴い、

魚類及び底生動物相調査を行った。 

 

  
図-1 東海環状自動車道 三重県区間路線図3) 
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３．環境DNA分析 
 

(1) 環境DNA分析について 

 新たな調査手法である環境DNA分析について紹介

する。環境DNAは、土壌や水に含まれるデオキシリ

ボ核酸（DNA）の総称であり、環境DNA分析は、湖沼

や河川、海洋沿岸域で採取した水試料に浮遊・存在

する排泄物、組織片などに由来するDNA断片（環境 

DNA）を分析することにより、水棲動物の生息状況

を推定する生物モニタリング手法である。この環境

DNAを分析して種の在・不在や生物量を推定して生

態学的な調査に利用する例が近年増加している。環

境DNA分析のメリットとして、①水を採取するだけ

のため野外調査コストを削減できる、②調査結果が

調査者の技術に依存することがない、③夜行性の種

や生息密度の低い種を検出できる、④形態学的な種

同定の技術が必要ない等の点が挙げられる6)。 

環境DNA分析による種の検出にはいくつかの方法

があり、種特異的なプライマーを使ったPCRで対象

種のDNAが試料水中に含まれているかを確認する方

法と、対象とする分類群に属する種のDNAをまとめ

て増幅できるユニバーサルプライマーを使ってPCR 

を行った後に、次世代シーケンサーで網羅的に塩基

配列を解読して種同定する、いわゆるメタバーコー

ディング手法に大別される7)。本調査では、既往の

現地調査結果が行われていなかった場所での調査で

あったことから、通常の捕獲調査と合わせて、メタ

バーコーディング手法による環境DNA分析を行い、

生息種の確認結果を補完することを試みた。 

 

(2)調査位置及び調査方法 

 本調査では、秋季（令和元年11月11日）に捕獲調

査及び環境DNA分析のための採水、冬季（令和2年1

月30日）に捕獲調査を行った。 

本業務内容には希少種に関する情報が含まれるた

め、調査位置の詳細は示さず、路線と調査位置の関

係を模式図で示した。環境DNA分析のための河川水

の採水は、図-2に示すとおり、①砂防堰堤上流、②

本川上流、③本川下流の3地点で行い、実験室へ持

ち帰りメタバーコーディング解析によるDNA分析を

行った。 

 捕獲調査は、砂防堰堤等整備箇所及び工事用道路

の改変区域周辺の片側250m範囲の水域内で実施した。

河川内を踏査し、タモ網等により魚類及び底生動物

を捕獲した。魚類は、現地にて写真撮影及び計測を

行った。底生動物は捕獲後、現地においてホルマリ

ンで固定した後、実験室に持ち帰り、室内分析（同

定・個体数の計測等）を行った。 

 

(3) 分析方法 

  

 環境DNA分析の概要は図-3に示すとおりである。

現地の各地点においてボトルに採取した河川水は

5℃以下で保冷し、実験室へ持ち帰りフィルターで

ろ過し、DNA抽出を行った上で、次世代シーケン

サー（Mi-Seq）による解析を行った。次世代シーケ

ンサーにより取得した塩基配列とデータベース上の

配列を照合し、採水した場所の生物種の推定を行っ

た。データベースは、魚類が「MiFish」、底生生物

は「BLASTN」を用いて照合し、生息する種を推定し

た。 

 

 
図-2 調査地点の概要図 

 

 
図-3 環境DNA分析の概要 

 

３．調査結果 

 
(1) 魚類 

 魚類の捕獲調査及び環境DNA分析において確認さ

れた種の一覧を表-1に示す。魚類は、環境DNA分析

で5科5種、捕獲調査において4科5種が確認された。

重要種として、サツキマス（アマゴ）、アカザ、カ

ジカの3種が確認された。環境省レッドリスト8)にお
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いて、アカザは絶滅危惧Ⅱ類、サツキマス（アマゴ）

及びカジカは準絶滅危惧に指定されている。サツキ

マス（アマゴ）は捕獲調査で未確認であったが、環

境DNA分析において、①砂防堰堤の上流、③本川下

流の2地点で検出された。アカザは秋季の捕獲調査

で未確認であったが、環境DNA分析で検出され、冬

季には捕獲調査で1個体が確認された。一方、カワ

ムツは、捕獲調査において秋季及び冬季のいずれも

確認され、捕獲個体数は秋季に18個体、冬季に5個

体と少なくなかったものの、環境DNA分析では検出

されなかった。 

 
表-1 魚類確認種一覧(捕獲調査・環境DNA分析) 

 
※数値は個体数を示す。 

 

(2) 底生動物 

 環境DNA分析で検出された底生動物の確認種一覧

を表-2に示す。底生動物については、環境DNA分析

でサナエトンボ、サワガニといった清澄な流水域に

生息する種を中心に計15種が確認された。一方、捕

獲調査では97種が確認され、環境DNA分析により検

出された種は、捕獲調査と比較して少なかった。 

 
表-2 底生動物確認種一覧(環境DNA分析) 

 
 

４．考察  

 
(1) 魚類 

調査結果から、魚類は捕獲調査と環境DNA分析に

よる確認種が概ね一致しており、環境DNA分析では、

捕獲調査で確認できなかったサツキマス（アマゴ）

が検出された。また、秋季調査では捕獲調査で確認

されていなかったアカザが検出されており、その後

に行った冬季調査の捕獲調査では1個体のみ確認さ

れた。アカザは石の下や礫の狭い隙間に潜り込むた

め9)、捕獲調査では比較的確認しづらい種である。 

上記から、環境DNA分析は、通常の調査で捕獲で

きる種に加えて、捕獲しづらい種や生息密度が低い

種に対する調査手法として、有用性が高いことが示

唆される。今後環境DNA分析による調査実績が増え、

捕獲調査結果との整合性が確認されれば、今後は魚

類調査において、主に魚類相把握のスクリーニング

手法として、捕獲調査に替わって主流化する可能性

も考えられる。 

一方、環境DNA分析を環境調査に適用するに当

たって、本調査結果を踏まえた課題と考えられる対

応について2点整理した。 

1点目は、環境DNA分析で確認された種が、実際に

どの範囲に生息しているのか明らかでないという点

である。魚類の結果ではないが、河川上流部のダム

湖から下流に向けてミジンコとイシガイの1種を対

象に環境DNA分析を行った例では、10km離れていて

もDNAが検出されたとの報告がある10)。本調査にお

ける環境DNA分析で確認されたサツキマス(アマゴ)

が、今回の調査範囲に生息しているのか、それとも

さらに上流側にのみ生息しているのかは不明である。

この課題に対しては、例えば分析地点を短い間隔で

設定して生息範囲を絞り込み、絞り込んだ箇所を対

象に捕獲調査を行うなど、調査手法を組み合わせて

実施することが考えられる。 

2点目は、捕獲調査で確認されていたカワムツが

検出されないなど、一部で不一致の種も見られ、生

息している種を必ずしも全てを検出することはでき

ていないという点である。環境DNAの状態は、河川

の流速やpH、温度、紫外線等に影響を受けることや、

種によってDNAが分解される速度や条件が異なって

いる可能性が指摘されており、時々の環境条件の変

化が検出・非検出に影響を与えている可能性がある。

既往報告では、採取する水試料の量や測定回数を増

やすことでDNAの検出率が上昇することは間違いな

いとされており6)、複数回の分析を行うことでデー

タの精度向上を図っていく必要があると考えられる。 

 

(2) 底生動物 

底生動物は、環境DNA分析における確認種が捕獲

調査と比較して、確認種が大幅に少なかった。要因

としては、①底生動物のデータベースの整備が魚類

と比較して不十分であり、配列の照合ができない種

が多く存在すること、②底生動物は一般に個体サイ

ズが小さく、糞や粘液の排出が少ないため、検出で
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きなかった種が多かったことの2点が考えられる。

現状では、底生動物調査における環境DNA分析の適

用性は低く、今後の適用には、底生動物のDNAデー

タベースの拡充及び調査・分析方法等の技術向上等

が必要と考えられる。 

 

５．結論 
  

・環境DNA分析は、魚類調査では、捕獲調査で確認

されなかった種が確認されるなど、調査手法とし

ての有用性が示唆された。 

・魚類調査における環境DNA分析の課題として、①

環境DNA分析で確認された種が、実際にどの範囲

に生息しているのか明らかにできない点、②捕獲

調査で確認されていた種が検出されないなど、生

息している種を必ずしも全てを検出することはで

きない点が挙げられた。①に対しては、分析地点

を短い間隔で設定して生息範囲の絞り込みを行っ

た上で捕獲調査を行うなど、手法を組み合わせた

調査により効率化を図ることが考えられる。②に

対しては、採取する水の量や分析回数を増やすこ

とで検出率を上昇させ、データの精度向上を図る

ことが考えられる。 

・底生動物調査は、環境DNA分析における確認種が

捕獲調査と確認種として少なく、現状での適用性

は低い。DNAデータベースの拡充、調査・分析手

法の技術向上が必要である。 
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ダム下流の河川環境保全に資する 
付着藻類の剥離条件の検討 
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河川生態系の基盤となる付着藻類を良好な状態に保つために必要な条件を把握することを目

的として，河川上流域において取得した付着藻類の現存量データを出水と関連付けて解析した．

その結果，対象地ではピーク流量100m3/s以上の出水で強制剥離が生じることが明らかとなり，

剥離を促進したい粒径の礫が移動する程度の流量の必要性が示唆された．また，出水前の藻類

現存量が大きい場合は，比較的低流量でも剥離が生じ，藻類の質が向上することを示した．た

だし，比較的大きな出水が40日程度以上発生しない場合は，現存量が低く抑えられる可能性が

示唆されたことから，強制剥離の重要性が考えられた． 

 

Key Words : 藻類剥離，流量，ダム，フラッシュ放流，河床材料，掃流力 
 

１．はじめに 
 

河川中上流域の河床に生育する付着藻類は，河川

生態系における一次生産の重要な担い手である．特

に我が国では，河川の代表魚種であり水産上の価値

の高いアユの餌資源として不可欠な存在である．付

着藻類の生育状態については，釣り人や漁業者への

ヒアリングにおいても話題に挙がることが多く，河

川利用の観点から重要な関心事となっている． 

付着藻類がアユの餌資源として良好な状態を形成

するためには，定期的な出水により古い藻類が剥離

されることが重要とされる．しかし，ダム下流河川

では洪水調節による流量低減や貯水池内の堆砂によ

る流下土砂量の減少により剥離が生じにくい環境と

なっている．その対策の一つとしてフラッシュ放流

が挙げられ，その効果的な実施のために，剥離条件

を把握することが重要である．藻類剥離には，流量

やその流量が生起するタイミング，出水の継続時間，

藻類自身の状態などが影響することが国内でも報告

されているが1)2)，十分な調査データに基づき，これ

らの要因について検討された事例は少ない． 

本業務では，アユ漁場となっている河川において

実施された12年間の付着藻類調査結果を基に，付着

藻類の良好な生育環境を維持する上で必要な剥離の

ための流量条件等を検討し，今後のダム運用に資す

る知見が得られたので報告する． 

 

２．方法 
 

(1) 調査対象地 

調査対象地は，中部地方を流れる一級河川の上流

域であり，河床勾配1/100程度で瀬淵が連続する区

間である．調査地点の流域面積は約80㎞2であり，

上流にダムはない．調査対象河川は調査対象地を含

め，広くアユ漁場となっており，友釣りシーズンに

は多くの釣り客が訪れる． 

対象とした瀬は，川幅10～15m程度で縦断延長50m

程度の早瀬である．平水流量は2～3m3/s程度であり，

調査対象期間（平成19年～平成30年の6月～9月）に

おける平均年最大流量は約260m3/sであった．平常

時の流心部では水深40～60cm程度，流速80～

140cm/s程度である．河床材料はこぶし大から人頭

大の石が多く，巨石も点在するが，砂～細礫はわず

かに確認される程度である．ただし，淵などの緩流

部には砂～細礫が堆積していることから，出水時に

は細粒土砂が通過していると考えられる．合わせて

実施した潜水調査ではなわばりアユが確認されるこ

ともあり，アユの餌場となっている瀬である．調査

期間中の河床は，一般的にアユが生息する瀬に生育

するビロウドランソウが優占する付着藻類相となっ

ている． 

 

(2) 調査方法 

平成19年～平成30年を対象に，アユの河川定着期

にあたる6月～9月にかけて1～2回/月の付着藻類調

査を実施した．対象の瀬における調査測線上の河床

から，中径20㎝程度の礫4個をランダムに拾い，付

着藻類の採取を行った．それぞれ石の上面5㎝×5㎝

の付着藻類をブラシで擦り取ったうえで，準備した

水にまとめて一つのサンプルとしクーラーボックス
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に入れて持ち帰り，ろ過した． 

現存量の指標としてクロロフィルa，フェオフィ

チン(クロロフィルの分解産物．枯死した藻類の指

標)，有機物量（強熱減量），無機物量を分析した

（84回分のデータを取得．このうち有機物及び無機

物量は6回分欠測）．クロロフィルa及びフェオフィ

チンは，アセトン抽出の後，蛍光光度法により分析

した．有機物量及び無機物量は約100℃程度で約2時

間乾燥した後，電気炉にて600℃程度で1時間強熱し，

減量した試料を測定し算出した． 

 

(3) データ処理 

出水後の付着藻類現存量は，出水の規模に応じた

剥離の程度に影響されるため，各調査日と出水規模

等との関連付けを行った．まず，出水規模として

ピーク流量を10m3/s以上または50m3/s以上と定義し，

調査日から遡って直近の出水を抽出した．さらに，

直近の出水の直前にそれよりも大きな出水が生起し

ていた場合はその影響のほうが大きいと考えられる

ため，直近の出水から1週間遡った期間において最

大流量を示した出水を，当該調査日の現存量に最も

影響したと考えられる出水として位置付けた．その

うえで，当該出水のピーク流量，ピーク継続時間及

び出水ピークから調査日までの日数を調査日と関連

付けた（図-1左）．ピーク継続時間の算出にあたっ

ては，流量が10m3/sを超えてから，その後10m3/sに

低減するまでを1出水とし，ピーク流量の8割以上の

流量が生起していた時間と定義した（図-1右）． 

 

 
図-1 データ処理方法. 

左：調査日と出水の関連付け,右：ピーク継続時間の定義 

 

３．結果 
 

(1) 剥離状況の把握 

出水規模等と藻類剥離との関係を把握するため，

出水（ピーク流量10m3/s以上）の後5日以内に調査

実施したケースを対象に以下について整理した．整

理した結果，50m3/s以下，50～100m3/s，100m3/s以

上のケースがそれぞれ16ケース，2ケース，7ケース

が抽出された．最大は359m3/sであった． 
 

a)出水直後の藻類現存量 

出水規模と藻類剥離の関係を確認するため，クロ

ロフィルa等の現存量と，調査直前に発生した出水

のピーク流量の関係を図-2に示す．クロロフィルa，

フェオフィチン，有機物のいずれも，概ね100m3/s

の出水直後では低い現存量を示した．一方，無機物

量は他の3項目ほど明瞭な傾向はみられなかった． 

 

 
図-2 出水直後に実施した調査時の藻類現存量と出水ピー

ク流量の関係. 
 
b) 出水前後の藻類現存量の変化割合 

出水前の藻類現存量による剥離の受けやすさを確

認するため，出水前の藻類現存量と出水前後の変化

割合の関係を図-3及び図-4に示す．変化割合は，当

該調査日より遡って約2週間以内に実施した調査結

果との比較により算出した．出水規模との関係を確

認するため，出水のピーク流量も図示した．ピーク

流量が100m3/s以上の場合では，出水前のクロロ

フィルaの大小にかかわらず出水後に現存量が50％

程度以上減少した．一方，ピーク流量50m3/s程度以

下で，出水前のクロロフィルa量が500μg/100cm2以

下の場合は出水後に減少がみられないケースがあっ

た．出水前のクロロフィルa量が500μg/100cm2以上

の場合は，ピーク流量50m3/s以下でも減少した．た

だし，減少割合は小さい傾向にあった．フェオフィ

チンについても，クロロフィルaと同様な傾向がみ

られた．さらに，フェオフィチンの場合は，低流量

時の減少割合がクロロフィルaより大きかった． 

 

 
図-3 出水前後のクロロフィルa量の変化割合. 
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図-4 出水前後のフェオフィチンの変化割合. 

 
c) ピーク継続時間と出水直後の藻類現存量の関係 

ピーク継続時間による剥離の程度を確認するため，

ピーク継続時間とクロロフィルa量等の関係を図-5

に示す．なお，前述のとおり，剥離のしやすさは出

水前の現存量に左右されると考えられることから，

ここでは出水前の現存量が400～600μg/100cm2の

ケースに絞って整理した．クロロフィルa，フェオ

フィチンのいずれにおいても，ピーク継続時間と現

存量の間に明瞭な傾向はみられなかった．ピーク流

量が100m3/s以上の場合では，ピーク継続時間に関

わらず，50％程度以上減少した． 

 

 

 
図-5 出水直後に実施した調査時の藻類現存量とピーク継

続時間の関係. 

 

(2) 中規模出水後の現存量の推移 
出水を受けた後の藻類現存量の推移を確認するた

め，出水ピークからの経過日数とクロロフィルa量

等の関係を図-6に示す．ここでは，出水をピーク流

量50m3/s以上と定義した．出水後，10日程度までは

概ね500μg/100cm2以下であり，その後に増加し，

概ね15～30日の期間で最大となった後，減少する傾

向を示した．出水後15～30日では，1000μg/100cm2

程度を示すケースが多くみられた一方で，比較的小

さな値を示す場合もみられた（500μg/100cm2程度

またはそれ以下）．データが少ないものの，40日以

降は500μg/100cm2以上となることは少なかった． 

有機物については，クロロフィルaと同様に出水

直後の低い値から30日頃まで増加する分布と，頻度

は少ないものの，出水直後から30日程度まで比較的

高い値（150mg/100cm2程度）を示す分布がみられた．

40日以降に比較的低い値を示す点はクロロフィルa

と同じであった． 

 

 

 
図-6 出水（ピーク流量50m3/s以上）発生後の経過日数と

藻類現存量の関係. 
 

４．考察 
 

(1) 藻類剥離に対する影響要因 
以下ではフラッシュ放流の実施にあたり，藻類剥

離に影響する主要な要因について考察する． 

藻類剥離は，流水による摩擦力，細粒土砂による

研磨，礫の転石・移動による衝撃等によって生じ，

概して言えばいずれも流量規模の大きいほうが剥離

効果を得えやすいと考えられる．今回収集した藻類

データをもとに，出水直後のクロロフィルa等の現

存量や，出水前後での変化を解析した結果，ピーク

流量が100m3/s以上の出水時に強制的に藻類剥離が

生じていることが示唆された．調査地は上流にダム
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がなく出水時には上流より土砂が供給されるため，

細粒土砂による研磨作用が生じているものと考えら

れる．また，簡易的に長方形断面を想定し式(1)に

より100m3/sの際の水理量を算出すると（川幅15m，

粗度0.040，径深＝水深と仮定），水深1.8m，流速

3.7m/sである．また，移動可能な礫の粒径を，式

(2)及び一様粒径を対象とした式(3)より算出すると

20㎝程度であることから，比較的大きな礫の転石，

移動等による剥離も生じていると考えられる．サン

プリングした礫の粒径も20㎝程度であったことを鑑

みると，フラッシュ放流により強制剥離を生じさせ

るためには，剥離を促進したい粒径の礫が移動する

程度の流量を設定することが方法の一つとして考え

られる． 

ｈ＝ 	
݊ܳ

ｂ√ܫ
	

	
	
																														ሺ1ሻ 

h:水深, n:粗度係数, Q:流量, b:川幅, I:河床勾配 

∗ݑ ൌ 	 ܴ݃݅																																					ሺ2ሻ 
u*:摩擦速度 g:重力加速度（980cm/s2） R:径深  

i:エネルギー勾配（河床勾配で代用） 

		∗ݑ ൌ 80.9݀																																			ሺ3ሻ 
u*c

2:限界掃流力, d:粒径 

 

既往研究では，現存量が多い場合は比較的少ない

流量でも剥離することが報告されている2)．本調査

においても，クロロフィルa量が500μg/100cm2程度

以上の場合は，ピーク流量50m3/s以下の出水でも剥

離した考えられるケースがみられた．ピーク流量

20m3/s程度の出水でも剥離したと考えられたが，そ

の減少の程度はピーク流量100m3/s以上の場合と比

べて小さく，剥離の効果としては比較的小さかった

と考えられる．一方，フェオフィチンについては

ピーク流量20m3/sでも50％以上の減少割合を示すこ

とが多く，比較的少ない流量でも藻類の質の向上に

寄与する場合があると考えられる．流量20m3/sの際

の移動可能な粒径を算出すると8cm程度であること

から，比較的大きな礫の転石等による剥離よりも，

より小さな礫や砂利，砂などの掃流による研磨の寄

与が相対的に大きくなると考えられる．ただし，ダ

ム下流では上流からの土砂供給が抑制されるため，

フラッシュ放流と合わせて置土等による土砂還元も

合わせて行うことが望ましい． 

出水の継続時間も藻類剥離に影響する可能性があ

る1)．しかし，ピーク継続時間とクロロフィルa，

フェオフィチンの現存量の間に明瞭な傾向はみられ

なかった．100m3/s以上の流量であれば1時間以内で

剥離されると考えられる．50m3/s以下の場合は，前

述の出水時の藻類現存量と継続時間が複合的に影響

して剥離効果が左右されると考えられる． 

 

(2) 剥離によって得られる効果 
ピーク流量50m3/以上の出水後のクロロフィルaを

時系列で整理したところ，既往研究でも報告されて

いるような藻類現存量の増加と，その後の減少が確

認された．出水後15～30日程度の間に最大値1000μ

g/100cm2またはそれ以上の値を示す一方で，比較的

低い値を示す場合もあるのは，低流量時に自然剥離

したことを示すものと考えられる．さらに，40日以

降では500μg/100cm2程度の低い現存量で推移する

傾向にあった．このことは，50m3/s以上の比較的大

きな流量が一定期間生起しないと，その後の現存量

が低い状態で推移する可能性を示唆する．この現象

は，50ｍ3/ｓ以下の流量では十分な剥離効果が得ら

れず，古い藻類を含んだ付着膜が残されることが要

因として起こるものと考えられる． 

増量放流等により藻類を質的に向上させる効果が

数多く報告されてきたが，アユ等の生物の餌資源と

して付着藻類を考えた場合，量的な評価も同様に重

要である．今回の結果は，比較的大きな流量で強制

剥離させることにより，そうでないときと比べ，そ

の後の藻類現存量を増大させることができる可能性

を示すものである．ただし，出水から40日以降の

データが少ないこと，また，河川上流部において自

然剥離後に再増殖した事例3)もあることから，今後

も同様の観点から検証を行うことが必要であろう． 

フラッシュ放流を実施するには，そのための貯水

容量が必要であるが，フラッシュ放流が必要なケー

スでは，一定期間出水が発生していないことを意味

する場合も多く，渇水により必要な容量が確保でき

ないことも想定される．しかし，十分な剥離効果を

得るための放流量が確保できない場合でも，比較的

少ない流量で藻類の質の改善に一定の効果が得られ

る可能性を本検討で示した．フラッシュ放流の導入

段階においては，放流量に見合った効果を想定して

実施し，モニタリングを行ったうえで，よりよい運

用方法を模索することが重要と考えられる． 

 

５．おわりに 
 

本報告では，付着藻類の剥離に必要な条件、剥離

後の生育特性及び剥離による効果を出水の流量条件

に基づいて考察した．一事例ではあるものの、10年

以上に亘って蓄積されたデータに基づいて行った本

検討の結果は，一定の普遍性を確保できていると考

えられ、各地で検討されているフラッシュ放流の計

画立案の際の参考になるものと考えられる． 
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本論文において調査対象とした大井川では，みお筋や砂州等の平面的な変化が大きく，水衝

部の形成に伴う河岸侵食や洗掘により堤防の安全性への懸念が高まっている．堤防の被災要因

のひとつに砂州による偏流などが挙げられることから，洪水時における砂州の挙動を把握する

ことは重要である． 

そこで本論文では，流量規模の異なる洪水時の砂州・流路の変動状況を確認するため，連続

観測が可能なタイムラプスカメラを設置し，撮影画像から洪水時の詳細な砂州の変動状況を分

析するとともに，洪水規模と砂州の変動特性に関する考察を行った． 

 

Key Words : 流路変動，定点観測，タイムラプスカメラ，洪水時，洗掘，侵食，堆積 
 

 

１．はじめに 

 
網状流路を有する大井川下流部においては，これ

までも河道や砂州形状に関する多くの論文が報告さ

れており，近年ではこれらに関する管理方法につい

て報告されている1),2)． 

一方で，流路や砂州の管理のために実施されてい

る定期測量の頻度は数年に一度であるが，大井川で

は，年に数回生起する中小洪水でも砂州形状やみお

筋位置が変化する3)ため，現在の定期測量や航空写

真の頻度では洪水毎の流路の変化を把握することは

困難である．例えば，複列砂州を有する(図- 1下

段)11k～14kでは，H27.3測量では左岸側から右岸側

にみお筋が形成されているが，H29.2測量では右岸

側から左岸側にみお筋が形成しており，流路や砂州

の形状が大きく変化しているのが確認できる．この

間(H27とH28)の神座地点における平均年最大流量は

2,500m3/s程度である(図- 1上段)が，定期測量実施

間（H27.3とH29.2の間）の流路や砂州が，どの程度

の規模・頻度の洪水により変動したかは不明である． 

流路および砂州がどの程度の規模・頻度の洪水に

より変動したかを把握するためには，洪水間及び洪

水中における時間間隔を密として流路・砂州の状況

を捉える必要がある．そのため，本論文では定点に

おいて一定時間間隔で写真撮影を行い，洪水毎に洪

水前後の流路変化や表層の河床材料変化を把握する

ことを目的とし調査を実施した．このとき，洪水期

間中の水位の上昇・下降，砂州前縁部の変化および

樹木・植生の流出状況などについても時系列的変化

に着目して検討した． 

 

図- 1 神座地点における年最大流量の変化(上段)と蓬莱

橋周辺(11-14k付近)の河道変遷(下段，航空写真)
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２.砂州および流路の観測手法 

 

(1) 設置機器 

設置する機器は，一定時間間隔で写真撮影を実施

できるタイムラプスカメラ(以降，TLC)とした．設

置したTLCの概要を表- 1,図- 1に示す． 

 
表- 1 使用したカメラの概要 

項目 内容 

カメラ CBR-BC100(Brinno社) 

画角 112° 

撮影間隔 5min. 

防水性 IPX4 

温度環境 0～60℃ 

電源 単三電池4本 

 

 
図- 2 カメラ設置イメージ 

(2) 設置箇所 

砂州変動が大きい大井川下流部において，砂州や

流路形状を詳細に把握するため，以下の3条件を満

たす蓬莱橋(12.4k付近)に最大12基のタイムラプス

カメラを設置し，平成30年6月～11月の5ヶ月間連続

して観測を実施した． 

① 砂州形状やみお筋の変化が大きい区間である 

② 俯瞰的な画角確保のため河道から10m程度の高

さに設置可能である 

③ 横断構造物等の利用により横断的な状況を把握

することできる地点である 

なお，カメラのメンテナンスとして機器の画角修

正，電池交換などを1回/月の頻度(図- 3)で実施し

た． 

 
図- 3 神座地点流量(H30)とメンテナンス時期 

 
図- 4 カメラ設置位置 

欄干

面的に固定できる土台
（木材など）

固定対象を
傷付けないよう
ゴムバンド等で
固定する

南京錠とワイヤロック
による盗難防止

カメラ

防滴ケース

緯度(度) 経度(度)

① 上流向き 34.81838 138.18751

② 上流向き 34.81891 138.18728

③ 上流向き 34.8199 138.18685

④ 上流向き 34.82011 138.18678

⑤ 上流向き 34.82127 138.18627

⑥ 上流向き 34.82174 138.18606

⑦ 上流向き 34.82288 138.18559

⑧ 上流向き 34.82377 138.18519

⑨ 上流向き 34.82449 138.18486

⑩ 下流向き 34.82021 138.18675

⑪ 下流向き 34.82374 138.18522

⑫ 上流向き 34.49217 138.11085

⑬ 下流向き 34.49214 138.11087

カメラ

N o.

撮影

方向

設置位置の座標
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３.成果 

 

(1) 観測結果 

基準地点(神座)で200m3/s以上の流量規模となっ

た6洪水(表- 2)を対象に，各洪水期間中の撮影画像

を確認した．ここでは，カメラ⑧における観測結果

を例として示す． 

洪水前から洪水後における変化を表- 3の通り整

理した．ピーク流量が800m3/s程度の洪水①におい

ては，水位が上昇し写真右側の砂州全体が冠水する

ものの砂州前縁部などに変動はない．しかし，ピー

ク流量が2,800m3/s程度の洪水②では，草本と一緒

に写真中央と右側の砂州が流出していることが確認

できる．さらに，H30で最大の洪水となったピーク

流量が5,400m3/s程度の洪水⑥においては，洪水時

の水位上昇によりカメラ⑧の画角全域で冠水し，既

往の洪水により削られ切り立っていた写真右側の砂

州前縁部は移動し，流路と砂州の横断的な凹凸が均

されている事が撮影写真から確認できた． 
 

表- 2 検討対象とした洪水 

 
 

 
表- 3 カメラ⑧における観測結果(撮影写真) 

No. 洪水前 洪水中 洪水後 

洪

水

① 

6/19 9:00 Q=0m3/s 

 

6/21 5:00 Q=753m3/s 6/23 13:00 Q=0m3/s 

洪

水

② 

7/4 9:00 Q=0m3/s 

 

7/6 17:00 Q=2,829m3/s 7/24 9:00 Q=202m3/s 

洪

水

⑥ 

9/26 12:00 Q=75m3/s 

 

10/1 8:30 Q=3,662m3/s 10/6 12:00 Q=166m3/s 

※流量は神座地点流量 

 

 
図- 5 神座地点における流量の時間変動 

最大流量

開始 終了 (m 3/s)

① H 30.6.20 23:00 H 30.6.21 10:00 799 H 30.6.21 3:00

② H 30.7.4 23:00 H 30.7.25 6:00 2,829 H 30.7.6 17:00

③ H 30.7.25 18:00 H 30.8.5 17:00 937 H 30.7.29 9:00

④ H 30.8.24 3:00 H 30.8.25 17:00 1,104 H 30.8.24 18:00

⑤ H 30.9.4 20:00 H 30.9.7 2:00 3,249 H 30.9.5 6:00

⑥ H 30.9.30 23:00 H 30.10.5 19:00 5,400 H 30.10.1 4:00
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(2) 変動特性 

横断的に観測を行った全地点について，冠水，侵

食，堆積，樹木流出の4つの観点から整理すると表- 

4の通りとなる．これを各洪水のピーク流量と比較

したものを図- 6に併せて示す． 

図- 6より，洪水のピーク流量規模に応じ，4つの

項目すべてで地点数が増加する傾向がみられる．ま

た，侵食，堆積，樹木流出の3項目については，洪

水が一定規模(1,000m3/s程度)を超えた場合に増加

傾向に転じていることがわかり，現地確認時におい

てもTLC未設置地点での流路変動が確認された(表- 

5)．これは，1,000m3/s程度のピーク流量の出水で

も河床変動が起こるとした溝口らの研究成果3)とも

一致する． 

 

４.まとめ 

 

洪水時における砂州や流路の変動状況を把握する

ため，タイムラプスカメラを設置し，撮影結果につ

いて考察を行った． 

ピーク流量1,000m3/s程度の洪水においても砂州

の侵食や草本の消失状況が確認されたことから，中

小規模洪水でも砂州やみお筋の移動に伴い河岸侵食

が生じ，堤防の安全性が低下し得ることが確認され

た．以上から，洪水毎の河床変動状況の把握が重要

であるため，高頻度な測量の実施やUAVを用いた定

期的な空撮等による洪水毎の河道変化状況の確認と

これを踏まえた河道管理や水衝部対策が望まれる． 

タイムラプスカメラを用いることで，河床変動と

いう現象について時間的変動を密に捉えられること

が分かった．一方で，写真撮影という手法上，水面

下の変動や撮影距離がある場合については不明確と

なってしまう．そのため，上記で挙げたUAVなどを

併用することで，より詳細な状況把握することが可

能となる．今後，見た目の状況が時々刻々と変化す

る事象に対して，画像解析などの技術も合わせるこ

とで水面下の現象も把握でき，効率的な河道計画や

河道管理を実施するための有用なツールとなり得る

ことが期待される． 
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表- 4 洪水時の変動状況(全地点) 

 

 
図- 6 各洪水のピーク流量と変動状況の関係 

 

表- 5 1,000m3/s規模出水の現地における流路変動状況(画像は現地確認時のデジカメ撮影画像) 

流量 カメラ⑫地点付近 8/2 12:00 カメラ⑫地点付近 8/29 13:00 

 
 

最大流量

(m 3/s)

① H 30.6.21 3:00 799 △ (6 /10) × (1 /10) × (0 /10) × (0 /10)

② H 30.7.6 17:00 2,829 ○ (9 /10) × (4 /10) △ (6 /10) × (3 /10)

③ H 30.7.29 9:00 937 △ (7 /10) × (1 /10) × (0 /10) × (0 /10)

④ H 30.8.24 18:00 1,104 ○ (8 /10) × (2 /10) × (2 /10) × (1 /10)

⑤ H 30.9.5 6:00 3,249 ○ (10 /10) △ (5 /10) × (4 /10) △ (5 /10)

⑥ H 30.10.1 4:00 5,400 ○ (12 /12) ○ (10 /12) △ (6 /12) △ (8 /12)

○：8割以上の地点で砂州・流路が変動、△：半数以上の地点で砂州・流路が変動、×：砂州・流路の変動が1箇所以下

カッコ内；変動地点数/観測地点数
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平成30年7月豪雨災害対応の 

事例紹介（津保川） 
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平成30年7月豪雨は，全国各地に甚大な被害をもたらした．中山間地を流れる木曽川水系津保

川においても，降雨が集中した中上流部では，氾濫による被害が発生し，地域社会に深刻な影

響を及ぼした．本業務は，平成30年7月豪雨を契機に新たな治水計画の立案を行いつつ，特に早

期の事業効果発現を図るため，短期的な整備方策に注力したものである． 

本業務において立案した治水計画は，岐阜県と国土交通省の度重なる協議を踏まえて作成し

たものであり，この結果，津保川は，平成31年度に新たに創設された浸水対策重点地域緊急事

業の適用された全国初の河川となった． 

 

Key Words : 平成30年7月豪雨，浸水対策重点地域緊急事業，治水計画，事業効果発現，
超過洪水，上下流バランス 

 

 

 

１．はじめに 
 

 近年，気候変動の影響が顕著化しつつあり，豪

雨の頻発化・激甚化による水災害の発生が懸念さ

れている．平成30年7月豪雨では，全国各地で甚

大な被害が発生した．木曽川
き そ が わ

水系津保川
つ ぼ が わ

において

も，局地的に大雨が降り，中上流部に被害が集中

し，床上・床下の浸水被害が多数発生した．本稿

では，平成30年7月豪雨により被災した木曽川水

系津保川が，新たに創設された浸水対策重点地域

緊急事業が採択されるまでの経緯を報告する． 

 

２．現状について 
 

(1) 流域概要 

木曽川水系津保川は，関市上之保から源を発し

て，関市上之保，武儀，加茂郡富加町を流下し，

関市街地を経て，長良川に合流する流域面積

292km2，幹川流路延長45.8kmの一級河川である． 

 

(2) 河川整備計画の概要 

津保川の全体計画は平成9年11月に認可を受け，

掘削，護岸工等の改修が進められている．平成7

年までの主要22洪水の各計画降雨パターンについ

て，引き伸ばし率２倍以上の洪水を除いて選定し

た結果，全体計画と同様の昭和42年6月型で設定

している．平成30年7月洪水発生時点における津

保川の既往整備計画は，全川50kのうち，下流部

の0k～10k区間を対象に，雨量確率1/20規模

（280mm/2day）の洪水に対して，洪水の安全な流

下を目標とした計画であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1  流域図 
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図-2  河川整備計画区間(平成30年7月洪水発生時点)1） 

 

３．津保川の洪水被害 

 
(1) 降雨・水位の概況 

 津保川はこれまで度重なる水害を受けてきた河

川であり，平成以降の近年では平成11年9月洪水

により，中上流部に被害を受けた．さらに，平成

30年7月豪雨においても局所的に大雨が降り，中

上流部に被害が集中し，甚大な被害が発生した．

図-3に示す通り平成11年9月及び平成30年7月の洪

水は，流域平均2日雨量を超過している． 

 平成30年7月豪雨時で，下之保観測所の実績水

位は，8日の2時頃に氾濫危険水位を超過し，ピー

クを迎えた4時頃では，氾濫危険水位を約1.6m上

回り，溢水被害が生じた（図-4）． 

 図-5に示す雨量分布図・等雨量線図によると平

成30年7月豪雨では，被害が甚大であった中上流

部で降雨量の大きい降雨分布を示し，浸水被害が

生じていない下流部では比較的降雨量が小さい．

一方で，平成11年9月洪水では，上流部の一部で

やや大きい降雨量が確認できるが，平成30年7月

洪水に比べ地域分布の偏りが小さいことが確認で

きる． 

洪水規模は，甚大な被害が生じた中上流部を対

象にすると，平成11年9月洪水では雨量確率1/10

規模であることに対し，平成30年7月豪雨では，

轡野川上流で雨量確率1/100以上の超過洪水と

なっている（図-6）． 

災害に係る事業の指定状況については，平成30

年7月豪雨による甚大な被害を受けた岡山県，広

島県，愛媛県は，激甚災害対策特別緊急事業の指

定を受けたが岐阜県の指定はなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3  年最大2日雨量（津保川流域平均雨量） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4  平成30年7月豪雨時の下之保観測所水位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5  雨量分布図・等雨量線図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6  流域平均雨量（平成30年7月豪雨） 

 

(2) 浸水状況 

 平成11年9月洪水及び平成30年7月豪雨における

浸水状況を次頁に整理した．平成30年7月豪雨で

は平成11年9月洪水を大きく上回る浸水家屋被害

を受けた． 
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図-7  平成30年7月豪雨の浸水状況 

 

表-1  洪水規模比較表 

項目 平成11年9月洪水 平成30年7月豪雨 

家屋被害 

（床上） 

 

34戸 
 

230戸 

家屋被害 

（床下） 

 

47戸 
 

139戸 

浸水面積 216.4ha 283.8ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-8  浸水域図（平成11年9月・平成30年7月洪水） 

 

４．新たな浸水被害対策の目標 
  

 流出計算（貯留関数）による再現流量は，関観

測所で1,340m3/sと算定され，W=1/30流量を超過

する．肥田瀬観測所ではW=1/50流量を超過する約

1,290m3/s，下之保観測所ではW=1/100流量程度の

1,030m3/sと算定される．平成30年7月豪雨により

被災した津保川では，早期事業実施及び効果発現

が望まれる中，超過洪水に対する整備を踏まえて，

新たな浸水被害対策の設定が必要となる． 

 

(1) 下流部の手戻り 

 上下流バランスに配慮した場合，下流部は雨量

確率1/20で整備されているため，今次洪水に対応

した際に下流部の手戻り整備が生じることから整

備に要する時間及び費用が必要となる． 

 

(2) 中上流部のみの整備 

 被害甚大であった中上流部のみを整備対象とし

た場合であっても，今次洪水に対応した整備を行

うには膨大な時間と費用がかかるため，早期事業

実施及び効果発現は困難である． 

 

(3) 洪水の安全な流下 

 計画高水位以下となる洪水の安全な流下を目標

とした場合には，今次洪水が超過洪水であるため，

膨大な時間と費用を要する． 

 

(4) 重要施設（要配慮者利用施設等） 

 平成30年7月豪雨では，要配慮者利用施設にお

いても床上浸水が発生したことから，人命を最低

限守る再度災害防止の観点から区域内の要配慮者

利用施設の床上浸水を解消する．流域の住民の願

いが込められた短冊から地域社会の復興への強い

思いがくみ取れる（図-9）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
図-9  住民の願い 

（令和元年7月 上之保生涯学習センター） 

 

５．浸水対策重点地域緊急事業の概要 
 

 平成30年7月豪雨を契機に，平成31年に「浸水

対策重点地域緊急事業」が新たに創設された．当

事業は，中小河川の氾濫により浸水被害が発生し

た地区において，早期に被害の解消等を図るため，

ハード・ソフト一体となった改修計画に対し，防

災・安全交付金で重点的に支援する制度である． 

 例えば，他制度の床上浸水対策特別緊急事業と

比較した場合，浸水家屋数の計上項目や浸水戸数

の数え方が比較的採択されやすいような事業内容

となっている．次頁に示す採択要件を満足した津

保川は，浸水対策重点地域緊急事業に採択された．

なお，平成30年7月豪雨において区域内の浸水し

た重要施設を図-9に示す． 

 また，平成30年7月豪雨災害における浸水対策

重点地域緊急事業の事業規模は，木曽川水系津保

川が約48億円，左会津川水系左会津川が約18億円，

佐野川水系佐野川が約17億円，筑後川水系山ノ井

川が約24億円，遠賀川水系庄内川が約16億円で

あった．津保川では災害が縦断的に広範であった

特性を有したことから事業規模も大規模となった． 
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【採択要件】 

①被災実績の評価期間：過去概ね10年間 

②被害回数：1回以上 

③浸水家屋数：床上50戸以上，合計200戸以上 

④区域内の重要施設（要配慮者利用施設等）：浸

水あり 

⑤浸水戸数の考え方：1回の浸水戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-10  重要施設（津保川中学校） 

 

６．新たな河川整備計画の立案と浸水対策重

点地域緊急事業の適用 
 

 限られた費用と時間の中でも，資産被害はやむ

を得ず許容するが，人命は最低限守ることを念頭

に下記の計画を立案した． 

 

(1) 計画の考え方 

a) 上下流バランス，手戻り整備，及び被害実態

を踏まえた洪水規模 

 当面（概ね30年間）は，既往整備計画における

下流部の整備規模と同程度であり，また，今次洪

水と同様に中上流部で被害甚大であった平成11年

9月洪水と同規模の洪水を目標洪水とする． 

 

b) 整備区間・整備期間 

 被害甚大であった中上流部を対象とした計画を

新たに立案する．計画は，短期（5年間）におい

て早期の事業効果発現のために重点的な投資を行

い，中期（概ね30年間）で事業を完了する短中期

の段階計画とする． 

 

c) 整備目標（水位） 

 短中期計画のいずれも計画高水位の超過は許容

し，更に短期計画では溢水も許容する．具体の整

備目標は，短期（5年間）では，平成11年9月洪水

と同規模の洪水に対して，田畑等の浸水被害を許

容するものの住家浸水を解消し，中期（概ね30年

間）では，川浦川合流点より上流に対して浸水被

害を解消する．なお，川浦川合流点下流は，現行

を踏襲し，雨量確率1/20規模の流量の安全な流下

とした．また，これらの計画は，今次洪水に対し

ても段階的に浸水被害を少しでも小さくし，短期

では要配慮者利用施設の床上浸水を解消するもの

である． 

 

(2) 計画の実現可能性 

 事業費は，現況河道から短期河道までに約50億

円，短期河道から中期河道までに約50億円であり，

単年事業費の多額な短期では国の防災・安全交付

金（浸水対策重点地域緊急事業）を集中的に投資

することとなった．このため，これら短中期事業

は所定の事業効果を得つつ，課題であった費用と

時間の観点からも実現可能性の高い計画と言える． 

 

７．まとめ 

 
 平成30年7月豪雨による災害を契機に，中小河

川の氾濫により深刻な影響が生じた地域において

再度災害防止を図ることを目的とした浸水対策重

点地域緊急事業が平成31年3月に新たに創設され

た．本業務において立案した治水計画は，岐阜県

と国土交通省の度重なる協議を踏まえて作成した

ものであり，この結果，津保川は，浸水対策重点

地域緊急事業の適用された全国初の河川となった．  

 

謝辞：本業務の実施にあたり，岐阜県庁，美濃土

木事務所の関係者の皆様には多大なるご指導，ご

協力を頂き感謝申し上げます． 
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1) 岐阜県: 一級河川木曽川水系長良川圏域河川整備計

画，2006. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-11  流下能力図 
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図-1 業務検討フロー 

 

 

都市公園における民間活力導入検討 
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愛知県豊田市の鞍ケ池公園は昭和40年の供用開始以降，施設の老朽化が進行するとともに，
利用者ニーズの多様化から，魅力向上に向けた検討の必要性が高まっている．また，人口減少，
少子高齢化による財政制約が深刻化する中で，施設の適切な更新，公園の質の向上が重要と
なっている．本業務は，鞍ケ池公園において，民間事業者の資金やノウハウを活用した施設整
備や管理運営の推進による更なる魅力の向上，維持管理の効率化に向け，民間事業者への市場
調査を実施し，民間活力導入手法の検討，公募に向けた資料作成等を行ったものである． 
 

Key Words : 都市公園，民間活力導入，市場調査，公園再整備 
 

 

１．公園の現状と民間活力導入推進の課題 
 
鞍ケ池公園は，豊田市街地から東に約6㎞に位置

する，鞍ヶ池を中心に周囲を自然に囲まれた自然に

憩うファミリーパークとして整備された，面積約

105haの風致公園である．主な施設は，水辺デッキ，

室内遊戯場，水遊び場，大屋根，動物園等が存在す

る他，東海環状自動車道の鞍ヶ池PAと隣接してお

り，高速道路から直接アクセスが可能であり，年間

約130万人が訪れる観光施設である． 
一方で動物園の老朽化，園内の飲食施設の不足，

園地南側の樹林地を始めとする未活用エリアが多く

存在することが課題となっている．また公園の維持

管理・運営は市の直営であり，今後は維持管理・運

営の効率化も求められている． 
こうした状況を踏まえ，民間活力の導入に向けた

課題を以下に整理する． 
 
 

 

 

 

 

 

 

２．業務の流れ 
 
市民ニーズを満たす民間サービスの導入に向け，

ニーズを把握した上で民間活力導入の方針を検討し，

市場調査を行う方法が採用された．ニーズの把握に

あたっては，利用者が求めるサービスの提供が最も

重要と捉え，公園利用者のニーズを把握することを

提案した．業務の検討フローを以下に示す．(図-1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．利用者ニーズの把握 
 
(1) 調査概要 
利用者ニーズの確認に向け，アンケート調査を

行った．調査概要を以下に示す．(表-1) 
表-1 調査概要 

項目 内容 
サンプル数 目標 150 票（実績 休日：263 票 平日：140 票） 
調査内容 ・公園の利用目的  ・利用満足度 

・導入施設の要望  ・実施イベントの要望 

 

(2) 調査結果 
既存施設の満足度は，プレイハウス等の経過年数

の短い施設に加え，動物園等の古くから存在する施

設においても高い傾向が見られた．  

ほしい施設は，キャンプフィールド・自然の中で

遊べる施設の割合が高い傾向にあり，公園の魅力で

ある自然を活用した屋外レクリエーション施設が求

められた．また，公園への飲食物販施設の導入が望

まれていることが確認された． 

一
次
調
査 

対象事業者の抽出 

アンケート調査の実施 

①前提条件の整理 ②

③鞍ケ池公園の整備・運営の方針検討 

参画可能性の高い事業者の抽出 

ヒアリング調査の実施 

④
市
場
調
査 

二
次
調
査 

⑤事業スキームの検討 ⑥公募資料の作成

⑦選定委員会運営補助・事業者選定

・公園への市民の愛着を踏まえ，既存施設に対する意
見を把握した上で，市民ニーズを踏まえた民間活力
導入範囲，導入サービスの検討 

・民間事業者にとって参画しやすい事業とするため
に，事業者のインセンティブ向上に向け，事業採算
性や継続性の確保に向けた条件の把握 

・市民，民間事業者双方のニーズを考慮し，本公園に
おける最適な事業手法の検討 
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４．鞍ケ池公園の整備・運営の方針検討 
 
ｱﾝｹｰﾄ結果より，既存施設は利用者満足度が高く，

多くの利用者に存続が望まれているため，基本方針

は既存の公園施設を活かしつつ，新たなｻｰﾋﾞｽを導

入することを提案し，以下の方針が採用された． 

 

 

 

 

 

 

民間事業者に期待する役割・ｻｰﾋﾞｽは，基本方針，

既存の公園のｿﾞｰﾆﾝｸﾞより以下の内容を提案した． 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．市場調査 
 
市場調査には大別して以下の2通りの方法がある． 

  

 

 

①行政が公園の課題を提示し，それをもとに民間事業者

が得意なこと，できることを自由に提案する方法 

②行政側が求めるサービスを整理し，サービスを提

供できる民間事業者を対象に調査する方法 

民間事業者に期待する役割・サービスを具体化す

るための条件確認を目的に，②の方法を提案した． 

調査は2段階で実施し，効率的な進捗を目指した． 

 

 

 

 

 

 
 
(1) 一次調査 
a) 対象事業者の抽出 
調査の対象とする事業者は，期待する役割・サー

ビスに基づき，以下の考え方での抽出を提案し，全

52の事業者を抽出した．  

 

 

 

 

 

 

 
 
b) 調査の内容及び調査方法 
収益事業，公園の維持管理業務への関心から参入

条件まで，幅広い意見の確認を行った．(表-2) 
 

表-2 一次調査項目 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

＜民間事業者に期待する役割・サービス＞ 
①利用者ニーズに応えた新規コンテンツの導入を図る 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②イベントの実施，市民協働の推進，文化教育の強化
等，サービスの多様化と質の向上を図る 

③維持管理の効率化による財政負担の軽減を図る

＜基本方針＞ 
・雄大な自然景観の美しさと居心地の良い佇まい，入園料無
料で楽しめる現在の公園の良さを継続する 

・人と人とが交流し，楽しめる魅力的な公園づくりに向け,
広大な園内と既存施設の有効利用を図りつつ，新たなコン
テンツの提供により，公園のミライ空間づかいを実現する 

・広域からの集客，カップルや若年層等の新たな客層の集客を図る 

＜対象事業者の抽出条件＞ 
・飲食，自然を活用したﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設等，利用者ニー
ズの高い施設ノウハウを持つ事業者を抽出 

・家族連れや高齢者等の利便性，快適性の向上に向け
た園内モビリティの導入が可能な事業者を抽出 

・公園の維持管理，イベント運営，情報発信等，園地
の管理に必要な技術を有する事業者を抽出 

・地域活性化の観点から，地元企業も含めﾋｱﾘﾝｸﾞを実施し,全
国規模の事業者と地元企業を組合せた実施体制を想定 

＜一次調査＞：アンケート調査 
民間事業者へ本事業について周知するとともに，民

間事業者のアイデアや関心の度合いを把握する 

＜二次調査＞：ヒアリング調査 
望ましい事業スキームや想定されるリスク等，今後

の事業化に向けた具体的な条件を確認する 

調査項目
本業務への関心
希望する事業内容（園地の維持管理，民間収益事業 等）
具体的な事業内容，望ましい参入条件
公園整備コンセプトについて

表-3 一次調査結果の概要 

業種 事業者 
事業者 

区分 
参入 
意向 

希望する事業内容

具体的な事業内容,望ましい参入条件 園地維
持管理 

民間収
益事業

事業期間

デベロッパー 

A社 全国 ◎ ○ ○ 7年以上 レクリエーション施設,飲食施設等の収益施設の導入,指定管理 

B社 全国 ○ △ △  実績がないため,他の事業者との連携含め今後検討 

C社 地元 ◎ ○ △ 15年以上  

D社 地元 ◎ △ ○  遊戯施設,飲食施設,アウトドア施設等の収益施設の導入 

リース E社 全国 ○ △ ○  アウトドア施設,スポーツ施設,遊戯施設等の収益施設の導入 

文化教育観光
施設 

F社 全国 ○ ○ △  園地の管理実績のある事業者との事業体 

G社 地元 ◎ ○ △  P-PFIによる施設整備に取組意向あり 

園地の維持
管理・造園 

H社 全国 ◎ ○ ○  飲食施設,アウトドア施設等の収益施設の導入,指定管理 

I社 全国 ○ ○ △   

J社 地元 ◎ ○ ○   

K社 地元 ○ ○ △   

L社 地元 ◎ ○ △   

アウトドア・ア
スレチック関
連 

M社 全国 ○ - ○  指定管理によるアウトドア施設の運営,アウトドア用品の物販 

N社 全国 ○ - ○ 10年以上 自然を活用したレクリエーション施設の導入 

O社 地元 ◎ - ○ 15年以内 自然を活用したレクリエーション施設の導入 

スポーツ 
関連 

P社 全国 ○ ○ △  スポーツ施設が導入されるなら参画の検討は可能 

Q社 全国 × - -   

子どもﾚｸﾘｴｰ
ｼｮﾝ関連 

R社 全国 ◎ - ○ 15年程度 遊戯施設の導入,プレイハウス遊具の更新・指定管理 

S社 全国 ◎ - ○  高低差処理のための移動施設,レクリエーション施設の導入 

動物関連 
T社 全国 ◎ ○ ○   

U社 地元 ◎ - △ 10年以上 乗馬施設の導入 

飲食関連 V社 全国 ○ - ○  飲食施設等の収益施設の導入 

SA関連 W社 全国 ○ ○ ○  アウトドア施設,自然を活用したレクリエーション施設の導入 

＜凡例＞参入意向  ◎：大変関心がある ○：今後参入を検討したい ×：関心がない  希望する事業内容 ○：関心がある △：関心が低い 

Aゾーン  

飲食，レクリエー

ション，運動施設 

Bゾーン  

自然を活用したﾚｸﾘ

ｴｰｼｮﾝ，遊戯施設

Cゾーン  

動物とのふれあい

を図るための施設 

Dゾーン  

園地にアクセスする

ための施設，玄関口

としての施設 

図-2 公園ゾーニング図 
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c) 調査結果の分析 
調査への回答があった23社（回答率44.2％）のう

ち，意向があると回答した事業者は22社確認された．

(表-3)民間活力導入の実績がある事業者が関心を示

す傾向が強く，飲食事業やレクリエーション等の収

益が見込める施設の整備や園地全体の指定管理を要

望する事業者が多数見られた．全国規模のリース，

デベロッパー，造園会社は指定管理とPark-PFI両方

で関心を示す事業者が見られた． 

 

(2) 二次調査 
a) 調査方法 
一次調査で参入意向があると回答した22社のほか，

調査後に関心を示した事業者を含めると24社であっ

た．そのうち一次調査における提案内容を踏まえ，

14社を調査対象とした． 

二次調査は具体的な参入条件や想定されるリスク

を確認するために，以下のポイントを踏まえ，一次

調査の結果を掘り下げる形で実施した． 

 

 

 

 

 

b) 調査結果の分析 
二次調査結果の概要を以下に示す．(表-4) 

飲食，レクリエーション施設等の収益が期待でき

る施設は民間投資による施設整備が可能との意見が

多く出たものの，事業期間は，減価償却の期間を踏

まえ，10年以上の長期での要望が複数確認された． 

 

飲食施設は池周辺の良好なロケーションを活かし

た施設を希望する事業者が多く，SNS等による集客

を意識し，景観性を重視していることが分かる．飲

食施設のリスクとして，閑散期の集客を懸念する事

業者も多く確認され，公園利用者以外の集客による

閑散期のリスク回避についての意見も確認された． 

アウトドア施設として，鞍ヶ池の景観や鞍ヶ池PA

の眺望を活かしたキャンプフィールドの提案も確認

されたものの，冬期の営業等，収益を懸念する意見

も確認された． 

指定管理は，現在のように無料の動物園の運営形

態では採算が成り立たないことから，運営の意向が

ある事業者は少ない結果となった．また，公園面積

が広く，事業規模が大きいことから，指定管理と

セットでの収益施設の整備やイベントの実施の提案

が確認された． 

多くの事業者から，他の事業者との共同事業体に

よる参画が可能との回答が得られた． 

民間事業者の提案，利用者ニーズ，公園の基本方

針を踏まえ，本事業における民間活力導入事業は以

下の内容を想定する．

表-4 二次調査結果の概要 

業種 事業者 区分 
望ましい民間収益事業 

業種・場所 
望ましい

事業スキーム 
望ましい官民の役割分担,条件等 想定されるリスク 

デベロッ
パー 

A社 全国 
・池周辺でｶﾌｪ,遊具の複合施設 
・PAからのモビリティ 
・池越えジップライン 

・園地全体の指定管理＋
P-PFI 

・動物園の運営管理も可能
・指定管理とセットであれば,直営の飲
食施設でも採算が取れる可能性あり 

・PAをつなぐリフトがあると
よいが,民間投資での整備
は難しい 

C社 地元 
・池周辺もしくは鞍ヶ池PAでのﾃﾅ
ﾝﾄ商業ﾋﾞﾙ 

・ 園 地 全 体 の 指 定 管 理
（P-PFIも検討可） 

・事業期間は15年程度
・地元企業への配慮を希望 
・動物園は指定管理から除外を希望 

・閑散期の集客のリスク
・既存施設の老朽化に伴う事
故ﾘｽｸ 

D社 地元 
・池周辺で飲食施設 
・南樹林地でﾄﾚｯｷﾝｸﾞｺｰｽ 

・DBによる整備
・造園企業との共同体も可 

・平日,雨天時の集客リスク

リース E社 全国 
・商業施設  ・動物園の更新 
・中古遊具の再利用 

・園地全体の指定管理＋
P-PFI 

・指定管理業務のみで施設整備も可能 ・公園方針を事業者提案に委ね
るのは官民双方にリスクあり

文化教育 
観光施設 

G社 地元 

・キッチンカーでの飲食提供 
・ｽﾎﾟｰﾂｺﾝﾃﾝﾂ開催 
・中古遊具の安価な有料遊具ゾーン

園地全体の指定管理＋
広報＋自主事業 

・指定管理期間は10年を希望
・5年目で指定管理料見直しを希望 
・動物園は指定管理から除外を希望 

・施設整備を含めた独立採算
は困難 

・飲食の平日夜間利用は見込
めない 

園地管理・
造園 

J社 地元 
・南樹林地でｸﾞﾗﾝﾋﾟﾝｸﾞ＋BBQ施設 
・池周辺で飲食施設 
・ﾌｫﾚｽﾄｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ,ｼﾞｯﾌﾟﾗｲﾝ 

・園地全体の指定管理＋
P-PFI 

・整備費の減価償却を考慮し事業期間
は20年必要 

・動物園は指定管理から除外を希望 

・公園利用者以外の集客が
見込めず,飲食施設の事業
性は高くない 

アウトド
ア・アスレ
チック関連 

M社 全国 
・南樹林地,池周辺もしくは鞍ヶ池
PA付近でキャンプ施設,アウトド
ア用品物販施設の運営 

・指定管理によるキャンプ
場運営 

・短期を希望（指定管理料の見直しが
あれば長期でも可能） 

・電気・水道のインフラが必要 

・民間の独立採算でキャン
プ場を整備・運営するのは
難しい 

O社 地元 
・池越えジップライン 
・南樹林地でﾓﾊﾞｲﾙｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ,ﾌｫ
ﾚｽﾄｱﾄﾞﾍﾞﾝﾁｬｰ 

・設置管理許可
・水辺デッキの更新とセッ
トでP-PFIも可能 

・事業期間は10年がベスト
・それより長くなると陳腐化するた め
コース等の更新が必要 

・南樹林地エリアは木が小さく,
自然木の活用は困難 

・平日の集客が課題 

子どもﾚｸﾘ
ｴｰｼｮﾝ関
連 

R社 全国 
・三世代で遊べる遊び場施設 
・高齢者が使える遊具 

・ﾌﾟﾚｲﾊｳｽの指定管理
・P-PFI 

・P-PFIは15年以上
・駐車場からｱｸｾｽが良い場所を希望 

・平日の利用者確保が課題

S社 全国 
･サイクルモノレール 
･メリーゴーランドなど 

・設置管理許可など
・開発主体と連携は可能

・投資回収するには20年は必要
・ｸﾞﾗﾝﾋﾟﾝｸﾞ施設等との複合化も効果的

動物 
関連 

U社 地元 
・観光牧場を拠点に,池周辺や樹
林を周遊するトレッキング 

・指定管理の一員で参画
・施設の管理許可 

・減価償却を考慮し,10年以上必要
・動物園はノウハウがなく,運営不可 

・既存施設の活用は,耐震補強
等の条件が難しい 

飲食 
関連 

V社 全国 
・池周辺でのﾚｽﾄﾗﾝ・多目的ﾎｰﾙ・
ｶﾌｪ（建築面積1,500㎡程度） 

・ｳｴﾃﾞｨﾝｸﾞにも利用を想定 

・設置管理許可,P-PFI
・指定管理の事業者との
共同体も可能 

・減価償却の関係で20年は必要
・夜間のｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝも自社で整備可能
（園路照明は市整備を希望） 

a社 全国 
・池周辺でのカフェ（店内50席,テラ
ス30席程度） 

・設置管理許可
・指定管理の事業者との
共同体も可能 

・公園利用者以外の集客を増やすため
に,幹線道路沿いが望ましい 

・店舗近くに駐車場整備を希望 

・複合店舗とする場合,デザイン
をすり合わせることが難しい 

モビリティ
関連 

ｂ社 地元 

・EV自動バス（PAから園地） 
・超小型EV 
・パーソナルモビリティ 

・実証実験
・指定管理者に販売また
はリースで運用 

・３～５年で投資回収（長期になると,コ
ンテンツが時代遅れになる） 

・園路等のインフラは市整備を希望 

・モビリティの盗難リスク
・収益が見込めない場合の撤
退リスク 

・事故時のリスク分担 

※「事業者」欄がアルファベットの大文字：一次調査から継続       ※「事業者」欄がアルファベットの小文字：二次調査から追加 
 

＜ヒアリングのポイント＞ 
・減価償却を踏まえた適切な事業期間 
・希望する事業スキーム（共同事業体の可能性の有無）
・想定リスクと解消に向けた条件や市への要望 ＜導入施設の想定＞ 

・飲食施設の導入 

・ｷｬﾝﾌﾟﾌｨｰﾙﾄﾞの導入 

・園地の維持管理運営 

・自主事業による施設整備，イベントの実施 

※動物園は民間活力導入エリアからの除外 
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６．事業スキームの検討 
 

(1) 事業手法の選定 

前頁事業内容より，以下の事業手法が想定される． 

 

 

 

 

各手法を市民(ｻｰﾋﾞｽ水準の向上)，行政(財政負担

の軽減)，民間(事業性・参画意欲)の視点から評価

した．(図-3)PFI，DBは，施設整備費が行政負担と

なり，設置管理許可，Park-PFIに比べて財政負担の

軽減効果が低くなる．ただしｷｬﾝﾌﾟﾌｨｰﾙﾄﾞはｱﾝｹｰﾄ調

査等により，極めて高い市民ﾆｰｽﾞがあるものの，市

場調査の結果より，DB等の行政の費用負担が必要な

事業手法となった．一方で本事業の整備を想定する

施設は，PFI導入の手引き(内閣府）に示されるPFI

の活用が見込まれる事業規模の10億円以上には達し

ない見込みであるため，PFIの事業性は低い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3 事業手法の比較検討 
 

以上を踏まえ，本事業ではPFIを除く，以下の事

業手法を提案した． 

 

 

 

 

 
 

 (2) 事業スキームの比較検討 

事業手法について，全ての事業を一体で公募する

のか，それぞれ別の事業として公募するのか，メ

リット・デメリットと事業者の要望から比較検討し，

鞍ケ池公園における最適な事業スキームを検討した． 

比較の結果，一体で公募する事業スキームは，複

数事業者の連携による維持管理運営の効率化，イベ

ントや自主事業の実施等の面でメリットが大きいほ

か，Park-PFIの事業期間と合わせて指定管理期間を

延伸することで，指定管理における民間投資リスク

が軽減される．また，市場調査において，事業を一

体とする希望が多数確認されたことから，本事業は

指定管理とPark-PFI・設置管理許可，DBを一体で公

募する事業スキームを提案し，方針とされた． 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

７．公募資料（案）の作成 

 
公募資料（案）の作成に当たっては,本事業ス

キームの特性から以下の点に配慮し，検討を行った． 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
公募の結果，公園の指定管理，鞍ヶ池周辺へのカ

フェの整備，キャンプフィールドの整備・運営に加

え，自主事業によるホーストレッキングやイベント

の実施を含む提案が行われ，事業者が選定された．

現在，事業者と市との基本協定の締結が完了し，整

備に向けた協議が進められている． 
 
８．おわりに 
 

民間活力導入は公園の魅力向上の手段の1つに過

ぎず，導入すること自体が目的ではない．利用者に

とってよりよい公園とするための民間事業者の関わ

り方を各業務，各公園で模索する必要がある． 

今後も増加が予想される民間活力導入の検討にお

いて，本稿が一助となれば幸いである． 

 

参考文献 
1) 国土交通省：都市公園の質の向上に向けたPark-PFI活

用ガイドライン， 2018. 

2) 内閣府：PPP事業における官民対話・事業者選定プロセ

スに関する運用ガイド，2016. 

・指定管理 
・PFIによる施設整備・維持管理運営 
・設置管理許可・Park-PFIによる施設整備・運営 
・ﾃﾞｻﾞｲﾝﾋﾞﾙﾄﾞ(DB)による施設整備,管理許可による運営 

表-5 事業スキームの比較検討

評価項目 全ての事業を一体で公募する場合 各事業を別で公募する場合

維持管理

運営体制

○複数事業者による共同事業体

（市は代表事業者と調整） 

×個々の事業者による

維持管理・運営 

（市はそれぞれの事業者と調整）

事業者の

応募し易さ

○セットで公募を希望する事業者が多い

△共同事業体を編成できる事業者に

限定される 

○地元企業も含め,事業

者は応募しやすい 

公園の 

魅力 

アップ 

○共同事業体の複数事業者が連携

○収益と指定管理料を融通でき,

自主イベントの実施が可能 

△個々の民間事業者が

単独で取組 

民間 

ビジネス

の実現 

○指定管理期間は５年でなく設置管理許

可の10年に合わせることで投資計画

が立てやすい 

×事業者間の利害関係

が生じやすい 

総合評価 ○ △ 

＜行政負担への配慮＞ 
・指定管理による効率化に伴う行政負担の軽減 
・ｷｬﾝﾌﾟﾌｨｰﾙﾄﾞの管理許可による運営における利益の一部還元

＜官民双方のリスク分担＞ 
・指定管理,Park-PFI,DBの各事業スキームにおける官民の
リスク分担,リスクを考慮した基本協定書の作成 

＜地域貢献・地元配慮＞ 
・ｷｬﾝﾌﾟﾌｨｰﾙﾄﾞへの市産材の活用 
・地元企業が参画しやすい公募資格，条件 

・Aゾーン：Park-PFIによる飲食施設の導入 
・Dゾーン：DBによるｷｬﾝﾌﾟﾌｨｰﾙﾄﾞの整備,管理許可による運営
・動物園を除く園地全体： 
指定管理による公園維持管理,イベント・市民協働の推進 
設置管理許可を活用した自主事業の施設整備

 

市民 

 

行政 

 

民間 

指定管理 ＰＦＩ 

評価 ○ ○ ○ ○ △ 

Park-PFI 
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戸建住宅向けの低コスト・省ＣＯ2排出 

地中熱利用システムの開発 
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地球温暖化防止のため，低炭素・循環型のまちづくりが求められる中，空調の省エネルギー

技術の一つに，地中熱利用がある．地中熱利用の一つである，地下水を用いた地中熱利用シス

テムは，高額な井戸掘削費が普及の障害になっており，特に，システムが小規模な戸建て住宅

の場合は顕著である．そこで，従来型システムの揚水井戸と還元井戸を，安価な打ち込み井戸

と浸透ますで代替するシステムを開発した．システムの設置及び実証試験を実施し，注水制御

方法の検討を行い，最適な運転システムを確立した．その結果，従来型システムと比較して，

導入コスト、CO2排出量ともに30%以上の削減が可能であることを示した． 

 

Key Words : 地中熱利用，省エネルギー，コスト削減，低CO2排出 
 

 

 

１．まちづくりにおける省CO2 
 

 国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）

で採択されたパリ協定を踏まえ，地球温暖化の防止

を目的として，温室効果ガスの排出量削減が全世界

共通の課題となっている．都市計画の分野では，積

極的な再生可能エネルギーの導入や建築物の省エ

ネルギー化が有効であり，低炭素・循環型のまち

づくりが求められている． 

住宅におけるエネルギー消費量に着目すると，全

体の28.1％を空調用途が占めている（図-1参照）．

空調用途は，動力・照明他用途や給湯用途と比べる

とエネルギー消費量は少ないものの，近年の猛暑夏

における熱中症対策として，今後，冷房用途のエネ

ルギー消費量は増加していくと想定され，空調用途

のエネルギー消費量削減は重要性が高いと言える． 
 

 
図-1  世帯当たりのエネルギー消費量（2016年度）1) 

２．地中熱とは 

 
空調の省エネルギー技術の一つに，地中熱利用が

ある．地中熱とは，地表からおおよそ地下100m程度

の深さまでの地中の浅い位置にある熱のことを言う．

深さ10m以深の地中温度は，季節によらず15℃程度

でほぼ安定しており，夏は外気よりも冷たく，冬は

外気よりも暖かい（図-2参照）．この安定した地中

熱を空調に用いることで，空気を冷やすもしくは暖

める際に必要となるエネルギー消費量を削減できる

ため，通常のエアコンと比べ，省電力・省エネル

ギーな冷暖房運転を行うことができる． 

また，空調利用の他には，道路の下に埋設した配

管に地中熱で温めた不凍液などを循環させることで，

融雪及び凍結防止にも用いられている． 

 

 

 
図-2  地中温度のイメージ2） 
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３．システム開発の背景と目的 
 

地中熱を利用する方法の一つに，井戸から揚水し

た地下水を用いるオープンループ型システムがある．

図-3に示す従来型のオープンループ型システムは，

揚水井戸から地下水を汲み上げ，空調用途として吸

熱もしくは放熱した後の地下水を，還元井戸にて地

下へ戻すため，2本の井戸が必要であり，その高額

な掘削費用が普及の障害になっている．特に，シス

テムが小規模な戸建て住宅の場合は顕著であり，導

入コストの削減が大きな課題となっている． 

そこで，新しいオープンループ型システムの開発

による，導入コストの削減を目的とし，従来型シス

テムの揚水井戸と還元井戸を，それぞれ安価な打ち

込み井戸と浸透ますに代替するシステムの開発を目

指した．また，システムの稼働試験を通し，低電力

消費量での運転が可能であることを実証し，CO2排

出量の削減も目的とした． 
 

 
図-3 従来型のオープンループ型システムの概要 

 

４．開発システム 
 

(1) 開発システムの概要 

開発システムの概要及び開発対象範囲を図-4に示

す．開発対象は，打ち込み井戸，浸透ます，タンク

式熱交換器の3設備とした．室外機及び室内機は開

発対象外とし，商用化されている製品を用いること

で，開発システムの汎用化を視野に入れることとし

た． 

 

 
図-4 開発システム概要 

 

(2)システムの構成設備 

a) 打ち込み井戸 

鋼製の有孔パイプを地盤中に打ち込み、そのパイ

プを介して揚水ポンプにより水を吸い上げる仕組み

である。従来型の揚水井戸に比べ施工期間が短く，

施工費用が安価である．一方で，揚水量が少ない場

合が多いため，大規模施設には適しておらず，戸建

住宅のような小規模施設での利用に適した設備と言

える．また，砂の吸い込みが多いため，地上部で熱

交換を行う従来型のシステムでは，熱交換器に目詰

まりが生じやすい欠点がある． 

b) 浸透ます 

扇状地のように透水性の地盤が地表部から分布す

る場合や，透水性材料によって盛土された地盤等に

適用できる．吸熱もしくは放熱した後の地下水をま

す内に浸透させ，地下へ還元することが可能である．

還元能力が不足する場合には，表面排水との併用を

検討することで利用可能となる場合がある。従来型

の還元井戸に代替でき，施工費用が安価である．本

システムでは，浸透ます内にタンク式熱交換器を設

置し併用して用いる． 

 

  
図-5 打ち込み井戸の掘削状況（左）と浸透ますの設置

状況（右） 

 

c) タンク式熱交換器 

従来型の熱交換器では，流水を熱源として用いる

ため，地下水の揚水ポンプを連続稼働させ，熱交換

器に地下水を通水し続ける必要がある． 一方，タ

ンク式熱交換器は，タンク内に貯水した地下水と，

タンク内に設置した熱交換部材内の不凍液とで熱交

換を行う．そのため，揚水ポンプを連続運転させる

必要がなく，間欠運転による省エネ効果が期待され

る．また，熱交換の際に地下水を熱交換器内に通水

する必要がないため，従来型システムで欠点となる

熱交換器の目詰まりを回避できる. 

開発システムでは，地表面温度の影響を小さくす

るため，タンク上部30cm部分の断熱処理を行った．

熱交換部材は，腐食に強いポリエチレン製熱交換器

であるG-カーペットを用いた．G-カーペットは，外

径6mmのポリエチレン管117本と2本のヘッダーで構

成され，幅0.9m×長さ5.6mのシート状の熱交換器で

ある．（図-6，表-1参照）． 
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図-6 タンク（左）とG-カーペット（右）の外観 

 
表-1 タンク（左）とG-カーペット（右）の仕様 

高さ(mm) 1,500  密度(g/cm3) 0.94～0.95

外径(mm) 800  熱伝導率(W/m・K) 0.46～0.50

断熱材厚(mm) 30  比熱(J/kg・K） 1.9～2.3

首部内径(mm) 500  材質  ポリエチレン

材質 FRP  全長(m) 5.6

貯水量(m3) 0.45  幅(m) 0.9

   内径(mm) 4.5

   外径(mm) 6

   本数(本) 117

   表面積(m2) 12.35

 

５．導入コスト試算 
 

 従来型システム及び開発システムの導入コストの

試算結果と，導入コストの削減率を表-2に示す．コ

ストの試算は，戸建住宅への導入を想定し，空調能

力5kWの室外機の設置を想定した． 

開発システムでは揚水井戸を打ち込み井戸に，還

元井戸を浸透ますに代替したことで，100万円以上

の大幅な導入コスト削減を実現しており，削減率は

32％となった． 
 

表-2 システムの導入コスト比較表 

項目 
従来型 

システム 

開発 

システム

機

器 

室外機(5kW) 600,000 600,000

揚水ポンプ 100,000 100,000

プレート式熱交換器 150,000 - 

材

料 

不凍液 30,000 30,000

断熱タンク - 350,000

熱交換部材(G-カーペット) - 170,000

施

工 

揚水井戸・還元井戸 2,000,000 - 

打ち込み井戸 - 300,000

浸透ます設置工事 - 250,000

配管等工事 500,000 500,000

導入コスト合計 3,380,000 2,300,000

導入コスト削減率(%) - 32.0 

 

 

６．システム稼働試験 

 

開発システムの低電力消費量での稼働を実証する

ため，開発システムの設置及び稼働試験を行った。 

 

 (1) 開発システムの設置 

岐阜県岐阜市内に位置する事務所施設に，開発シ

ステムを設置し実証試験を行った（空調面積：

39.66㎡）．開発システムの設置状況を図-7に示す．

当事務所の地盤は，透水性の砂礫を主体とする盛土

地盤となっており，タンク内から排水された地下水

は盛土層へと還元される． 

 

 
図-7 開発システムの設置状況 

 

(2) 試験方法 

開発システムにおいて，低電力消費量での運転を

行うには，タンクへの地下水の注水制御方法が重要

と考えた．これは，タンクへの注水頻度が高いと，

揚水ポンプの電力消費量が増加し，注水頻度が低い

と熱交換の効率の低下により循環ポンプ（室外機）

の電力消費量が増加するためである． 

本システムでは，タンク内の水温に応じて注水制

御を行う手法とし，冷房運転時はタンク内水温が制

御温度（20℃，22℃，24℃の3パターン）を上回る

と注水し，暖房運転時はタンク内水温が制御温度

（10℃，12℃，14℃の3パターン）を下回ると注水

するシステムとした．また，室内環境の影響を無視

するため，室外機の消費電力をおおよそ固定できる

運転とし，定格負荷，中間負荷，低負荷の3パター

ンの負荷にて試験を行うこととした． 

試験結果の評価方法は，SCOP(システム成績係数)

を用いた．SCOPは1の消費エネルギーで得られるエ

ネルギーを示し，SCOP値が大きいほど効率的な運転

と言える．冷房運転時をܱܵܥ 	ܲ ，暖房運転時を

ܱܥܵ 	ܲ とし，それぞれ式(1)，式(2)で算出する． 

ܱܥܵ		      	 	ܲ ൌ
	ܳ െ 	ܹ 	

	ܹ 	 	
    	（1） 

ܱܥܵ     			  	ܲ ൌ
	ܳ  	ܹ 	

	ܹ 	 	
    （2） 

QC ：地中への放熱量（kWh） 

QH ：地中からの採熱量（kWh） 

WHP ：循環ポンプの消費電力量（kWh） 

WSYS：システム全体の消費電力量（揚水ポンプと循

環ポンプの消費電力量合計）（kWh） 

打ち込み井戸

室外機揚水ポンプ

タンク式

熱交換器
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冷房運転の注水制御温度3パターン×負荷3パター

ン，暖房運転の注水制御温度3パターン×負荷3パ

ターンの，合計18パターンの試験を行い，それぞれ

のSCOP値の算出を行った． 

 

(3) 試験結果 

試験結果を表-3に示す. 

a）冷房運転 

ܱܥܵ 	ܲ は，定格負荷運転に比べ中間負荷運転及び

低負荷運転時に大きいと示された．一般的に，実際

の空調稼働時は，低負荷運転の占める割合が高いと

される．そこで，低負荷運転時のܱܵܥ 	ܲ を比較する

と，注水制御温度20℃の時に最もܱܵܥ 	ܲ が大きく

5.2を示した． 

 一方で，注水制御温度とܱܵܥ 	ܲ の相関は乏しく，

今回試験を行った注水制御温度の範囲では，注水制

御温度の変動が運転システムの高効率化に寄与する

影響は小さいと示された． 

b）暖房運転 

冷房運転時と同様に，ܱܵܥ 	ܲ は定格負荷運転に比

べ，中間負荷運転及び低負荷運転時に大きいと示さ

れ，注水制御温度とܱܵܥ 	ܲ の相関は乏しいことが分

かった．低負荷運転時のܱܵܥ 	ܲ を比較すると，注水

制御温度10℃の時に最もܱܵܥ 	ܲ が大きく4.7を示し

た． 

 以上より，冷房運転時は20℃，暖房運転時は10℃

の注水制御温度とすることで，最も効率的なシステ

ムになると示された。 

 
表-3 試験結果（左：冷房運転，右：暖房運転） 

 
 

７．運用コスト及びCO2排出量試算 
  

６章で示された，最も効率的となる制御システム

について，運用コスト及びCO2排出量の試算を行っ

た．運用コストの試算条件を表-4に示す． 

 
表-4 運用コスト及びCO2排出量の試算条件 

対象地域 岐阜県岐阜市 

注水制御温度 冷房：24℃，暖房：10℃ 

電気料金 21.07円/kWh(中部電力値) 

CO2排出係数 0.000472t-CO2/kWh(中部電力値)

空調機能力 冷房：4kW，暖房：5kW 

空調対象面積 20m2(約12畳) 

従来型システムと開発システムの運用コスト及び

CO2排出量の試算結果を表-5に示す．従来型システ

ムに対する開発システムの運用コスト削減額は約2

万円/年であり，削減率は33.2％を示した．また，

CO2排出削減量は0.454t-CO2/年であり，削減率は

33.2％を示した． 

 
表-5 運用コスト及びCO2排出量の試算結果 

システム 
従来型 

システム 

開発 

システム 

運用コスト(円/年) 61,103 40,833 

削減額(円/年) - 20,270 

削減率 - 33.2％ 

CO2排出量(t-CO2/年) 1.369 0.915 

削減量(t-CO2/年) - 0.454 

削減率 - 33.2％ 

 

８．総括 
試験結果より，開発システムは岐阜市内において，

従来型システムと比較して導入コスト，運用コスト

及びCO2排出量が全て30％以上削減可能であると示

された．一方で，開発システムの稼働試験は，岐阜

市内で実施した結果のみしか得られておらず，地下

水温や室内環境によって，最適な揚水ポンプの運転

制御方法は異なることが想定される．そのため，設

置条件ごとに最適な制御温度のチューニングを行う

必要がある．室外機や室内機を含めた一体開発を行

うことで，さらなるシステムの高効率化を図ること

もできると考えられる． 

開発システムの導入コストは，従来型システムに

比べると安価と示されたものの，通常のエアコンと

比べると非常に高額である。そのため，開発システ

ムの導入促進のためには，環境負荷低減などのコス

ト面以外をアピールしていく必要があり，補助金等

の活用が不可欠というのが現状である．また，ハウ

スメーカーやメンテナンスを含めた施工業者等との

サプライチェーンの確立が今後の課題であると考え

る． 
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伊勢市における地域公共交通網の再編 
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1玉野総合コンサルタント株式会社（〒461-0005 名古屋市東区東桜二丁目17番14号 新栄町ビル） 

 

 

人口減少や高齢化社会の進展，交通弱者の増加等に伴う社会的情勢の変化に対応し，まちづ

くりとの連携や地域の問題点を踏まえた持続可能な地域公共交通網の形成に向け，「伊勢市地

域公共交通網形成計画」を改訂した．また，伊勢市が運行するコミュニティバス「おかげバス」

の複数路線の重複運行の解消や利用の少ないバス停の廃止，交通不便地域における住民が主体

となった運行をサポートする制度の導入，市内環状バス社会実験運行を通じたバス路線網全体

の具体的な再編計画も検討した． 

 

Key Words : 地域公共交通網形成計画，再編計画，まちづくりとの連携，社会実験運行，
交通不便地域，住民主体 

 

 

１．業務の背景と目的 

 

伊勢市では，市が運行するコミュニティバス「お

かげバス」が6路線，おかげバスデマンドが3路線，

地域主体の自家用有償旅客運送が3路線運行されて

いるが運行開始から10年以上が経過している．一方

で，中心駅から各地域へと放射状に路線網が構築さ

れている民間路線バスは，利用者の減少により一部

路線の廃止や縮小が行われている．今後の人口の減

少などを見据えると，さらに利用者の減少が進むな

ど運行の維持が厳しい状況が続くと予想されている．  

本業務ではこのような背景を踏まえ，放射状の路

線網を横断的に結ぶ市内環状バス社会実験運行の運

行ルートやダイヤなどの運行計画検討とその効果検

証をあわせて行った．また，市内環状バスの本格運

行を見据えたバス路線網全体の具体的な再編を検討

するとともに，交通不便地域での住民主体のデマン

ド交通の導入検討も含め，今後も持続可能な公共交

通網を形成するため，具体的で実現性の高い地域公

共交通網形成計画及び再編計画を策定した． 

 

２．伊勢市を取り巻く公共交通等の現状と課題 

 

(1)現状等の把握方法 

普段は地域公共交通を利用していなくても，将来

は地域公共交通が必要となったり，遠方へ出かける

際には地域公共交通を使ったりする人もいることや，

伊勢市は伊勢志摩地域の拠点都市であるとともに観

光都市でもあり，交流が盛んな都市となっている．

これら多様な方々の多様な移動需要をできる限り広

く把握し，また，地域公共交通の潜在的な需要も捉

えることを念頭に，効果的な調査対象を検討するこ

とが重要となる． 

そこで，本業務においては人口等の机上調査のほ

か，移動の目的に応じた調査ターゲットを設定し，

アンケートやヒアリング調査を実施した．その他，

移動に係る地域固有の問題を把握するために，市内

23小学区別に意見交換会も実施し，あわせて公共交

通がおかれている現状の認識について共有を図った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 多様な移動需要を把握するための調査体系． 

 
表-1 各調査の目的． 

調査 目的 

a)市民アンケート ●日常の交通行動の特性や各地域公

共交通の満足度・重要度を把握 

b)小学校区別意見交換会 ●移動に係る地域固有の問題を把握

c)コミュニティバス・路線

バス利用者アンケート 

●利用実態や満足度・重要度を把握

d)病院利用者ヒアリング ●病院利用者の移動実態やバス未利

用者のバス利用条件の把握 

e)主要観光地来訪者ヒアリ

ング 

●観光客の伊勢市内移動実態を把握
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(2)現状と課題 

市全体では，人口の減少により特に郊外部におけ

る利用が減少しており，今後も高齢化の進展に伴う

運転免許証の返納増加傾向が続くと考えられる中，

公共交通を利用した商業施設や病院への移動需要が

多いことが確認されたことから，高齢者も使いやす

い持続可能な生活交通サービスとして確保・維持し

ていくことが必要である．また，中心駅から各地域

へと放射状にバス路線網が構築され，それを補完す

るようにおかげバスが運行しているが，これらを横

断的に結び付ける路線がなく，各地域からバス利用

の主な目的地である商業施設や病院へと効率的に移

動ができない状況が確認されたことから，乗継ぎダ

イヤや料金負担の軽減，待ち合い環境の向上やICT

化の普及等による乗継ぎ利便性の向上が必要である． 

地域に目を向けると，鉄道や路線バス，おかげバ

スではカバーできていない地域（交通不便地域）が

存在するとともに，カバー圏域内であってもバス停

までの移動が大変なため，路線の見直しやバス停ま

での移動手段の確保が望まれていることが確認され

たことから，地域の実情や需要に応じた，効果的な

交通体系への再構築が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 公共交通網（H30時点）． 

 

３．伊勢市地域公共交通網形成計画の改訂 

 

(1)将来像と基本理念，基本方針 

伊勢市総合計画や伊勢市都市マスタープラン，伊

勢市立地適正化計画におけるまちづくりの方針を踏

まえ，これら上位・関連計画と連携し，本市の地域

公共交通の確保・維持・改善に向け，図-3に示す将

来像や基本理念を掲げた． 

また，これら将来像や基本理念を実現するために

3つの基本方針を定め，それぞれに対応する実施事

業や数値目標を位置づけた． 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 将来像と基本理念，3つの基本方針． 

 

(2)地域公共交通網の展開方針 

上位・関連計画におけるまちづくりの方針を踏ま

え，主要な拠点間を効果的に結ぶ軸を中心に，それ

らの軸を補完する軸や各地区内の移動を支える交通

網の形成など段階構成を明確にし，誰もが使いやす

い地域公共交通網の形成を図ることとした． 

また，すべての移動需要に対し行政だけで対応す

ることは困難であることから，行政や民間事業者，

地域の役割分担を明確化する必要があった．そこで，

伊勢市における交通不便地域の定義を明確にし，非

交通不便地域と交通不便地域それぞれにおける移動

手段の展開方針を定めた． 

a)非交通不便地域を支える移動手段の展開 

市中心部や各地域の拠点となる地域など多くの輸

送量が必要であり，鉄道，路線バス，タクシーなど，

民間事業者により移動手段を提供する地域で，基本

的に行政による移動手段のサービス提供が望ましく

ないエリアとした．また，立地適正化計画に基づく

区域拠点間の移動手段となる市内環状バス，介護保

険制度などを活用した道路運送法適用外のボラン

ティア輸送など，民間事業者の経営を阻害しない，

もしくは相乗効果が期待される場合など，必要に応

じて行政によって移動手段を提供することとした． 

b)交通不便地域を支える移動手段の展開 

交通不便地域においては，行政と地域との役割分

担を明確にするため，「自治体主体型交通エリア」

と「地域主体型交通エリア」の2つのエリアに区分

し，展開方針を定めた． 

自治体主体型交通エリアは，鉄道，路線バスでカ

バーできない地域のうち，集落が比較的まとまって

いる地域や連続した地域を有し，比較的多くの輸送

量が必要であり，行政による移動手段のサービス提

供を必要とするエリアとした．ただし，地域住民が

主体となった乗合いや相乗りタクシーの運行（行先

限定）などのおかげバスを補完する移動手段のほか，

介護保険制度などを活用した道路運送法適用外のボ

ランティア輸送なども運行可能としている． 

地域主体型交通エリアは，鉄道，路線バス，おか

げバスでもカバーできない地域や，勾配や地形等の

要因により地元から要望があり，伊勢地域公共交通

会議が不便地域と認める地域で，地域住民が主体と

なった乗合いや相乗りタクシーの運行（行先限定）

など，地域独自で移動手段を検討し，運行するエリ

アとした．このエリアにおいては，地域独自で移動

手段を検討し，運行を実施する場合は，行政や運行

事業者が積極的にサポートするものとしている． 
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図-4 伊勢市地域公共交通体系のイメージ． 

 

３．再編計画 

 

地域公共交通網の展開方針に基づき，各公共交通

の役割を念頭に，おかげバスの利用実態や意見交換

会，各種調査で明らかとなった移動特性，市内環状

バスの本格運行などを踏まえ，表-2に示す方針に基

づき，各地域における再編の考え方や各路線の役割

を明確にし，再編後の運行ルートやダイヤなども含

めた具体的で実現性の高い地域公共交通網への再編

を検討し，令和2年8月に再編が実施された． 

 
表-2 再編の基本的な方針． 

方針 考え方 
方針１ 路線バスを含
め，利用実態に応じた
バス停の削減，または
追加や運行ルート・方
法の変更等による運行
の効率化 

・月に概ね2名（年間24名）以上の利
用がないバス停を廃止 

・意見交換会を通じて需要が見込める
地域へのバス停を新設 

・1日平均利用者数が1人に満たないバ
ス停がまとまって存在する地域はデ
マンド運行に移行 

・1人も乗車しなかったバスの割合が
高いダイヤについては廃止または時
間変更 

方針２ おかげバス相互
の重複運行の抑制や，
市内環状バスの運行を
加味した路線網の再編 

・おかげバス相互や市内環状バスルー
トと重複する区間を中心に再編する
とともに，移動特性等を加味したよ
り効率的な運行ルートへの変更 

方針３ 運行ルートや行
き先方面が分かりやす
い，利用者目線のダイ
ヤに再編 

・行き先方面を分かりやすくするため
の案内方法の導入 

・診察，買い物に要する時間に即した
効果的なダイヤの編成 

方針４ 隣接市町等との
協働運行 

・度会町，玉城町，明和町との費用負
担による協働運行 

・各種団体による無料送迎バスとのダ
イヤ調整または費用負担による統合

方針５ 地域による運行
内容や運営方法等の検
討を支援 

・地域主体型交通エリアにおける地域
主体の乗合いや相乗りタクシーの運
行（行先限定），ボランティア輸送
への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5 再編後の公共交通網のイメージ． 

 

なお，地域主体型交通エリアに位置づけられた１つ

の地域において住民が主体となって乗合いタクシーの

運行が検討され，令和2年8月から実証運行を開始した．

また，運行に際しては，再編にあわせて制度化された

市による運行に係る補助制度も活用されている． 

 

４．市内環状バス社会実験運行 

 

(1)社会実験運行の概要 

市内環状バス社会実験運行は，当初は平成31年1

月から5月までの5ヶ月間の予定であったが，伊勢地

域公共交通会議において評価期間が短すぎるなどの

意見もあったことから8月まで延長して運行した．

その間の利用者数は堅調に推移し，利用者からも高

評価を得るなど目標を概ね達成しつつあったが，通

学への対応や地域からの要望など課題も明らかに

なってきたことから，運行ルートやダイヤを改善し

第2期運行として令和2年3月まで運行期間を延長し

た．その結果，市内環状バスの有効性が確認できた

ことから，令和2年4月からは「おかげバス環状線」

として本格運行に至っている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6  周知チラシ(左:当初，中:第2期，右:本格運行)． 
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(2)社会実験運行の検討 

市内環状バス社会実験運行の検討に当たっては，

伊勢市における公共交通網の課題を踏まえ，①既存

のバス路線網の補完による市内移動の利便性向上，

②高頻度運行による生活利便性向上，③市民の暮ら

しと伝統を守り育む集約型都市実現に向けた公共交

通網の形成という3つの目的を掲げた． 

また，運行ルートやダイヤは，優先順位の高い主要

施設の設定や立地適正化計画との整合性確保等を念頭

に，高頻度運行を実現するために1周時間程度以内，

車両2台で運行することを前提に検討した．市内環状

バス社会実験運行は，放射状の路線網を横断的に結ぶ

ものとなるため，乗継ぎ利便性の確保に特に配慮する

必要がある．そこで，乗継ぎダイヤの調整や待ち合い

環境の整ったバス停の選定だけでなく，料金負担の軽

減も重要となる．そこで，路線バスやおかげバスのほ

か，鉄道との乗継ぎ割引を実施し，65歳以上の方が市

内環状バスを乗継ぎ利用する場合は実質無料になるな

どの利用促進策も実施した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-7 乗継ぎ割り引き(周知チラシ抜粋)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 乗駅構内に設置された乗継割引券と運行車両． 

 

(3)社会実験運行の目標指標 

社会実験運行の評価を適切に実施するために，運

行目的に対応した目標指標を設定した． 

 
表-3 社会実験運行の目標指標． 
目的 目標指標 

①既存のバス路線網の補完に
よる市内移動の利便性向上 

①市内公共交通(バス)利用
者の前年同期からの増加

②高頻度運行による生活利便
性向上 

②市内環状バス利用者を 
10人/便以上確保 

③市民の暮らしと伝統を守り
育む集約型都市実現に向け
た公共交通網の形成 

③乗継ぎ利用者の確保 
→アンケート実施（乗継ぎ
利用割合を把握） 

全体 
④既存おかげバス以上の 
満足度50％以上確保 

→アンケート実施 

(4)社会実験運行の結果  

市内公共交通（バス）利用者数はこれまでは減少

傾向であったものが5,261人増加（観光利用路線等

除く）に転じており，市内環状バス利用者の約4割

が乗継ぎ利用していることから，市内環状バス運行

による相乗効果が発揮されたものと推測される．ま

た，1便当たり利用者数は第2期で7.7人と目標に達

していないが，買い物や通院をターゲットにした3

～7便の平均では10人を超えており，満足度も第2期

には8割を超えるなど高い水準となっている． 

これらの結果を踏まえ伊勢地域公共交通会議で評

価，ダイヤ調整等の改善を検討し，令和2年4月から

「おかげバス環状線」として本格運行に移行した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 月別利用者数の推移． 

 
表-4 便別平均利用者数． 

 

 

 

 

 
表-5 目標指標に対する結果． 

目標指標 結果 
①市内公共交通(バス)利用
者の前年同期からの増加 

＋5,261人（+0.6％） 
（897,905人→903,166人）

②市内環状バス利用者を 
10人/便以上確保 

1期：7.0人 2期：7.7人

③乗継ぎ利用者の確保 1期：42.4％ 2期：40.0％
④既存おかげバス以上の 
満足度50％以上確保 

68.7％ 81.8％ 

 

５．おわりに 

 

おかげバスの再編が実施され，地域主体型交通エ

リアにおける住民が主体となった運行も開始されたが，

コロナ禍による影響もあることから今後は慎重な評価

が必要となる．また，おかげバスへの ICカード，バス

ロケーションシステムの導入や民間バス路線への連節

バスの導入の準備も順調に進むなど，住民と運行事業

者，行政とが一体となって地域公共交通網形成計画に

位置づけられた事業を推進しており，今後も地域社会

を支える公共交通としての発展が期待される． 

 

参考文献 
1) 伊勢市：（改訂）伊勢市地域公共交通網形成計画，

2020.3． 
2) 伊勢市：伊勢地域公共交通会議資料 

第１期：平成31年1月から令和元年8月 人/便

1･2便 3便 4便 5便 6便 7便 － 全体
3.5 7.8 9.0 9.1 7.3 5.5 － 7.0

第２期：令和元年9月から12月 人/便

1･2便 3便 4便 5便 6便 7便 8･9便 全体
6.8 10.4 12.5 11.5 9.8 7.3 3.7 7.7

第1期←→第2期
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公共施設の再編に向けた施設評価手法の検討 
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本業務は，公共施設再配置計画の策定にあたり，A市が所有する公共施設の評価を行い，施設

の再配置等における基本的な考え方を整理したものである．計画では，地域間の公平性に配慮

し，市民に受け入れられる再配置方針を導くために，客観的なデータに基づく施設分析（一次

評価），多様な観点での施設評価（二次評価），個別の条件に配慮した方針設定（総合評価），

による3段階の施設評価を行った．本評価手法により，客観的な指標を用いて施設評価を行うと

ともに，各施設の個別の条件を踏まえた方針とすることで，拠点施設への機能の集約や地域バ

ランスを考慮した配置が立案でき，円滑な合意形成が見込める再配置計画の策定に繋がった． 

 

Key Words : 公共施設再配置計画，ポートフォリオ分析，GIS分析，市民ワークショップ 
 

 

１．はじめに 

 

 本業務は，公共施設再配置計画の策定にあたり，

A市が所有する公共施設の評価を行い，施設の再配

置等における基本的な考え方を整理したものである．

1町1村の合併で誕生した本市は，南北に長いという

地形的特性を有しており，市内の8割が市街化調整

区域となっている．公共施設は市内各地に立地して

いるものの，鉄道駅や施設が集積する北部と市街化

調整区域である南部では，施設利用の条件面におい

て地域間の差異が生じていた． 

 今後，人口減少・少子高齢化に伴う厳しい財政状

況が想定されているなかで，公共施設を将来にわ

たって維持し，適切な公共サービスを実施していく

ためには，地域バランスを考慮しつつ，施設総量・

配置の適正化を図ることが求められた． 
 

２．A市の公共施設を取り巻く現状 

 

(1) A市の公共施設の老朽化状況 

A市の公共施設の整備状況として，1970から80年

代にかけて学校教育系施設を中心に整備が進められ

てきており，現在は延床面積ベースで約152,000m2

に達している（図-1）．そのうち，学校教育系施設

は，A市が所有する総延床面積の約5割（約76,000m2）

を占めている．また，大規模な修繕工事が必要とな

る建築後30年以上の施設は，全体の約6割（約

96,000m2）に及び，老朽化が進行している状況と

なっている． 

 

 
図-1 A市の公共施設の年度別整備状況 

 

(2) A市における公共施設の縮減目標 

今後，人口減少の局面を迎え財源不足となる中で，

現在の規模や機能を維持したまま，公共施設を更新

していくことは困難である．そのため，A市では公

共施設等総合管理計画を策定し，利用者が少ない施

設や老朽化の進んだ施設の集約等により，40年間で

延床面積の約23％を縮減することを目標としている． 

 

(3) 再配置に向けた課題整理 

このような状況から，公共施設の総量・配置の適

正化を図るために，以下の課題が挙げられる． 

a) 課題Ⅰ:地域バランスを考慮した延床面積の縮減 

 縮減目標の達成に向けては，利用者が少ない施設

や老朽化の進んだ施設を対象に集約を実施すること

となる．しかし，現状の公共施設の配置は地域に偏

りがあり，特に南部は数が少ないことから，地域バ

ランスを考慮して再配置を検討する必要がある． 
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約76,000㎡（約50％）
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b) 課題Ⅱ:地域を越えた学校施設の規模適正化 

 少子高齢化の進行に伴う将来児童数の減少が予想

されており，現状で小規模となっている学校につい

ては規模の見直し1)が必要であると考える．ここで，

学校施設は各地域の中心となる施設であり，学区ご

とにコミュニティが形成されている．学校施設を統

合した場合，地域コミュニティの現状維持が難しく

なるため，市民との合意形成が困難になることが想

定される． 

c) 課題Ⅲ:公共サービスを維持した施設保有量の縮

減策の検討 

 公共施設マネジメントのあり方としては，必要な

施設を保有しつつ維持管理・運営コストを削減して

いくことが理想であり，このような縮減策の一つと

して，施設の民営化が考えられる．ここで，民営活

力の導入が可能な公共施設として，保育所が挙げら

れる．保育所の民営化は，延長保育の拡大等，多様

化する教育・保育ニーズの対応に向けて，非常に有

効であると考えるが，公立保育所に慣れた市民は，

民営化に対し不安を感じると想定される． 

 

３．再配置に向けた施設評価手法の検討 
 

公共施設を集約することは，市民の生活に大きく

影響するため，結果の公平性が担保されるような再

配置方針を示す必要がある． 

しかし，公共施設の再配置に関しては，評価手法

等に関するマニュアルのようなものは無く，標準化

された評価手法は存在していない．また，各施設に

ついて配慮すべき事項が多いことから，全てを網羅

的に評価することは難しいと考える．そのため，客

観性や多様な観点を取り入れた段階的な評価を行う

ことにより，再配置方針の設定におけるプロセスを

明確化することが重要である． 

以上のことから，本業務では，①客観的なデータ

に基づく施設分析（一次評価），②多様な観点での

施設評価（二次評価），③個別の条件に配慮した方

針設定（総合評価），といった3段階での施設評価

を行うこととした（図-2）． 

 

 
図-2 評価フロー 

 

4．施設評価の方法と結果 
 

(1) 一次評価：定量的な評価による再編対象施設の

スクリーニング 

a) 一次評価手法 

 一次評価では，施設の経過年数や利用者数などの

データを用いて，客観的に優劣を評価し，再編対象

施設のスクリーニングを行うことを目的とする． 

ここで，施設の分析を行うにあたり，全ての施設

を横並びで評価できることが望ましいが，庁舎のよ

うな義務的に設置される施設と集会施設のような一

般的な利用を目的とした施設など，性質が全く異な

る施設を同じ指標で評価することは困難である．し

たがって，施設の特性に合わせて，Ⅰ市民利用型施

設，Ⅱ学校，保育所施設，Ⅲ公用施設の3つに区分

し，評価を行うこととした（表-1）． 
 

表-1 施設の評価・分析に向けた区分設定 

施設区分 主な施設 

Ⅰ 市民利用型施設 集会施設，体育館など 

Ⅱ 学校，保育所施設 学校，保育所など 

Ⅲ 公用施設 庁舎，防災センターなど 

 

 建物の状態や運営に問題がある施設については，

再編対象の候補になると考えられる．このような施

設状況について相対的に評価するため，施設のハー

ド面（安全性や快適性）とソフト面（利用者数や運

営コスト）について評価指標を設定し，表-2に示す

手法で点数化し，偏差値を算出した．  

また，偏差値については，ハード面・ソフト面を

2軸に設定したポートフォリオ分析を行った（図-

3）．ハード面・ソフト面の偏差値が50以上である

かどうかを基準として区分した4つの領域（A～D評

価）に，各施設をプロットすることで，評価結果に

ついてグループ分けを行い，再編対象施設のスク

リーニングを行った． 

 
表-2 一次評価の指標 

評価項目 評価指標 

ハ
ー
ド
面 

①施設老朽度 ・築年数÷法定耐用年数 

②耐震性の 

有無 

・耐震基準を満たすかどうか

について点数化 

③バリアフリ

ー対応状況

・障がい者用トイレ，手すり 

等の有無について点数化 

ソ
フ
ト
面 

④利用状況 

（利用者数）
・床面積1m2あたりの利用者数

⑤コスト状況

（市負担額）

・床面積1m2あたりの市負担額

・利用者1m2あたりの市負担額

（※市負担額＝支出－収入

（利用料・補助金など）） 

 

 
図-3 ポートフォリオ分析の例 
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b) 一次評価の結果 

「施設区分Ⅱ 学校，保育所施設」のポートフォ

リオ分析の結果（図-4）に着目すると，約半数の施

設がハード面・ソフト面にともに劣るD評価となり，

その施設の多くは，南部に整備された施設であった．

これは，施設の建築年度が古いことや，少子高齢化

の影響により，児童数や生徒数，園児数が少ないこ

とが要因であると考えられる．このような施設につ

いては，施設機能のあり方について見直しが必要と

なるため，再編の対象施設に設定し，二次評価にお

いて再編手法を分類するものとした． 

 

 
図-4 施設区分Ⅱ 学校，保育所施設のポートフォリオ分

析の結果 

 

 (2) 二次評価：多様な観点を取り入れた再編手法の

分類 

a) 二次評価手法 

二次評価では，一次評価により再編対象となった

施設について，ハード面・ソフト面の定量的な数値

に表れない，各施設の設置意義や立地特性などを評

価し，具体的な再編手法に分類することを目的とす

る．そのため，施設ごとに①公共施設としての妥当

性，②周辺施設との機能の重複の有無，③民間等へ

の譲渡の可否，④転用の可否，⑤他施設との統合・

複合化の可否についての判断を行うとともに，再編

手法の決定プロセスを分かりやすくするため，フ

ローチャート（図-5）を用いて評価することとした． 

 

 図-5 再編手法決定のフローチャートの例 

ここで，他施設との統合・複合化については，既

存施設の機能移転が市の公共サービスの質の低下に

繋がらないよう，より利便性や防災性が優れた施設

へ集約することで，サービスの充実化を図ることが

望ましいと考える．そのため，GISを活用して，施

設の位置図とハザードマップ，徒歩圏域（5分以内）

にある駅・バス停の位置図，施設圏域人口等を重ね

合わせることにより，当該施設が有効な立地にある

かについて視覚的に判断できるようにした． 

b) 二次評価の結果 

フローチャートを用いた二次評価結果より，学校

施設に着目すると，一次評価においてD評価となっ

た小規模校について，公共が主体となってサービス

を提供すべき施設であり，他施設との集約が可能で

あることから，同類施設との「統合」を検討する結

果となった．なお，統合に伴い，児童の通学距離が

長くなることが予想されることから，GIS分析によ

り，駅・バス停が近くにある学校への統合を検討す

ることとした． 

また，保育所に着目すると，民間が主体となって

提供可能なサービスであり，民間等への施設の譲渡

が可能であることから，「民営化」を検討する結果

となった．ここで，本市においては公立保育所を民

営化した事例はまだないため，全ての保育所につい

て一斉に民営化を検討することは困難であると考え

られる．そのため，GIS分析により，施設圏域人口

の多い北部の保育所を民営化の候補として検討する

こととした． 

なお，二次評価で分類された各施設の再編手法に

ついては，施設を横並びで評価したものであるため，

総合評価において，施設の個別の条件を配慮した最

終的な見直しを行うこととした． 

 

(3) 総合評価：個別の条件に配慮した再配置方針の

設定 

a) 総合評価の方法 

総合評価では，一次・二次評価の結果について，

施設の特性や地域の実情に詳しい所管課や関係団体，

実際に施設を利用する市民の意見を取り入れ，再配

置方針の設定を行うことを目的とする． 

そのため，①一般市民向けのワークショップ，②

小学生の保護者を対象としたアンケート調査, ③所

管課や関係団体へのヒアリングを実施し，幅広く意

見を集約することで，総合的な観点から評価した． 

b) 一般市民向けのワークショップの開催 

公共施設の再配置に対する市民の考えを把握する

ために，一般市民向けのワークショップを開催し，

公共施設のあり方について検討するグループワーク

を実施した．グループワークでは，建設的な意見交

換がなされるよう，居住地域に偏りが出ないメン

バー構成とする等の工夫を行った． 

グループワークの発表結果より（図-6），「市の

魅力を発信していくために，北部では中心市街地の

活性化を図り，南部では不要な施設を廃止しつつ拠

点施設への集約化を図る」，「南部の集会施設を複
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合化し，幅広い世代の人が集まるような施設を整備

する」といった意見が得られたことから，南部につ

いては拠点施設への集約を図る方針とした． 

 

 
図-6 グループワークの結果 

 

c) 小学生の保護者向けアンケート調査の実施 

小規模校の統合を検討するにあたり，再編の影響

を大きく受ける当事者の意見を収集するため，小学

生の保護者を対象に，学校施設のあり方に関するア

ンケート調査を実施した． 

調査結果より（図-7），「将来児童数の減少に対

し，どのように対応していくべきか」という問いに

対して，「学校統合」または「学区再編」という回

答が半数以上を占めていた．一般的には，学校施設

の現状維持を希望する意見が多いなかで，本市にお

いては現状を変える必要性の認識が高いことが確認

できたため，小規模校の統合について検討を進める

こととした．  

 

 
図-7 学校施設のあり方に関するアンケート回答結果 

 

d) 所管課や関係団体へのヒアリングの実施 

施設の現状と二次評価結果による再編手法に関し

て，利害関係者からの意見を得るために，所管課や

関係団体へのヒアリングを実施した． 

保育所に関するヒアリング結果より，「私立保育

所は，市内に1ヶ所しかないため，利用希望者に

とって選択肢の幅が狭い状況である」，「利用者か

ら，提供されるサービスに変わりが無ければ，運営

形態はあまり気にならない，といった声を聞いてい

る」といった意見が得られたことから，保育所につ

いては民営化の検討を進めることとした． 

 

４．成果または結論 
 

以上の評価結果を踏まえ，施設類型別に再配置方

針を取りまとめ，公共施設再配置計画を策定した． 
課題Ⅰ：地域バランスを考慮した延床面積の縮減

については，現状の公共施設が少ない南部において，

全ての施設を廃止するのではなく，地域の核となる

拠点を決めて整備する方針とした．また，拠点施設

については，周辺施設の集約や建物のリニューアル

を検討し，利便性の向上を図ることにより，地域間

の公平性に配慮した整備内容とした． 

課題Ⅱ：学校施設の規模適正化については，アン

ケート調査結果を踏まえ，学級数の維持を図るため，

小規模校の統合を検討する方針とした．また，本計

画に統合の対象となる学校を明示することができ，

旧町の地域を超えた再配置案を示すことができた． 

課題Ⅲ：公共サービスを維持した施設保有量の縮

減策の検討については，私立保育所の設置について

肯定的な意見が得られたことから，施設圏域人口の

多い北部の保育所をモデルケースとして，民営化を

検討する方針した．  

縮減効果に関しては，本計画における取組を全て

実施した場合，縮減目標を概ね達成可能とする見込

みとなった．また，外部有識者や市民代表で構成さ

れる「公共施設マネジメント推進委員会」において，

評価手法が合理的であるとの評価を受けたほか，計

画策定に向けたパブリックコメントにおいて，市民

から大きな反対意見は出ず，円滑な合意形成に繋が

る再配置方針を示すことができたと考えている． 

本評価手法により，客観的な指標を用いて施設評

価を行うとともに，個別の条件に配慮した方針を設

定することで，拠点施設への機能の集約や地域バラ

ンスを考慮した施設の再配置を提案でき，円滑な合

意形成が見込める再配置計画の策定に繋がった． 

 

５．おわりに 

 
策定された再配置計画について，中長期的な視点

で進めていくためには，公共施設に関する情報を継

続的に収集・分析することで，現在求められる機能

や市の社会構造の変化等を詳細に把握し，定期的な

計画の見直しを図ることが求められる． 

また，本業務で検討した評価手法を他自治体で適

用する際は，地域の特色を踏まえた評価指標を新た

に設定することが望ましいと考える．評価手法のさ

らなる発展として，公共施設のハード面・ソフト面

について，劣化状況点検の結果や各室の稼働率等，

より明確な指標を活用することなどが考えられる． 

 

参考文献 
1) 学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議: 学習

環境の向上に資する学校施設の複合化の在り方につい

て ～学びの場を拠点とした地域の振興と再生を目指し

て～, 文部化科学省, 2015. 
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南海トラフ巨大地震による津波，液状化などの広域災害が想定される三重県沿岸域にて，国

土交通省情報通信網の強靱化対策として，災害現場のCCTV映像を複数伝送可能な大容量無線通

信方式の導入が検討された．数十台のCCTV映像の無線伝送には強雨下として数百Mbpsの実効ス

ループットが必要だが，多重無線では数Mbps，屋外無線LANとしても単体数十Mbps程度が限界で

あり，映像迂回路の構築は不可能である．そこで，L3-SWのリンクアグリケーション（LA）機能

による屋外用無線LAN装置複数台のバルク接続により，複数の無線経路を1本の広帯域な伝送路

として運用する通信方式を検討し，その実証実験を行った．本稿にてその検証結果を報告する． 

 

Key Words : 25GHz帯無線LAN，リンクアグリゲーション，バルク接続，大容量屋外無線
LAN，LACP 

 

 

 

１．背景と経緯 

 

 30年以内に70～80%の確率で発生が予想されてい

る南海トラフ巨大地震に備え，沿岸地域では様々な

災害対策が検討，計画されている．三重河川国道事

務所が管轄するエリアでも，光ネットワーク情報通

信網の強靱化対策が精力的に進められている． 

 

 特に沿岸域広域において，津波，地震，液状化に

よる同時多発的な障害発生への実効的対策として，

陸側へのネットワーク迂回路の構築が急がれており，

MPE（マルチパス多方路伝送装置）を用いたメッ

シュ型トポロジへの移行1)が計画，実施されている． 

 
図 1 本線系ネットワーク構成図（現状） 

 
図 2  本線系ネットワーク構成図（将来案） 

 

 しかし，現場により有線光ケーブルでの迂回路構

築が困難な場所があり，無線での方路構築が求めら

れた．既に稼働している事務所-出張所間の多重無

線の帯域は数Mbps程度であり，数百Mbpsが必要な数

十台のCCTV映像伝送には極めて不十分である．そこ

で，距離的な限界，降雨減衰など一定の制限はある

が，広帯域が期待できる無線LAN方式を検討した． 

 

 しかし，有資格者が不要な単体製品として，最大

の伝送距離と伝送帯域を持つ25GHz帯無線LAN装置で

あっても，強雨時（50mm/h）として片側最大 

54Mbpsの実効スループットが限界であり，容量不足

である． 

 

 そこで，L3-SWのリンクアグリケーション(LA)機

能（複数の物理ポートを束ねて1本の広帯域経路と

して運用する機能）によるバルク接続により，複数

の無線装置を束ねて広帯域伝送する方式を計画し，

その実証実験を行った．本稿はその検証結果を報告

するものである． 

 

 なお，降雨減衰などの耐環境面，伝送距離，実効

スループットにおいて有利ではあっても，運用に有

資格者が求められる5GHz帯無線アクセスシステムは

初期検討にて除外されている． 
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２．条件 

 
 実験では実際の検討対象区間の鉄塔に無線LAN装

置の実証機 5台を仮設して行った．また検証に用い

る映像は現場50台以上のCCTV実映像とし，LA接続を

行う伝送装置は現在稼働中の出張所L3-SWを用いる

など，実導入に限りなく近似した機器構成にて実験

を行った． 

 実験の前提となる諸条件，装置構成は以下の通り

である． 

 

(1) 設置環境 

・伝送距離：3.1km 

・経路状態：見通し及びフレネルゾーン100％確保 

確認済 

・経路環境：伊勢市市街地 

・設置場所：出張所側鉄塔41m，IC側無線柱11ｍ 

・実験当日の天候：晴天 

    

 
図 3 アンテナ設置環境・見通し状況 

 

(2) 無線装置仕様 

・装置方式：25GHz帯無線LAN装置 

・無線周波数：24.77～25.23GHz帯 

・利用可能CH数：広帯域動作時 20ch 

・変調方式：64QAM/16QAM/QPSK 

・送信出力：3mW(最大) 

・半値角：2度 

・登録/免許：無線局登録免許不要，運用資格不要 

・無線伝送速度：240/160/80Mbps(広帯域動作時/適 

応変調) 

・スループット：180/120/60Mbps(広帯域動作時) 

（上り下りの割当 7%～91%まで自由に変更可） 

・ダイナミックTDD技術（上り下りの伝送速度割合 

を自動制御） 

・適応変調機能（降雨などの気象条件で最適な変調 

方式への自動切替） 

 

(3) 装置構成 

・無線LANアンテナ対向台数：5台（上下1：9固定モ 

 ード，理論値最大下り実効スループット270Mbps） 

・伝送CCTV映像：出張所管轄CCTV映像 50ストリー 

ム以上（6Mbps/ストリーム） 

・伝送装置：出張所既設 L3-SW，及び仮設L3-SW 

・クライアントPC：Windows10 ノートPC 10台 

 
図 4 装置構成 

 

(4) チャンネル割り当て 

 広帯域動作として40Hzモードを使用，3chを一対

向に使用する．そのうち，使用Chの重複を避ける設

定にて5対向を使用した（重複無しでは最大7ch）． 

 
図 5 チャンネルの割り当て 

 

３．実験概要と結果 
 

 実験は電波伝搬テストと通信テストに分けて行っ

た．その概要と結果を以下に示す． 

 

(1) 電波伝搬テスト 

 25GHz帯無線LAN装置の設置環境に対する安定性，

信頼性を図る検証を以下の項目にて実施した． 

 

a) 3.1km導通テスト 

 設置環境として3.1km設計距離での伝送確認テス

トである．結果は良好であった． 

 

 各設定モードの伝送速度は以下である．ほぼメー

カ理論値通りの結果となった．（計測機器の限界か

ら100Mbps以上は計測不可だが，上り値から推察） 

 
表-1 モード毎の実効スループット計測値（上下1：9固定） 

通信 

モード

 

下り 

(Mbps) 

メーカ

理論値

(Mbps)

 

上り

(Mbps)

メーカ

理論値

(Mbps)

パケット

ロス

QPSK 57.3  54  5.9  6 無 

16QAM 計測限界

（98.7）

108 11.8 12 1.56%

(注1)

64QAM 計測限界

（97.3）

162 17.7 18 0.15%

(注1)

(注1）アンテナ対向5台の内，受信レベルの低い1台で発生 

対向1 対向2 対向3 対向4 対向5

接続先無線柱 
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 なお，高速の64QAMモードではアンテナ信号品質

の劣るアンテナにてスループットは同じであったが

パケットロスが発生した．アンテナ毎の数dBの信号

強度品質が伝送に影響し，機器導入時の厳密な設置

調整が重要であることが判明した． 

 

b) 設置角度ズレテスト 

 アンテナ設置精度による伝送品質の変化を確認す

る検証を行った．メーカによる半値角は 2°である． 

 

 結果として，設置角度にズレが発生した場合，水

平垂直とも，3°程度までは影響なく，以後徐々に

信号強度が低下した．検証外ではあるが，概ね 8°

を越えた辺りで接続断となった．なお，水平方向

1°のズレとは，3km先で50mの差を生む角度である． 

 
表-2 角度ブレ毎の損失計測値 

角

度 

下り 

受信 

レベル 

(dBm) 

0°に対

する変

化値 

(dBm) 

パケッ

ト 

ロス

上り 

受信 

レベル 

(dBm) 

0°に対

する変

化値 

(dBm) 

パケッ

ト 

ロス

0° -67.5  無 -66.8  無

1° -67.6 - 0.1  無 -66.7 0.1  無

2° -68.5 - 1.0  無 -68.5 - 1.7  無

3° -70.2 - 2.7  無 -70.1 - 3.3  無

4° -75.5 - 8.0  有 -74.2 - 7.4  無

5° -89.2 -21.7  有 -83.8 -17.0  有

 

c) アンテナ間の離隔とチャンネル干渉 

 アンテナ間の離隔による干渉障害の発生を計測す

るテストである．メーカ推奨

としてのアンテナ間の離隔は

2.5mである．しかしバルク接

続の場合は多くのアンテナを

無線柱などに密実装する必要

があるため，実際の影響を判

定する必要がある．      図 6 アンテナ実装案 

 

 結果として，使用チャンネルをアンテナ毎に別に

設定した場合，アンテナ中心間距離が40cmであって

も有意の影響（受信レベル，実効スループット，パ

ケットロス）は発生しないことが判明した．また，

水平/垂直偏波方向を変更する場合，アンテナ同士

が接するほど近づけても問題無く伝送可能であるこ

とが判明した． 

 
表-3 垂直偏波設定同士の近接離隔毎の受信レベル・ス

ループット計測値 

離隔 受信レベル(dBm) スループット(Mbps) 

下り 上り 下り 上り 

80cm -67.4 -67.3 57.24  5.91 

70cm -67.6 -67.2 57.25  5.91 

60cm -67.7 -67.1 57.24  5.92 

50cm -67.4 -67.3 57.25  5.92 

40cm -67.4 -67.3 57.24  5.92 

受信レベルは瞬間値 

表-4 水平垂直偏波設定同士の近接離隔毎の受信レベル・

スループット計測値 

離隔 受信レベル(dBm) スループット(Mbps) 

下り 上り 下り 上り 

1cm -67.6 -67.0 57.24  5.91 

 

d) 風揺れの影響算定 

 台風などの強風下にてアンテナ支柱が揺れる場合

の影響を検証した．揺れのレベルは表-5の通り． 

 

 結果として，風により鉄塔や支柱が揺れた場合で

も，接続は問題無く維持されることが判明した． 

 
表-5 無線柱(10ｍ)上部 揺れ毎の損失計測値 

レベル 揺れ幅 

 

揺れ角度 パケット 

ロス 

1 25 ～ 30mm 0.13° 無 

2 50 ～ 60mm 0.25° 無 

3 80 ～ 90mm 0.40° 無 

4 130 ～140mm 0.60° 無 

受信レベルは瞬間値 

 

 一般に強度が求められるカメラ支柱などでは風速

40m/sで0.5°以下に抑えることが一般的である．そ

れを越えるレベル4の場合，人がしゃがんでいても

強い恐怖を感じ，逃げ出したくなる程の揺れである． 

 

(2) 通信テスト 

 運用中のCCTV実映像を用い，実際の伝送を想定し

て様々な設定による通信状態の変化を検証した． 

 

a) QPSKモードの1アンテナにて伝送可能なCCTV数 

 強雨時のQPSKモード設定にて片方向最大の実効ス

ループットメーカ理論値は54Mbps程度である．その

値にて設置アンテナ数が決まるため，実際に映像を

伝送し検証した． 

 

 結果，最大の伝送可能CCTV数は8CCTVストリーム

（6Mbps/ストリーム，合計48Mbps相当）であった． 

 

 クライアントPCからの9ストリーム（54Mbps）目

のリクエストを行うと，それまで問題の無かった8

ストリームの映像全てに影響（表示がカクカクした

後フリーズ）が発生した．9ストリーム以上のリク

エストをとりさげ，8ストリーム以下にすると各8映

像は数秒後に回復した． 

 この結果から，一定のマージンを設定する必要が

あることが判明した． 

 

b) リンクアグリケーション（LA）機能の検証 

 L3-SWのリンクアグリゲーション機能により，複

数アンテナを一束とした広帯域伝送として，複数

CCTV映像を同時に伝送させる方式を検証，確認した． 

 

 結果として，有効に機能することが確認された． 
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 3対向アンテナにてリンクアグリケーションを機

能させていた場合，最大22ストリームのリクエスト

を問題無く処理出来たことを確認した（理論値とし

て24ストリームが期待されていたが，ほぼそれに近

い結果となった）． 

 それを越えるリクエストがあった場合，全スト

リームに影響（表示がカクカクした後フリーズ）が

出ることも判明した． 

 

c) LA時の各CCTVのマルチキャストパケットの経路 

 リンクアグリケーション下にて複数アンテナが伝

送を行っているとき，あるCCTVのマルチキャストパ

ケットは必ず同じアンテナ経路を経由することが判

明した．パケット単位で別のアンテナに分散されて

送信されることはない． 

 アンテナ障害発生時に，リンクアグリケーション

機能にて別アンテナに経路が切り替わる場合，CCTV

単位にて切り替わることとなる．アンテナ数の設計

時に考慮すべき条件であることが判明した． 

 

d) LA時のアンテナ障害発生時の挙動検証 

 リンクアグリゲーション機能では，不通経路が発

生した場合，自動的に帯域に余裕のある経路に振り

分けて伝送される．この点が，各アンテナに固定的

にCCTVを割り当てる固定モードとの大きな違いであ

り，全体として可用性が大きく増大する．それを検

証した． 

 

 結果として，良好に機能することが判明した． 

 

 複数アンテナで複数CCTVを伝送している伝送状態

から，アンテナを一台ずつ接続断（機器故障を想定）

としても，残りのアンテナの帯域合計が伝送容量を

越えていれば瞬断無く伝送可能であることを確認し

た．ただし，以下の条件がある． 

 

・L3-SWが，各無線LANアンテナポートの伝送接続断

を的確に把握し，リンクアグリケーション機能を働

かせることが出来ること． 

・L3-SWにより，アンテナが生きていれば接続断と

判断しない場合がある（対向側のアンテナ不調や，

強風による設置方向のズレ発生など）．経路の伝送

状態からリンクアグリケーション機能を稼働させる

方式が必要である． 

 

e) 帯域不足の影響算定 

 複数あるアンテナが故障や強風などにより順次接

続断となり，総伝送容量が減り，接続要求されてい

る伝送容量を下回った場合の挙動を検証した． 

 

 結果，帯域の不足発生は全クライアントに影響を

与えることが判明した．特定のクライアントのみの

接続断とはならない． 

 帯域が不足した段階で，複数のクライアントの映

像表示では，全てコマ落ち，フリーズと影響が出た． 

 ただし，アンテナを復旧させると，およそ1分後

には全映像も復旧し，問題無く滑らかに表示された． 

 したがい，実際，映像不良が発生した場合にはク

ライアント側もリクエストを取り止めることが想定

され，結果，帯域容量以下に要求数が下回れば自動

的に復旧することが推測される． 

 

６．まとめと今後の展開，応用 
 

 全体として想定以上に良好な実証値，検証成果を

得ることができた． 

 

 これまで光有線と無線には伝送容量に大きな開き

があり，無線経路は音声通信など連絡手段のバック

アップとしてのみに役割が制限されていた． 

 しかし，当方式により，映像伝送まで含めた広帯

域の無線迂回路の構築が可能である事が判明した． 

 

 一般にメーカ推奨値には一定のマージンが含まれ

るものだが，当検証により，より現場に即した厳し

い設置条件でも運用可能であるとの確証が得られた．

検証の結果，実機の導入が決定された． 

 

 当方式の応用のひとつとして，当件で検証した

25GHz帯無線LAN装置に加え，5GHz帯無線アクセスシ

ステム2台（要有資格者）の併用により，実効ス

ループットが500Mbpsを越え，1G光ケーブルの代替

となり得る回線も検討可能であり，適用の範囲も大

きく拡がる．光と無線を融合させたネットワークの

構築によるさらなる信頼性の向上に寄与する技術と

して，別の機会に改めて検証を進めていきたい． 

 

７．おわりに 
 

 自然災害の激甚化，頻発化，巨大化が著しい昨今

に於いて，被災現場の映像に対する要望は非常に大

きく，広帯域迂回路構築による可用性拡大への要望

は日々感じるところである． 

 本稿は災害発生時の被災地映像ニーズに広く実効

的に対応するものとして，その有効性を証するもの

であり，同様の課題を抱える方々の一助となれば幸

いである． 

 

謝辞：NEXCO中日本(株)，日本無線(株)，名菱電子

(株) 村上氏，(株)クイックフォックス米光氏，亀

谷氏，その他現場ご担当各位には，実験環境のご提

供，膨大な機材手配，複雑な装置調整，冬期の長期

高所作業，機材設置の様々な工夫他にて多大なるご

貢献とご尽力を頂いた．この場を借りて厚く御礼申

し上げる． 
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安八スマートICの開通による整備効果分析 
 

 

 

○都竹延晃1・前野慎介1 
 

1 中央コンサルタンツ株式会社 本店（〒451-0042 名古屋市西区那古野二丁目11番23号） 

 

 

本稿は，平成30年3月24日に東海地方初の本線直結型のスマートインターチェンジ（以下，ス

マートIC）として開通した「名神高速道路 安八スマートIC」に関して，開通後の利用状況及び

整備効果を分析した事例を報告するものである． 

安八スマートICは開通後，計画交通量を上回る利用が観測されているなか，当初予測と乖離

する要因や，スマートICの開通による周辺環境の変化を踏まえた整備効果を分析した．なお，

これらの分析結果については，今後，国土交通省，NEXCO中日本，岐阜県，安八町等で構成する

スマートIC地区協議会において報告される予定である． 

 

Key Words : スマートIC，本線直結型，利用状況分析，整備効果分析  
 

 

１．はじめに 

 

スマートICは，建設・管理コストの削減が可能な

インターチェンジ（以下，IC）として，高速道路の

有効活用による一般道路の渋滞緩和や地域間の交流

促進，文化・産業振興等を目的に，多くの自治体で

導入に向けての取り組みが進められている． 

現在では，多くのスマートICが供用されているが，

平成25年の計画当時は，本線直結型のスマートICは

全国的にも事例が少なく，関係機関との協議を幾度

も重ねて進めてきた事業である． 

本稿は，平成30年3月24日に開通した名神高速道

路安八スマートICの供用後の利用状況ならびに整備

効果の分析を行った結果を報告するものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．スマートIC導入の目的 

 

岐阜県安八町は，揖斐川・長良川といった両大河

に挟まれた輪中地域にあり，県内有数の穀倉地帯で

ありながら，多くの企業が立地する工業都市である．

また，昭和51年の「9.12安八水害」は長良川堤防が

決壊し，ほぼ全域が濁流により泥海化したことで，

ほとんどの家が床上浸水する大きな被害を被った． 

このように，安八町は両大河に挟まれた地形上，

渡河部を経由して往来する必要があるが，限られた

渡河部では混雑が慢性化しており，常時・災害時に

おける地域へのアクセス性に課題があった． 

このため，安八町へのスマートICの設置計画は，

物流網の強化による既存企業の発展や，企業誘致の

促進，災害時における強靭な緊急輸送道路の確保や，

渡河部を通過する交通の分散，観光振興の支援など，

多面的な効果を期待して計画されたものである． 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 安八スマートICの設置場所 

写真-1 優良な穀倉地帯

写真-3 周辺道路の混雑状況 写真-4 安八百梅園 

写真-2 安八水害の様子

Ｓ51.9.12 安八水害の様子

至 

大
阪 

至 

名
古
屋
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３．安八スマートICの計画概要 

 

(1) 計画概要 

 安八スマートICは，名神高速道路のバスストップ

（休止中）の一部を活用し，本線直結型で計画した．

名神高速道路の下り線側の周辺には家屋が密集し，

出入口を設けることで住環境に影響を及ぼす恐れが

あるため，本線をオーバーパスする構造で，上り線

側に出入口を集約した経緯がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 構造規格 

安八スマートICの運用形態は，計画地周辺に企業

立地が計画されているなど，通勤や物流交通の利用

が多いことを踏まえ，フルインター形式で計画した． 

対象車種は，工業等に出入りする物流交通に対応

したICとするため，全車種とした． 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 設計条件 

①ランプ規格／Ａ規格 

 計画交通量及び本線設計速度よりＡ規格とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②設計速度 V=40km/h 

スマートICは一旦停止型の料金徴収形式である

が，接続形式が本線直結型であるため，インター

チェンジの速度区分を採用して計画した． 

４．スマートICの利用交通量と特性分析 

 
(1) 安八スマートICの利用交通量 

安八スマートICの計画交通量は，供用予定であっ

た平成29年時点では約2,800台/日と予測していたが，

H31.3時点での利用交通量は約5,600台/日まで上り，

当初想定の約２倍の交通量が観測されている． 

これらの理由を確認するために，安八スマートIC

とのインターペア（出入り先のインターチェンジ）

を整理し，交通量推計で予測した結果と対比した．

その結果，安八スマートICの利用特性として，短い

区間で高速道路を利用する動きが増えた点や，高速

道路を新たに利用する誘発交通が，想定当時よりも

多くなっていることが明らかになった． 

これは，並行する一般道路の混雑を回避するため，

短トリップでの高速利用が多くなったと推察される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(2) 安八スマートICの利用特性 

安八SICの地域別の利用割合は，東海地域が８割

以上と多く，東海地域の中では，愛知県との往来が

約８割と最も多い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 ,7 0 0

0

2 0 ,8 0 0

12 ,10 0

4 ,4 0 0

18 ,9 0 0

0

5 ,0 0 0

10 ,0 0 0

15 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

2 5 ,0 0 0

大垣ＩＣ 安八ＳＩＣ 岐阜羽島ＩＣ

安八スマートＩＣ

平均利用台数［H2 9 .4 ～H3 0 .3 ］ 平均利用台数［H3 0 .4 ～H3 1.3 ］

表-1 構造規格 

□運用・接続形態 フルインター形式・本線直結型 

□利用方向 全方向出入り可能 

□運用時間 24時間 

□対応車種 
ETC車載機を搭載した全車種 

（通行可能対象車長L=16.5m） 

図-3 標準横断構成 

図-4 安八スマートICの利用状況（交通量） 

図-5 安八スマートICの地域別利用割合

上り線 OFFﾗﾝﾌﾟ ON/OFFﾗﾝﾌﾟ 上り線 ONﾗﾝﾌﾟ

図-2 安八スマートICの概形 
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小型車の平均利用台数（台/日） 大型車の平均利用台数（台/日） 累計台数 （万台）

平均 約4,400台/日

［台/日］ ［万台］

+4,400 

新たな高速利用（誘発交通）+900台/日 
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大
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密集する家屋群 密集する家屋群 

［台/日］
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安八スマートICを利用する交通は，入退出ともに

名古屋方面との往来が約８割を占めており，名古屋

方面との往来が強い地域であることが分かる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(3) 利用実態調査に基づくスマートICの利用状況 

① 調査概要 

安八スマートICの使われ方を把握するために，安

八町内の主要企業や地域住民を対象とした利用実態

調査を実施した． 
表-2 調査概要 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 地域住民におけるスマートICの利用実態 

地域住民の利用目的は，娯楽・レジャーが約７割，

通勤や業務関連は約１割である．そのため，週１回

以上の利用は１割程度で，地域住民の利用は少ない． 

また，スマートICを利用する約７割は，これまで

隣接IC（岐阜羽島IC，大垣IC）を利用していたが，

開通後はスマートICを利用している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 スマートICによる日常生活の変化としては，所要

時間のバラツキが小さくなったという意見が多く，

渡河部の渋滞を避けられる効果が大きいと考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 周辺企業におけるスマートICの利用実態 

周辺企業においても，約７割の交通が隣接ICから

安八スマートICへ乗り換えた結果であった． 

また，スマートICにより運送・配送ルートの変更

や移動時間の短縮による生産性の向上，渋滞回避に

よる従業員の時間創出，営業車等の燃費向上など，

生産活動への効果を挙げる企業も見られた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

④ スマートIC供用前後の通過交通量の対比 

安八町の中心部を東西に横断し，両渡河部に至る

(主)大垣一宮線は，名神高速道路と並走するため，

スマートICを経由する一般道から高速道路への転換

を期待していたが，供用前後の交通量に大きな変化

は無く，県道の渋滞は残存する状況であった． 

なお，安八スマートICを利用する交通の多くは，

揖斐川や長良川の堤防道路方面に向かい，堤防道路

を北上していく動きが多い． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域住民（安八町民） 町内企業 

主な 

確認事項 

 

・利用実態 

・一般道の変化 

・日常生活での変化 

・利用実態 

・整備後の取組 

・企業活動への影響

調査規模 

 

1000世帯 (無作為抽出) 

(回収率42.8％) 

100社 

(回収率49.0％) 

調査方法 郵送配布 郵送配布(事前連絡)

大阪方面より

大阪方面へ

名古屋方面へ

名古屋方面より

【OUT】高速から退出 【IN】高速に流入 

図-6 安八スマートICの利用状況（方面需要）

利用目的 利用頻度 

主に乗降しているｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ 

娯楽・レジャーが主 

週１以上は
１割程度 

７割が隣接ICから乗換 

図-7 安八スマートICの利用実態（地域住民） 

図-8 安八スマートICによる日常の変化 

図-9 安八スマートICの利用実態（企業） 

図-10 スマートIC周辺の交通状況の変化 

安八ｽﾏｰﾄ IC

+2%増

堤防道路と(主)大垣一宮線は

立体交差(ｱﾝﾀﾞｰﾊﾟｽ)になって

おり混雑の影響を受けない 

-1%減

+10%増

+12%増

大垣 IC 岐阜羽島 IC

2 2 %

18 %

8 %

3 3 %

0 % 10 % 2 0 % 3 0 % 4 0 %

や

2 %

2 5 %

1 6 %

3 %

0 % 10 % 2 0 % 3 0 %

自家用車の燃費が良くなった

町外に出かける際に、所要時間の

バラツキが小さくなった

(主)大垣一宮線等の一般道で渋滞に

遭遇する頻度が少なくなった

通勤時間が短縮されたことで、

朝に自宅で過ごす時間が増えた

渋滞区間を回避することができるため、

燃料費が減少した

朝夕ピーク時の混雑緩和により、

社員の出勤等に余裕が生まれた

朝夕ピーク時等の定時性が向上したため、

ドライバーの休憩が確保しやすくなった

時間短縮効果により、運送・配達先の

社数やエリアの拡大が図れた

2 4 %

2 %

12 %

運送・配達ルートの変更

新卒者等の採用人数の拡大

配送時間の変更(混雑時間帯の回避)
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取組 

企業活動への影響
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５．ストック効果を踏まえた整備効果分析 

 
(1) 地域産業 ～企業立地の促進～ 

平成19年にスマートIC整備構想が策定されて以降

（安八町第４次総合計画），安八町では「16社」の

企業が新規に進出し，約700人の新規雇用を産み出

した（H31.3時点）．企業側からは，スマートICが

企業進出の理由の一つとの意見も得ている． 

また岐阜県では近年，転出超過が続いているなか，

安八町は，H29を除いて大きな減少が無いことから，

スマートICが人口の流出抑制にも寄与しているなど，

産業振興に関わる効果も得られていると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 観光振興 ～主要観光施設への入込数の増加～ 

スマートICの開通により，安八百梅園など町内の

主要観光施設へのアクセス時間が短縮した（大垣IC

経由で約11分，岐阜羽島IC経由で約8分）．また，

安八百梅園への来訪者数も増加傾向にあり，観光振

興に対しても一定の効果を得ている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 地域防災 

安八スマートICの開通により，災害時や緊急時に

おける救助隊，救助車両および救援物資を高速道路

から直接，防災拠点施設への受け入れ，搬入可能な

経路が確保されたほか，スマートIC周辺に防災拠点

施設が計画されるなど，地域防災面が強化された． 

また，安八スマートIC開通をきっかけに洪水対策

の一貫とした高速道路区域の一時使用に関する協定

の締結や新たな防災拠点の形成など，地域防災力の

向上に向けた動きが活発化している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．おわりに 

 

本稿では，安八スマートICの供用前後の状況変化

を分析し，スマートICにより，地域活性化に資する

多面的な効果が得られていることが明らかになった． 

特に，スマートIC周辺の企業にとっては，高速IC

のアクセス性が飛躍的に向上したことで，従業員の

働き方改革にも資する効果を得ることが出来ており，

更なる企業誘致の促進にも繋がると思われる． 

一方，地域住民においてはスマートICの利用機会

は少なく，地域の渋滞箇所である揖斐川・長良川の

渡河部では，今もなお渋滞が残存しており，渋滞緩

和に向けた交通分散等の課題も残ることもわかった． 

今後もIC周辺では，企業誘致を継続していくため，

地域内での交通量の増加が懸念される．地域活性化

に併せ，地域の安心安全の確保も大事であるため，

交通対策についても強化していくことが重要である． 
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ドローン空撮動画を用いた渋滞状況分析 
 

 

 

〇北川 剛弘1・田口勝則1・吉田猛志1・高野剛志1  
  

 

1大日本コンサルタント株式会社 中部支社（〒451-0045 名古屋市西区名駅2-27-8） 

 

 

本稿は,写真撮影のほかインフラ点検や測量など,多様な用途で活用されているドローンの空

撮動画から渋滞発生メカニズムを分析する手法について紹介する. 

本業務は,国道21号可児御嵩バイパスの暫定2車線区間において,広範囲にわたる渋滞状況を把

握するため,ドローン空撮動画を用いた渋滞状況分析手法を考案したうえで,渋滞状況及び渋滞

要因を調査・分析し,一部区間4車線化の効果を予測した. 

 

Key Words : ドローン空撮，動画解析，渋滞要因分析，渋滞対策，対策効果予測  
 

１．はじめに 

 

 本業務は,国道21号可児御嵩バイパスの暫定2車線

区間において,道路交通課題からみた緊急性の高い

箇所を抽出するとともに,短期対策と中長期対策を

検討し,整備効果が最大となる効率的な対策優先順

位を立案したものである. 

 本稿では,整備優先区間（上恵土本郷西交差点～

伏見野崎交差点）において,4車線化の対象区間を検

討し整備効果を予測するために実施した「ドローン

空撮を活用した渋滞状況分析手法」を紹介する. 

 

 
図-1 対象区間 

 

２．業務の課題と対応策 
 

(1) 課題 

 対象区間は,信号交差点が400ｍ間隔で連続する渋

滞発生箇所であり,平日の渋滞長調査が実施されて

いたものの,渋滞長があまり観測されていない（渋

滞長が短い）ほか,交差点相互の影響が把握されて

いないなど,区間全体の渋滞状況を分析するための

実態データの収集が不十分であった. 

(2) 対応策 

 まず,ETC2.0データを分析し,旅行速度が20km/h未

満に低下している区間が約1km延伸していること,時

間帯が休日15～16時頃であることを特定した. 

次に,現地において,信号待ちの車列が約1km延伸

している状況を確認したが,１つの交差点に着目す

ると,概ね1回のサイクルで処理できているようにも

見えた. 

このため,通常の渋滞長調査で交差点ごとに滞留

長と渋滞長（信号の捌け残り）を調査しても,区間

全体の渋滞状況の明確化は困難であると考えた. 

そこで,区間全体の渋滞状況,渋滞要因,交通容量

等の把握を可能にするため,「動画撮影と動画解析

による渋滞メカニズム分析手法」を検討した. 

動画撮影は,道路上にカメラを設置する手法もあ

るが,交差道路に立地する商業施設の出入交通の影

響,先詰まりの影響など,多様な渋滞要因が複雑に作

用していることが考えられたため,上空から広範囲

を撮影可能な「ドローン空撮」を採用した. 

 

 
図-2 ドローン空撮写真 
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３．業務実施上のポイント 

 
(1) 調査計画 

 市街地内における交通量の多い国道沿いで飛行す

る必要があるため,特に安全管理に留意し,防止飛行

承認を取得した専門技術者と安全管理者の配置,天

候や風速など撮影条件や事前点検項目等を定めた作

業計画書を作成し,発注者と協議のうえ実施した. 

また,もしもドローンが落下してしまった場合の

対策として,撮影ポイント周辺で十分な面積（約

1,000㎡）の土地利用許可を得て,土地内中央から垂

直方向にドローンを操作することとした. 

 

 
図-3 ドローンの操作スペース 

 

(2) 動画撮影 

 ドローンのバッテリーは20分程度しかもたないた

め,15分交代の2台体制とすることで,2時間以上の連

続撮影を実施した. 

 

 
図-4 使用機器 

 

(3) 動画解析 

 撮影動画をもとに,信号青時間や交差点間のオフ

セット,単位時間ごとの渋滞末尾位置や車種別通過

交通量,車両の発進遅れ時間や交差道路からの合流

車両の挙動など各種データを取得した. 

更に,それらのデータを分析することで,対象区間

の特性を考慮した交通容量,滞留長と通過時間の関

係性等を解明した. 

上空から広範囲を撮影したことで,交差道路から

の交通量と到着交通量の合計がボトルネック箇所の

交通容量を超えた際に,発進遅れが後続車両に伝播

し,滞留車両末尾が捌ける前に次の車両が到着する

こと（渋滞発生メカニズム）を特定した. 

表-1 取得データ 
① 捌け交通量（方向別・時間帯別・車種別） 

② 滞留長,渋滞長（方向別・信号サイクルごと） 

③ 信号データ（現示時間や交差点間のオフセット） 

④ 交差道路からの合流車両の台数や所要時間 

⑤ 発進遅れ時間,左折時間,右折時間 等 

 

４．おわりに 
 

渋滞要因として,①上恵土本郷西交差点の青時間

が最も短いことからボトルネックになっていること,

②交差点が近接しており交差路から流入した車両で

交差点間が占有され本線交通が先詰まりしているこ

と,③上恵土本郷西交差点を先頭に発進遅れが後続

車列に伝播し,車列が約１km延伸していること等を

特定した. 

 

 

 

 
図-5 渋滞要因 

 

 ドローン空撮を用いることにより,広範囲にわた

る渋滞状況を動画や写真で明示できたため,分析だ

けでなく,説明や認識の共有も容易であった. 

交差点解析等による標準的な交通容量だけでなく,

対象区間の特性を考慮した交通容量を動画の最大通

過交通量等から分析できた.また,交通実態に基づく

容量解析をもとに一部区間4車線化の効果を予測し,

事業の有効性を明らかにできた. 
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ドライバー視線を取り入れた交通事故分析 
 

 

 

首藤貴子・松岡寿章・埋橋章佳 

 

セントラルコンサルタント（株）中部支社（〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦1丁目18-22） 

 

 

事故ゼロプランの取組が始まり，約10年を迎える．PDCAマネージメントサイクルにより交通

事故対策が実施された箇所において対策後交通事故データが集計され，対策内容と交通事故削

減効果の確認が行われているが，効率的・効果的に交通事故を削減するためには，対策内容と

その効果についてより深く分析する必要がある．交通事故削減効果を分析するにあたって，従

来の交通事故要因分析では，対策内容と交通事故削減件数の相関を示すことはできるが，同じ

事故対策であっても効果発現の有無については言及されていない． 

そこで本分析では，交通事故対策業務におけるこれまでの交通事故要因分析の手法や課題を

踏まえて，ドライバーの実際の視線に着目し，対策に向けられる視線の状態から事故対策を評

価する可能性を見出した． 

 

Key Words : 事故対策，交通事故削減効果，ドライバー視線，アイマーク 
 

 

 

１．はじめに 
 

(1) 我が国の交通事故状況 

昭和23年から令和元年までにおける交通事故件数

の推移を図-1に示す．自動車保有台数の急増や道路

整備の進展によって，昭和45年ごろに「第１次交通

戦争」と呼ばれる第一次ピークを迎えた．その後，

減少へ向かったが，昭和50年代半ばより増加に転じ

たことで「第２次交通戦争」と呼ばれる状況となり，

増加傾向に歯止めがかかることなく，平成16年に第

二のピークを迎えた．1) 
そして，ピーク後の平成17年から現在までは，減

少傾向が続いている状況にある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2) 交通安全対策事業について 
国土交通省は，第１次交通戦争の昭和45年に交通

安全対策基本法を制定し，第一次交通安全基本計画

を策定するなど交通事故削減を目指して交通安全対

策事業（事故対策）を始めた．その中で，幹線道路

の事故対策は，平成15年から事故危険箇所の指定，

及び平成22年から交通事故を集中的かつ継続的に削

減することを目的とした「事故ゼロプラン（事故危

険区間重点解消作戦）」に取り組んでいる．この取

組は，「選択と集中」「住民参加・協働」により進

めるもので，「事故データ」と「地域住民のアンケ

ート」に基づいて危険箇所の選定を行い，優先度の

高い箇所から対策を実施していくものである．2) 
交通安全対策事業は，事故ゼロプランで挙げられ

た危険箇所等に対して，交通事故を削減していくた

めに設計を行うが，これには２種類の対策が存在す

る． 

一種事業は，交差点改良を重点に，交通の整流化

を図るものである．図-2で示す右折車線の中央寄せ

の例は，右折を反対車線に寄せることことで，対向

直進車の視認性を改善するものである． 

二種事業は，既存の道路を分かりやすく示す対策

である．図-3に示すカラー舗装の例は，路面を着色

することでドライバーに走行位置を誘導するもので

ある． 

取組が始まって約10年が経過した今，取組当初に

選定された箇所のほとんどが対策実施済となってお

り，対策内容とその後の交通事故状況を確認するこ

とが重要になっている．  
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図-1  交通事故件数推移 

（警察庁の統計表をもとに作成）

第１次交通戦争 

第２次交通戦争 

カラー舗装

図-3  二種事業 

右折車線中央寄

図-2  一種事業 
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２．これまでの交通事故分析と事故対策の課題 

 
(1) 交通事故分析について 

交通事故分析は，公益財団法人交通事故総合分析

センター（イタルダ）が毎年作成している「交通事

故・道路統合データベース」と，警察がとりまとめ

ている「交通事故統計データ」，そして「事故詳細

図（事故図）」を基に行う．これらによって，いつ，

どこで，だれが（年齢，車両種別）どんな事故を起

こしたのかが明らかになり，箇所ごとの交通事故多

発位置や，交通事故特性から，当該箇所における適

切な事故対策を立案できる． 

 

(2) 二種事業の事故対策の課題 

二種事業では，「路面標示」や「カラー舗装」が

多く実施されているが，全国で共通した仕様はなく，

各国道事務所が独自にマニュアル等を作成している

状況にある． 

二種事業の事故対策による交通事故削減効果は，

単純な対策実施前後の交通事故の件数の比較のみ行

われており，事故対策仕様（着色箇所や延長）と事

故削減に関する検証は実施されていない．そのため，

事故対策を実施する年ごとに，仕様の改善を試みる

が，設計者による定性的な判断で評価が分かれてし

まうため，現在の道路には，多様な種類の事故対策

仕様が混在している状況にある． 

本分析では，定性的な評価で仕様を決定してきた

二種事業の事故対策について，定量的な評価を実施

し，事故対策仕様の効果について検証する必要があ

った． 

 

３．定量的な評価手法の提案 
 

評価対象は，二種事業で多く施工されている「路

面標示」「カラー舗装」とし，交通事故件数の増減

変化を整理し，事故対策実施後，交通事故の減少が

見られた箇所を「交通事故削減効果がある」と定義

づけた． 

 

(1) 従来の評価手法 

従来の評価は，現況の幹線道路に存在する多様な

事故対策の種類をパターン分けし，事故ゼロプラン

で選定された箇所の交通事故件数の増減変化から効

果のある事故対策を抽出する手法が使われている． 

a) パターン分類 

「路面標示」「カラー舗装」対策は，23タイプに

整理された．ここから着色部の施工範囲に着目し，

８つのパターンに分類した．（図-4参照） 

b) 効果のある事故対策の抽出 

事故ゼロプランで選定された箇所のうち，「路面

標示」「カラー舗装」の対策が実施された箇所は38

箇所である．（図-5参照） 

分類したパターンを確認すると，同一対策におい

て，効果の有無が存在しており，従来の評価方法で

は効果のある事故対策を明瞭にすることは難しい．

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 パターン 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ

イ
メ
ー
ジ
図 

        

カ
ラ
ー
舗
装
着
色
部 

交
差
点

○ ○ ○  ○    

右
折○ ○  ○  ○   

単
路○  ○ ○   ○  

効果あり

（箇所）
１ ２ １ ２ ３ ５ １ 12

効果なし

（箇所）
１ １ ０ ３ １ ３ １ １

 

 
 
(2) アイマークカメラによる，ドライバー視線に 

着目した評価手法 
前節では，「路面標示」「カラー舗装」のパター

ンを評価していたが，効果のある事故対策が明瞭に

ならなかったため，「路面標示」「カラー舗装」を

単独で評価する．評価にあたっては，二種事業の事

故対策が効果発揮に重要となる『ドライバーの視線』

に着目し，評価を行った． 

『ドライバーの視線』の定量的評価には，アイマ

ークカメラ調査で得た視線データを用いた． 

a) 対象となる事故対策と箇所 

多く設置されている追突事故対策を対象とし，図

-6に示すような「路面標示」を対策Ａ，「カラー舗

装」を対策Ｂとした． 

一般的に対策Ａは対策Ｂと比べて対策延長が短く

なっている． 

  

：同一対策において交通事故削減効果の有無が発生

図-5  パターン別事故対策の効果検証 

対 策 Ａ 

「追突注意」文字 

＋赤カラー舗装 

 

対策延長 

25ｍ程度 

対 策 Ｂ 

車線 

赤カラー舗装 

 

対策延長 

30ｍ～100ｍ程度 

図-6  対象の事故対策 
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図-4  二種事業の分類 
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また，対策Ａ，Ｂそれぞれについて，交通事故削

減効果の有無がある箇所を表-1に示す． 

 
 対策Ａ 対策Ｂ 

事故 

削減効果 

あ
り 

Ｋ交差点 Ｓ交差点 

な
し 

Ｇ交差点 Ｎ交差点 

 

対象箇所では，一部対策に劣化が見られたことか

ら劣化状況を表-2のように整理した．なお，”劣化

あり”と表記する基準として，対策Ａ（路面標示）

は「文字が読めない」，対策Ｂ（カラー舗装）は

「半分程度アスファルトが見える状態」と設定した． 

 
 対策Ａ 対策Ｂ 

劣 

化 

あ
り 

Ｇ交差点 

 

Ｓ交差点 

 

な
し 

Ｋ交差点 

 

Ｎ交差点 

 

 

b) 調査内容 

調査は，走行中のアイマークカメラ調査と走行後

のドライバーに対するアンケートの２種類を行った．

（図-7参照） 

アイマークカメラ調査は，被験者に装着した専用

の眼鏡から，眼の動きを読み取り，記録するもので

ある．（図-8参照）被験者のパーソナルデータを表

-3に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 内容 

属性 一般ドライバー：30～60 代 男性５名 

運転歴 
ほぼ毎日，通勤等で運転しているドライバー 

（初心者ドライバーを除く） 

事故歴 近年の事故歴なし 

地域 

精通度 

対象地域に精通していないドライバー 
※対象地域に精通したドライバーは，対象箇所の車線運用や

交通状況を事前に把握しており，個人による偏りが発生し

てしまう恐れがあるため，適さない 

c) 集計方法 

アイマークカメラから取得した視線データから，

対象の対策Ａ，Ｂ部について①視線滞在時間と②視

線滞在回数を集計し，③ヒートマップに図化して検

証を行った． 

① 視線滞在時間（秒） 

対象における視線滞在時間の合計時間を表す． 

図-9では③～⑤，⑦～⑧の合計時間となる． 

② 視線滞在回数（回） 

対象における視線滞在の回数を表す． 

図-10では③～⑤と⑦～⑧の２回となる 

③ ヒートマップ 

対象へ視線を向ける時間頻度を表す． 

色が濃くなるにつれて，視線を長く向けている

ことを示している． 

（図-11参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策Ａ（路面標示）と対策Ｂ（カラー舗装）につ

いて，アイマーク調査結果より求められた以下の指

標を用いて分析を行った． 

Ⅰ 視線滞在１回あたりの時間 

 対策に視線を向けた１回あたりの平均時間のこ

とであり，前節に示す①視線滞在時間（秒）を

②視線滞在回数で除して求める． 

 検証には，被験者ごとの平均時間を合計した値

を用いる． 

Ⅱ ヒートマップ 

 各被験者の視線滞在時間頻度（どこを長く見て

いたか）を重ね合わせたヒートマップを用いて，

ドライバーが視線の集中箇所を確認する． 

d) 対策Ａ（路面標示）の分析結果 

表-4で，対策Ａの視線滞在の１回あたりの時間を

示す．交通事故削減効果が見られた箇所（Ｋ交差点）

では，路面標示の劣化ありと劣化なしの２種類存在

しているが，視線滞在１回あたりの時間は劣化のな

いものが長く，ヒートマップも劣化のないものの視

線滞在時間頻度が高くなっていた．（図-12参照） 

また，Ｋ交差点の，劣化がある路面標示では，視

線滞在１回あたりの平均時間が，交通事故増加箇所

（Ｇ交差点）と同程度であり，対策の劣化状況が関

係していると考えられる． 

  

表-1  分析対象交差点 

表-2  対策の劣化状況 

走行時の調査 走行後の調査

図-7  調査内容 

表-3  被験者条件 

図-9  視線滞在時間 図-10  視線滞在回数
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図-11  ヒートマップ

【凡例】 

高い 低い
時間頻度 

↑ 

対象から外れる

視線の動き 

↓ 

図-8  アイマークカメラと設置状況 
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行
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対策Ａ（路面標示）のように対策延長が短いもの

は，劣化がなく存在と形状をしっかりと認識するこ

とでドライバーに対して注意喚起が行われ，交通事

故削減に繋がっていると思われる．よって，交通事

故削減効果の発現は劣化に寄与していると考えられ

る． 

e) 対策Ｂ（カラー舗装）の分析結果 

表-5で，対策Ｂの視線滞在の１回あたりの時間を

示す．交通事故削減効果が見られた箇所（Ｓ交差点）

では，対策延長が75ｍとＮ交差点の30ｍと比べて長

いが，アスファルトが半分程度見えており，劣化し

ている．しかし，視線滞在１回あたりの平均時間は

長く，ヒートマップでは，カラー舗装が劣化してい

ても集中して認識される箇所は，どちらの交差点も

停止線付近であり，違いがほとんど見られなかった．

（図-13参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策Ｂ（カラー舗装）のように延長が長い対策は，

対策の手前から視認することで，注意喚起及び交差

点へ誘導される意識が働き，事故削減に繋がる．対

策延長が事故削減効果の発現に寄与してると考えら

れる． 

 

(3) ドライバー視線による定量的評価の結果 

交通事故削減効果がある交差点では，ドライバー

が事故対策に向ける視線滞在時間がポイントとなる．

これは，対策の「延長」と「劣化」が要素になって

いる．対策延長が短い程，劣化しにくい仕様が必要

であり，逆に延長が長いものは劣化状況下でも視認

時間に影響しないことが分かった．このようにドラ

イバー視線から事故対策を評価することで，コスト

を抑え効果的で持続性がある対策を実現することが

可能となる． 

 

４．おわりに 
 

運転は，認知→判断→操作の連続行動であるが，

交通事故直前までにドライバーが起こすエラーのう

ち約80％認知エラー（見落とし等）によるものであ

る．3) 

二種事業の事故対策は，ドライバーの視線に訴え，

認知・判断をした上で正しい操作を促すものである

ため，視認性向上が交通事故削減に繋がると考える． 

本分析では，被験者数が少なく調査実施箇所も4

交差点のみであり，複合的なドライバー視線の分析

はできなかったが，ドライバー視線から定量的に評

価する可能性を見出すことができた．この結果を踏

まえて，次の機会では，異なる対策や，色の見え方

等の分析を行い，交通事故削減に寄与できる対策を

提案していきたい． 
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中部国際空港を利用する訪日外国人レンタカー
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近年，訪日外国人観光客の増加に伴い，レンタカーを利用する訪日外国人が5年間で約4倍に

増加している．また，レンタカーの死傷事故件数は，利用者全体でみると減少しているものの，

外国人レンタカー利用の死傷事故件数は増加している．そのため，訪日外国人レンタカー利用

者への対策が急務となっている． 

本稿では，中部国際空港を利用する訪日外国人のレンタカー利用による事故を防止するため，

ETC2.0プローブデータの急ブレーキデータ等を活用して外国人特有の事故危険箇所を特定し，

ピンポイント事故対策の立案を行った． 

 

Key Words : 外国人レンタカー，ピンポイント事故対策，ETC2.0 
 

 

 

１．はじめに 
 

近年，訪日外国人観光客の増加に伴い，レンタ

カーを利用する訪日外国人は，2011年から2015年の

5年間で約4倍に増加している． 

また，レンタカーの死傷事故件数は，利用者全体

でみると減少しているものの，外国人レンタカー利

用の死傷事故件数は増加している．特に，沖縄県で

は物損事故を含む外国人レンタカーの事故件数が

2014年から2016年の3年間で約3倍に増加している． 

そこで，国土交通省では，急増する訪日外国人観

光客のレンタカー利用による事故を防止するため，

レンタカー事業者や警察，観光部局と連携しながら，

ETC2.0プローブデータの急ブレーキデータ等を活用

して，外国人特有の事故危険箇所を特定し，ピンポ

イント事故対策を講じることとした．実験地域とし

て，外国人のレンタカー利用者の多い空港（那覇空

港，福岡空港，関西国際空港，新千歳空港，中部国

際空港）を中心とする5地域を選定した． 

本稿では，中部国際空港を利用する訪日外国人の

レンタカー利用による事故を防止するため，ETC2.0

の急ブレーキデータ等を活用して外国人特有の事故

危険箇所を特定し，ピンポイント事故対策の立案を

行った． 

 

２．訪日外国人レンタカー利用者のデータ取得

方法及びデータ分析 

(1) データ・調査概要 

a) ETC2.0プローブデータ 

使用するETC2.0プローブデータは，ETC2.0車載器

を搭載した車両が，全国の高速道路や直轄国道に設

置された通信スポットを通過する際に，通信スポッ

トと車両が双方向通信を行うことでデータを取得で

きる仕組みである．ETC2.0プローブデータは，基本

情報，走行履歴，挙動履歴から構成される． 

走行履歴データは，前回蓄積した地点から200m走

行した時点，進行方向が前回蓄積した地点から45度

以上変化した地点で記録され，時刻，時間経過と連

動した緯度経度情報，速度が取得できる． 

また，挙動データは，前後加速度，左右加速度，

ヨー角速度が閾値を超えた場合に記録される． 

本実験では，中部国際空港にて営業するレンタ

カー事業者にご協力頂き，レンタカーにETC2.0車載

器を設置することでデータ取得を行った． 

 

b) アンケート調査 

レンタカーを利用する訪日外国人及び日本人ドラ

イバーに対して，実験の主旨やETC2.0プローブデー

タの収集に関する同意書，及び，ドライバーの基本

属性等を把握するためのアンケート調査票を作成し

た． 

アンケート調査では，以下の項目を回答して頂く

ことした． 

＜アンケート内容＞ 
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・国籍及び在住地 

・日本での自動車運転経験  等 

 

(2) 訪日外国人レンタカー利用者のデータ分析 

データ分析では，2018年2月～2019年8月までに収

集した125サンプルを対象に，アンケート調査，及

びETC2.0プローブデータの結果より，訪日外国人レ

ンタカー利用者の属性及び動向を把握した． 

a) アンケート調査結果 

アンケート調査結果を分析した結果，中部国際空

港でレンタカーを利用する訪日外国人は，中国語圏

内（台湾，香港）国籍の利用者が約6割を占める

（図-1 左図）．また，過去5年での日本の運転経験

は，3回以下が約4割を占め，日本国内での運転経験

が少ない（図-1 右図）． 

 

 
図-1 レンタカーを利用した訪日外国人の 

国籍（左）と日本での運転経験（右） 

 

b) 訪日外国人レンタカー利用者の走行経路 

ETC2.0プローブデータを分析した結果，中部地整

管内の北部では，東海北陸自動車道や国道41号，国

道158号，国道471号の利用が多くなっている．また，

中部地整管内の南部では，伊勢湾岸自動車道や東名

阪自動車道，名古屋高速，知多半島道路の利用が多

くなっている（図-2）． 

 

 
図-2 訪日外国人レンタカー利用者の走行経路 

c) 訪日外国人レンタカー利用者の来訪場所 

訪日外国人レンタカー利用客の市町村別の来訪率

は，愛知県名古屋市，岐阜県高山市，岐阜県大野郡

白川村が30%以上（訪日外国人レンタカー利用者の3

台に1台が来訪）となっている．次いで，三重県桑

名市，石川県金沢市が来訪率20%以上となっている

（図-3）． 

 

 
図-3 訪日外国人レンタカー利用者の市町村別来訪率 

 

d) 訪日外国人レンタカー利用者の急減速発生箇所 

岐阜県高山市では，高山市街地や奥飛騨温泉郷周

辺の国道158号や国道471号等で急減速が多発してい

る．岐阜県大野郡白川村では白川郷IC周辺，岐阜県

郡上市では郡上八幡IC周辺や国道256号等で急減速

が多発している． 

名古屋市では名古屋駅周辺，愛知県常滑市では中

部国際空港周辺，三重県桑名市では長島スパーラン

ド周辺，三重県鈴鹿市では鈴鹿サーキット周辺で急

減速が多発している（図-4）． 

 

 
図-4 訪日外国人レンタカー利用者の急減速発生状況

（岐阜県北部） 

＜過去5年の日本での運転経験＞

初めて
10%

１～３回

程度
34%

３～５回

程度
11%

何度も運

転してい

る
25%

不明
18%

N=125

韓国

11%

タイ

7%

アメリカ

3%

ヨーロッパ

2% その他・不明

12%

中国語圏内が
約６割

中国語圏
（⾹港、
台湾）
65%

＜国籍＞

３回以下が
約４割

N=125

⾛⾏回数
：3回未満
：3〜10回
：10〜20回
：20回以上

東海北陸⾃動⾞道

東名阪⾃動⾞道

伊勢湾岸⾃動⾞道
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国道41号
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３．訪日外国人レンタカー利用者の事故危険箇

所の選定 
 

事故危険箇所ついては，訪日外国人レンタカー利

用者の来訪率の高い市町村に着目し，主要地方道や

一般県道を含めた道路を対象に箇所抽出した．抽出

した事故危険箇所から，外国人と日本人の差（急減

速発生頻度差）と外国人の挙動（急減速発生回数・

発生頻度）の点数化を行い，総合得点で優先順位を

決定した（図-5）．その結果，訪日外国人レンタ

カー利用者の事故危険箇所として，7箇所を選定し

た（表-1）． 

 

 
図-5 訪日外国人の事故危険箇所の選定フロー 

 

表-1 訪日外国人観光客の事故危険箇所 

 
 

４．訪日外国人レンタカー利用者の事故危険箇

所の対策立案及び効果検証 
 

(1) 事故危険箇所の対策立案 

a) ハード対策 

３で選定した事故危険箇所7箇所について，対策

を立案した． 

国道41号冬頭町西交差点では，訪日外国人レンタ

カー利用者の急減速が交差点に近い位置で発生して

いる．交差点付近で急減速が発生した要因としては，

法面により視認性が低下し，急カーブの先にある信

号交差点の確認が遅れて急減速が生じていると想定

される（図-6）．また，訪日外国人レンタカーの旅

行速度は，日本人と比べ，50km/h以上で走行してい

る割合が高くなっている（図-7）． 

このような状況から国道41号冬頭町西交差点では，

信号交差点があることを示し，速度を抑制するよう

に注意喚起を実施する必要があると考える．そのた

め，対策として，ピクトグラムと英語表記を用いた

注意喚起看板を設置することとした． 

 

 
図-6 国道41号冬頭町西交差点での急減速発生状況

及び道路構造 

 

 
図-7 国道41号冬頭町西交差点での急減速発生時の

旅行速度 

 

対策立案を行った事故危険箇所の7箇所のうち，

国道41号冬頭町西交差点（図-8）と名古屋高速道路

星崎料金所手前の2箇所については，2019年12月に

外国⼈の来訪率が30%以上の市町村※1のうち、
外国⼈の⾛⾏回数が1回以上の道路

外国⼈と⽇本⼈の急減速発⽣頻度差がある道路
(外国⼈の急減速発⽣頻度（回/台km※2）－

⽇本⼈の急減速発⽣頻度（回/台km）がある道路）

外国⼈の⾛⾏回数が多い道路
(⾛⾏回数が11回以上※3のDRMリンク）

外国⼈の急減速の発⽣が多い道路
(急減速発⽣回数が4回以上※4のDRMリンク）

⾼速道路または⼀般国道、
主要地⽅道、⼀般県道※5のうち、

交差点流⼊部以外※6を事故危険箇所として抽出

対象道路
Ｎ＝約6,000

Ⓐ
外国⼈特有の
急減速発⽣道路
Ｎ＝約850

Ⓑ
外国⼈が

多く利⽤する道路
Ｎ＝約430

Ⓒ
外国⼈の

急ブレーキが多い道路
Ｎ＝28

Ⓓ
対策実施の

可能性がある道路
Ｎ＝7

※道路：DRMリンク

※3：Ⓐで抽出された道路の
⾛⾏回数の中央値

※4：Ⓑで抽出された道路の
急減速発⽣回数の上位5％

※2：区間によって延⻑が異なるため、
台kmに変更

※5：対象となる路線を拡⼤
※6：急ブレーキとヒヤリハットの関係より、

ヒヤリハット事象の少ない交差点流⼊部は除外

※1：外国⼈レンタカー利⽤者の
来訪率が⾼い市町村に着⽬

箇所名 路線名 順位※

①
急減速

発生頻度差
［回/台km］

（外国人の
発生頻度-
日本人の
発生頻度）

外国人
（ETC2.0特定プローブデータ）

走行台数
［台］

②
急減速

発生回数
［回］

③
急減速

発生頻度
［回/台km］

①
白川郷IC

ランプ

東海北陸
自動車道

1位
（21点）

1.71
（1位）

19
14

（1位）
1.99
（1位）

②
高山西IC

ランプ
中部縦貫

国道158号
2位

（13点）
0.38

（2位）
23

4
（6位）

0.46
（3位）

③
平湯トンネル

付近
国道158号

3位
（12点）

0.06
（4位）

45
7

（3位）
0.10
（5位）

④
冬頭町西

交差点手前
国道41号

3位
（12点）

0.01
（5位）

53
5

（5位）
0.57
（2位）

⑤
高山IC
ランプ

中部縦貫
国道158号

5位
（11点）

0.18
（3位）

49
4

（6位）
0.24
（4位）

⑥
星崎料金所

手前
名古屋
高速

6位
（9点）

0.04
（6位）

60
7

（3位）
0.07
（6位）

⑦
新平湯温泉

付近
国道471号

7位
（8点）

0.002
（7位）

21
8

（2位）
0.03
（7位）

※点数化は各指標において最上位で7点、最下位で1点として点数を算出

30%

20%

19%

20%

19%

20%

16% 10%

40%

5%
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40km/h以上49km/h未満 50km/h以上59km/h未満
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（N=5）

（N=2,640）
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対策を実施している． 

 
図-8 国道41号冬頭町西交差点の対策実施状況 

［注意：速度落とせ（英語）］ 

 

b) ソフト対策 

ソフト対策では，訪日外国人レンタカー利用者に

対し，注意喚起を促すためのチラシを作成した． 

チラシの内容については，日本の運転ルールに加

え，日本で実施されている交通安全対策の内容や雪

が降る地域でのタイヤチェーンの着用を促す内容と

した．なお，チラシについては，英語，中国語（繁

体字），中国語（簡体字）の3バージョン作成した

（図-9）． 

作成したチラシについては，現在中部国際空港に

あるレンタカー店舗にて配布して頂いている． 

 

 
図-9 作成したチラシ（英語版） 

 

(2) 効果検証 

2019年12月に対策実施した国道41号冬頭町西交差

点と名古屋高速道路星崎料金所手前の2箇所と作成

したチラシについて，Webアンケートによる効果検

証を実施した． 

a) Webアンケート調査の概要 

Webアンケート調査では，対策実施内容や作成し

たチラシについて対策効果があるのか日本に訪れた

ことのある外国人を対象に実施した（表-2,表-3）． 

 

表-2 Webアンケート調査の概要（1/2） 

 調査概要 

回答者 3年以内に日本を訪れ，日本国内で 

レンタカーを運転した外国人 

取得 

サンプル数 

香港60サンプル，台湾20サンプル， 

韓国20サンプル（合計100サンプル） 

表-3 Webアンケート調査の概要（2/2） 

 調査概要 

調査期間 2020年3月31日～2020年4月6日 

質問内容 ・注意喚起を促すチラシの必要性 

・チラシの必要でない理由 

・チラシに記載されている内容以外で提

供してほしい情報 

・対策の有効性 

・対策が有効でない理由 等 

 

b) Webアンケート調査結果 

Webアンケートを実施した結果，チラシについて

は，国別に見ても9割以上の方がチラシは必要であ

ると回答を得ることができた（図-10）． 

 

 
図-10 チラシの必要性 

 

国道41号冬頭町西交差点で実施した対策の有効性

については，国別に見ても85%以上の方が対策は有

効であると回答を得ることができた（図-10）． 

 

 
図-10 対策の有効性（国道41号冬頭町西交差点） 

 

５．おわりに 
 

本稿では，中部国際空港を利用する訪日外国人レ

ンタカー利用者の事故危険箇所を選定し，対策立案

を行った．対策を実施した2箇所について，Webアン

ケート調査による効果検証を実施した． 

今後，事故危険箇所とした7箇所において，

ETC2.0プローブデータによる効果検証を実施し，対

策前後による走行速度の変化や急ブレーキ発生状況

を把握する必要がある． 

 

謝辞：本稿の投稿に際し，快く承諾頂きました中部

地方整備局道路部交通対策課の関係者の皆様方に厚

く御礼申し上げます． 
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橋梁詳細設計のBIM/CIM活用による 

効率化と品質向上 
 

 〇小澤拓也1・山本高由1・樋口雅友1 

 
1中日本建設コンサルタント株式会社(〒460-0003 名古屋市中区錦1-8-6) 

 

  BIM/CIMは，建設生産管理システムで一貫した3次元データの利活用を図ることにより，設計ミスや手戻

りの減少，単純作業の軽減，工程短縮等の施工現場の安全性向上，事業効率及び経済効果が期待できる． 

  本業務では，国道1号藤枝バイパスの橋梁詳細設計において，BIM/CIMを活用することにより，支持地盤

サーフェスモデルによる杭の根入れ照査，点検時の視線確認，下部工の3D配筋モデルによる鉄筋干渉

チェック，4Dモデルを用いた施工計画を実施することにより，設計の効率化及び品質向上に寄与した． 

 

Key Words：BIM/CIM，支持地盤サーフェスモデル，鉄筋干渉チェック，維持管理，施工計画 
 

１．はじめに 

 国土交通省は，i-Constructionのトップランナー

施策である「ICTの全面的な活用」について，

BIM/CIMを用いることにより，一連の建設生産シス

テムにおける受発注者双方の業務効率化，高度化を

図るため，平成28年6月17日に「CIM導入推進委員会

(現在は「BIM/CIM推進委員会」に改称)を設置し，

BIM/CIM導入に必要な制度，基準の整備及び生産性

向上について検討している． 

 一方，実設計業務・工事においては，平成24年度

から橋梁，ダム等を対象にBIM/CIMを導入し，平成

30年度末時点で設計業務が291件，工事が339件，合

計630件について，BIM/CIMが試行されている1). 

 本報告では，国道1号藤枝バイパスの橋梁詳細設

計において，設計の効率化及び品質向上を目的とし

たBIM/CIMの活用内容，また，設計に対するBIM/CIM

の活用に関する今後の展望を報告する． 

 

２．橋梁概要 

(1)橋梁諸元 

 本橋の諸元は下記に示すとおりである． 

 道路規格 ：第1種第3級 

設計速度 ：V=80km/h 

幅員構成 ：全幅員9.996m～18.546m 

平面線形 ：R=9995m～A=350～R=1000m～A=350 

縦断線形 ：0.650％～3.000％ 

横断勾配 ：2.000%～3.000%～2.000%(片勾配) 

上部工形式：鋼7径間連続非合成少数主桁橋 

橋台形式 ：逆T式橋台 A1場所打ち杭φ2000 

                       A2深礎杭φ2500 

      張出式橋脚 回転杭φ1200 

橋  長 ：303m 

支 間 長 ：34.6m+5＠44.5m+44.1m 

活 荷 重 ：B活荷重 

 重要度区分：B種 

 地盤種別 ：Ⅱ種・Ⅲ種地盤混合 

 適用示方書：平成29年11月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図-1．橋梁完成予想図 

 

(2)本業務における課題 

 設計の効率化，品質向上を図ることに着目した，

本業務における課題を抽出し，課題に対する

BIM/CIMを活用した対応策を下記に示す．また，統

括モデルによる完成予想図を図-1に示す． 

 

 課題①：当該箇所は，山の侵食谷であることから，

支持地盤が3次元的に変化している．こ

のため，杭の根入れ長を確認するために

支持層を面的に把握する必要がある． 

 対応①：地質推定縦横断図を基に支持地盤のサー

フェスモデルを作成し、面的に支持地盤

を把握し，杭の根入れ長を照査する． 

 課題②：維持管理計画において，配置計画した検

査路で各部材に対して近接目視が可能で

あることを確認する必要がある． 

対応②：3次元モデルにより，点検者の視線を再

現し，各部材が近接目視可能か確認する． 

 課題③：下部工に高密度配筋箇所が生じるため，

視覚的に配筋状況を確認する必要がある． 

対応③：下部工の自動配筋用ソフトを活用して，

3次元モデルを作成し，杭頭補強鉄筋箇

所や支承箱抜き部の鉄筋の配筋が煩雑に

なる箇所について干渉チェックを行う． 

Ⅰ期線(既設)

Ⅱ期線(設計対象)
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課題④：本橋は，Ⅰ期線と民家に挟まれた狭隘部

に位置するため，3次元的に重機配置や

施工手順を確認する必要がある．  

 対応④：各施工段階の3次元モデルを作成し，施

工手順や俯角75°の影響を確認する．  

 

 上記の複数の課題に対する対応策について，作業

手順を示したフローを図-2に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※フローの着色は，下記の使用ソフトを示す． 

青色：APOLLO(㈱横河技術情報) 

赤色：CiviL3D（AUTODESK） 

黄色：Geo-Graphia（㈱地層科学研究所） 

橙色：ReCAP(AUTODESK) 

緑色：3D配筋CAD（㈱FORUM8） 

紫色：NavisWorks（AUTODESK） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．支持層サーフェスモデルによる杭の根入れ照査 

 本架橋位置の地層は，図-3に示すように，砂岩泥

岩互層からなる山の侵食谷に海水が侵入し，完新世

の堆積物によって埋設・形成された軟弱地盤である

ことから，支持層が橋軸及び橋軸直角方向に傾斜し

ている．このような地層状況の場合，杭の根入れ長

が確保できていないことが懸念されることから，地

層推定縦横断図を基に，図-4に示す支持層サーフェ

スモデルを作成し，面的に支持面を把握した． 

 また，杭の根入れの照査方法については図-5に示

すソフトの計測機能を活用することにより，設計の

効率化，品質向上を図った．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5．支持層サーフェスモデルを用いた照査 

(P2橋脚を代表) 

 

４．点検時の視線確認  

維持管理については，平成29年道路橋示方書より，

維持管理ができることの確実性について配慮するべ

きことが明確にされている．2) 

 本業務では，維持管理ができることの確実性につ

いて，図-6，図-7に示す3次元モデルを用いること

図-3．本架橋位置の地層状況 

図-4．本架橋位置の支持地盤サーフェスモデル

下部工モデル作成 

上部工モデル作成 

地形モデル作成 

（点群） 

支持地盤サーフェ

スモデル作成 

付属物モデル作成 

図-2．作業フロー 

杭の根入れ照査

点検時視認確認

施工時の3Dモデル作成

施工手順確認 

俯角75°影響確認 

下部工モデル作成 

(鉄筋干渉チェック用)
鉄筋干渉チェック 

UAVによる空中写真を

用いた3次元点群作成 
モデル統合 

- 92 -



 

 

により，設計の効率化，品質向上を図った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6．支承部点検時 (A2橋台部)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7．上部工排水管点検時(A2橋台部)  

 

５．下部工鉄筋の干渉チェック  

 下部工において，鉄筋の高密度配筋化が懸念され，

施工時に鉄筋が組めない等の可能性があることから，

設計時点で確実に照査しておく必要がある．  

 よって，本業務では，図-8に示すように，鉄筋を

含めた下部工の3次元モデルを作成し，図-9及び図-

10に示す，杭頭補強鉄筋部及び支承箱抜き部におけ

る干渉チェックを行い，設計の効率化及び品質向上

を図った．なお，本業務で使用したソフトは，設計

計算データを基に，自動的に下部工の3次元モデル

を作成することが可能なソフトであるため，3次元

モデル化に対する作業量を減らせることが出来る． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8．下部工の3次元モデル（鉄筋含む） 

（P6橋脚を代表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9．杭頭補強鉄筋の干渉チェック  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10．支承箱抜きの干渉チェック  

 

６．3次元モデルを活用した施工計画 

 本橋は．Ⅰ期線と民家に挟まれた狭隘部であるた

め，近接影響の検証を行い，施工計画に反映した． 

 

(1)下部工の施工計画 

 図-11及び図-12に示すⅠ期線に最も近接する，A2

橋台の3次元モデルより，下記に示す施工に関する

妥当性及び留意事項を整理し，設計の効率化及び品

質向上を図った． 

 

①杭打設時のクレーンが俯角75°に干渉するため，

杭の分割を設計に反映した．(図-11) 

②杭打設時の近接影響範囲がⅠ期線橋台に干渉す

るため，Ⅰ期線橋台の定期的な変位計測やケー

シングの慎重な引抜きが必要であることが明確

になった．(図-11) 

③掘削範囲を確認し，用地境界には影響しないが，

Ⅰ期線橋台に若干影響することから，慎重に掘

削を行う等，留意点を明確にした．(図-12) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11．杭打設時の3次元モデル 

①フックが俯

角75°に干渉 

※黄色面は，Ⅰ期

線の目隠し版天端
から俯角75°の境
界を示す． 

※赤着色範囲は，
近接影響範囲(杭
端から杭径×3)を

示す． 

②近接影響範囲
がⅠ期線橋台に
干渉 

支 承 箱 抜 き 部

(赤円柱)及び内
周ｽﾀｰ ﾗｯﾌﾟ (青
色)が干渉する

ことが設計段階
で確認出来る． 

フーチング鉄筋
(青色)が杭頭補
強鉄筋に干渉し

ないよう配筋さ
れていることが
確認出来る． 

※フーチング下

からの視点 
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図-12．掘削時の3次元モデル 

 

(2)上部工の架設計画 

図-13～16に示す3次元モデルより，下記に示す施

工に関する妥当性及び留意事項を整理し，設計の効

率化及び品質向上を図った． 

 

 ①合成床版架設時にブームと架設済の主桁が干渉

しない重機配置となっていることが確認できた．

(図-13) 

 ②Ⅰ期線に最も近接するA2-P6間の架設について，

フックが俯角75°に干渉しない重機配置となっ

ていることが確認できた．(図-14) 

 ③Ⅰ期線走行時に架設時の主桁ブロックが視認さ

れないことが確認できた．(図-15) 

 ④最も狭隘となるA1-P1区間について，2次元図面

では判断できなかった床版及びブームとの干渉

が確認することができ，クレーン配置の見直し

を行うことで干渉を回避することができた．

(図-16) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13．合成床版架設時の3次元モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14．A2-P6間主桁架設時の3次元モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15．Ⅰ期線からの視認状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16．A1-P1間主桁架設時の3次元モデル 

 

７．まとめ 

 ①複雑な支持層形状に対する杭の根入れ状況を

サーフェスモデルで照査することにより，設計

の効率化及び品質向上が図れた． 

 ②下部工配筋状況を3次元化することにより，照

査時間の短縮及び品質向上が図れた． 

 ③点検時の視点を3次元モデルで確認することに

より，維持管理性の妥当性が図れた． 

 ④施工計画を3次元の4Dモデルで行うことにより，

重機配置の妥当性や施工時の留意事項が抽出で

き，設計の効率化及び品質向上が図れた． 

 ⑤本業務では，A2橋台，P6橋脚の施工者が決定し

ていたことから，フロントローディングにより，

施工者の意見を設計に反映することができた． 

  

８．今後の展望 

これまでに示した活用事例の他に，後工程でも使

用できるような維持管理に配慮した属性情報の付与，

概算数量及び工事費の自動算出に取り組んだが，改

善の余地は残っており，ソフトウェアの開発によっ

て， 更なる設計の効率化及び品質向上が図れる． 

 また，国土交通省では2023年までに全直轄事業で

原則CIM化を目指しているが，活用効果は，設計者

のBIM/CIMに関する知識や経験に大きく依存するこ

とから，3次元モデルの作成方法や活用方法に関す

る事例集，基準等を整備することで更なるBIM/CIM

を活用した橋梁設計に効果が期待される． 

 

参考文献 

 1)国土交通省：第3回BIM/CIM推進委員会資料，

2020. 

  2)日本道路橋協会：道路橋示方書・同解説 Ⅰ共

通編,2019. 
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鋼製函体による仮締切設計 
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1中央コンサルタンツ(株)本店（〒451-0042 名古屋市西区那古野二丁目11番23号） 

 

 

本業務は,第二次緊急輸送道路に位置する道路橋（13径間単純ポステンＴ桁橋,L=479.2m,W=12.

6m）について,レベル2地震に対する耐震補強詳細設計および仮設構造物詳細設計を実施したも

のである.既設橋の照査の結果,橋脚の巻立て補強が必要と判定されたが,既設橋は浜名湖を跨ぐ

ため,仮締切が必要であった.仮締切の選定では,経済性や施工性に加え,周辺の漁業への影響を

回避した環境対策や施工時期等について評価を行い,海上作業日数が短く,転用を行うことで経

済的に優れる鋼製函体による仮締切工法を採用した.また,対象橋梁は,汽水湖に位置することか

ら,水深や流速,潮の干満,波高を考慮した施工計画とした. 

 

Key Words :鋼製函体,仮締切,耐震補強,河川橋  
 

１．既設橋梁の概要 

 

既設橋は,浜名湖を跨ぐ,橋長L=479.2m,幅員

W=12.6mの13径間単純ポステンＴ桁橋である.下部構

造は壁式橋台,張出し式（T形）橋脚,ケーソン基礎

である.竣工は昭和47年であり,適用示方書は昭和43

年プレストレスコンクリート道路橋設計示方書およ

び昭和39年鉄筋コンクリート道路橋設計示方書であ

る. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1  対象橋梁位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3  既設橋断面図 

 

２．橋脚補強 

 

(1) 既設橋の照査結果 

既設照査の結果,全ての橋脚で,レベル2地震時の柱

及び基礎部の耐力が不足しており,全橋脚の耐震補

強が必要であることが確認された. 

 

対象橋梁 

今切口 

図-2  既設橋側面図 
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(2) 橋脚補強 

耐力に余裕のある橋脚が存在する場合は,仮設の設

置や基礎への影響を回避するために,全体系補強を

実施することも考えられるが,本橋梁においては,全

橋脚について耐力が不足していたため,巻立て補強

による部材補強を実施した.巻立て補強工法として

は以下の5案を抽出し,補強後の河積阻害率が最小と

なり,治水上の影響が最も小さい「第2案：PCM吹付

け工法」を採用した. 

なお,工事による濁水の流出防止の観点から,全て

の案において仮締切を実施するものとし,水中施工

が困難な第1案～第3案では鋼製函体による締切り,

水中施工が可能な第4案～第5案では,汚濁防止措置

として鋼矢板による簡易締切りを行うものとした. 

 
表-1  巻立て工法案の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

3．仮締切工法の選定 

 

(1) 検討条件 

仮締切工法および施工計画は以下に示す現地条件

および漁業への影響を考慮して検討した. 

a) 現場条件 

・汽水湖に位置しているため,干満や潮流の影響を

考慮した施工計画が必要 

・桁下高が低いため,低空頭で施工可能な工法とす

る 

・水深が深く,波浪の影響があるため,水圧に耐え

得る構造とする 

b) 漁業への影響回避 

・施工時の濁水等の流出防止策として,汚濁防止膜

による汚濁防止措置ではなく,矢板等により施工

現場を隔離するような仮締切工を実施する必要

がある 

・周辺で行われている海苔の養殖への影響を回避

するため,砂が舞いやすく,周辺環境に影響を及

ぼすことが想定される仮締切工の設置・撤去工

事は5月～7月上旬までに実施する必要がある 

 

(2) 仮締切工法案の抽出 

本橋梁の仮締切工法は,桁下から水面までのクリア

高さが4～5m程度と低いことより,従来工法であるク

レーンによる鋼矢板打設・引抜きの適用が困難であ

る.このため,巻立て工法の検討に用いる仮締切工法

は,本橋への適用（流水部・桁下クリア高の制約・

地盤条件・関係機関による条件等）を踏まえ,以下

の5工法を抽出し,施工性,経済性等より選定を行っ

た.

 
表-2  仮締切工法案の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 仮締切工法案の検討結果 

本橋梁の仮締切工法は,以下の理由より,「第3案：

鋼製函体による仮締切工法」を採用した. 

・本橋は,12基の橋脚で構成され,いずれも形式・

形状が類似しているため,転用が可能な工法が有

利となる 

・本橋は,フーチングがなく,ケーソン基礎が地盤

面より突出しているため,地盤圧入形式に比べ構

造高の縮小が可能な基礎側部設置形式が有利で

ある 

・本橋の周辺には物揚場が位置しており,右岸堤防

からの曳船が可能であるため,工場製作函体の搬

入・搬出において,特に制約を受けない 

・鋼製函体による仮締切工法は工場で函体を製作

し,現場では函体を組み立てるのみであるため,

現場作業期間が最も短い 

 

(4) 鋼製函体の工法概要 

鋼製函体は工場製作された函体を曳航・組み立

て・据付後,函体で囲まれた内側の水を排水し,作業

空間と足場を確保する.現場では予め製作された函

体を組み立てるだけであり,仮設工事にかかる期間

を短縮することが可能（設置約0.5ヶ月,撤去約

0.5ヶ月）であるため,施工期間が限られる工事にお

いて優位性がある.函体の製作費は高額であるが,同

一形状の構造物に対しては転用可能であるため,転

用回数が多くなるほどコスト縮減を図ることができ

る.また,地盤への根入れが不要なため,地盤条件の

影響を受けない. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4  鋼製函体による仮締切の状況例 

工法名 仮締切工法

第1案 RC巻立て工法 鋼製函体

第2案 PCM吹付け工法 鋼製函体

第3案 鋼板巻立て工法 鋼製函体

第4案 PCコンファインド工法 簡易締切り

第5案 かみ合わせ鋼板巻立て工法 簡易締切り

工法名 転用の可否
仮設費用

（比率）

現場施工日数

（1期当り）

第1案 上部工障害クリア工法 否 1.15 63

第2案 仮締切LPF工法 否 1.63 50

第3案 鋼製函体工法 可 1.00 30

第4案 鋼製パネル式仮締切工法 可 1.57 45

第5案 仮締切STEP工法 可 1.20 37
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4．鋼製函体の詳細設計 
 

(1) 鋼製函体の形式選定 

橋脚補強に用いる鋼製函体の締切形式には,①鋼製

函体が基礎上に載る着底型上部開放式と②基礎部の

側面に鋼製函体が抱き付く形で締切る抱付型上部開

放式があるが,橋脚径φ3000に対し基礎径φ5000で

あるため,着底型では足場の設置が出来ないため,抱

付型上部開放式を採用した. 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5  既設橋断面図 

 

(2) 鋼製函体工法の細部構造 

本橋梁において,鋼製函体を設計する際に,工夫し

た細部構造を以下に示す. 

a) パラペット構造 

橋脚高の低い橋脚では,橋脚梁の下面が,鋼製函体

のパラペット天端と干渉することが確認されたため,

橋脚梁の下のパラペットについては部分的に設置し

ない設計とした.パラペットは浮力によって函体が

浮き上がることを防止する目的で設置されるため,

橋脚梁下のパラペットの重量を除いた状態で,浮き

上がりの照査を実施し,問題ないことを確認した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-6  パラペット構造 

 

b) 支保工（根巻きコンクリート対策） 

巻立て補強は橋脚基部まで実施する必要があるが,

本橋梁の橋脚基部は,根巻コンクリートが設置され

ているため,撤去・復旧を行う必要がある.一方で,

函体を固定するために,ケーソン天端に支保工を定

着する必要がある.そこで,本橋梁では,支保工を盛

替えることで,対応することとした. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-7  支保工接続形状 

（左：根巻コン有,右：根巻コン無） 

 

c) 止水工 

鋼製函体から施工時の濁水等の流出を防止するた

めに止水工を設置するものとし,鋼製函体と既設橋

脚基礎との接続部は止水ゴムを設置するものとした. 

 

 

 

 

 

 
 

図-8  止水工設置要領図 

 

5．施工計画 
 

(1) 施工手順 

橋脚補強時の鋼製函体の施工手順を以下のフロー

に示す.また,施工状況を以下の図に示す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-9  施工フロー図 

 

鋼製函体の設置は,桁下高が低いことから台船にク

橋脚梁下は干渉を防ぐため, 

パラペットを設置しない. 

紐で止水工を 
引っ張り上げる 

① 事前調査工

② 浚渫工(P1,P4のみ) ⑥ 橋脚　乾式吹付補強工

③ フーチング清掃工 ⑦ 鋼製函体撤去工

④ 調整コンクリート工 ⑦-1 函内注水

⑤ 鋼製函体設置工 ⑦-2 函体撤去工

⑤-1 ユニット組立・進水・仮組 ⑦-3 曳航運搬工

⑤-2 曳航運搬工 ⑦-4 曳航・揚陸・仮置

⑤-3 函体設置工

⑤-4 支保工緊張、函内排水
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レーンを設置して行う方法は困難であったため,橋

脚にチェーンブロックを設置して行う方法を採用し

た.鋼製函体を曳航する曳船は300PS程度の小型なも

ので施工可能である. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-10  施工状況 

 

(2) 鋼製函体工法の施工条件 

本橋梁にて留意した鋼製函体工法の施工条件を以

下に示す.下記の条件を満足させるために,本橋梁で

は鋼製函体工法は水中作業時においては潮流が遅い

時間帯,函体回転時においては満潮に近い時間帯を

見計らって施工を行う計画とした. 

a) 流速：１ノット（約0.5m/s）以下 

水中作業（函体据付・止水工設置）は1ノット以下

でないと作業不可のため,流速が遅くなる時間帯を

見計らって施工を行う計画とした. 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-11  潮流換算値 

 

b) 水深（積み下ろし箇所～橋脚）：2.5m以上 

鋼製函体は水上に浮かべて曳船により設置箇所ま

で運搬するが,喫水が2.5m必要となるため,深浅測量

により水深を計測し,進路を計画した. 

c) 水深（橋脚函体設置部）：2.25m以上 

本橋梁の鋼製函体を橋脚位置で回転させる際には

水深2.25mが必要となる.鋼製函体の回転は水位が高

くなる満潮時に行う計画としたが,水深が確保出来

ない橋脚が確認されたため,橋脚周辺を浚渫するこ

とで,水深を確保する計画とした. 

 

(3) 工事工程計画 

本工事では以下の工事方針より,4月～6月に仮締切

工事（撤去,設置）を実施し,7月～3月は仮締切を河

川内に残置し,橋脚補強工事を実施するものとした.

工事期間より,本橋梁では4基の函体を製作し,3回転

用することとした. 

・事業計画に基づき,5ヵ年度の施工とする 

・海苔の養殖時期に濁水の流出を防止する観点か

ら,仮締切工の設置・撤去は4月～6月の間に実施

する 
表-3  工事工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6．成果または結論 
 

(1) 本設計における成果 

本橋梁では仮締切に鋼製函体を採用することで,以

下の成果が得られた. 

a) 仮設工事期間の短縮 

鋼製函体による仮締切としたことで,現場作業を簡

略化することが可能となり,従来工法より50％程度

工期を短縮することが出来た. 

b) 仮設工事費の縮減 

対象橋脚は全て同一の形状であったため,鋼製函体

を転用することが可能であり,従来工法と比較して

仮設工事費を15％程度縮減することが出来た. 

c) 関係機関との協議の円滑化 

仮締切時の土砂の巻きあがり等が防止出来るため,

漁協関係者からの理解が得られ,円滑に工事を遂行

することが出来た. 

 

(2) 結論 

鋼製函体は,対象構造物毎に単品製作を行うことと,

鋼重が大きいことから,一般的には高価となる仮締

切工法であるが,下記の条件下では他の工法よりも

優位となる可能性がある. 

・転用可能な形状の橋脚が複数存在すること. 

・周辺に函体を進水させるヤードがあり,橋脚まで

の航路が確保可能であること 

・水深が深く,矢板等の打設が困難な現場であるこ

と 

・水中作業時の流速が約0.5m/s以下と緩いこと 

 

参考文献 
1) 日本道路協会編: 道路橋示方書・同解説，日本道路協

会，2012. 

2) 土木学会編: コンクリート標準示方書，土木学会，

2012.  

3) 海洋架橋・橋梁調査会編: 既設橋梁の耐震補強工法事

例集，海洋架橋・橋梁調査会，2005. 

4) 全日本建設技術協会編: 土木工事 仮設計画ガイドブッ

ク，社団法人全日本建設技術協会,1997. 

1ノット以下の時間帯 

種　別

函体組立設置

函体組立設置 補強工事 函体撤去・解体

函体整備

函体撤去・解体

函体整備

函体組立設置

函体組立設置 補強工事 函体撤去・解体

函体整備

函体撤去・解体

函体整備

4月 5月

Ｐ１橋脚

7月～3月

Ｐ４橋脚

Ｐ５橋脚

Ｐ６橋脚

耐震補強工事

Ｐ２橋脚

Ｐ３橋脚

6月4月 5月 6月

函体設置期間 橋脚補強 函体設置期間
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SfM+MVSによる三次元画像モデルを利用した 

橋梁点検の効率化と情報の高度化 
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近年，インフラの効率的な維持管理のため，点検ロボット・UAVや３Ｄレーザー・超高解像度

カメラを活用した技術開発は，様々な分野で積極的に行われており，高精度・高品質のデータ

取得が可能となってきた．しかし，取得された大量の写真画像から損傷を抽出し，点検調書を

作成する内業の効率化が課題であり，特に複雑・狭小構造が対象の橋梁点検では点検調書との

連動が難しく，ロボットの活用が進まない一因といえる．そこで，写真画像から３次元モデル

を自動生成するSfM＋MVS技術に着目し，点検写真から直接３次元モデル点検調書を作成し，点

検作業の効率化および診断や維持管理情報の高度化への有効性を検証した事例を紹介する． 

 

Key Words : SfM＋MVS，3D画像モデル，点検調書，3D損傷図，3DCAD， 
 

 

 

１．はじめに 

 

 国土交通省は，ドローンによる３次元測量やICT

建機の活用，さらに３次元モデルによる設計から施

工，維持管理に至るまでの情報を蓄積し活用する

BIM/CIMを積極的に推進することで，一連の建設生

産システム全体の生産性向上を目指している．その

中の維持管理段階に対しても，UAVやロボットカメ

ラ等の様々な点検支援ツールの技術開発が活発に行

われている．これによって，人の近接が困難な箇所

の写真撮影や，人間の目よりも優れた精度の画像の

取得が可能となっており，橋梁点検における外業の

効率化に繋がることが期待されている． 

一方，取得した大量の画像から損傷を抽出し，そ

の大きさや位置等を整理する必要があるが，点検調

書を作成するまでの内業の効率化については，未だ

開発途上であり，一連の点検作業としての効率化に

繋がっていないことが，ロボットを活用した点検が

進まない一因と考えられる．そのため，大量の写真

画像を自動で合成する技術や，AIによる損傷の自動

抽出等，内業の技術開発が求められている． 

そこで，従来からの点検調書の問題点を整理した

上で，３次元画像モデルを活用した点検調書の導入

手法について提案する． 

  

２．現状の点検調書の問題点 

  

現状の点検調書は，点検した時の橋梁の状態をで

きるだけ正確に記録することで，その後の診断や維

持管理情報の蓄積のために利用される．図-1，2 に

岐阜県橋梁点検マニュアル1)における損傷図および

損傷写真を示す．一般的に点検調書には，損傷の種

類，位置，大きさ，範囲，損傷パターン等を，ス

図-1 損傷図 
図-2 損傷写真 
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ケッチによる損傷図や損傷部位の写真，文章による

状況説明という情報が，点検調書に整理，記録され

る．しかし，現状の点検調書では，すべての現地状

況を詳細に表現することに限界があり，点検調書に

おける損傷度・健全度の評価手法および診断との連

携が課題であり，以下のような問題点が挙げられる． 

 

1） 損傷写真がミクロな範囲の描写であるため，橋

梁全体との位置関係や規模が不明瞭である． 

 

2） 損傷図は，記号等の表記によるスケッチであり，

損傷の位置，大きさ，範囲等の寸法精度は，正

確性に欠けるため，損傷の進展確認は困難であ

る． 

 

3） すべての部位や部材をすべて写真で記録するに

は，写真の調書が膨大となり，診断時の確認作

業が非常に煩雑となる． 

 

4） 写真撮影の位置や方向等を過年度の点検時とす

べて統一しなければ，写真の比較による損傷の

進展確認は困難と言わざるを得ない． 

 

以上から，点検結果の把握のし易さや診断の精度

向上，さらには維持管理の効率化に繋がる情報を蓄

積するためには，①全体と局所の両方が把握できる

こと，②損傷の進展が正確に比較できること，③損

傷の有無に関わらず橋梁全体が記録できること，と

いった点検情報の高度化が必要であると考える． 

 

３．３Ｄ損傷図の作成手法 

 

点検結果をできるだけリアルに表現するには，従

来からの平面図や正面図で表現された損傷図ではな

く，部材や橋梁全体が３次元画像で表現された３Ｄ

損傷図が有効であり，BIM/CIMにおける維持管理段

階において必要なデータとなる． 

現在，３次元計測技術としては，大きく2つの手

法があり，３Ｄレーザースキャナーにより点群デー

タを取得し３D形状を復元する方法と，写真測量に

より３Ｄモデルを作成する方法が一般的に用いられ

ている．３Ｄレーザースキャナーは，主に地形測量

や構造物の外観を計測する目的に使用されている事

例が多く，橋梁の全体像を計測するようなマクロ的

な視点での使用には優れていると言える．しかし，

橋梁点検における損傷の一つであるコンクリートの

ひび割れを計測するには，必要な点群密度が相当高

くなるため，ミクロな視点には不向きである．それ

に対し，後者の写真測量は，カメラの解像度と対物

距離の条件によって，地形測量のようなマクロ的計

測から，1.0mm以下の微細なひび割れ検出のような

ミクロ的視点まで幅広く利用でき，橋梁点検での損

傷把握に活用できる可能性が非常に高い．また，高

価な機器を必要とせず，ある程度の高解像度のカメ

ラと画像合成ソフトがあれば，専門技術者でなくて

も簡単に３Ｄ画像を生成することができる．さらに，

様々なドローンやロボット等の点検支援ツールに

よって大量に取得した高品質な画像をそのまま利用

できると考えた．そこで，３Ｄ計測技術の一つで各

分野で利用が進んでいるSfM+MVS技術を活用し，３

Ｄ損傷図の生成を試行した． 

 

４．SfM＋MVSによる３Ｄ画像生成 
 

多数の画像から３Ｄモデルを生成可能な写真測量

技術であるStructure from Motionと Multi-View 

Stereo (SfM+MVS)技術が様々な分野で注目されてお

り，近年，ITの進化よって，誰でも写真から手軽に

３Ｄモデルを生成することが可能となっている．写

真から３Ｄモデルを生成するには，まず異なる視点

から撮影した各画像の特徴点をマッチングし，画像

撮影位置・方向(カメラポーズ)と画像上の特徴点の

３次元的な位置(タイポイント)を推定する技術が

SfMである．その後，SfM処理によって推定したカメ

ラポーズを用いて，より高密度なモデルを生成する

技術がMVSである．以下にその流れを示す．（図-

3） 

 

■STEP１：全ての写真の特徴点を検出して画像同士 

の対応点を探索し，各撮影位置の推定と

密度の低い点群データを出力する． 

 

■STEP２：推定された撮影位置と密度の低い点群

データから写真ごとの画素の空間位置を

計算して密な点群データを出力する． 

 

■STEP３：点群を元に三角面を生成し，点群データ

をメッシュデータに変換する． 

 

■STEP４：画像を基にメッシュデータのテクスチャ

を生成する． 

 

STEP１ STEP２ STEP３ STEP４ 

図-3 SfM+MVSによる生成の流れ 
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STEP１がSfMによる工程であり，三次元の座標が算

出されるが，特徴点は疎に取得される．そこで，

STEP２からの工程において，MVSを利用することで，

３次元空間における，対象物表面を小さな接長方形

で近似し，その中心と法線ベクトルを更新すること

で密な点群データを生成できる．ただし，写真撮影

方法が復元精度に大きく影響するため，適切な画像

の撮影条件（撮影枚数や撮影角度，オーバーラップ

率）が必要となり，生成精度を高めるには，以下の

図-4 に示すような撮影方法が標準となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．橋脚の３Ｄ損傷画像の検証 
 

図-5～8 は，以下の撮影条件で取得した写真から，

SfM+MVSにより生成した橋脚の３Ｄ画像モデルであ

る．写真-1 は現地での撮影状況である．  

青色の四角形はSfMにより推定したカメラ位置を

示している．橋脚の柱で一部，画像が抜けている箇 

 

 

【撮影条件】 

・カメラ：Nikon D5600 ・解像度：6000☓4000 

・撮影距離：約2ｍ離れ  ・撮影枚数：50枚 

・ラップ率：約50%以上 

 

所があるものの，梁部分に関しては完全に画像合成

（立体化）ができている．対象とした橋脚の梁は，

アルカリ骨材反応によって，多数のひび割れが発生

しており，その損傷スケッチを従来通りの方法で作

成するには，非常に手間のかかる作業となるばかり

でなく，正確な幅や延長を記録することが困難であ

る．それに対し，SfM+MVSによって写真から自動で

３Ｄ損傷図が作成できるため，スケッチによる損傷

図の作成が省略できる．また，図-6 に示すように，

各面に跨るひび割れの連続性が確認し易いことや，

図-7 に示すように，排水管からの雨水の流れる経

路が明確に分かり，水の影響が損傷原因である場合

等には，原因元の追跡が可能である．さらに，図-8 

では，0.1～0.3mm程度（現地にてクラックスケール

による計測）のひび割れであるが，PC上で拡大すれ

ば，十分に机上で視認でき，ひび割れの段差も確認

できるほど高精度な画像モデルが生成できている．

つまり，生成された３Ｄ画像モデルは,PC上で自由

に回転や拡大表示ができるため，バーチャル空間内

でミクロな視点とマクロな視点の両面から，様々な

角度からの点検が可能である．ただし，寸法計測に

ついては，６．で述べる処理が必要である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．３ＤＣＡＤへの展開 
SfM+MVSによって写真から自動生成される３Ｄ損

傷図では,ひび割れの長さや幅等の寸法を計測でき

ないため,このモデル単独では,点検調書として利用

できない.そこで,寸法が分かるターゲットを一緒に

映し込むか,あるいは,既存図面や現地計測による既

知の寸法に合わせて,座標付けおよびスケール調整

をすることで寸法計測が可能となる.以下は,コンク

リート擁壁について,SfM+MVSにより生成した３Ｄ画

写真-1 現地撮影状況 

図-5 SfM+MVSによる3Ｄ画像 

図-4 撮影方法 

図-6 ひび割れの連続性 

図-7 漏水跡の追跡 

図-8 ひび割れ幅0.1～0.3mm 
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像モデル（図-9）を元に,赤色破線で囲ったブロッ

クについて,CAD上でひび割れ損傷図（図-10）を作

成した事例である. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現地において,寸法の基準となるターゲットとして,

擁壁の目地部にスタッフを鉛直に設置し,写真撮影

を行った.また,目地間隔も現地計測により事前に把

握し,鉛直,水平方向それぞれのスケール調整ができ

るようにした.その結果,鉛直方向よりも長手方向で

ある水平方向の歪みが大きいことが分かった.これ

は,鉛直方向よりも水平方向の写真枚数が多いこと

で,マッチング回数が多い分,歪み量の蓄積も大きく

なることが原因と考えられる.これについては,撮影

方向等の条件が大きく関係しているものと考えられ,

できるだけ正対した状態の写真撮影が望ましい. 

以上のことから,SfM+MVSにより生成した３D画像

モデルは,ある程度の歪みを含んだモデルであり,損

傷規模を定量的に把握するためには,寸法が正確な

３ＤCADへの展開が必要となる.図-11 は,SfM+MVSに

より生成した３Ｄ画像モデルから,橋脚の各側面を

切り出した合成写真をスケール調整した上で,３Ｄ

CADにより復元した形状モデルに貼り付けたもので

ある.これにより,正確なスケールを持った橋脚一基

全体の３Ｄ損傷図が完成できた. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．今後の展望 
 

SfM+MVSにより生成した３Ｄ画像モデルと,３Ｄ

CADとを組み合わせることで,損傷の寸法計測が可能

となり,ひび割れ延長の集計も容易となる.（図-

12）したがって,点検結果からそのまま補修設計へ

の利用も可能であり,また,ひび割れ位置・延長も

CAD上でトレースできるため,計測誤差以上の誤差は

発生しない.さらに,図-13 に示すように,構造物に

30cmメッシュ等を入れることにより,ひび割れ率と

して定量化することができ,定量的な損傷の判定に

繋がる可能性も考えられる.また,構造物全体の変位,

変形,傾斜等の経時変化やGPSによる移動量に対して、

mm単位の精度でモニタリングを可能とすることも考

えられる. 

一方,SfM+MVSにより３Ｄ画像モデルを生成する場

合,写真の撮影方法が復元精度に大きく影響するた

め,適切な画像の撮影条件が揃わない場合,適切に合

成できない場合が多い.そのため,PC橋のような比較

的シンプルな構造であれば問題ないが,鋼橋のよう

な,多くの部材が複雑に組み合わされた構造を忠実

に生成することは非常に難しいと言われている.そ

のため,複雑な構造物については,既存図面があれば

３ＤCADによる形状復元,既存図面がない場合は,

レーザースキャナによる点群からの形状復元を行っ

た上で,SfM+MVSによる３Ｄ画像モデルと組み合わせ

る手法が有効と考える. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．まとめ 
 

 今回は,橋脚一基について,SfM+MVS技術を活用し,

３Ｄ損傷図の生成を試行した.最終的には,図-14,15

に示すような橋台や橋梁全体の３Ｄ損傷図まで復元

することによって,従来からの点検調書における課

題であった,全体と局所の両方が把握でき,損傷の進

展が正確に比較でき,そして損傷の有無に関わらず

橋梁全体の記録ができることになる.そのために

は,SfM+MVS技術を活用した大量の写真の自動合成が

欠かせない技術であり,さらに,AIによって損傷の自

動抽出ができれば,さらなる内業の効率化に繋がる

ものと期待できるとともに,BIM/CIMにおける維持管

理段階において,そのまま導入できる手法といえる. 

 

参考文献 
1) 岐阜県県土整備部 道路維持課：岐阜県橋梁点検マニュ

アル 平成28年3月 

図-9 コンクリート擁壁の３Ｄモデル 

図-10 ひび割れ損傷図 

スタッフ 

図-11 橋脚の３Ｄ損傷図 図-12 補修設計への適用

図-13 ひび割れ率の算出 図-15 橋梁全体の３Ｄ損傷図

図-14 橋台の３Ｄ損傷図
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Ⅰ期線とⅡ期線のLv2地震時における 

相互干渉作用を考慮した橋梁詳細設計 
 

 

○飯塚赳彦1・高木達弘1・川本恭朗1 
 

1パシフィックコンサルタンツ(株)中部支社（〒451-0046 愛知県名古屋市西区名駅一丁目1番17号） 

 

 

本業務は一般国道２３号豊橋ＢＰⅡ期線の橋梁詳細設計である．Ⅰ期線橋梁の支承条件が橋

軸・直角方向ともに免震支持であり，Lv2地震時において上部工同士の衝突が確認された．その

ため，動的解析はⅡ期線橋梁にⅠ期線橋梁を加えた三次元モデルを構築し，上部工間に接触ば

ねを設けることで，上部工同士の相互干渉作用を考慮した橋梁詳細設計を実施した． 

 

Key Words : 免震支承，動的解析，三次元モデル，接触ばね 
 

 

１．はじめに 

 

(1) 業務概要 

本業務は，一般国道２３号豊橋ＢＰⅡ期線の橋梁

詳細設計である． 

豊橋ＢＰⅠ期線は，架橋位置を含む前芝ＩＣ～豊

川為当ＩＣ間の約4.2ｋｍが平成24年10月に開通し，

暫定２車線で供用されている． 

対象橋梁は，前芝宇塚交差点上に位置し，前芝Ｉ

Ｃランプ，国道２３号および西浜歩道橋を跨ぐ橋梁

である．複数の交差物を跨ぐため，Ⅰ期線整備時に

一部の下部工が完成形で整備されている（図-1）．

Ⅰ期線橋梁は，道路橋示方書・同解説（平成14年3

月）に基づき設計が実施されている． 

本業務ではⅠ期線橋梁の整備状況および構造特性

を踏まえた橋梁詳細設計を実施した． 

 

 
(2) 橋梁諸元 

1 )路線名 ：一般国道２３号豊橋ＢＰ 

2 )道路規格：第１種第３級 

3 )設計速度：Ｖ＝80ｋｍ/ｈ（４車線完成時） 

4 )設計荷重：Ｂ活荷重（Ｂ種の橋） 

5 )橋  長：Ｌ＝207.0ｍ 

6 )支 間 長：34.05ｍ+45.00ｍ+70.00ｍ+55.90ｍ 

7 )全 幅 員：Ｗ＝9.783ｍ 

8 )平面線形：Ｒ＝2，000ｍ 

9 )縦断線形：1.7％ 

10)横断勾配：2.0％（片勾配） 

11)上部工形式：鋼４径間連続細幅箱桁 

（鋼・コンクリート合成床版） 

図-1 平面図（上段：Ⅰ期線，下段：Ⅱ期線）

Ⅰ期線

Ⅱ期線

⻄浜歩道橋 国道23号前芝IC
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12)下部工形式： 

Ａ１橋台：逆Ｔ式橋台（上下線一体/施工済み） 

Ｐ１橋脚：ＲＣ張出し式橋脚 

Ｐ２橋脚：ＲＣ２柱式ラーメン橋脚 

（上下線一体/施工済み） 

Ｐ３橋脚：鋼製張出し式橋脚 

（上下線一体/施工済み） 

Ｐ４橋脚：ＲＣ張出し式橋脚 

13)支承形式：免震支承（超高減衰積層ゴム支承） 

14)適用基準：道路橋示方書同解説（平成24年3月） 

道路橋支承便覧（平成16年4月） 

 

 

２．技術的課題 
 

Ⅰ期線橋梁の支承条件は，Lv2地震時において橋

軸・直角方向ともに免震支持で計画されていた．上

部工は，上下線分離橋で計画されており，Ⅰ期線と

Ⅱ期線の上部工遊間は19ｍｍであった（図-2）．そ

のため，地震時において，Ⅰ期線とⅡ期線の上部工

同士の衝突が懸念された． 

対象橋梁は，Ⅰ期線設計時にⅡ期線においても橋

梁計画が実施されており，上下線一体で施工済みの

下部工には，Ⅱ期線橋梁の支承箱抜きやジャッキ

アップ支点等が設けられていた（写真-1）．そのた

め，本業務でのⅡ期線の橋梁計画にあたり，既設下

部工への影響から主桁配置および支承条件は変更が

困難であった． 

 

 
図-2 上部工断面図（左：Ⅰ期線，右：Ⅱ期線） 

 

 
写真-1 既設Ｐ３橋脚（鋼製橋脚）橋座部 

３．技術的課題に対する対策 
 

(1) 上部工同士の衝突照査 

Lv2地震時の動的解析は，Ⅰ期線橋梁とⅡ期線橋

梁を三次元モデルにより構築し，上部工同士の相対

変位を算出することで，衝突の有無を照査した．各

橋梁において，直角方向の時刻歴ごとの支承変位を

出力し，その変位差がマイナス値の場合は，桁同士

が近接する方向となる．本橋では，Lv2地震時にお

いて43ｍｍ～256ｍｍの相対変位を確認した．とも

に上部工遊間19ｍｍよりも大きな値となっており，

上下線が干渉することを確認した（表-1）． 

また，最も相対変位が大きい格点121(Ｐ4支点)に

おける時刻歴ごとの変位量を図-3，4に示す．Ⅱ期

線橋梁に対してⅠ期線橋梁のほうが，変位量が大き

いものの概ね同位相で振動することを確認した．な

お，変位差はⅠ期線とⅡ期線で全幅員の相違による

上部工重量差が要因であり，解消はできない． 
 

表-1 上部工同士の相対変位(直角方向加振時) 

 
 

 
図-3 Ｐ４支点上 上部工変位 

 
図-4 Ｐ４支点上 上部工変位(10～20秒 拡大図) 

１波 ２波 ３波 １波 ２波 ３波
Ａ1 101 -0.051 -0.074 -0.080 -0.201 -0.200 -0.192
A1-P1中央 103 -0.046 -0.071 -0.072 -0.186 -0.202 -0.173
A1-P1中央 104 -0.044 -0.071 -0.068 -0.178 -0.202 -0.165
Ｐ1 106 -0.043 -0.071 -0.066 -0.162 -0.201 -0.157
P1-P中央 108 -0.045 -0.075 -0.076 -0.144 -0.197 -0.163
P1-P中央 109 -0.046 -0.078 -0.080 -0.138 -0.193 -0.165
Ｐ2 111 -0.051 -0.078 -0.086 -0.127 -0.183 -0.162
P2-P3中央 113 -0.058 -0.075 -0.089 -0.103 -0.173 -0.142
P2-P3中央 114 -0.061 -0.071 -0.085 -0.095 -0.167 -0.126
Ｐ3 116 -0.067 -0.091 -0.067 -0.089 -0.175 -0.109
P3-P4中央 118 -0.076 -0.112 -0.073 -0.095 -0.205 -0.113
P3-P4中央 119 -0.080 -0.123 -0.080 -0.101 -0.222 -0.118
Ｐ4 121 -0.099 -0.144 -0.096 -0.111 -0.256 -0.163

格点No.位置 タイプⅠ タイプⅡ
上部⼯相対変位(m)

‐0.8

‐0.6

‐0.4

‐0.2

0

0.2

0.4

0.6

0.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

Ｐ4⽀点上 上部⼯変位（直⾓）

Ⅰ期線 Ⅱ期線
(s)

(ｍ)
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‐0.6

‐0.4

‐0.2

0

0.2
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0.8
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Ｐ4⽀点上 上部⼯変位（直⾓）
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(ｍ)

 

ジャッキアップ支点

最大相対変位(256ｍｍ)
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(2) 橋梁同士の相互干渉作用を考慮した動的解析モ

デルの構築 

橋梁同士の相互干渉作用は，三次元モデルに対し

て，上部工同士の格点に接触ばねを設けた「接触モ

デル」を用いて評価した．接触ばねは，Ⅰ期線とⅡ

期線の相対変位が上部工遊間以下（19ｍｍ以下）と

なった場合に，緩衝するよう設定した．接触ばねの

ばね値および履歴モデルは，「既設橋梁の耐震補強

工法事例集（平成17年4月（財）海洋架橋・橋梁調

査会）」を参考に設定した（図-8）． 

 

 
図-5 動的解析 モデル図（鳥瞰図） 

 
図-6 動的解析 モデル図（平面図） 

 
図-7 動的解析 モデル図（側面図） 

 
図-8 接触ばね履歴モデル 

 

(3) 支承形式 

支承形式は，Ⅰ期線橋梁と同様に超高減衰積層ゴ

ム支承を採用した． 

免震支承は，積層ゴムに圧入した鉛プラグで免震

効果を得る鉛プラグ入り積層ゴム支承とゴム自体に

減衰性を持つ素材を使用して免震効果を得る超高減

衰積層ゴム支承の2種類がある．同じ免震支承でも，

支承剛性には差があり，橋梁全体系の固有周期に影

響する．支承剛性の影響で，隣接工区では最大で

20％程度の固有周期差が生じている（表-2）． 

表-2 隣接橋 固有値解析（直角方向）一次モード 

 
 

(4) 機能分離支承の採用 

主桁配置は，施工済みの下部工による支点の制約

条件から，右側張出し長が711ｍｍ，左側張出し長

が1,872ｍｍであり，床版張出し長の影響で，Ｇ１

桁とＧ２桁の反力バランスに課題を有していた（表

-3）．結果，端支点となるＰ４橋脚部の支承におい

ては，中間支点に対して死荷重反力が小さく，主桁

のたわみが大きいため，回転角に対する照査を満足

せず，一般的な機能一体型支承では構造成立しない

ことが確認された． 

そのため，機能分離型支承を用いる計画とした．

機能分離支承は，同一支承構造内で鉛直支承と水平

支承の各機能を有する支承構造を採用することで，

横桁補強や主桁ブロック数増加による工費増を回避

した（表-4）．また，水平支承には超高減衰積層ゴ

ム支承を採用することで，Ⅰ期線橋梁で採用されて

いる免震支承と同等の支承性能を確保した． 

 

表-3 上部工反力（各桁） 

 
 

表-4 支承形式比較 

 

Br-1 Br-2 Br-3
PCコンポ桁 PCコンポ桁 鋼鈑桁

タイプⅠ 0.986 1.084 0.905
タイプⅡ 1.212 1.305 1.192

PCコンポ桁 PCコンポ桁 鋼鈑桁

タイプⅠ 1.013 1.061 0.952
タイプⅡ 1.119 1.147 0.979
タイプⅠ 0.973 1.022 0.951
タイプⅡ 1.083 1.138 1.217

⽀承形式

⽀承形式
鉛プラグ⼊り
積層ゴム⽀承

鉛プラグ⼊り
積層ゴム⽀承

鉛プラグ⼊り
積層ゴム⽀承

鉛プラグ⼊り
積層ゴム⽀承

鉛プラグ⼊り
積層ゴム⽀承

超⾼減衰
積層ゴム⽀承

固有周期
(直⾓⽅向)

上部⼯形式

固有周期⽐率
(Ⅰ期線/Ⅱ期線)

固有周期
(直⾓⽅向)

Ⅰ
期
線

Ⅱ
期
線

上部⼯形式

G1桁 G2桁
784 1,222 1.559

最⼤ 1,553 2,201 1.418
最⼩ 640 1,086 1.697

1,794 3,156 1.759
最⼤ 3,155 4,900 1.553
最⼩ 1,487 2,838 1.909

3,010 4,873 1.619
最⼤ 4,616 6,968 1.510
最⼩ 2,760 4,637 1.680

3,761 5,872 1.561
最⼤ 5,496 8,111 1.476
最⼩ 3,611 5,767 1.597

1,076 1,736 1.614
最⼤ 1,978 2,877 1.454
最⼩ 906 1,585 1.749

P
2
橋
脚
P
3
橋
脚
P
4
橋
脚

死+活荷重

P
1
橋
脚

A
1
橋
台

死荷重

死+活荷重

⽐率
(G2桁/G1桁)

死荷重

死+活荷重

上部⼯反⼒(kN)
荷重ケース

死荷重

死+活荷重

死荷重

死+活荷重

死荷重

⽔平⽀承 24,120
鉛直⽀承 2,780

②機能分離⽀承
(同⼀⽀承構造内機能分離⽀承)

29,380 1,106 30,486 α=1.000

直接⼯事費(千円)
⽐率

6,578 33,478 α=1.098①機能分離⽀承

上部⼯費
(横桁,添接) 合計⽀承費

:19ｍｍ 
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図-9 上部工断面図（機能分離支承） 

 

 
図-10 上部工断面図 

（同一支承構造内機能分離支承） 

 

４．まとめ 
 

 本橋ではLv2地震時において，Ⅰ期線橋梁とⅡ期

線橋梁の衝突が確認された．ただし，移動量に相違

はあるものの，概ね同位相で振動することが確認で

きたため，動的解析において，三次元モデルに接触

ばねを設けた「接触モデル」を用いることで，相互

干渉作用を適切に考慮した設計を実施した． 

豊橋ＢＰには，本区間と同様にLv2地震時におい

て，Ⅰ期線橋梁とⅡ期線橋梁の衝突が懸念される区

間がある．対象橋梁の完成時，暫定時および施工時

の構造特性や路線の運用形態を適切に把握したうえ

で，設計および計画を実施することが望ましい．本

稿が一例として参考になると幸いである． 

 

５．参考文献 
 

謝辞：本業務は，国土交通省中部地方整備局名四国

道事務所の発注により実施したものである．本稿の

執筆にあたり，ご指導・ご助言をいただきました関

係者様に深謝致します． 
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本道路協会） 
3) 道路橋支承便覧（平成16年4月 日本道路協会） 
4) 既設橋梁の耐震補強工法事例集（平成17年4月 (財)海

洋架橋・橋梁調査会） 
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斜面崩壊により被災した橋梁の応急復旧設計 
 

 

 

○櫛田
く し だ

真志
し ん じ

1・ 泉
いずみ

野
の

誠司
せ い じ

1・原田
は ら だ

和樹
か ず き

1・阿部
あ べ

光伸
みつのぶ

1・井上
いのうえ

公
なお

究
さた

1・鈴村
すずむら

勇
ゆう

季
き

1 

 
1玉野総合コンサルタント株式会社 建設技術部（〒461-0005 愛知県名古屋市東区東桜二丁目17番14号） 

 

 

本業務では，令和元年10月（2019年）に関東甲信地方，東北地方を中心に広い範囲で記録的

な大雨をもたらした台風19号により発生した橋台背面及びフーチング下面の土砂流出災害に対

する応急復旧設計と本復旧設計を実施した．この災害発生後，本路線は全面通行止めとなった

が，この路線は山脈を挟んだ地域を結ぶ迂回路のない主要ルートであることから早期復旧が至

上命題とされた．また，応急復旧を急ぐ中で，急峻な山間部に架かる橋梁であることから施工

ヤード等の確保が困難であるため，本復旧工事を考慮した応急復旧計画が求められたが，被災

から約2か月後には仮橋を架設し，片側交互通行による暫定供用を開始することができた． 

 

Key Words : 台風19号，応急復旧，斜面崩壊，仮橋，控え杭，PCケーブル 
 

 

 

１．はじめに 

 

 近年多発する自然災害によって，土木構造物が甚

大な被害を受けている．わが国では兵庫県南部地震

（平成7年），東日本大震災（平成23年）など大規

模地震による災害が多く発生しているが，最近では

ゲリラ豪雨や大型台風による災害が増加傾向にある．

各災害後には早期復旧に向けて行政と民間が連携し，

復旧対応に取組んだ事例は多い． 

 本稿では大型台風によって発生した山間部に架か

る橋梁の橋台背面及びフーチング下面の土砂流出に

より，対象路線が全面通行止めとなった事例に対す

る応急復旧への取り組みを報告する． 

 

２．事例概要 

 

(1) 対象施設概要 

 被災した橋梁は山間部の急峻な地形に架かってお

り，対象路線は山脈を挟んだ地域を結ぶ主要ルート

で，迂回路が近辺にないことから生活道路としても

重要な路線である．橋梁概要を以下に記載し，対象

施設概要図を図1に示す． 

 

 橋 長   ： 103.00ｍ（50.90ｍ＋50.90ｍ） 

 幅員構成  ： 10.50ｍ 

 上部工形式 ： PCTラーメン箱桁橋 

 下部工形式 ： 逆T式橋台・中空柱式橋脚 

 基礎工形式 ： 深礎杭基礎・大口径深礎基礎 

 適用示方書 ： 道示Ⅰ～Ⅳ(H6.2)・Ⅴ(H2.2) 

 

 
図1 対象施設概要図 

 

(2) 災害概要 

 令和元年10月（2019年）に関東甲信地方，東北地

方を中心に広い範囲で記録的な大雨をもたらした台

風19号によって，架橋位置周辺でも大雨を記録した． 

 この大雨により，斜面上の地下水が増加したこと

が要因となり，斜面崩壊が発生した．斜面崩壊の範

囲は橋台背面（橋台全幅以上）とフーチング下面

（全幅の半分程度）であり，深礎杭の片方が約7ｍ

程度露出している状態となった． 

 斜面崩壊により橋面と橋台背面の道路面との間が

崩壊したため，支持されなくなった舗装・踏掛版ま

で崩壊が徐々に拡大していった．そのため，車両の
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通行が出来なくなり，全面通行止めとなった．災害

状況を写真-1に示す．  

 

(3) 災害発生メカニズムの想定 

 応急復旧対策を検討する上で，地質調査を早急に

実施し，斜面崩壊の要因を検討した．(図2参照) 

 地質調査結果より，橋台背面の地盤は表層土砂

（崖錐層：Ta）で形成され,崖錐堆積物の下に粘板

岩(Sl)，チャート（Ch）と続く流れ盤であることが

確認できた．崩壊部の調査を行うと崖錐堆積物の層

が湿潤状態であり湧水が認められた． 

 以上より，台風による連日の大雨の影響で地下水

が増加し，透水性の高い崖錐堆積物の層と透水性の

低い粘板岩の層間に地下水が溜まったことで,橋台

付近の崖錐部が不安定となり，地下水と共に表層部

が流出する結果となったと想定した．(図3参照) 

 

 
 

 
写真-1 災害状況（上：橋面  下：桁下） 

 

 
図2 地質調査結果 

３．応急復旧計画 

 

(1) 課題 

 応急復旧計画の実施に際して，以下の3点が課題

となった． 

 

 課題①：早期復旧  

  本路線は前述したように山脈を挟んだ地域を結

ぶ主要ルートであるため，早期復旧が求められた． 

  そのため，短期間で設計方針を決定し,工事発

注図書を整える必要があった．また,応急復旧工

事にあたっては,使用材料の手配を含めて,施工期

間が短期であることが強く求められた． 

 課題②：構造の安全性  

  災害後，既設橋台の深礎杭が7ｍ程度露出して

おり，崩壊した斜面もそのままの状態となってい

る．本復旧までの期間における既設橋台の地震時

の安全性の担保と崩壊した斜面の安定を確保する

必要があった． 

 課題③：本復旧工事の施工計画  

  極めて狭隘な作業スペースの中で,本復旧の支

障とならない応急復旧工法が条件である．このた

め,本復旧工事の施工計画の立案が応急復旧設計

と同時に求められた． 

 

(2) 応急復旧内容 

 本復旧工事を見据えた応急復旧工事として，表-1

に示す対策を講じる方針とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3 斜面崩壊のメカニズム（イメージ） 

 

表-1 応急復旧対策方針（〇：本稿記載内容） 

■崩壊拡大・進行の防止 

①水抜き横ボーリング 地下水の排除  

②ﾓﾙﾀﾙ吹付＋鉄筋挿入工 崩壊法面の保護  

③親杭横矢板工 坑口路面の保護・土留工  

■橋台の安全性の確保 

④控え杭工 深礎杭の地震時(L1)の担保 〇

■通行機能の確保 

⑤仮橋工 崩壊部を跨ぐ交通機能の確保 〇

■排水機能の確保 

⑥仮排水工 崩壊した流末の仮復旧  

最大：約７ｍ 
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４．仮橋計画 

 

(1) 仮橋の架橋位置 

 応急復旧工事では,仮橋で暫定供用する計画とし

た．この際,仮橋の架橋位置について,図4に示す2案

を検討したが,急峻な地形に対して大規模な仮橋構

築（第2案）は施工が長期化し,不経済でもあるため,

第1案を採用した． 

一方,本復旧工事では,既設の単列杭を組杭に増杭

補強する計画としている．第1案の採用にあたって

は,仮橋直下（直近）での増杭施工が可能であるこ

とを事前に検証した． 

 

(2) 仮橋の構造形式 

 仮橋の下部工は坑口部の路面保護を目的に設置し

た土留工（親杭横矢板）のH鋼杭を兼用する形式と

した．橋台側は路面の嵩上げ影響範囲を極力抑える

ため，既設橋台の背面に設置されていた踏掛版の受

台を使用した．既設の受け台は幅が0.5ｍしかない

ことから桁かかり長・沓縁端距離を確保するために 

0.3ｍの拡幅を行った．仮橋の形式としては構造高

に着目し，路面の嵩上げ影響を抑えることができ,

桁下施工空間の確保が可能なトラスタイプ（下路

式）を採用した．（表-2参照） 

 

第 

1 

案 

・橋台背面（坑口～橋台で上下線切替） 

第 

2 

案 

・上流側（崩落していない上流側に単独構造） 

図4 架橋位置検討  

 

表-2 仮橋構造形式比較 

案 鈑桁(上路式) トラス (下路式) 

概要図 

 

構造高 H＝1.398m H＝1.129m 

評価  〇 

 
図5 仮橋構造図 

５．橋台補強計画 

 

(1) 復元設計 

 斜面崩壊によって橋台の深礎杭が大きく突出して

いることから，被災した橋台の安全性を確認するた

め，竣工図及び当時の基準を基に復元設計を実施し

た．復元設計では竣工図に記載されていた設計地盤

面を基に杭頭に土圧を作用させて計算を実施した．

深礎杭の復元設計（設計水平震度：kh=0.20）の結

果，図6に示すように許容応力度に対して概ね90%の

応力度であった． 

 

(2) 崩落後の深礎杭の照査 

 復元設計の結果を基に，崩落後の深礎杭について

照査を実施した．崩落によって露出した深礎杭は崩

落土よりも深い位置にある岩線（粘板岩）を設計地

盤面として，図7に示す約10ｍの突出杭として照査

を実施した．照査の結果，常時は全て許容値を満足

する結果となったが，地震時（kh=0.20）は満足し

なかった．設計水平震度をkh=0.10で照査すると水

平変位が許容値30ｍｍに達する．よって，地震時の

安全性が確保されていないため，暫定供用時におい

ても地震力に対する安全性を担保する補強が必要で

あった． 

 

  
図6 復元計算時の土圧荷重・復元結果 

 

 
図7 崩落後の照査の設計地盤面 

- 109 -



(3) 補強方針 

 深礎杭と補強材の荷重分担の比率は明確にできな

いため，補強材のみで地震力を負担する構造とし，

表-3に示す設計作用力を算出した． 

 

(4) 補強構造の比較 

 補強の構造選定では,本復旧工事の施工ヤードの

確保及び増杭の支障とならないことを前提に,短い

工期での施工が可能な工法とする必要があった． 

 比較検討においては,材料調達が容易な「アン

カー補強案」と「控え杭＋PCケーブル案」の2案で

検討を行った．その結果，アンカー補強案の場合，

本復旧時の増杭と土中部で干渉する可能性が高く，

深礎杭の前面（崩壊部）に足場を設ける必要がある

ため，施工性に劣り，工期の長期化が懸念された．

それに対して，控え杭＋PCケーブル案は橋台側面か

らPCケーブルを張ることができるため，増杭の施工

ヤードへの影響もなく，施工工期を抑えることが可

能であった．以上より，図8に示す「控え杭＋PC

ケーブル案」を採用した． 

 

(5) PCケーブルの検討 

 適切に控え杭とPCケーブルが地震時に作用するよ

うに計画する必要があるため，深礎杭が地震時に変

位する値よりも控え杭とPCケーブルが変位する合計

値を小さくする必要があった． 

控え杭（H-350）に上述した設計作用力を作用さ

せた場合，天端の変位量：δ1は 12ｍｍであり，残

りのPCケーブルの変位（伸び）が支配的であること

から鋼材の断面積を変化させながら変位量を検討し

た．その結果，F230TのPCケーブルを片側2段配置

（計4本）の場合にPCケーブル（F230T）の伸び量：

δ2が16ｍｍとなることから合計の変位量：Σδ＝

12＋16＝28ｍｍとなり，深礎杭の許容変位：δa＝

30ｍｍ（深礎径の1％）より小さくなった．以上よ

り，深礎杭の許容変位30ｍｍに達する前に，控え杭

が抵抗力を発揮できる構造とした．（表-4参照） 

 

表-3 設計作用力 

対象 作用力の算出内容 

上部工 可動ゴム支承の摩擦力を算出 

橋台 橋台の自重による慣性力を算出 

深礎杭 突出している7ｍ分の自重による慣性力を算出

仮橋 橋台に載荷する仮橋自重による慣性力を算出 

 

 
図8 控え杭＋PCケーブル構造図 

表-4 変位量の検討結果 

対象 作用力の算出内容 

控え杭（H-350）の天端変位量 δ1＝12ｍｍ 

PCケーブル（F230T）の伸び量 δ2＝16ｍｍ 

総変位量 Σδ＝12＋16＝28ｍｍ 

深礎杭の許容変位 δa＝30ｍｍ(深礎径1%)

判定 Σδ≦δa ： OK 

 

  
写真-2 仮復旧工事完了  

 

６．モニタリング計画 

 

 控え杭による補強が前例のない構造であり,信頼

性を担保するためにモニタリングを計画した． 

本復旧完了までの長期間のモニタリングであり，

簡単にアクセスできない場所に設置するため，計測

器本体から電波が発信でき，電源の寿命も2年程度

であれば配線不要な傾斜計と伸縮計を採用した．ま

た，事前に連絡先を登録し，異常時（閾値の超過）

には自動的に登録してある連絡先に通知することが

可能であり，24時間遠隔監視を計画した． 

 

７．まとめ 

 

 本稿に記載した検討内容はごく一部であるが，早

期復旧を目標とし，課題①～③を踏まえて短い期間

で多くの検討を実施した．材料や機材の製作及び現

場納期に要する期間，かつ現場工期の短縮を視野に

検討・協議を進めた結果，10月に全面通行止めに

なってから約2か月後の12月には仮復旧工事が完了

し，片側交互通行で仮橋を通行する暫定供用を開始

することができた．（写真-2参照） 

最後に，今後も多発すると予想される自然災害に

対して積極的，かつ柔軟に対応し，行政とともにイ

ンフラ整備に貢献していきたいと考えている． 
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矢作川におけるヨシ原再生の取組み 
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1（株）建設環境研究所（〒460-0003 名古屋市中区錦3-20-27） 

 

 

矢作川河口部のヨシ原再生事業開始から10年が経過し，継続的なモニタリングにより施工前

後の物理環境変化とヨシ等の植生定着と遷移過程，生物の生息状況等を定量的に把握した． 

感潮区間におけるヨシの生育は，冠水頻度3～4時間/日となる地盤高においてヨシ根土区画が

最良であり，施工後4年目をピークにヨシの生育分布が拡大した．ヨシ原再生によって湿地性の

貴重植物やカニ類，オオヨシキリ，オオジュリン等鳥類の生息環境が形成されることが確認さ

れた．施工後ヤナギ類が進入・定着するが，河川維持管理と連携した樹木抜開を行うことで地

下部のヨシ根から早期にヨシが生育（再生）し，維持管理策としての有効性が示唆された． 

 

Key Words : 自然再生事業，ヨシ原，冠水頻度，植物群落，ALB，維持管理 
 

 

 

１．はじめに 

 

 矢作川河口部では，昭和40年代より減少したヨシ

原を保全・再生するため，国土交通省によるヨシ原

再生事業（以下，「事業」と称す）が進められてい

る．本事業は平成22年度から施工が開始され，施工

前後の継続的なモニタリングにより物理環境の変化

とヨシ等の植生定着と遷移過程，生物の生息状況に

ついて一定の知見が得られた．本稿では，事業開始

から10年経過段階において，特にヨシの効果的な再

生条件や再生後の生物応答，持続的なヨシ原維持に

関する考察について報告する． 

 

２．ヨシ原再生の概要 

 

(1) 矢作川の概要 

 矢作川は，長野県の中央アルプス南端の大川入山

（標高1,908m）を源流として愛知県・岐阜県境の山

岳地帯を貫流し，平野部では巴川，乙川を合わせ，

矢作古川を分派して三河湾に注ぐ，幹川流路延長約

118km，流域面積約1,830km2の一級河川である．1) 

 流域の地質は，上・中流域には花崗岩が広く分布

しており，マサ化し崩壊しやすいため流出土砂が多

く典型的な砂河川となっている．河口部（事業実施

区間である河口から9k付近）の河道特性は，セグメ

ント2-2，感潮区間，河床勾配1/2,500～1/1,200程

度，河床材料の構成は砂もしくは砂礫質が主である

（図-1）．2) 

 

 
図-1  事業区間（矢作川河口部）． 

 

(2) ヨシ原再生事業の概要 

 矢作川では平成21年7月に矢作川水系河川整備計

画が策定され，同年河川環境の整備と保全を具体化

するための計画として，矢作川自然再生計画（河口

部再生編）が策定された．矢作川では，昭和40～50

年代を中心に盛んに行われた砂利採取による河床低

下や河川改修による護岸整備等の人為的なインパク

トにより，昭和40年代から平成20年頃にかけてヨシ

原が約6割減少した．3) 

 ヨシ原再生は，現地盤が高くオギやセイタカアワ

ダチソウ等が優占して生育する水際部の砂州を切り

下げ，冠水頻度をあげることでヨシが生育しやすい

基盤環境を整備している．事業の詳細については国

土交通省豊橋河川事務所HPを参照されたい． 

 

(3) 事業の経緯 

a) 試験施工（平成22年度～） 

 施工に際して，事前調査により近傍のヨシ等植生
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の生育地盤高を把握したところ，ヨシの生育地盤高

としてT.P.0.5～1.0mが適していることが把握され

た．この結果を踏まえ，当初は試験施工として2種

類の高さ（T.P.0.5m及び0.8m）で複断面に切り下げ

た（図-2）．あわせてヨシの活着を促す方策を把握

するため，ヨシ植栽方法を複数設定した（茎植え，

ヨシ根土撒出し，ポット苗等）．これにより試験施

工として，ヨシ再生の好適な施工高と植栽方法をモ

ニタリングにより検証した． 

 

 
図-2  ヨシ原再生(試験施工)模式図． 

 

b) 本施工（平成25年度～） 

 試験施工区でのモニタリング結果より，T.P.0.8m

ではオギ等が増えることが示されたことから，その

後の施工高はT.P.0.5m一律を基本とし，更にヨシ植

え（茎植え，ヨシ根土撒出し）を組み合わせて実施

している．なおヨシ根土は河川近傍の自生地から採

取し，採取箇所のヨシが早期に再生するよう掘削深

に配慮して実施している． 

c) 維持管理（樹木伐開） 

 試験施工区では施工高T.P.0.8mのエリアを中心に

ヤナギ類の拡大が見られる状況となったことから，

令和元年度に河川維持工事と連携した樹木伐開が実

施された． 

 

(4) モニタリング項目 

 モニタリング調査項目は表-1に示すとおりである．

またヨシ生育に必要となる冠水条件を把握するため，

平成25年には圧力センサー方式の水位ロガーによる

水位連続観測を実施し，地盤高に応じた冠水頻度を

算定した．その他各年の冠水頻度は，平成25年実測

水位と近傍水位観測所との相関に基づき推定した． 

 施工区の位置図は図-3に示すとおりである． 

 

３．結果 

 

(1) 地形 

 試験施工区では，施工後1年目に平均年最大水位

を上回る規模の出水が2回発生し，地形変化（川側

は侵食，その背後部に堆積）が生じたが，その後は

植生の定着とともに安定傾向にある．本施工区では，

施工後1年目に同等の出水は発生しなかったが，川

側が最大で2m程度侵食し，以降も侵食が進行したが

ヨシ植え（ヨシ根土）実施箇所付近で侵食が抑制さ

れ地形は安定傾向にある（図-4）． 

 

表-1  モニタリング調査項目． 

 
 

 
図-3  事業箇所位置図． 

 

 
図-4  代表測線の横断地形調査結果．  

 

(2) 冠水頻度 

 事業箇所の水位は，満潮時には潮汐の影響に支配

されるが，干潮時および出水時には河川水位が支配

的となる変動を示すことが確認された． 

 ヨシ生長期にあたる春先（4～5月）について，施

工高T.P.0.5mではヨシ活着は概ね良好であったが，

施工高T.P.0.8mでは十分に生長しなかった．その際

の冠水頻度はT.P.0.5mでは平均3～4h/日，T.P.0.8m

では1～2h/日未満と推定された（図-5）． 

 

項目 方法 時期

地形 横断測量 秋季

底質 粒度分布、強熱減量 春・秋季

植生 植生図、コドラート法 秋季

底生動物 定量調査、定性目視観察 春・秋季

鳥類 定点観察 冬季

景観 定点撮影 春・秋季
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図-5  地盤高に応じた冠水頻度（平成25年実測結果にも

とづく推定値）．エラーバーは標準偏差を示す． 

 

(3) 植生 

 施工区域の面的な植生分布を把握し，施工高およ

び植栽方法別の面積変化を把握した（図-6）．ヨシ

面積は施工高T.P.0.5mのヨシ茎植え工区とヨシ根土

撒出し工区では施工後4年目にかけて拡大し，ヨシ

根土工区では実施エリアの9割以上でヨシ群落を形

成し，5年目以降はオギ群落やヤナギ類等への遷移

が一部の箇所で確認された．一方，施工高T.P.0.8m

では，茎植え工区ではヨシは定着せずセイタカアワ

ダチソウ群落，ヤナギ類が優占した．撒出し工区で

は一定の生育は確認されたが時間経過に応じて先に

オギ群落が優占し，その後ヤナギ類群落が優占した． 

 

 
図-6  掘削高と植栽方法別の植生面積（試験施工区）． 

 

(4) 生物の生息状況 

 試験施工区・本施工区ともに湿地性の重要種（愛

知県レッドデータブック，環境省レッドリストの両

方に指定，もしくは愛知県レッドデータブックにの

み指定）としてタコノアシ，シロネが確認された． 

カニ類等甲殻類の種数は，施工前2種であったもの

が最大で7種確認され，事業箇所近傍に生息確認さ

れる種のほとんどが継続して確認された（図-7）．

鳥類では,夏季にはオオヨシキリの営巣，冬季には

オオジュリン等の生息が確認された（図-8）． 

 

 
図-7  施工前後のエビ・カニ類の種数変化． 

 

  
図-8  タコノアシ（左），オオヨシキリ（右）． 

 

(5) その他 

a) 河口部全体における植生群落と比高の関連 

 上述の冠水頻度は，川の縦断距離に応じて干満の

影響や河床勾配の関係から変化する．事業を他地区

に展開していくうえでは縦断距離に応じたヨシや他

植生の生育条件を把握しておくことが必要と考えら

れ，河口部全体の植生群落とその生育比高の関係を

分析した． 

最新の航空測量（ALB測量成果）と測量年直近で

実施された河川水辺の国勢調査（河川環境基図）結

果をもとに，GISを用いて河口部全域を5m格子（グ

リッド）に分割し，各グリッドに含まれるグラウン

ドデータ（点群）を平均処理し，平水位からの相対

比高，およびグリッド中心点にかかる植生群落の属

性を付与した．ここでの平水位は測量実施年の至近

10ヵ年の水位観測所の平水位より宮脇ほか4)による

手法を用いて算出し，GISで補完した．ここから植

生群落別の比高を統計処理した． 

 施工区で優占したヤナギ類の比高は，ヨシより中

央値で0.2m高いことが確認され，同等の地盤高に生

育することが確認された（図-9）． 

b) 維持管理と連携したヤナギ類の樹木伐開 

 令和元年度，試験施工区において維持管理と連携

したヤナギ類の樹木伐開が実施された．施工直後の

5月段階では，水際部を中心にヨシ群落の生育が確

認された（図-10）．確認されたヨシの生育地盤高

をRTK-GPS測量によって計測した結果，生育高は

T.P.0.5～0.7m程度（第1四分位から第3四分位範囲）

であった（図-11）．3) 
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図-9  植生と比高の関係．植生は主要な群落のみ抜粋し

て表示．箱ひげ図は中央値，四分位数間領域および値の

範囲を示し，箱の中央，上，下の線はそれぞれ中央値，

第3四分位，第1四分位である．箱の上下のひげは値の範

囲を，黒い点は外れ値を示す． 

 

 
図-10  試験施工区のヨシ群落（伐採後）． 

 

 
図-11  伐採後に確認されたヨシの生育地盤高． 

 

３．考察 

 

(1) 効果的なヨシ生育条件 

 ヨシの生育状況について施工高および植栽方法の

違いから比較すると，施工高T.P.0.5mのヨシ根土撒

出し工区では，施工後4年目までに実施面積の9割以

上にヨシが活着しており，今回の施工方法の中では

最良の条件であったと示唆される．施工高T.P.0.5m

は感潮区間における冠水頻度として日3～4時間相当

であり，今回の分析結果からは，他植生との競合関

係を含めこの冠水頻度が春先のヨシ生長段階に必要

な条件であると示唆された． 

 

(2) ヨシ原再生の効果 

 事業によってヨシ以外の湿地性の重要植物（タコ

ノアシ，シロネ）や，オオヨシキリやオオジュリン

等の鳥類，カニ類が確認された．地盤の切り下げに

よって冠水頻度が向上し，湿地性の植物が生育しカ

ニ類等の底生生物が生息できる基盤環境が形成され，

更にヨシ等の高茎草本群落が成立することでオオヨ

シキリやオオジュリン等の鳥類の生息環境が形成さ

れたと示唆される． 

 

(3) ヨシ原の持続的維持に関する知見 

 基盤地形は，砂州を切り下げ植生環境がリセット

されることで施工直後に地形変化（川側は侵食，そ

の背後に堆積）が生じやすいが，ヨシの定着ととも

に基盤地形が安定し持続的なヨシ原環境の維持に有

効であることが示唆された．ヨシは施工後4年目を

ピークに定着・拡大するが，ノーメンテナンスでは

施工後の微地形の変化やヤナギ類の侵入により5年

目以降の分布面積は減少する傾向にあった．これは

植生が定着し地形が安定することで，進入したヤナ

ギ類等が生育しやすくなり，生長とともに樹高が大

きくなることでヨシ等の高茎草本が日隠されやすく

なり双方の生育条件が変化したことが一要因と考え

られた．対策として樹木伐開によってヤナギ類を除

去することで，地下部に現存するヨシ根から早期に

ヨシが生育しており維持管理策としての有効性が示

唆された．ただしヨシが再び生育した箇所は，施工

後からの地盤高変化が＋0.2m程度までの箇所が主で

あったため，施工後これ以上の堆積した箇所，すな

わちヨシの好適な生育高から高くなった箇所につい

ては別途対策が必要と考えられる．具体には，上述

の比高条件などを参考に，維持掘削やブルによる敷

き均し等による比高管理の視点が重要と示唆される． 

 

謝辞：本内容は国土交通省中部地方整備局豊橋河川

事務所より受託した業務成果にもとづくものであり，

関係者の皆様には厚く御礼申し上げる． 
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三重県内では絶滅したとされていたアゼオトギリが，2013年櫛田川水系佐奈川にて47年ぶり

に発見された．アゼオトギリは，本来，水田の畦に生育する植物であることから，流域内での

生育の有無について調査を行い，流域内では再発見された箇所以外でアゼオトギリの生育は確

認されなかった．河道内での生育条件等に関する知見はなく，河川管理を行う上で河道内の生

育地が消失すると再絶滅することが懸念された．このことから，流域内で広く保全していくこ

とが必要と認識し，地域連携による保全活動として展開できるような取り組みを進めてきた． 

 

Key Words : 絶滅危惧植物，地域連携，保全活動，河川管理，アゼオトギリ 
 

 

 

１．はじめに 
 

(1) 絶滅危惧植物アゼオトギリ 

 アゼオトギリ(Hypericum oliganthum)は，日当

たりのよい湿地に生えるオトギリソウ科の多年生草

本である．茎は叢生し，よく分枝し，葉の縁には黒

点が密に並ぶ．花期は7～9月，直径10～13㎜，果実

は丸みを帯びる1)． 

アゼオトギリは，環境省レッドリスト2020におい

て絶滅危惧ⅠB類，三重県レッドデータブック2015

において絶滅危惧ⅠA類に分類され，近い将来野生

での絶滅の危険が高いため，保全が求められている． 

 

 
図-1  アゼオトギリ 

 

(2) アゼオトギリの再発見 

 アゼオトギリは，1966年大台町宮川産の標本記録

以降，確認情報がなく，三重県内では絶滅したと考

えられていた1)．ところが，国土交通省が定期的に

実施している「河川水辺の国勢調査」において，

2013年櫛田川水系佐奈川にて確認され，三重県内で

は47年ぶりの再発見となった． 

 

(3) アゼオトギリの生育環境の特徴 

 佐奈川では，河道内の洪水時に冠水する箇所で確

認されたが，吉岡・青山（2015）2)では，アゼオト

ギリ生育環境を以下のように述べている． 

＜生育場所＞ 

①用水路と農道の間にある畦法面の用水路側の縁 

（草刈りを刈払機で年4回実施，除草剤不使用） 

②湿潤だが通気性が良く，草刈りがなされて明る

いが刈払機の刃が届きにくい 

 ③競争者のいない水路上に枝を伸ばすことが多い 

 
図-2  アゼオトギリ生育場所 

 

＜人為的な種子散布＞ 

 ①水路上に伸びた枝に着いた果実が登熟すると，

すでに水が止められた水路に種子は重力散布さ

れる 

 ②春先に行われる溝浚いでは，畦法面に水路堆積

物が積まれる 

農道

用水路

畦

アゼオトギリ

水田
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 ③法面縁の土壌が厚くなり，アゼオトギリの生育

場所が作られ，水路に落ちた種子を畦に戻す働

きがあると思われる 

 
 

 
図-3  人為的なアゼオトギリの種子散布 

 

２．取り組みの経緯 

 

(1) 保全活動のあゆみ 

 2013年にアゼオトギリを再発見したことを機に，

佐奈川河道内及び沿川の畦などにおいてアゼオトギ

リの生育状況を調査した．調査結果から，アゼオト

ギリが自生しているのは今回発見箇所の１箇所しか

存在しないことが確認され，洪水時の流失や河川管

理等による絶滅リスクを回避するために保全に取り

組む必要性が確認された． 

保全活動の第一歩として，先進的な取り組みを進

めている福井県での事例も参考として，緊急的な移

植を行うこととし，地域住民や県内の高校生に協力

を依頼して，2014年にアゼオトギリの移植苗の作成，

移植作業を行った． 

 移植に協力頂いた団体，学校に続き，地域で活動

している団体も加わって頂き，地域一体となったア

ゼオトギリ保全を進めていくための活動母体として，

2015年5月に三重大学や福井県立大学の先生方の助

言を得ながら，「アゼオトギリ保全勉強会」（以下，

「勉強会」と呼ぶ）が設立された． 

 勉強会は，2016年からは毎年6月に開催しており，

2020年8月時点で9回行われた．勉強会を通じて地域，

教育機関，行政が一体となり，栽培方法や生育に適

した環境を模索している． 

 

(2) 保全活動組織 

 アゼオトギリ保全勉強会のメンバーは以下のとお

りに構成されている． 

・座長，アドバイザー：学識者3名，有識者1名 

・教育機関：県内高校2校，福井県高校1校（オブ

ザーバー） 

・地域団体：多面的機能支払交付金制度活動組織

4団体（農水省の交付金制度による地区の団体．

以下，「活動組織」と呼ぶ），ボランティア団

体1団体 

・行政：事務局（国，町），オブザーバー（県） 

 

(3) 当社の役割 

 自生地において個体群調査による河道内での生育

特性の把握，河道内移植地の設定，モニタリング調

査による保全方法の確立，「将来性のある持続可能

な地域連携による保全活動」として展開できる取り

組み内容の検討・取り組みのサポートが当社の役割

である． 

 

３．取り組み内容 
 

(1) 河道内における自生地の保全と移植 

a)自生地の保全 

 自生地の保全として，生育特性を把握するためモ

ニタリング調査を実施した． 

アゼオトギリは堤防法尻付近に沿って多く生育し

ている．河川堤防では，法尻まで定期的に除草が行

われており，光の供給を受けやすく，競合相手が少

なくなっているためと考えられた．このため，自生

地付近での堤防除草の際は，アゼオトギリに配慮さ

れるよう施工業者への現地説明会などを企画・実施

した． 

 

 
図-4  法尻付近に生育するアゼオトギリ 

（配慮された堤防除草後） 

 

 季節ごとの個体数の増減，出水の規模，時期など

を整理すると，アゼオトギリの生活史のうち登熟期

に大きな出水があると翌年春季の個体数が増える傾

向が確認された（図-5参照）．本来は図-3のような

人為的な種子散布がなされる生態を持つが，河道内

でのアゼオトギリは出水の影響を受け種子散布され

る氾濫原植物の特徴を有していることが考えられる． 

 継続的なモニタリング調査を実施することにより，

個体群が維持されていることがわかり，河道内にお

けるアゼオトギリ生育に関する知見が蓄積されつつ

ある． 

農道

用水路

畦

アゼオトギリ

水田

種子散布

【秋頃】

農道

用水路

畦

アゼオトギリの種子

水田

【春頃】
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図-5  出水とアゼオトギリの生活史と個体数の関係 

 

b)移植による生育地拡大 

 河道内では出水等による環境変化により，自生地

における種の維持が困難となる場合も考えられ，緊

急的措置としてボランティア団体と協働で移植を実

施した．移植に際し，保全方針の作成，移植箇所の

選定を行った．移植箇所には，日照条件，土壌水分

等について自生地の生育条件と類似した箇所，他の

生育地（福井）と類似した箇所，一般の方が観察し

やすい箇所として5箇所を選定した（表-1参照）．

継続的なモニタリング調査を実施し，試験移植など

も行いながら，保全方法の確立に向けて検討を行っ

ている．新規定着した移植箇所から佐奈川と連続し

た水系・用水系に種子が散布され，新規定着地が自

生地への種子供給源となることも期待できる． 

 
表-1  移植箇所選定表 

 

(2) 流域の取り組み 

種の絶滅リスクの回避や種の保全のための活動を

地域へ拡大していくにあたっては，アゼオトギリの

栽培方法について周知する必要があった．福井県で

の栽培事例も参考に，学識者の意見を頂きながら，

勉強会にて『アゼオトギリ栽培マニュアル』を作成

した．作成に際し，地域団体や高校生など幅広い意

見が反映されるよう，ワークショップ形式で各団体

の栽培方法，経験談を議論し合い，経験知からの意

見を集約するようにするためグループの分け方や

ワークショップの進行の仕方などを工夫した． 

 地域団体による増殖栽培では，マニュアルを基に

種から育てた後，各地区にて移植を実施している．

そこでは，定期的な草刈り，観察，地域住民へのお

披露目などを各団体が行っている． 

また，高校生の生態研究では，福井県の高校との

共同研究とし，各学校の環境に適した研究として，

農場の一角を使った研究，生息域外保全として校内

保護区を造成した研究を行っている．卒業しても後

輩へと受け継ぎながら継続的な研究が行われている． 
 

  
図-6  各地域にて移植 

 

(3)勉強会を継続していくための企画検討 

 2015年に「勉強会」を立ち上げ，参加型の勉強会

として毎回テーマを変え，年1回6月開催とし，定期

的な開催により継続的に実施するように配慮した．

座学では，保全活動への意識向上へと繋げられるよ

う，地域団体に活動報告として各々資料作成及び発

表をしていただき，参加型の現地作業や現地見学な

どを計画・実施してきた（図-7参照）．2014年から

地域団体による増殖栽培，教育機関による生態研究，

行政による自生地や移植地のモニタリング調査が行

われ，「勉強会」でその知識を共有することにより，

効果的・効率的な栽培方法のノウハウが蓄積されて

きた．そのノウハウを地域で継承するため，2019年

から『アゼオトギリ保全勉強会活動報告書』の作成

に取り掛かっている．作成に際して，勉強会メン

バーの意識向上・活動の当事者としての主体的な取

り組みを醸成するため，各団体に活動内容を執筆し

ていただいている． 

 

(4) アゼオトギリNewsの作成 

 アゼオトギリ保全勉強会メンバーへの情報共有の

一環として，2016年「アゼオトギリにゅーす」を作

成した．さらに，広く一般的に周知されるために

「アゼオトギリNews」としてリニューアルした（図

-8参照）．町役場，図書館，教育機関などに配布し，

広く一般に活動の周知がされている． 

日照
土壌の
乾湿
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自生地 良 湿
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チソウ、チ
ガヤ

－

Ａ
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良 湿
タチスズメ
ノヒエ

自生地と類似

Ｂ
低水敷

良 湿 ツルヨシ 自生地と類似

Ｃ
低水敷

良 湿
セイタカア
ワダチソウ

自生地と類似

Ｄ
堤防裏法尻

良 やや湿 チガヤ
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察しやすい

Ｅ
堤脚水路
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移植
候補地
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図-7  アゼオトギリ保全勉強会 

（左：河川敷にて移植作業，右：座学にて活動報告） 

 

 
図-8  アゼオトギリNews（2018.8 リニューアルの巻） 

 

４．取り組みの成果 
 

(1) 三重県からの支援 

 これまで保全活動の取り組みを実施してきたこと

により，2017年3月31日三重県指定希少野生動植物

種に指定された．条例により罰則規定が設けられる

ことで，人為的な影響による個体数の激減や消失を

抑えることが可能になるものと考えられる． 

 また，2019年に三重県から推薦を受け，「国連生

物多様性の10年日本委員会（UNDB-J）」（以下，

「UNDB-J」と呼ぶ）から，2020年3月，認定連携事

業（第16弾）に認定された．これにより，UNDB-Jの

ホームページよりアゼオトギリ保全活動が広く知ら

れ，ロゴマークの使用による広報活動が可能となっ

た． 

 

図-9  UNDB-Jロゴマーク 

 

(2) 高校，地域団体による普及・啓発・交流活動 

 「勉強会」にて，各団体主体による様々な普及・

啓発・交流活動が実施されており，活動の拡大や意

識向上が広がっていると感じられる．その活動例を

以下に示す． 

 高校では，一般の方でも自由に見学できる校内の

一角で展示や紹介を行い，県内外の活動発表会（日

本学校農業クラブ等）に積極的に参加し，活動報告

を行っている． 

企業を母体としたボランティア団体では，企業発

行冊子にて活動の紹介，地域環境イベントへの出展

にて活動の紹介を実施している． 

 各地区の活動組織では，身近な神社，地区のお祭

りなどで展示を行い活動の紹介を実施している． 

 2015年，高校生によるアゼオトギリ保全について

の環境学習が小学校にて実施された．その後，小学

校の卒業生が高校に研究見学に訪れるなど，交流に

よる啓発活動が実を結びつつある． 

 福井県の保全団体との交流も進められるように

なっている．2016年福井県にて，2017年三重県にて

保全活動団体同士の交流会が団体主体で実施された．

お互いに刺激を受けることで，活動意欲向上に繋

がっているものと考えられる． 

 地域団体が主体となり，幼稚園や小学校にて保全

活動の紹介，植栽活動を実施し，生物多様性の保全

を若い世代へと引き継ぐ取り組みとなっている． 

 

(3) 継続的な保全活動によるノウハウの蓄積 

 勉強会や保全活動が継続されたことにより，これ

まで勉強会メンバーと情報を共有してきた．そのた

め，栽培方法のノウハウや生態についての知見が蓄

積されてきており，「活動報告書」作成にまで至る

ことができた． 
 

５．今後の展開 
 今後の展開として，技術面では自生地のモニタリ

ングを継続しさらなる生育特性の解明を進め，移植

地において試験移植などを実施し，河道内の保全方

法の確立を目指す．保全の取り組みに関しては，

「将来性のある持続可能な地域連携による保全活動」

として展開できる取り組み内容の検討を続ける． 
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新丸山ダムは，木曽川水系木曽川に位置する丸山ダムの機能増強を目的に建設予定の再開発

ダムであり，重力性変形の発達に伴う地すべりの評価および再開発ダムにおける貯水池周辺地

すべりの安定度評価が課題であった．地すべりの精査では，詳細現地踏査および高品質ボーリ

ングコアのコア観察に基づき，地すべりブロック範囲とすべり面形状を推定した．安定解析で

は，再開発ダムの貯水池地すべりに規程がある新たな技術指針に基づき，現ダムの貯水位変動

や地すべり変動を考慮した現状安全率の設定等より新ダムの湛水影響を評価した． 

 

Key Words : 再開発ダム，貯水池地すべり，重力性変形(トップリング)，美濃帯堆積岩
類，安定解析 

 

１．はじめに 
 新丸山ダム(以下新ダムと称す)は，木曽川水系木

曽川に位置する丸山ダム(以下現ダムと称す)の機能

増強を目的に，再開発ダムとして計画されているダ

ムである．新ダム貯水池周辺には，美濃帯(砂岩，

混在岩(泥質，砂質，珪質)，チャートを主体)の

ジュラ紀付加体堆積物が分布し，地質構造は，木曽

川と概ね平行な東－西走向で70°以上の高角度で傾

斜する(図-1)．また，貯水池斜面の一部には，重力

性変形(トップリング)による岩盤のゆるみが認めら

れ，地すべりへの移行が想定される箇所がある．    

本論文では，新ダム貯水池左岸斜面の大規模地す

べりNL-3を例として，重力性変形に起因する地すべ

りの検討結果および再開発ダムにおける貯水池周辺

地すべりの解析手法について報告する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図-1 対象斜面の位置図 

２．調査方法 
本地域では地質・岩盤特性による重力性変形構造

の把握と地すべりへの移行および再開発ダムにおけ

る安定解析が技術的課題として挙げられた．そこで

前者の解決策として，詳細現地踏査及び高品質ボー

リングコアの観察を実施し，後者の解決策として，

現状の安全率および水位条件の検討を行った． 

 

(1)詳細現地踏査 

a)地表踏査 

 地表踏査では，地すべり特有の微地形の確認およ

び地すべりブロック範囲の設定を行った．対象斜面

は，地すべり地形が不明瞭であるため，微地形を直

感的に把握できる斜度図を活用した．また，永田・

末武(2017)1)を参考にすべり内外での露頭状況のゆ

るみ状況を5段階で評価し，地すべりブロック内外

の岩盤性状を表現し，ブロック設定の根拠とした． 

 

b)船舶を用いた地すべり末端部調査 

 地すべり末端範囲の設定は，新ダム湛水の安定解

析上，重要である．一方で，再開発ダムでは既に貯

水池が存在していることに加え，貯水池際の地形が

急峻であることが多く，山側からの末端確認は困難

を極めた．そこで，船舶を用い湖面より，貯水池際

に分布する露頭の状況を確認し，地すべり末端部の

評価を実施した． 

  

(2)コア観察 

すべり面深度の把握および今後の動態観測に用い

0 500 1000(m)

新丸山ダム 
計画位置 対象ブロック

(NL-3) 

凡例 

  段丘堆積物

  新第三紀層

混在岩 

  砂岩 

  チャート 
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る観測孔設置を目的としたボーリング調査および原

位置試験(ボアホールカメラ観測，現場透水試験)が

実施された．ボーリング調査は，地山の自然状態で

の岩盤性状の把握が可能な高品質ボーリングで実施

された．ボーリングコアの評価は，主に岩相区分，

酸化区分，破砕度区分および層理面傾斜角度の4項

目に着目して行い，特に破砕度区分は，脇坂ほか

(2012)2)を参考にて本貯水池周辺での区分基準を作

成した上で，各ボーリング孔について区分した． 

 

(3)安定解析 

 新丸山ダムの貯水位操作に対して，斜面の安定度

を検討する目的で実施した．解析断面は，上述

(1),(2)の手法で推定したすべり面とした．計算式

は，技術指針3)に準拠し，簡便(fellenius)法を使用

し，水没部の取扱いは基準水面法を適応した． 

 

３．調査結果  
(1)地すべりブロックの平面範囲 

 詳細現地踏査の結果，下記4ブロックに区分した．

また，船舶を用いた調査で，貯水池際ではゆるみが

進んだ露頭および傾倒した層理面構造が認められた

ため，地すべり末端部は貯水池内に位置すると推定

した．詳細現地踏査より設定した地すべりの規模と

主な地すべり地形を下記に記す． 

深層ブロック：最大幅約500m，最大長約330mの地す

べりである．頭部には木曽川の流下方向と平行な陥

没地形や上流側側部まで連続する明瞭な高さ約10m

滑落崖が認められる．両側部は沢地形に想定した． 

斜面中腹部(EL.300m付近)から下方にかけて崩壊地

形が多数認められる． 

深層追随ブロック：最大幅約230m，奥行約70mの地

すべりである．深層ブロックの背後斜面(土岐面)に

位置し，木曽川の流下方向と平行な不明瞭な段差 

地形が分布する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浅層上流ブロック：最大幅約180m，奥行約230mの地

すべりである．頭部は緩斜面上方の遷緩線とし，両

側部は崩壊地形に想定した． 

浅層下流ブロック：最大幅約240m，奥行約260mの地

すべりである．高さ約10mの滑落崖が分布し，頭部

は，滑落崖下方の緩斜面との遷緩線に想定し，両側

部は崩壊地形と露頭のゆるみ境界に想定した． 

 

(2)コア破砕状況 

コア観察では，特に破砕度区分(Cr1～4)，層理面

傾斜角度および酸化区分に着目し3区間に区分した． 

区間1：地表部から表層部(0m～約20m)に分布してお

り，30°以下の層理面傾斜角度とCr2～3を主体とす

る破砕岩が分布する．酸化は岩芯まで認められる．

層理面傾斜角度は，浅部ほど低角になり，地表部付

近ではほぼフラットになる．区間２との境界部には

明瞭な剪断面は認められない． 

区間2：区間1の下位に分布し，層厚約20mである．

30°～50°程度の層理面傾斜角度を有するCr1b主体

の破砕岩であり，一部Cr2以上の破砕部を伴う．酸

化は初生構造や亀裂沿いに認められる．区間3との

境界部に高破砕部(Cr3～4)が認められる． 

区間3：区間2の下位に分布し，孔底まで連続する．

層理面傾斜角度は，70°以上を示し，大局的な地質

構造と調和的である．断層を除く破砕部や酸化は，

局所的に認められる程度であり不動岩盤に相当する． 

 

3)すべり面候補深度の抽出 

 コア観察による岩盤の破砕状況，破砕部下面方位

等から，すべり面候補深度の抽出を行った．すべり

面候補深度は，断面的な連続性と地すべり地形との

適合性を総合的に検討し，最終判断を行った． 

ボーリングコアの評価事例を図-3,4に示し，主測線 

断面図を図-5に示す．すべり面の性状を下記に記す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 精査結果平面図および不動岩盤中の初生構造のステレオ投影(下半球投影,上：層理面，下：節理面)

②高角度節理面

③低角度節理面

①高角度層理面

②高角度 
節理面 

①高角度層理面

NL-3①測線
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浅層すべり面：コア観察による区間1と区間2の境界

付近に位置する．明瞭な剪断面が発達しない箇所が

多いが，すべり面を境に層理面傾斜角度が不連続適

に変化し，下盤側の層理面傾斜角度が大きい． 

深層すべり面：コア観察による区間2と区間3の境界

付近に位置する．層理面構造を切る明瞭な剪断面を

有し，その下面は流れ盤傾向であることが多い．す

べり面を境に層理面傾斜角度が不連続的に変化し，

下盤側では層理面傾斜70°以上を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 ボーリングコア評価事例(B29NL3-1孔) 

凡例 1.岩相区分(Tl:崖錐堆積物，Asl:泥質混在岩，

Ss：砂岩，Ch：チャート，Ach：珪質混在岩)，2.破

砕度区分(水色：Cr1a-鉛直方向の開口割れ目，青

色：Cr1b-開口割れ目に細粒分が充填，黄色：Cr2-，

無構造角礫岩(礫支持)，オレンジ：Cr3-無構造角礫

岩(礫支持～基質支持)，ピンク：Cr4-礫混じり砂～

粘土，赤：Cl-砂～粘土，緑：Sh2～4-角礫岩(複合

面構造あり)3.酸化区分(大：原岩組織なし，中：岩

芯まで酸化，小：亀裂沿いの酸化，無：酸化なし)，

4.コア観察における層理面傾斜角度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 層理面構造のステレオ投影(下半球投影) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 破砕度区分断面図 

 

(4)安定解析結果 

 各解析条件は，技術指針3)に準拠し設定した．地

すべりの安定度は，現ダム建設前(1943年着手，

1955年竣工)からの空中写真を判読し，現在まで地

すべり滑動に起因する変状等が認められないこと，

詳細現地踏査による斜面の変状状況から，変動の徴

候が認められないことから，長期にわたり変動D相

当と判断される．また，最新の計器観測においても

地すべり滑動を示唆する累積変位は認めらないため，

現状の安全率は，Fs0=1.05に設定した．(表-1) 

 

表-1 変動状況の区分と安全率の目安 

 

 

 

 

 

 

 

 現状の安全率を設定する際の水位について，現ダ

ム建設前とし，新ダム貯水位操作時の安全率の推移

について検討した(図-6)．新ダムの貯水位操作の範

地すべり等の変状 計測調査による変動種別
湛水前の安全

率の目安

変動A:活発に変動中 Fs0=0.95

変動B:緩慢に変動中 Fs0=0.98

2)地表における変動の徴候(亀
裂の発生等)は認められない

変動C:

変動量は非常に小さい(変動C未満)
が，累積性が認められ地すべりに
よる変動の可能性が高い

Fs0=1.00

3)変動の徴候は認められない 変動D Fs0=1.05

1)現在変動中，主亀裂・末端
亀裂発生

区
間
①

区
間
③

区
間
②

区間③

区間①

区間②

山側

谷側

浅層
すべり面

深層
すべり面

浅層すべり面

深層すべり面
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囲は，現ダムの最低水位(EL.170.8m)から新ダム

サーチャージ水位(EL.205.3m)までの上昇時とそこ

から新ダム制限水位(EL.179.8m)までの低下時の範

囲とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 貯水位操作に対する安全率推移 

(深層ブロックの検討例) 

 

現ダム湛水前の地すべり(地下水位なし)を，現状

安全率 Fs0=1.05 とする解析であり，地すべり末端

標高より上位の貯水位操作(湛水，急降下)をした場

合に安全率が低下する結果となった．これは現在の

深層ブロックを形成した地すべりが現ダム湛水前に

発生したこと，長期安定水位(EL.178.26m)の安全率

が Fs>1.00 以上であり現在の斜面状況(変動 D 相当)

と比較しても妥当であると判断される．以上の安定

解析の結果，解析対象の深層ブロック，浅層上流ブ

ロック，浅層下流ブロックは，新ダム湛水時の最小

安全率 Fsmin>1.00 となった． 

 

４．考察 
(1)地すべり発生の素因・誘因 

 精査で想定された地すべりブロックに対して，地

すべりの形態，発生機構を考察する．精査を踏まえ，

地すべりの素因，誘因を下記のとおり整理した． 

素因：地すべりの形状を規制する要因として，初生

的な地質構造(頭部：N70°E～70°W走向高角度層理

面構造，側部：N20°W走向高角度節理面構造，すべ

り面：N35°～70°E低角度節理面構造)がある(図-

4)．また，木曽川の下刻作用や高角度受け盤の斜面

における重力性変形(トップリング)が進行したこと

による，ゆるみ岩盤の分布が想定される． 

誘因：過去の地すべり滑動を招いた誘因としては，

木曽川の下刻により，末端領域が失われ斜面が不安

定化したこと等が挙げられる．また，今後想定され

る誘因としては，新ダムの貯水位操作の影響による

浮力の発生，残留間隙水圧等によるものがある． 

 

(2)すべり面形成のメカニズム 

対象斜面は，美濃帯堆積岩類の泥質・砂質混在岩

がチャートをレンズ状に挟在し，地質構造は高角度

の受け盤を呈する．このような面構造が発達する地

質かつ高角度受け盤の斜面では重力性変形の進行に

伴い，キンク帯が形成される(図-7)．対象斜面の深

層ブロックは，木曽川の下刻作用による拘束圧の減

少により重力性変形が進行し形成されたキンク帯と

初生的に卓越する低角度節理面構造が連結したこと

ですべり面(区間2下面に対応)に移行した岩盤地す

べりと考えられる．浅層ブロックは，表層部で風化，

重力性変形が進行した区間1下面にすべり面が存在

するが，コア観察結果より完全に連続したすべり面

は形成していないと想定される．一方，頭部には緩

斜面が存在し，頭部付近では連続したすべり面を形

成した風化岩地すべりと想定される． 

   

 

 

 

 

 

 

図-7 受け盤斜面での岩盤クリープ模式図 

(千木良 1998より引用加筆) 

 

５．まとめ 

 重力性変形が進行する高角度受け盤の斜面に対し

て，地すべり精査を行い，破砕度，層理面傾斜角度，

酸化度より3区間に区分した．キンク帯から地すべ

りに移行していると推定された．また，安定解析で

は地すべり安定度を踏まえた条件設定を行った． 
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UAV写真測量データを用いた差分解析による 

チュウヒ営巣環境の検討 
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三重県が木曽岬干拓地の利活用を目的として進めている木曽岬干拓地整備事業において、

2006年1月に三重県が三重県環境影響評価条例に基づく評価書を公表した．評価書では，干拓地

内で繁殖が確認されたチュウヒへの代償措置として，ヨシ群落を主な植生とした保全区を造成

することが示され，その後ビオトープが創出された．同整備事業では，UAVを用いた調査を実施

して同種の営巣環境を解析したのち，植生管理方法を検討した．本稿では保全区における一連

の取り込みのうち，UAVを利用することで，これまでの現地調査のリスクを軽減し，SfM解析を

活用した差分解析により同種の営巣環境を評価した． 

 

Key Words : チュウヒ，UAV調査，ヨシ群落，差分解析，営巣環境評価 
 

 

１． はじめに 

 

 チュウヒ（Circus spilonotus spilonotus）は，

草地に営巣する猛禽類で2017年8月に「絶滅のおそ

れのある野生動植物の種の保存に関する法律施行令

の一部を改正する政令」で国内希少野生動植物種に

指定された．木曽岬干拓地で繁殖が確認されたチュ

ウヒは，乾燥した立地にオギ，ヨシ，セイタカアワ

ダチソウなどの植物が繁茂する条件で，繁殖してい

た．開発事業の着手にあたり，ヨシが優占する湿地

環境を創出することで，代替営巣地として保全区を

整備したが，2019年まで，同種の繁殖は確認されな

かった．保全区では，三重県環境影響評価条例に基

づく事後調査を行い，植生の生育状況をコドラート

法により経年的に把握してきたが、同種の営巣地評

価の課題は、次のとおりである．①コドラート法に

よる調査では，点的な植生構造を把握するには適し

ているが，面的な営巣環境の評価には適していない．

②植生調査のため，チュウヒの繁殖期（2月から8月）

に保全区に立ち入るため，調査実施が同種の繁殖の

妨げになる．③調査員の踏み跡からイタチなどの捕

食者が湿地内に侵入し易くなる．④6月～9月に実施

する植生調査は，高温多湿となるため，調査員に熱

中症リスクが増大する． 

 以上の課題に対して営巣環境の評価，調査による 

影響低減，調査員の安全の観点からUAV（Unmanned 

Aerial Vehicle）を用いて写真測量を行い植生の構

造を把握した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 木曽岬干拓地内の保全区  
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２． 方法 

 

 営巣環境評価は図-2に示す手順で行った．撮影は

UAVに装着したデジタルカメラにより，木曽岬干拓

地上空より行った．撮影した写真からSfM解析

（Structure from Motion）で得た樹冠標高データ

と既存の航空レーザ測量データより得た地盤標高

データ（DEM: Digital Elevation Model)）の差分

解析を行い，群落高データ（草丈）を求めた．また，

オルソフォトを作成して植生の分布を整理した．こ

れらの整理結果をもとに文献により得た知見と比較

して営巣環境を評価した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 解析の手順 

 

(1) オルソフォト及び樹高平面図 

 調査に用いたUAVの写真測量の概要は表-1に示す

とおりである．撮影時期は，干拓地内で営巣した

チュウヒの幼鳥が巣立った後，9月に実施した．オ

ルソフォトは，撮影した画像データの位置座標情報

とDEMを用いモザイク処理により，シームレスなオ

ルソフォト画像データを作成した．撮影した写真は，

写真解析用ソフトウエア（Pix4Dmapper）を用いて，

SfM解析を行い，樹冠標高データを作成した．また，

保全区が造成中の2010年11月に撮影された航空レー

ザ測量成果より，地盤標高図を作成した．次に，樹

冠標高データと地盤標高データより差分解析を行い，

草丈を求めて群落高図を整理した． 

 
表-1 UAV写真測量概要 

項 目 内 容 

ＵＡＶ Zion QC730（マルチコプター） 

カメラ Sony α6000（2,430 万画素） 

調整点 31 地点（保全区隣接範囲含む）

地上解像度 2㎝ 

オバーラップ率 80％ 

調査日 2017 年 9月 6日・7日 

 

(2) 植生・樹木の分布把握 

オルソフォト上にあらかじめ，植生の分布範囲を

示した予察図を作成し，現地踏査により，植生の分

布を補足して相観植生図を作成した．また，オルソ

フォト上には，樹木の樹冠の範囲を記録して樹冠図

を作成した．なお，現地踏査は，ヨシなどが十分に

成長したと考えられる10月に実施した． 

 

(3) 営巣環境評価 

現地調査で整理した相観植生図と群落高図は，

GISを用いて重ね合わせ，草丈区分毎の面積を算出

した．営巣環境評価は，チュウヒの営巣に適した植

生について文献から抽出して，チュウヒの営巣に適

した植生や草丈が創出されているか検討した． 

 

３． 結果 
 

(1) 植生分布状況 

保全区の植生分状況は，表-2及び図-3に示すとお

りである．チュウヒの営巣に適した植生1)2)3)4)5)は,

保全区ではオギ群落，ヨシ群落が生育している．同

種の営巣に適した植生は，調査範囲では，49.9％を

占め，同種の営巣に適さない植生は，42.9％を占め

ていた．営巣に適した植生は，造成した水路や池の

周辺に多く分布するが，保全区西側水路の南側付近

では，営巣に適さない植生の分布が見られた． 

 営巣に適さない植生は，チガヤ・ヤマアワ群落な

どの草丈の低い群落やクズ群落，セイタカアワダチ

ソウ群落など乾性な立地に生育する植物，タチヤナ

ギ群落は樹木を主とした群落であった． 

 
  表-2 保全区の植生 

植生区分 
面積 

(㎡) 

優占率 

(％) 

営巣に

適した

植生 

オギ群落 56,687 13.2

ヨシ群落 156,868 36.3

計 213,555 49.9

営巣に

適さな

い植生 

ﾁｶﾞﾔ･ﾔﾏｱﾜ群落 14,611 3.4

クズ群落 12,566 2.9

ｾｲﾀｶｱﾜﾀﾞﾁｿｳ群落 154,911 36.2

タチヤナギ群落 1,615 0.4

計 183,702 42.9

水面   30,852 7.2

合 計 428,109 100.0

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 営巣に適した植生分布 

  

UAVによる写真撮影
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植生の分布

相観植生図
樹冠図

群落高図

営巣環境評価
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(2) 営巣に適した草丈の分布 

チュウヒの営巣に適したオギ，ヨシの草丈は，概

ね2.0m以上と想定される4）．2017年に木曽岬干拓地

内で繁殖した巣の周辺の植生は，草丈が2.7～3.0m6)

のヨシであったことから、現地における営巣条件は

文献と一致する．撮影後にもヨシが生長すること考

えるため、営巣に適した植生の草丈は生長分を考慮

して低めの1.5ｍ以上として区分した． 

営巣に適した植生の分布状況は，表-3及び図-4に

示すとおりである．保全区では，営巣に適した植生

のうち，草丈区分が1.5ｍ以上の植生が占める割合

は，34.9％，草丈区分が1.5ｍ未満の植生が占める

割合は65.1％であった．また，草丈区分が1.5ｍ以

上の植生の分布は，保全区中央付近の池より東側で

は，まとまった群落が分布しているが，西側では，

小規模な草丈の高い群落がパッチ状に分布している。

保全区西側水路の南側付近では，草丈区分が1.5ｍ

以上の群落が少ない傾向が見られた．この地域の植

生は乾燥した立地に生育するセイタカアワダチソウ

群落であり，保全区では，セイタカアワダチソウ群

落は，ヨシ群落に次いで多く分布する植生である． 

 
表-3 保全区の草丈区分 

植生 

草丈区分 

1.5m 未満 1.5m 以上 

面積(㎡) 
優占率 

(％) 
面積(㎡) 

優占率 

(％) 

オギ群落 24,434  43.1 32,253  56.9

ヨシ群落 114,489  73.0 42,378  27.0

合計 138,923  65.1 74,632  34.9

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4 草丈が1.5ｍ以上の植生分布 

 

(3) 樹木の分布状況 

チュウヒは，草地を主な生息場所とする．営巣地

付近に樹木が多いとチュウヒの繁殖を害するカラス

などがとまり，繁殖には適していない．樹木の分布

状況は，表-4及び図-5に示す． 

 保全区の樹林は，樹冠面積では3,534㎡，約0.8％

を占めている．主な樹種はタチヤナギなどのヤナギ

類のほか，ナンキンハゼなどが生育している．また、

樹木は，池や水路の周辺に多く生育する． 

 
表-4 保全区の樹冠面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 樹冠図 

４． 考察 
 

(1) 保全区の営巣環境 

 保全区内の植生は，チュウヒの営巣に適したヨシ

群落及びオギ群落が約50％を占めている．このうち

営巣に適した草丈区分が1.5ｍ以上の群落の面積は

は74,632㎡，保全区に占める割合は，約17.4％で

あった． 

 保全区の造成では，中央に配置した池を中心に緩

やかに傾斜をとったすり鉢状の地形にオギ，ヨシを

移植して造形した効果が見られており，植生の平面

的な分布は当初の計画通りに定着したと考えられる．

営巣に適した植生区分のうち，草丈区分が1.5ｍ以

上の群落が占める割合は34.9％程度であり，草丈の

高いヨシやオギの生育が望まれる．また，セイタカ

アワダチソウ群落やクズ群落など乾燥した立地に生

育する植生の分布がみられることから，湿地様の環

境が維持されていないことが推察される．一方，水

路周辺など比較的湿性な環境ではヤナギ類など樹木

の生育がみられる．草丈1.5ｍ以上の営巣に適した

ヨシ群落やオギ群落の中に樹木が分布して，営巣地

としての適性を低くしている． 

 今後，保全区をチュウヒの営巣に適した環境に維

持するには，営巣に適した植生では，草丈の低いヨ

シ及びオギ群落の成長促進，樹木の生育抑制，セイ

タカアワダチソウなどの駆除が必要と考えられる． 

保全区では，3か所の水路に平板を設置して水位

を調整できるような構造としているが，ヨシ、オギ

の生育に適した水位に維持されていない． 

今後は植生の管理を目的に保全区の地盤標高と水

区分 面積(㎡) 

保全区 3,534 

中央付近の池 
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路の構造を把握して，広範囲に冠水する水位を推定

して，湿性な環境維持と拡大を検討することが必要

である．また，ヤナギ類などの樹木は，草丈の高い

ヨシ群落やオギ群落内に点々と生育していることか

ら，人力で伐採を行うことは，踏み跡をつけること

で、生息環境への影響も考えられるため，樹木を効

率的に抑制・駆除する方法を検討する必要がある． 

 

(2) 営巣環境推定における調査時期の妥当性 

チュウヒの繁殖活動が始まる2月は7)，営巣に適し

たヨシ群落及びオギ群落は地上部が枯れた状態であ

る．チュウヒの造巣行動はヨシ，オギが最も成長し

て立ち枯れた状態で行われる．UAVによる撮影は，

撮影後の処理や植生調査の実施を考慮して9月に実

施しているが，ヨシ，オギの成長は10月頃まで続く

ことから，測量成果より設定した草丈は，営巣環境

の評価としては，やや，低めの評価となる．今回の

調査では，過年度のコドラート調査結果より9月か

ら10月のヨシ，オギの成長を30㎝から40㎝8)を見込

み，営巣に適した草丈を1.5ｍ以上としてやや低め

に設定して補正した． 

今後，撮影後のデータ処理が迅速に行われるよう

になれば，撮影時期に余裕が持てるものと考えられ

る．また、UAVを用いて現地調査を実施したことで，

これまでのコドラート法と比べて，夏季調査の回避,

野外滞在時間の減少により調査員に対する熱中症の

リスクを少なくすることができた． 
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上げる． 

６． 摘要 
 

 本業務では，既存のレーザ測量成果を用いて地盤

標高データを把握し，UAVを用いた写真画像データ

をSfM解析により樹冠標高データを作成した．これ

らの測量データを解析することで，従来の調査方法

では把握できなかった植生の草丈を把握して，チュ

ウヒの営巣に適した植生の分布を定量的に把握する

ことができた．今後，これらの手法を用いて，植生

の成長・消長などの変化を定量的に把握することが

可能である．また，調査結果から保全区の管理方法

の目安を示すことができた． 
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道の駅周辺整備基本計画の策定 
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愛知県愛西市では，第2次愛西市総合計画において，観光振興のための主な取り組みとして，

「道の駅を核とした観光拠点の整備」が謳われている．この総合計画を基に進められている

「道の駅周辺整備事業」は，当市が所有する既存の道の駅「立田ふれあいの里」と鵜戸川を挟

んで隣接する「森川花はす田」を含むエリア一体を「観光拠点」として整備する事で，市外へ

の知名度向上や来訪者の増加等に繋げる地域活性化事業である． 

本業務は，この事業に基づき，前述のエリア一体を，一年を通して賑わいのある集客力の高

い「観光拠点」として整備するため，効果的な導入施設等の検討を行った基本計画である． 

 

Key Words : 道の駅，都市公園，再整備，観光拠点，一体整備 
 

 

 

１．はじめに 

 

「道の駅」は，1993年の制度創設以来，約四半世

紀が経過し，現在全国で1,180駅(令和2年7月時点)

が設置されている．国土交通省は，2020年～2025年

の期間を，道の駅の第3ステージと位置づけ，新た

なコンセプト「地方創生・観光を加速する拠点」を

提言しており，全国各地の道の駅で様々な取り組み

が進められている．各道の駅では，地域経営の拠点

として稼ぐ力を高めるとともに，新たな魅力を持つ

地域づくりへ貢献する取り組みが検討されている． 

 
表-1 国交省が提言する道の駅のコンセプト 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛西市では，第2次愛西市総合計画における観光

振興のための取り組みとして，既存の道の駅周辺を

「地域観光の中核を担い，地域振興の活性化や観光

サービスの交流を図る地域」として位置づけ，「道

の駅を核とした観光拠点の整備」が謳われている． 

観光拠点の整備イメージは，市内最大の集客力が

ある道の駅「立田ふれあいの里」と「森川花はす

田」を一体的に再整備し，市外への知名度向上や来

訪者等の増加等に繋げ，一年を通して賑わいのある

集客力の高い「観光拠点」の整備を行うものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 位置図 

 

２．現況把握 

 

(1) 道の駅「立田ふれあいの里」 

a)現状 

道の駅「立田ふれあいの里」は，2004年の開業以

来，地元農家で立ち上げた団体が継続して管理運営

を行い，農産物直売所は，県内でもトップクラスの

売上高となっている．また，道の駅が面する県道佐

屋多度線は，愛知県と三重県を東西に結ぶ重要な物

流動線となっており，交通量は，約15,000台/日(上

下計)である． 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 道の駅「立田ふれあいの里」施設外観 

ステージ 期間 コンセプト 

第１ 

ステージ 
1993年～2012年

通過する道路利用者の

サービス提供の場 

第２ 

ステージ 
2013年～2019年 道の駅自体が目的地 

第３ 

ステージ 
2020年～2025年

地方創生・観光を 

加速する拠点 

- 131 -



 

 

道の駅では，過年度の事業化調査業務にて，利用者

アンケート調査を行っている．その結果のうち，年齢，

滞在時間，利用目的に関するデータを以下に示す． 

 

 

 

 
表-2 利用者の年齢別の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表-3 利用者の滞在時間の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表-4 利用者の利用目的の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b)問題点 

道の駅では，利用者数に比べて駐車台数が大幅に

不足しており，特にイベント開催時には，駐車場待

ちの行列が県道の交通の流れに大きな影響を与えて

いる．また，農産物直売所は，売り場面積が狭いた

め，肉類や魚介類，土産物を陳列するスペースがな

く，商品のバリエーションに欠ける． 

前述のアンケート調査結果より，道の駅において

は，利用者が60歳以上の高齢者に偏っている点，農

産物直売所以外に魅力的な施設が少なく利用者の滞

在時間が短い点等が，問題点として挙げられる． 

さらに，現在，道の駅の年間入込客数は，2016年

度の約75万人をピークに減少傾向にあるため，今後

は，観光拠点の形成に向けて，新規入込客やリピー

ターの確保のために観光関係団体等との連携を図り

ながら，ソフト・ハード両面での施策を講じていく

必要があると考えられる． 

 

(2) 森川花はす田 

a)現状 

道の駅の東側には，普通河川鵜戸川を隔てて，

「森川花はす田」が整備されている．毎年7月～8月

の花はすの開花時期には，市内外から多くの観光客

が訪れ，賑わいを見せている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 森川花はす田全景 

 

b)問題点 

「森川花はす田」には，屋内施設や散策路，多目

的に使える広場等が未整備であり，照明や汚水設備

も整備されていない．そのため，花はすの開花時期

以外は，閑散とした状況である．また，駐車場も未

整備であり，現在花はすの開花時期には，道の駅の

駐車場を代用している状況である． 

 

３．課題の整理 

 

道の駅周辺における「観光拠点」の形成に向けて，

以下の2点が重要な課題と考えられる． 

 

(1) 新たな集客の核となる施設の創出 

現在，道の駅周辺は，農地が大半を占めており，

今後，観光拠点として市内外から多くの来訪者を呼

び込むためには，「森川花はす田」以外の見処とな

る新たな集客の核が必要だと考えられる．今後は，

道の駅周辺が1日の目的地となるよう多様な施設を

導入していく必要があると考えた． 

 

(2) 若年層のリピーターの確保 

前述の通り，道の駅の利用者は，高齢者層の固定

客が多いと考えられる．今後，観光拠点として，愛

西市の魅力を市外へ発信していくためには，15歳～

30歳の若年層の情報発信能力の活用が必要だと考え

られる．そのため，子育て世代の利用者が使いやす

い子育て応援施設や，周辺のサイクリングを楽しむ

サイクリストのためのサイクルステーション等の導

入により，若年層の利用者を呼び込み，リピーター

として確保していく事が求められる． 

〇休日の利用者の約半数，平日の利用者の7割以上 

を60歳以上の高齢者層が占めている． 

年齢 
割合 

休日 平日 

20歳未満 2.5％ 0.1％

20～29歳 4.0％ 1.5％

30～39歳 11.4％ 5.1％

40～49歳 14.4％ 5.1％

50～59歳 17.9％ 11.8％

60歳以上 48.8％ 76.4％

無回答 1.0％ 0.0％

回答数 201 195

〇休日平日ともに，滞在時間30分以内の利用者が 

7割以上を占めている． 

時間 
割合 

休日 平日 

30分未満 70.1％ 72.7％

30～59分 22.4％ 22.6％

1時間以上 7.5％ 4.7％

回答数 201 195

利用目的 
割合 

休日 平日 

農産物の購入 78.1％ 83.1％ 

休憩 17.4％ 15.9％ 

トイレ 16.9％ 16.9％ 

食事 13.9％ 6.7％ 

お持ち帰り 6.5％ 5.6％ 

観光情報の収集 3.0％ 0.5％ 

回答数/総回答数 201/278 195/252 

〇休日平日ともに，「農産物の購入」以外を目的に 

訪れる利用者は，ごく少数である． 
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４．計画内容の検討 

 

(1) 整備方針コンセプト・導入機能 

前述の課題を解決するため，本計画においては，

鵜戸川の西側と東側を一体的に整備し，1年を通し

て安定した集客力の確保を目指す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-4 整備方針コンセプト図 

 

本計画における導入機能は，国土交通省が定める

道の駅が有すべき3つの機能「休憩機能」，「情報

発信機能」，「地域連携機能」に加え，「観光拠点

機能」を追加し，新たな集客の核となる施設を導入

する．4つの機能の概要を以下に示す． 

 
表-5 導入機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 事業区分 

本計画は，道の駅区域（約1.2ha）と都市公園区

域（約0.6haと約3.3ha）の2つの事業区分にて実施

する．事業区分図を以下に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図-5 事業区分図 

 

(3) 事業手法 

事業手法は，既存道の駅の再整備と，都市公園の

整備を分けて考える．既存道の駅の再整備には，

「地方創生拠点整備交付金」(内閣府)を活用する．

都市公園の整備に適用可能と考えられる補助事業を

以下に示す． 

 
表-6 都市公園の整備に適用可能と考えられる補助事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道の駅周辺における前述の課題を解決し，観光拠

点を形成するためには，幅広い世代の来訪者が1年

中，1日中楽しめる施設の導入が必要だと考える．

そのため，「森川花はす田」を含めた都市公園の整

備には，自由度が高い「社会資本整備総合交付金」

のうち，多様な施設を導入しやすい「都市公園事

業」の補助を活用する．道の駅に隣接して都市公園

を整備する事で，一体的な施設とし，四季を通して

安定した集客力を確保する計画とした． 

■コンセプト 
地域観光を繋ぐ洗練された情報発信拠点 

⇒既存の道の駅の建物に洗練されたデザインを取り入れリフォームし，
地域観光の中核を担う拠点として，観光サービスの強化を図る 

■コンセプト 

「特産農産物の魅力発信施設」を目玉とした観光拠点 
⇒本市の既存の食資源を体感及び情報発信できる施設を 
導入し，観光・誘客により地域振興の活性化を図る 

東ゾーン（現：花はす田） 

“既存資源”を活用したリニューアル 

西ゾーン（現：道の駅） 

“既存施設”を活用したリニューアル 

都市公園区域：約0.6ha 都市公園区域：約3.3ha

道の駅区域：約1.2ha

■機能分担イメージ 

導入機能 概要 

休憩機能 

道の駅を含む観光拠点全体の来場者が，

いつでも誰でも快適に安全に利用できる施

設を整備する． 

情報発信機能 

道の駅周辺の観光資源のネットワーク拠

点として，いつでも誰でも使いやすいイン

フォメーション施設を整備する． 

地域連携機能 

本市の魅力を市内外に周知していくた

め，幅広い世代の来訪者が立ち寄りやすい

施設を整備する． 

観光拠点機能 

季節や天候に関わらず，子育て世代をは

じめとする幅広い世代の来場者が1日中楽

しめる施設を整備する． 

名称 概要 金額 適用

社会資本整備 

総合交付金 

(国土交通省) 

・自由度が高く，創意工夫を 

生かせる総合的な交付金 

・地域活性化等に繋がる事業 
1/2 ◎ 

防災・安全 

交付金 

(国土交通省) 

・地域の生活空間の安全確保 

の取り組みを支援する交付金 

・防災，減災を実現する事業 
- △ 

地域創生拠点整備

交付金 

(内閣官房) 

・自主的な地域拠点づくり等 

の事業のうち，先導的な施設 

整備を支援する交付金 
- 〇 

地域経済循環 

創造事業交付金 

(総務省) 

・地域資源を活かした先進的で 

持続可能な事業 

・地域経済の循環効果の創出事業 

上限

5,000

万円

〇 

都市農村共生・ 

対流総合対策交付金

(農林水産省) 

・農山漁村の豊かな自然や，食や 

観光，教育等に関する地域の 

手作り活動を支援する交付金 
定額 △ 

農山漁村振興 

交付金 

(農林水産省) 

・農山漁村活性化計画の実現のため，

農産物加工販売施設，交流拠点等の

整備を支援する交付金 
1/2 △ 

６次産業化 

ﾈｯﾄﾜｰｸ活動交付金

(農林水産省) 

・農山漁村の所得や雇用増大を図る

ため，農林水産物の加工販売施設

の整備等を支援する交付金 
定額 〇 
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(4) 導入施設 

a)特産農産物の魅力発信施設 

愛西市は，木曽川から形成された肥沃な土壌を活

かした農業が栄えており，レンコン，イチゴ，春ダ

イコン，トマトにおいては，全国的にもトップクラ

スの生産量となっている． 

新たな集客の核となる施設として，前述の特産農

産物を活用し，来訪者自らが農産物の魅力を体感し

ながら1日中過ごす事ができる施設を導入する事で，

若年層のリピーターの確保に繋げ，当市の魅力を市

内外へ発信する事を考えた．東ゾーンの都市公園区

域内において，前述の特産農産物の収穫体験ができ

る施設，収穫した野菜と道の駅で販売する肉類や魚

介類を使用し手ぶらでバーベキューが楽しめる施設，

道の駅で販売する地元の新鮮な農産物を調理し提供

する地産地消の農家レストランを整備する． 

このように，道の駅と都市公園において，当市の

特産農産物を媒体とした食の魅力を感じる施設を導

入する事により，1日中，また1年中賑わいのある集

客力の高い観光拠点の形成に繋がると考えた． 

 
表-7 特産農産物の収穫時期一覧 

 

 

 

 

 

b)主要建築物・基本計画平面図 

 
表-8 主要建築物の施設概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．管理運営方法の検討 

 

(1) 管理運営方法 

本計画においては，「観光拠点」の形成にあたり，

整備面だけでなく管理運営面においても，道の駅と

都市公園の一体的な維持管理，事業運営が望ましい

と考えた．道の駅と都市公園を一体的に管理運営す

る際のメリットを以下に示す． 

 

 

 

 

 

また，集客力の高い「観光拠点」としていくため，

民間事業者の創意工夫やノウハウを活用し，サービ

スの質の向上を図るため，「公設民営」方式が望ま

しいと考えた．また，より魅力的な施設の整備，運

営が行えるよう都市公園法に基づく「設置管理許可

制度」を用いた民間事業者の参画を想定し，「民活

区画」を都市公園区域内に4,000㎡確保した． 

 

(2) 関係団体との意見交換会等 

「観光拠点」の形成に際し，現道の駅の指定管理

者「立田ふれあいの里運営連絡協議会」，「愛西市

商工会」，「愛西市観光協会」との連携が不可欠で

あると考え，前述の関係団体との意見交換会を開催

し，協力体制を模索した．さらに，現道の駅の指定

管理者に特産農産物の魅力発信施設を主とする公園

施設の管理運営に関心を持って頂けるよう，農業事

業の専門家を招いた農業経営勉強会や，先進事例と

して「ぎふ清流里山公園」の現地視察会を開催した． 

 

６．おわりに 

 

現在，本事業の基本設計業務を遂行中である．本計

画の実現により，道の駅の周辺に市内外から人々が集

い，当市及び周辺地域に賑わいが創出される事を願う． 

 

参考文献 

1) 国土交通省：都市公園の質の向上に向けたPark- 

PFI活用ガイドライン，2018. 

 春季 夏季 秋季 冬季 

春ダイコン ●    

トマト  ● ●  

レンコン ●  ● ● 

区域 施設名 床面積 諸室構成 

【西ゾーン】 

道の駅区域 

交流拠点 
施設Ａ棟 

約110 
㎡ 

観光案内所，事務室 
サイクルステーション 等 

交流拠点 
施設Ｂ棟 

約140 
㎡ 

道路情報コーナー，トイレ 
授乳室・おむつ交換台 等 

交流拠点 

施設Ｃ棟 

約430 

㎡ 

農産物直売所 

土産物・園芸コーナー 等 

交流拠点 

施設Ｄ棟 
(※改築) 

約638 
㎡ 

フードコート，トイレ 

キッズコーナー 
管理事務所 等 

【東ゾーン】 

都市公園区域 

観光拠点 

施設 

約630 

㎡ 

飲食施設(農家レストラン) 

トイレ，管理事務所 等 

〇道の駅の利用が少ない若年層を都市公園に呼び込

む事で，道の駅の利用者層の偏りもなくなる． 

〇道の駅の収益を都市公園に還元し，導入施設の魅

力向上，イベント企画等に繋げる事ができる． 

図-6 基本計画平面図 

芝生広場 多目的広場 

Ｄ棟

Ｃ棟 

イベント広場

Ａ棟

Ｂ棟

観光拠点施設 

バーベキューテラス

ビオトープ

子どもの遊び場

収穫体験施設 

花しょうぶ園

花はす田

蓮見の丘

蓮見広場

蓮見デッキ

屋根付ステージ

富岡
神社

商工
会館

鵜戸川

県道佐屋多度線 

：道の駅区域 

：都市公園区域 

民活区画 

民活区画 
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ドライビングシミュレーターを用いた 

トラック隊列走行時の高速道路合流部における

安全対策効果検証 
 

 

 

伊藤亜矢1・川口正1・佐藤大介2・伊原泰之3・立花嵩3 
 

1（株）東京建設コンサルタント中部支社（〒460-0003 愛知県名古屋市中区錦2-5-5八木兵伝馬町ビル） 

2（株）東京建設コンサルタント東京本社（〒170-0004 東京都豊島区北大塚1-15-6） 

3中日本高速道路株式会社東京支社（〒105-6011 東京都港区虎ノ門4-3-1城山トラストタワー） 

 

 

新東名高速道路において走行が計画されているトラック隊列走行車両に対する合流部の安全

対策として，高速道路管理者において現在の道路構造内で実施可能な，簡易情報板設置による

注意喚起対策の効果検証を行った． 

効果検証は，高速道路合流部の3次元モデルを作成し，トラック隊列走行車両の合流状況を想

定したドライビングシミュレーターにより実施した．「対策なし」と，簡易情報板を合流部手

前に設置した「対策あり」について走行調査を行い，対策の確認状況や，車線変更位置の変化

について確認を行い，簡易情報板設置について避走を促す効果があることを確認した． 

 

Key Words : ドライビングシミュレーター，トラック隊列走行 
 

 

 

１．はじめに 

 

 運転者不足に対応する革新的効率的な物流サービ

スの実現を目指し，高速道路でのトラック隊列走行

車両の運用検討が進められている．政府によるロー

ドマップでは，早ければ2022年に高速道路での隊列

走行車両の商業化を行う予定であり，経済産業省・

国土交通省・警察庁・自動車メーカーにおいて各分

野の検討や実証実験が進められている．新東名高速

道路においては，トラック隊列走行車両の実用化に

向け，2019年1月から無人隊列走行車両（後続車有

人による実験走行）による実証実験が開始された． 

今後の実用化に向け，トラック隊列走行車両走行

時の安全性を確保する必要があり，中でもトラック

隊列走行車両と一般車両が交錯する分合流部の安全

性確保は喫緊の課題といえる． 

本検討では，新東名高速道路において走行が計画

されているトラック隊列走行車両に対する合流部の

安全対策として，高速道路管理者において現在の道

路構造内で実施可能な，簡易情報板設置による注意

喚起対策の効果検証を行う．効果検証は，高速道路

合流部の3次元モデルを作成し，トラック隊列走行

車両の合流状況を想定したドライビングシミュレー

ターにより実施した． 

２．使用するドライビングシミュレーター 

 

 ドライビングシミュレーターは弊社の保有する株

式会社フォーラムエイト製のドライビングシミュ

レーターを使用する．運転席は実際の乗用車を想定

したシート，ハンドル及びアクセル・ブレーキが設

置されており，42インチのPDPモニター3画面で運転

者の視界を表示している（図-1）．サイドミラーに

ついても，この画面内での表示となる．また，音響

エンジンを搭載しており，走行時のエンジン音を再

現することができる． 

 

 
図-1  ドライビングシミュレーター 
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３．実験条件 

 
(1) 道路条件 

 新東名高速道路浜松浜北IC下りオンランプを参考

に，全長3kmのモデルを作成した．当該箇所は本線3

車線，ランプ1車線の合流部で，合流車線長は新東

名高速道路の規定値である490m（うちテーパー長

100m）である．モデルでは合流部の形状の他，合流

部に設置されている標識，路面標示，安全対策施設，

照明を再現した． 

 

(2) 周辺環境 

 トラック隊列走行車両の運行形態として，現在の

大型貨物による物流と同様に，東京－大阪間の夜間

の運行が想定される．このため，走行実験において

は夜間の走行を想定し，天候は晴れとした． 

 

(3) 周辺一般車両 

 本線を走行する一般車両は，2018年の新東名高速

道路 のトラカンデータから，夜間（21時～6時）の

時間帯で乗用車換算台数が最も多い「浜松IC～浜松

スマートIC間 上り22時～23時」の交通量を用い，

本線交通量1,550台/時，大型車混入率52%とした． 

一般車両は第2車線・第3車線を走行させ，調査対

象車両が走行を開始する第1車線には，調査対象車

両の走行に影響しないが，目視で車両が確認できる

距離（前後約1kmの位置）に車両を走行させた． 

なお本検討では，トラック隊列走行車両の走行及

び，簡易情報板確認時の調査対象車両の挙動変化を

確認することを目的としているため，周辺一般車間

の車速の差による追い越し挙動や車線変更は考慮せ

ず，ほぼ定速で走行している状態とした． 

 

(4)トラック隊列走行車両の設定 

トラック隊列走行車両は平成30年度に経済産業

省・国土交通省により実施された実証実験を参考に，

車長12m，車間10mとし，1編成が56mとなる3台の隊

列とした．また，トラックのデザインについても，

実証実験車両のデザインを再現した（図-2）． 

モデル内におけるトラック隊列走行車両の挙動は，

隊列編成の後方の2台は車間距離10mを保持したまま，

先頭車両の走行軌跡を追従して走行するものとした．

調査対象者が運転する一般車両がトラック隊列走行

車両間へ割り込みを行ったり，接近をしたりしても，

車間や走行速度は保持するものとし，トラック隊列

走行車両が「ゆずる」行動は考慮していない． 

 

(5)車速の設定 

トラック隊列走行車両の本線上の車速は80km/hと

した．トラック隊列走行車両がランプから本線に合

流する場合は，ノーズを50km/hで通過し，加速車線

長内で80km/hまで加速した後合流するものとする．

なお，調査対象者には本線の設定速度は110km/hで

あることを事前に教示した． 

 

 
図-2 モデル上のトラック隊列走行車両 

 

４．対策内容とシナリオ設定 
 

(1) 対策内容 

 ランプ部からトラック隊列走行車両が合流するこ

とに対する注意喚起方法として，簡易情報板を合流

部手前に設置する対策について検討を行った． 

a) 簡易情報板の表示内容とサイズ 

設置する簡易情報板として，サイズ3,180mm×

1,700mmの既製品を想定した．表示させる文字は，

隊列している車両台数を認知させるため「トラック 

隊列３台 走行注意」とした． 

ドライビングシミュレーターではディスプレイ上

に走行モデルを表示させるため，高速走行時に実際

の状況よりも情報板等の文字が読み取りにくくなる

傾向がある．「道路標識設置基準・同解説」（昭和

62年１月 社団法人 日本道路協会）より，簡易情報

板の視認距離を算出すると約70mとなることから，

ドライブシミュレータ実施時に，70ｍ手前で簡易情

報板の文字がはっきり見えるよう簡易情報板のサイ

ズを調整し，モデル内では実際の200%のサイズで作

成を行った． 

b) 簡易情報板の設置位置 

簡易情報板の設置位置は，本線を110km/hで走行

する時に，情報板確認後ソフトノーズまでに避走行

動を完了できる位置とした． 

「道路構造令の解説と運用」による設計速度

120km/hの制動停止視距は210mである．また，隣の

車線に避走するために必要な避走視距は，制動停止

視距があれば十分である．ここから，標識設置位置

はソフトノーズから210m以上手前に設置するものと

した．モデルを作成する中で，簡易情報板確認時に

合流部の交通状況が見えないよう簡易情報板及び遮

音壁の設置位置の調整を行い，ソフトノーズから

240m手前（ハードノーズから150m手前）に簡易情報

板を設置するモデルを作成した（図-3）． 

 

 
図-3 簡易情報板設置位置 
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図-4 モデル上の簡易情報板 

 

(2) 実験シナリオ 

 本実験では，トラック隊列走行車両がランプから

本線に合流する場面について実験を行った．調査対

象者は一般車両のドライバーとして高速本線を走行

し，走行後には各走行に関するヒアリングを行った． 

トラック隊列走行車両の発生タイミング及び発生位

置は，調査対象車両が110km/h定速走行する場合を

想定し，調査対象車両がハードノーズを通過する時

に，トラック隊列走行車両の先頭車両がソフトノー

ズを通過するタイミングとした．また「対策あり」

（簡易情報板設置時）では，調査対象車両の速度に

よらず簡易情報板通過後に初めてトラック隊列走行

車両を確認できるタイミングとなるよう，モデルを

調整した． 

 

(3) 調査対象者 

 調査対象者は，自動車の普通免許を保有する健全

な成人の10名とする．いずれの調査対象者も日常的

に運転を実施しており，1年に1回以上は高速道路を

利用している． 

 

(4) 実験手順 

 すべての調査対象者に実験の目的・内容，トラッ

ク隊列走行について事前説明を行い，インフォーム

ドコンセントを得てから実施した． 

調査対象者は，ドライビングシミュレーターの操

作について説明を受け，操作に慣れるための練習走

行を行った後，実験走行（第1走行：対策なし，第2

走行：対策あり）を行った（表-1）． 

実験走行が終了した後，走行状況に応じてヒアリ

ングを行った．なお，調査対象車両がトラック隊列

走行車両に対してどのような走行挙動（避走，追い

越し・追従）をとったかは，走行実験中に調査員が

目視で確認を行った． 

 
表-1 走行ケース・走行順序 

対策状況 トラック隊列走行 周辺交通

練習走行 対策なし 走行なし なし 

第1走行 対策なし ランプより合流 あり 

第2走行 対策あり 

（簡易情報板） 

ランプより合流 あり 

 

 

 

５．実験結果 
 

(1) トラック隊列走行車両に対する走行状態の変化 

 調査対象者10名の走行データから，トラック隊列

走行車両に対する合流部の走行挙動と，ヒアリング

により「対策あり」での簡易情報板の読み取り状況

を確認した． 

「対策なし」では，調査対象者10名のうちトラッ

クの避走が8名，確認前の避走が1名，第1車線を走

行し続け，合流するトラック隊列走行車両を追い越

す走行が1名であった．なお，トラック隊列走行車

両を確認する前に避走した1名は，ヒアリングより

普段から第2車線を走行しており，走行開始からす

ぐに第2車線へ車線変更を行っているため「対策な

し」「対策あり」とも合流部の影響を受けていない． 

「対策あり」では，調査対象者10名のうちトラッ

ク隊列走行車両を確認後の避走が4名，確認前の避

走が4名，第1車線での追い越しが2名であり，「対

策なし」と比較してトラック隊列走行車両確認前に

避走する調査対象者が3名増加した． 

 

 
図-5 走行状態の変化 

 

(2) 簡易情報板設置時の避走行動への影響 

 簡易情報板の設置よる走行の変化を確認する．ヒ

アリングより，「対策あり」で簡易情報板の内容を

確認できたのは8名であった．うち1名は合流車両の

影響によらず第2車線を走行した調査対象者であっ

たため，この調査対象者を除く計7名の走行データ

について分析を行った． 

対象とした7名は全員，「対策なし」ではトラッ

ク隊列走行車両を確認後に避走しており，車線変更

の理由は「合流車両が見えた」ためであった．「対

策あり」では，6名が避走（2名がトラック隊列走行

車両確認前，4名がトラック隊列走行車両確認後）

し，1名は第1車線で隊列車両を追い越した．ヒアリ

ングから，避走した6名の内，5名は「簡易情報板を

見た」ため車線変更をしており，合流部手前で簡易

情報板による注意喚起を行うことで，車線変更を促

す効果があったといえる．車線変更を行わなかった

1名にも，ヒアリング内で「情報板を見て車線変更

をしようと思った」と回答しており，第2車線に車

両がいないタイミングで走行していれば，簡易情報

板確認後に避走行動を行ったと考えられる． 

4人

1人

4人

8人

2人

1人

0% 50% 100%

対策あり

対策なし

避走（隊列走行車両確認前）

避走（隊列走行車両確認後）

第1車線で隊列走行車両を追い抜き

n=10
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図-6 簡易情報板確認時の走行状態の変化 

 
表-2 簡易情報板確認時の走行状態とヒアリング結果 

対策ありの走行状態 ヒアリング結果 人数 

避走 
（隊列走行車両 
確認前） 

情報板を見て車線変更した 1名 
情報板を見て減速する準備
をした．トラックが思った
よりもゆっくりだったの
で，車線変更をした． 

1名 

避走 
（隊列走行車両 
確認後） 

情報板を見て車線変更した 4名 

第1車線で 
隊列走行車両を 
追い抜き 

情報板を見て車線変更しよ
うと思ったが，隣の車線に
車がいてできなかった 

1名 

 

(3) 車線変更位置の変化 

 「対策あり」において，簡易情報板の内容を確認

して車線変更をした5名について，「対策なし」

「対策あり」での車線変更位置の変化を図-6に示す． 

「対策なし」で車線変更位置がソフトノーズ通過

後であった3名（A，B，C）は，「対策あり」では車

線変更位置までの走行距離が短くなり，全員がソフ

トノーズ通過前に車線変更を行った．簡易情報板に

より事前に車線変更の意思決定を行ったことで，合

流位置であるソフトノーズまでに避走させることが

できたといえる． 

 

 
図-7 車線変更位置の変化 

 

６．結論 
 

本検討では，高速道路合流部において，トラック

隊列走行車両がランプから本線へ合流する場合の安

全対策として，本線を走行する一般車両を避走させ

るための簡易情報板の設置効果を，ドライビングシ

ミュレーターを用いて検討した． 

調査結果から，簡易情報板を走行中に確認した調

査対象者が、簡易情報板から得た情報をもとに車線

変更の意思決定を行っており，簡易情報板設置に避

走を促す効果があることを確認できた． 

車線変更の位置では，簡易情報板を確認して車線

変更を決定した調査対象者は，合流部前に簡易情報

板を確認したことにより，ソフトノーズより手前で

車線変更を完了することができた．なお，調査結果

では簡易情報板設置位置から車線変更までの最長の

距離は213mであった．実際には避走の意思決定から

車線変更を完了するまでの距離は，本線の交通量や

走行速度，天候による視認状況，ドライバーの技量

などにより変化するが，本検討条件においては，簡

易情報板の手前250mを提案する． 

走行後ヒアリングでは，事前にトラック隊列走行

車両の説明を受けていたため，合流する車両が隊列

走行していると認識できた，という意見があった．

安全対策の実施とともに，一般ドライバーへ向けた

広報についても実施していく必要がある． 
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